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はじめに 
 

昨今の経済危機により企業を取り巻く経営環境はますます厳しさを増しており、従来の

市場経済システムにパラダイムシフト（思考と枠組みの変化）が求められております。 
企業の社会的責任（CSR）はますます大きくなり、現在多くの企業が CSR の発展に努

める一方、一種の CSR バブルともいえる状況にあります。現在の業績悪化時において“み

せかけ”や“show window”の CSR は大きく見直され、本業（コア・コンピテンス）を

通じた CSR 活動が、これからの企業戦略の一つのキーワードであり、持続可能な発展の

チャンスと考えられます。 
一方、貧困、福祉、少子高齢化、雇用不安など多くの社会問題が顕在化するなか、これ

らの問題をビジネスとして解決する解決するソーシャルビジネスが萌芽期を迎えておりま

す。 
このような状況を踏まえ、日本大学大学院・井出亜夫教授を座長をお引き受けいただき、

「新しい市場経済における企業の社会的役割 CSR 戦略としての環境とソーシャルビジ

ネス」研究委員会を設置しました。企業における本業を通じた CSR 活動、環境ビジネス

の展開、ソーシャルビジネスの発展に着目して、持続可能な自然環境・社会環境構築のた

めの新たなビジネス文化の創造について、先駆的な事例報告などを通して議論を深めてま

いりました。 
また、平成 22 年 3 月に公開シンポジウム「第 20 回 GISPRI シンポジウム 進化する

CSR を探る －新しい市場経済における企業の社会的役割－」において、5 名の CSR 研

究者、企業担当者による講演・パネルディスカッションを行ないましたので、併せて報告

いたします。 
ここ数年で CSR は企業経営において重要な位置を占めてきており、CSR レポート（社

会・環境報告書など）を発行する企業が増加しております。CSR は一過性の流行ではなく、

企業が永続的に続けていくべきものであります。本報告書が CSR を考えていく上で、お

役に立てれば幸いです。 
末尾ながら、本研究委員会で多大なご指導をいただきました井出委員長、委員各位、ま

た研究委員会でご講演いただきました講師の方々、シンポジウムにご登壇いただき貴重な

ご発表とご討議をいただきました講師の方々、ならびに本調査研究にご協力いただきまし

た関係各位に心よりお礼申し上げます。 

 
平成 22 年 3 月 

（財）地球産業文化研究所 
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２１世紀における市場経済と社会的存在としての企業の役割・責任 
日本大学大学院グローバル・ビジネス研究科 教授  

井 出 亜 夫 

 
（はじめに） 
米国サブプライム問題を契機に発生した世界経済危機は、100 年に一度の経済危機とい

われるが、この危機の本質は何だろうか。フランシス・フクヤマ著「歴史の終焉」が描写

する市場経済の勝利、トーマス・フリードマン著「フラット化する世界」が紹介するグロ

ーバル経済社会の進展にも関わらず、今次の経済危機は、２０世紀を律した市場経済シス

テムの枠組みが持続性と諸国民の支持を得られなくなった兆候であり、従来の市場経済シ

ステムにパラダイムシフト（思考と枠組みの変化）が求められているのではないか。 
現代社会における社会的存在としての企業の役割・責任はますます大きく、企業は新時

代を拓くため新たなビジネス展開を求められている。100 年に一度の危機は、２１世紀の

市場経済の形成、そこにおける企業活動の新しい展開の機会ととらえるべきではないだろ

うか。 

 
Ⅰ 近代社会における企業倫理の起源 －自己利益の追求と社会利益の追求の一体化 
特に近代資本主義思想の根底には、市場経済は、自己利益の追求が社会全体の利益を実

現するという前提に立つというものでもあった。独占や政治的特権でなく、自由で制約の

ない新しい市場経済において社会的利益が最大限実現されると考えた。初期資本主義の理

想は、現実に進展する資本の営み、資本主義社会の運動の中で変質を遂げるが、資本主義

‐市場経済とは、その中核に人間が倫理的であることを要求する社会体制であるとの理解

と共感があった。 
以下には「近代資本主義の精神」の理想型としてのプロテスタンティズムの倫理と資本

主義の精神を示すが、同様にわが国近世の経済発展の思想的基盤を形成した石門心学、渋

沢栄一による殖産興業の理念にも自己利益と社会利益の一体化は現れている。 
① プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神  

近世初期の西欧における資本主義社会の勃興過程で市場経済は形成される。マック

ス・ウェーバーは、その成長を内面から推し進めた精神的要素、倫理的雰囲気、思想的

雰囲気は、勤労、倹約、誠実、正義等の特性を統一した行動のシステムとし、プロテス

タンティズムの倫理と資本主義の精神であるとした。 
②石田梅岩石門心学 
わが国においても近世江戸期において石田梅岩は、都鄙問答において、商人の利益は武

士の禄と同じ、その志は武士に劣らない、商人の道を知れば、私欲を離れ、正直から出た

倹約が実行されるとし、商人の経済的行為の社会的意義を立論した。 
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① 論語とそろばん（渋沢栄一） 
明治の経済建設・殖産興業にあたって渋沢栄一は、儒教倫理と殖産興業における経済活

動の合一を唱えた 
・論語と算盤は甚だ遠くして近いもの、士魂商才、論語は万人共通の実践的教訓、仁義と

富貴－真正の利殖法、効力の有無はその人に在り、孔夫子の貨殖富貴観、防貧の第一要義、

罪は金銭にあらず、金力悪用の実例、義理合一の信念を確立せよ、富豪の徳義上の義務、

能く集め能く散ぜよ－ 

 
こうした意味において 株主主権、企業の至上目的は利益の追求とする考えは誤りであ

り、グローバル経済下においてこれを主導したアメリカ型コーポレート・ガバナンス（株

主を最重視し、短期の利益追求に走る）は本質的矛盾を有し、破綻を示しているというべ

きであろう。 

 
Ⅱ 企業の社会的責任（CSR）を求めた行動基準 
「社会主義経済社会」という理想の挫折、中国の市場経済化、ベルリンの壁崩壊という

一連のプロセスを経て、新自由主義、市場主義原理が横行したが、これとともに企業不祥

事の世界的多発化の下で、企業の社会的責任を問う内外の新しい動きが始まった。 
企業は、単に法規を最低限守るだけでなく、顧客、従業員、株主を超えた様々なステーク・

ホルダーとの関係において社会的責任を問われることがより顕著となった。 
なぜ企業により多くの社会的責任が要求されるのか。今日における企業の社会的影響力の

増大、顧客、従業員、株主を超えたステーク・ホルダーの広がりを考えたとき、社会の公器

としての企業に求められる責任はきわめて大きく、その成就なくして、市場経済システム、

体制への支持は完全なものとはならない。 
企業の社会的責任は、企業の評価、パフォーマンス、業績を左右する重要な要素になりつ

つある（CSR＆SRI）。これは、一つには環境悪化、社会的不公正、企業統治、企業の社会的

責任に関する関心の高まりの結果である。企業は、顧客、従業員・メンバー、投資家・貸手、

サプライヤー、競争者、地域社会、ＮＰＯ等様々なステーク・ホルダーの高まる期待を受け

るとともに企業の社会的責任に対する認識と取組は、組織の名声全般、労働者・メンバーの

組織的一体性、投資家・金融界、顧客吸引力、政府、マスコミ等を左右する。また、消費者

は、単に製品、サービスのみをもって企業を判断するだけでなく、企業行動、企業の社会的

責任の果たし方によって企業を判断し、選択する時代に入りつつあるのではなかろうか。後

世が 21 世紀初頭を振返ったとき、ここに新しい市場経済の姿を確認できるのではないか。 
従来から個別企業が社訓や企業理念を掲げることはまれではなかったが、今日においては、

企業グループ、企業団体さらには EU や国連など主権国家を超えた公的機関においても CSR
の行動基準を設定する動きが顕著である。これは明らかに新しい現象であり、ここにも社会
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的存在としての企業の位置づけが新しい段階に入りつつあることを確認できよう。 
以下その事例を日本経団連企業行動憲章、コー経済人円卓会議企業行動指針、国連グロー

バル・コンパクト、EU における CSR 問題の共有、国際標準化機構（ISO）における CSR の

検討に見よう。 

 
１ 日本経団連企業行動憲章 
本憲章は、バブル経済、証券不祥事の発生に伴い 1991 年当時の経団連会長平岩外四氏

のイニシャティブによって制定された。以後日本経団連への組織再編等に伴い数次の改訂

をみるが、10 項目の原則と実行の手引きが示されている。「社会の信頼と共感を得るため

に」と題し、理念と原則を示し、その実行の手引きは、極めて広範、具体的である。本憲

章が日本経団連参加企業の中であまねく実践されれば、わが国の企業不祥事は大幅に減少

し、その発信を通じて日本企業は世界に冠たる CSR モデルを提示できる。 
問題はその実現とそれを目指した取り組みである。憲章は社会的良識を持って企業が自

主的に行動することを謳っているが、それを促す企業自身のプレッジもしくは日本経団連

自身あるいは第三者の評価メカニズムが必要ではないか。それによって憲章自身の実効性

は大幅に向上し、これが画餅化することを防止する大きな手段になる。今後の展開を期待、

注視したい。以下に 10 原則のサマリーを記載する。 
① 社会的に有用な製品・サービスを安全性に配慮して提供し、消費者の満足と信頼を獲

得する。 
② 公正、透明、自由な競争ならびに適正な取引を行う。 
③ 広く社会とのコミュニケーションを行い、企業情報を積極的かつ公正に開示する。 
④ 従業員の多様性、人格、個性を尊重し安全で働きやすい環境を確保する。 
⑤ 環境問題への取り組みは企業活動に必須の要件であり、積極的に行動する。 
⑥ 「良き企業市民」として、積極的に社会貢献活動を行う。 
⑦ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決する 
⑧ 国際事業活動は、国際ルールや現地法律の遵守、文化や慣習を尊重し、その発展に貢

献する。 
⑨ 経営トップは、率先垂範のうえ、社内に徹底するとともに、グループ企業や取引先に

周知させる。 
⑩ 憲章に反する事態が発生したときには、経営トップ自らが、責任の明確にし、問題解決に

あたる。 

 
２ 1994 年経済人コー円卓会議 道義的資本主義を提唱「企業の行動指針」を策定 
グローバル経済の進展、冷戦構造の終結への対応、保護主義に対する懸念等から日米欧経

済人（フィリップス社長、ジスカールデスタン元仏大統領、賀来龍三郎キャノン社長）が道
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義的資本朱主義を提唱し、企業の行動指針を提唱した。その原型はミネソタ原則にある。 
コー円卓会議の提案は、日米欧の経済人が来るべき２１世紀の市場経済のあり方を新自由主

義、シカゴ学的市場経済原理主義（シェア、株主重視、利益追求第一義的）未だ隆盛を究め

ていた当時いち早く世界の企業関係者が経済社会状況の改善のため重要な役割を果たさなけ

ればならないことを確信し、提唱したところに意味がある。行動指針は、市場経済に「法と

市場の拘束力を超えた企業の社会的責任（CSR）の必要性を強く認識し、「共生」と「人間

の尊厳」という二つの基本となる倫理的理念に立脚したものである。行動指針は企業活動の

一般原則として次の 7 項目を掲げている。指針自身はシンプルなものであるが、OECD、国

連等マルチの議論を促進する契機を作った意義は大きい。 
① 企業の責任は、-すべてのステーク・ホルダー（顧客、従業員、株主・投資家、サプライ

ヤー、競争相手、地域社会）に対して及ぶ。 
② 革新、正義、グローバル社会を目指して、企業は、経済的、社会的貢献を果たさなければ

ならない。 
③ 企業行動は、法文以上の信頼精神を持ってなされなければならない。 
④ 貿易摩擦の防止、より自由な貿易、平等な競争条件、関係者の公正かつ公平な処遇を促す

ため国際的、国内的ルールを尊重しなければならない。 
⑤ WTO その他国際協定に基づく多角的貿易体制を推進する。 
⑥ 環境保全、改善、天然資源の浪費を回避し持続的発展を推進する。 
⑦ 贈収賄、マネーロンダリング等不正行為の防止に努める。 

 
３ 国連グローバル・コンパクト 

1999 年国連コフィー・アナン事務総長は、ダボス会議（国際経済フォラム）において国連

グローバル・コンパクトを提唱した。これは、世界人権宣言、就業の基本原則に関する ILO

宣言、環境と開発に関するリオ宣言に基づき以下の 10 原則を、グローバル社会において展開

される企業の行動原則として掲げたものであり、参加者の自発的イニシャティブによる実施

を求めるものである。2000 年に国連本部において正式に発足し、都合のよい隠れ蓑にならな

いよう 1500 以上の企業、労働組合、市民組織のネットワークによって、運営が担保されてい

る。 

①人権 原則１：国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重し、 原則２：自らが人

権侵害に加担しないよう確保すべきである。 
②労働基準 原則３：組合結成の自由と団体交渉の権利の実効的な承認を支持し、 原則４：

あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持し、 原則５：児童労働の実効的な廃止を支持し、 

原則６：雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである。 
③環境 原則７：環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持し 原則８：環境に関

するより大きな責任を率先して引き受け、 原則９：環境に優しい技術の開発と普及を奨
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励すべきである。 
④腐敗防止 原則 10：強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に取り組むべきである。 

 
４ EU（欧州連合）における CSR 概念の共有 
先進市場経済社会、各国政府はこうした企業の社会的責任の増大をめぐる動きに対して

いかなるスタンスで臨んでいるのだろうか。米国においては、法令を超える CSR は、基

本的にビジネス界または市場の事柄であり、これに政府が関与することに否定的である。

わが国における状況はどうであろうか。先にみたように日本経団連の業行動憲章は 10 項

目の原則を掲げているが、あくまでも企業の自主的行動と割切り、自らのプレッジや第３

者による関与には無関心である。また、政府内でも CSR に関し、ある種関心は払われて

いるが、明示的政策スタンスを展開するには至っていない。また、政党のマニフェストに

もこれが現れることはなく、企業倫理以前に政治倫理の確立が求められているのが現状で

ある。  
一方、EU においては、 
冷戦の終結、市場経済の国際的展開により、ビジネスの可能性が広まる一方、社会的統

合と安定性、民主社会における福祉の実現のために企業活動に新たな自制と動員が求めら

れるとして、欧州実業界に対し、持続的発展、成長と雇用、企業の社会的責任（CSR）へ

のコミットメントを求めている。  
また、CSR は法令や協約義務を超えて、社会面、環境面の関心事項をビジネス活動に一

体化させるものと定義し、その実施はあくまでもビジネス界の主体的活動であることして

いる。さらに、CSR は公共政策に代替するものではないが、これを補完し、これへの協力・

貢献に言及する一方、CSR を実効あらしめるために、EU 委員会としてステーク・ホルダ

ーを含めた関係者のプラットホーム設定（マルチ・ステークホルダー・フォラム）により、

EU 企業に対し CSR の世界的先導役を期待している。（注）ＥＵＣＳＲコミュニケーショ

ン参照 

 
５ 国際標準化機構（ISO）による CSR（SR） 

CSR に関する世界的関心の増大を背景として、ISO は 2004 年国際的ガイドラインの策

定に着手し、2010 年にこれを決定する予定している。検討にあたって、産業界、労働界、

消費者、政府、NGO の参加を求め、①法令順守②国際ルールの尊重③説明責任④透明性

⑤持続可能な発展⑥倫理的行動⑦予防アプローチ⑧基本的人権の尊重⑨多様性の尊重に関

する規格（ISO26000）設定を試みている。 
・本規格は、企業の自主的行動を原則とし、ISO の認証を目指すものではないことを断っ

ているが、規格の普及、実効性を確保するためには、企業自身によるプレッジ、第三者評

価システム等が将来、俎上に上ってくることも予想される。なお、検討の過程において、
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この規格は企業に限らず、あらゆる組織を念頭においた社会的責任（SR）に一般化されて

いる。 

 
以上、国内、国際面における CSR 基準例、これをめぐる動きを紹介したが、特にこう

した国際的動きは、主権国家とその下における企業活動という従来のコンセプト、行動様

式を超える新しい潮流であり、情報通信技術の普及、発達と相俟って、市場における企業

活動、市場経済自体のコンセプト、内容を高度化するものと期待される。 

 
Ⅲ 企業の社会的責任 経営のなかでの一体化 
実際の企業はこれをどう展開すべきか。多くの企業行動原則を概観すると、企業の社会

的責任は、法令や協約を超え、社会的側面、環境的側面を企業活動と如何に一体化するか

にかかっていることが理解される。マイケル・ポーター教授（ハーバード大学ビジネスス

クール）は、今日における企業の社会的責任（CSR）として、「企業の社会的責任とは、

社会の課題を企業活動に統合すること」であると述べており、世界的食品企業ネスレの活

動に高い評価を与えている。ここでは、先ずネスレの共通価値の創造（長期的に見た社会

の価値を創造すること）に見る活動のフレーム、アプローチを垣間見ることにする。 

 
１ ネスレの共通価値創造のフレームとアプローチ 
・短期利益の追求でなく長期的視野に立った事業を展開する 
・急激に変化する市場と事業活動において、新たな技術開発を継続的に実施する 
・直接的事業に限らず、ネスレが影響を与え、リーダーシップを有する課題に対し、協力

して持続的発展を促進する 
・持続続的発展の可能性に重大な影響をもつリスクとチャンスを理解し、これを見極めた

うえで事業に取組む 
・財務、環境、社会面における明確な目標を設定し、共通価値を生出すため、ビジネスパ

ートナーやステーク・ホルダーとともに取組む（環境対策、人材養成、農村開発、製品

開発についての評価指標が開発され、パフォーマンスが公表されている） 
・あらゆる取組みに対し、統治とマネジメントシステムを強化する 
・正式な企業統治機構を組織化し、その活用を図る 
・事業展開する国での確固たる地位を確立し、その国の地域性や文化を理解する 
・ネスレの原則と規範をすべての国に適用する 
・責任を果たし、アラウンタビリティを確実にする 
・監査制度と保証基準を通じて原則と方針の適用を確実にする 
・ステーク・ホルダーと積極的に対話する等々 
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２ CSR と企業活動の一体化 
100 年に一度といわれる今日の経済危機は、すでに進行している経済社会のグローバリゼー

ション、情報通信交通手段の絶えざる進歩、地球環境問題に代表される人間社会の相互依存

の深化を踏まえて、21 世紀における市場経済のあり方を模索し、従来の企業活動を見直しす

ることを迫っている。 
CSR は、企業行動基準を一方におき、他方に企業活動を置くものでなく、如何に企業行

動基準を事業活動の中（企業経営理念、企業経営ビジョン、企業経営計画）で具体的に展

開するにかかっている。 
この機会は、大企業、中小企業を問わず CSR と事業活動とを一体化する抜本的作業を

行う好機というべきではないだろうか。特にわが国経済社会は、明治維新に始まる近代化、

戦後改革と経済発展に続く第 3 のパラダイムシフトの過程にあり、この作業を通じて、新

しいパラダイム、国際社会における日本の役割が浮かびあがってくることが期待される。

以下に経営理念、経営方針、経営戦略に即し両者を一体化したスケッチを試みたい。 
① 経営理念の見直し、確認 
・経営する明確な目的と価値観を再確認、 
・関係するステーク・ホルダーとの接点の確認 
② 経営方針の確立 
（ステーク・ホルダーとの関係の具体化 ） 
・顧客（成熟社会、生活中心主義、地球環境の視点から見た顧客の存在） 
・従業員（女性雇用、高齢者雇用、育児出産休暇等を含め、高齢化社会・成熟社会への対

応、ワークライフバランスの確保） 
・取引先企業（バリューチェーンを見て、サプライチェーン全体としてのウィン・ウィン

ゲームの構築、公正な取引というベストプラクティスの形成） 
・株主・投資者（特に社会的責任投資‐SRI の視点に立つ投資者とのコミュニケーション） 
・金融（事業活動に対する理解と信頼の形成、リレーションシップバンキンングの確立） 
・競争企業等（公正な競争と共存共栄関係の構築） 
・地域社会との関係を再構築（地域住民、商店街、産業クラスター、産学官関係等） 
・国際社会との関係を吟味・展望（政治的経済的環境、市場、情報等） 
・行政、NPO、マスコミとの関係（コミュニケーション、協力関係、情報開示・提供等） 
（事業展開（方向と目標）） 
・商品・サービス双方にわたる市場領域、技術的条件の見極め（市場のニーズ、循環型社

会形成等） 
③経営戦略・経営計画の策定 
・経営方針を具体化する戦略・計画への展開 
・これを実施する内部組織の構築 
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・サプライチェーンの連携、供給と消費を結ぶ連携についての制度設計 

 
３ 日本でいちばん大切にしたい会社 
マイケル・ポーターは、第 3 段階の CSR が求められている現在、世界的に存在感の大

きい日本企業のこの面での遅れを指摘しているが、わが国においても、住友化学による「オ

リセットネット事業を通じたアフリカ支援」をはじめ各地において CSR の最先端を黙々

と進めている企業群がある。その代表例を「日本でいちばん大切にしたい会社」（坂本光

司法政大学教授）による調査・紹介事例に見ることができる。ここで著者は、以下の企業

を紹介している。 
① 日本理化学工業社：障害者雇用において他の企業に見られない比率の雇用を実現し、

高い職場モラルと企業実績を有する企業 
② 伊奈食品工業社：社員の幸せを企業活動の至上理念に掲げ、斜陽産業-非成長産業の中

で持続的成長を達成した企業 
③ 中村プレイス株式会社：人を支え、本当に必要とされる製品を作る過疎地の企業活動 
④ 株式会社柳月：地域社会に生き、人と人、心と心を結ぶ経営を貫く菓子製造業介 
⑤ 杉山フルーツ店：商店街の斜陽化にもかかわらずあなたの客で本当に良かったといわ

れる果物店 

 
参考資料 
① 「共通価値の創造-Creating Shared value」（ネスレ報告書） 
② 経営指針作成の手引き（中小企業家同友会全国協議会） 
③ 日本でいちばん大切にしたい会社（坂本光司著 あさ出版） 
④ ワールドインク（ブルース・ピアスキー著 英治出版） 
⑤ CSR 経営-モラル・キャピタリズム グローバル時代の資本主義のありかた（スティーブ

ン・B・ヤング 生産性出版） 

 
（注）以上は、（財）地球産業文化研究所における研究会への参加による観察に加え、企

業行動学会への報告（予定）を加筆修正したものである。 



企業を取り巻く環境の変化と戦略的 CSR 

株式会社イースクエア 取締役 

エクベリ 聡子 

 

１．豊かさの追求と地球（生態系）の容量（キャパシティ） 

21 世紀の世界共通の課題は、地球一つ分の容量（キャパシティ）の中で、いかに安全と安

心を確保し、快適な暮らしの追求ができるかにある。 

1950 年から 2000 年の 50 年間の世界の人口と資源消費を見てみると、人口は 25.2 億人か

ら 60.6 億人と増加率は約 2.4 倍であるのに対し、小麦の生産は 1.4 トンから 5.84 トンと

4.2 倍に、石油消費量は 38 億バレルから 276 億バレルと 7.3 倍、登録自動車数は 10.3 倍、

電力生産は 21.3 倍と人口増加率よりも大幅に資源消費が拡大していることが分かる（下図

参照）。 

 

 

 

しかし、この資源消費の多くは、世界人口の中のごく一部の、先進国に住む人々を中心に

消費されているものである。世界人口の割合でみると、まだその大半が、安全な水や十分

な食料、住まい、基本的な医療サービスさえ受けられていない。現在、世界人口は 68 億人

であるが、このうち約 45 億人から 48 億人がこれから本格的に消費者層入りすると考えら

れている。また、世界人口は 2050 年には 91 億人（国連の人口中位予測）になると予測さ

れており、約 70 億人が消費者として世界経済に加わってくると考えられている。 

 

このように、世界規模で捉えれば今後引き続き経済成長および資源消費は継続すると言え

る。しかし一方で、その成長を根本で支えている地球の許容量はどうか。WWF（世界自然保

護基金）が出している報告書「Living Planet Report：生きている地球レポート」には、
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私たちの経済活動やライフスタイルによる環境への負荷は、1985 年頃に地球の容量を超え

たという報告がある。現在の経済活動が成り立っているのは、地球がこれまで長い年月を

かけて蓄積してきた地下資源の消費によるものだとされている。 

 

世界の GDP は 2050 年までに現在の約 4倍に成長するとされるが、一方で環境問題の深刻化

や資源枯渇が懸念されている。たとえば、地球温暖化、気候変動の抑制に向け、2050 年ま

でに二酸化炭素（CO2）をはじめとする温室効果ガスを世界で半減させるという目標が世界

的に合意されている。これは、単純計算をすると GDP 一単位あたりの CO2 排出量を現在の

1/8 にする必要があり、1人あたりに排出できる CO2 の量は、1.4 トンとなる。ちなみに現

在の日本人の温室効果ガスの排出量（CO2 換算）は、年間 9.8tCO2/人である。 

これまでの私たちの発展は、環境への負荷を伴いながら進んできた。しかし、今後の暮ら

しおよび経済活動は、限りある地球の容量（キャパシティ）に最大限の配慮を行いながら、

暮らしの安全、安心、快適性、利便性を追求することが求められている。 

 

２．企業を取り巻く環境の変化と新たな機会 

企業を取り巻く制約条件の変化 

※ミラノ工科大学エツィオ・マンツィーニ氏の “Strategic 
Design” モデルを参考に（株）イースクエア作成 

前項で述べたとおり、私たちの今後の発展には乗り越えるべき課題が数多く存在する。一

方、このような背景によって、環境やサステナビリティ（持続可能性）をキーワードとし

て、企業を取り巻く環境にも大きな変化が見られる。これらは、社会制約と環境制約に分

けて整理することができる。その社会

制約には、法規制の変化など行政の側

面、消費者や NGO/NPO などからの要請

といった市民社会の側面、株主や投資

家らからの CSR 経営の要請といった投

資家の側面などがある。具体的な例を

挙げると、条約や法規制では、京都議

定書、地球温暖化対策基本法、省エネ

法、CO2 条例（東京都）など国内環境

法規制の強化から、グローバルにおい

ても、化学物質関連の法規制である

REACHやOECDの多国籍企業向けガイド

ライン、国連の責任投資原則など数多

く挙げられる。また非営利団体、

NGO/NPO からの要求には、投資家と協

働し温室効果ガス排出に関する情報公

開を要求する CDP（カーボン・ディス

10 



クロージャー・プロジェクト）や GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）、

人権・労働者保護を求めたキャンペーン活動などがある。 

また環境制約には、資源制約、エネルギー需給のひっ迫、生態系の劣化や崩壊といったも

のが含まれる。 

 

このような制約条件において、その変化に対応できない企業は、社会的批判の的となった

り、資源価格の高騰の影響をもろに受けるなど、制約条件の壁に阻まれ事業に大きな影響

を被ることが考えられる。一方、制約条件を正しく理解し、事業活動の変革を実行できる

企業は、漏斗の先に広がる持続可能な社会において、新たな成長機会を得ることができる。 

 

環境関連の法規制が強化される一方で、日本国内でも、環境配慮型製品への減税措置や買

い替え優遇制度などインセンティブも多く打ち出されている。またメディアの動きを見て

も、社会課題や環境問題に積極的に取り組む企業を評価するランキングの発表や取り組み

の紹介などを盛んに行っている。このように、時代の変化をいち早く読み取り、自らの強

みを活かした環境・CSR 経営に力を入れる企業は、制約条件をバネとし、新しい事業機会

の創出に結び付けていると言える。 

 

３．戦略的 CSR の推進 

それでは、環境・社会問題に対して、企業はどう対応すべきか。自社に関わりの深い課題

に対し、自社の強みを活かし、本業を通じて貢献することが、社会にとっても、自社にと

っても Win－Win の効果を生みだす。これを戦略的 CSR と呼ぶが、この推進に必要な側面は

次の 8つに整理することができる。 

 

Ⅰ. ビジョンと戦略： サステナビリティへの展望と戦略的フォーカス  

Ⅱ. ガバナンスとマネジメント： マネジメントの一貫性

と組織における連携  

Ⅲ. 人財育成と知識の共有： スキル開発、効果的な情報

共有、CSR リテラシーの育成  

Ⅳ. ビジネス変革とマーケティング： サステナブル・ビ

ジネスの追求および本業との連動  

Ⅴ. 事業プロセス： 設計・生産・流通におけるサステナ

ビリティ  

Ⅵ. ワークプレイス： 労働条件とワークプレイスの充実  

Ⅶ. ステークホルダー・コミュニケーション： 情報開示とス

テークホルダー参画  

サステナビリティ経営の 8 側面 
（株）イースクエアのサステナビ

リティ経営診断ツールより抜粋。
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Ⅷ. 社会貢献とコミュニティ参画： 企業市民としての戦略的な社会貢献  

 

上記 8側面には、各取り組みにおけるポイントが挙げられるが、ここでは「人財育成と知

識の共有」、「事業プロセス」、「ステークホルダー・コミュニケーション」について、事例

を交えて紹介したい。 

 

（１） 人財育成と知識の共有 

従業員一人ひとりが、自社の CSR の位置づけと進むべき方向性を理解し、日々の業務や行

動に CSR を浸透させていくことが、これからの時代においてますます重要となる。 

金融大手の HSBC グループでは、従業員のエコリテラシー（環境問題を理解し、行動する能

力）を高めるため、様々な取り組みを進めている。約 11 万人の従業員を対象とした気候変

動の学習プログラムの実施の他、環境保護団体や調査機関へ従業員を派遣し、実地調査の

協力やプロジェクト推進を担っている。2002 年から 5年間かけて行ったプログラム「自然

への投資（Investing in Nature）」では、5000 万ドルの予算を投じた。現場での体験を重

んじるため、国際環境 NGO アースウォッチに 2000 人の従業員を派遣している他、気候変動

関連の世界各地のプロジェクトに 25000 人の従業員が参加をしている。なおこれらのプロ

ジェクトに参加した従業員アンケートでは、「環境と生物多様性に関する意識と理解が向上

した（90%）」や「コミュニティ開発に関する課題への意識と理解が向上した（81％）」とい

った直接的な効果の他、「リーダーシップやチームワーク、変化への対応といったマネジメ

ントスキルの向上に役立った（70％＋）」、「会社へのロイヤリティが高まった（82％）」と

いった興味深い結果も出ている。CSR の取り組みは、優秀な人材の確保や従業員のモチベ

ーションアップにつながるとされるが、その好事例と言える。 

 

（２）事業プロセス 

事業プロセスでは、設計から生産、物流など事業プロセス全般において、資源やエネルギ

ーが効率的に利用されているか、環境や社会に対する負荷を減らす配慮がされているかと

いう点がポイントとなる。このプロセス内での改善は、日本企業が得意とする分野の一つ

と言えるが、ここではさらに範囲を広げサプライチェーンで展開するウォルマート社の事

例を紹介する。一昔前には、どちらかと言えば「大量生産、大量消費、大量廃棄」の象徴

的企業であったウォルマート社だが、現在は、コーポレート・スローガンである「Save money, 

Live better」に環境、サステナビリティの視点を組み込むための施策を数多く打ち出して

いる。その一つが、サプライヤーとの協働による容器包装の環境負荷削減である。これは、

2008 年から 2013 年までの 5年間で、サプライチェーン全体の容器包装の総量を 5%削減す

ることを目標としている。この取り組みにより、廃棄物の埋め立て処分量が大幅に削減さ

れる他、66 万トン以上の CO2 の排出削減、約 110 億ドルの経費節減（ウォルマート単体で
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は 34 億ドル）の成果が期待されている。推進にあたっては、世界の約 6万のサプライヤー

に対して、容器包装の環境負荷低減の取り組みを評価するシステム「包装スコアカード」

を展開し、自社が目指すレベルの明確化とサプライヤーの巻き込みを図っている。 

このように、自社の事業プロセスにとどまらず、サプライチェーン全体で取り組みを広げ、

より効果的な環境負荷の低減、社会への貢献につなげる事例が増えている。なおこのよう

な取り組みは、取引先との価値観の共有や連携力の強化、信頼関係の強化などへの効果も

あると期待されている。 

 

（３）ステークホルダー・コミュニケーション 

前述のサプライチェーンでの取り組みと同様、企業の強みの一つに、消費者や株主をはじ

めとする社会へのつながりの大きさがある。このつながりを有効活用し、積極的な情報開

示やステークホルダー（利害関係者）との双方向コミュニケーションを行う企業が増えて

いる。またこのようなコミュニケーションは、単なる情報の発信でなく、教育的な要素を

含めたり、環境・社会課題を分かりやすく伝える（見える化する）ことで、社会の意識啓

発につながる。 

アウトドア用品メーカーのティンバーランドでは、自社独自の環境・社会情報ラベルやイ

ンデックスを開発し、販売する製品に展開している。ティンバーランドが生産する靴の化

粧箱には、「私たちのフットプリント（Our Footprint）」と呼ばれるラベルが貼付されてお

り、製造における環境負荷（製品当たりの製造エネルギーや再生可能エネルギーの使用比

率）や社会への影響（自社の従業員が地域貢献活動に費やした総時間数や倫理規定の遵守

状況評価を行った工場の割合など）についての情報が記載されている。なお社会への影響

には、「児童労働が行われた割合」という項目もある。児童労働の排除を徹底している同社

では、ここには当然ながら「0%」が入ることになるが、社会の意識づけや問題提起も狙っ

ての戦略と考えられる。 

 

上記 3側面について、それぞれ事例を挙げて紹介したが、どの事例も自社の強みや影響力

を活かしつつ、環境や社会的側面だけでなく、自社にとっても利点のある取り組みを行っ

ていることが分かる。CSR と言うと、地域の清掃活動や寄付活動、植林活動、コンプライ

アンス（法令遵守）などから、次世代人財育成や環境配慮型商品開発などまで多岐に渡る

ため、社内の議論や位置づけに混乱が見られることがあるが、なぜ自社がこの課題に取り

組むのか、自社の強みが活かされているか、本業に役立つものか、課題の本質的な解決に

貢献しているかといった点を明確にし、自社の CSR として目指すべきレベルの設定と共通

認識が必要となる。CSR のレベルには、ステークホルダーからの期待値に対して、やって

当然のレベル、すなわち、「操業許可」を獲得できる取り組みレベルと、企業の存在価値を

上げるプラス評価がある。私たちは、この境界を CSR ゼロ線と呼んでいるが、CSR ゼロ線
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の下には、法令遵守、リスク阻止といった項目が入る。これは法令遵守を軽視していいと

いうことではなく、CSR、企業経営の基礎となるべきもので、ここから企業価値や競争力、

差別化につながるものではないということになる。一方、CSR ゼロ線の上にくるものとし

ては、環境や社会課題に配慮した商品やサービスの提供など、社会価値の創造に結び付く

活動がある。このような取り組みは、企業価値、競争力を高める、まさに戦略的 CSR であ

る。なお CSR ゼロ線の位置は、ステークホルダーの期待値や競合他社の動き、時代、国、

地域などによっても異なる。そのため、ステークホルダーとのコミュニケーションや社会

の動向把握を行い、この CSR ゼロ線がどのレベルにあるのかを常に把握しておくことが重

要である。 

一般に、2003 年は日本の CSR 元年と言われる。それから 7年が経った今、企業を取り巻く

環境の変化とともに CSR の位置づけは大きく変化した。CSR に取り組むか否かではなく、

CSR でどのように企業価値を高めるか、まさに戦略的 CSR の時代である。 

 



CSR を法的視点から考える 

西村あさひ法律事務所 弁護士 

大宮 正 

 

（まえがき） 

１ 一昨年末のリーマンショックを契機とする世界経済の低迷を背景に、日本においても、

各企業とも厳しい経済状況に置かれ、ここ１～２年、新聞紙上で CSR（Corporate Social 

Responsibility）という言葉がほとんど見られなくなった気がする。むしろ、アマチュア

スポーツの支援から次々と有名企業が撤退し、学生に対する奨学金や交通事故にあった子

供に対する支援事業にも企業からの寄付が集まらず、事業遂行に支障が出ているとの報道

も多い。こうした景気の低迷した時期、企業収益が低迷、あるいは赤字になった時期にお

いて、各企業は CSR にどのように取り組むべきか、従来継続して行ってきた CSR 活動を継

続すべきか否かは、企業自身においても、また、企業の CSR 活動の受益者であった事業主

体（自治体、公益的団体、場合によってはスポーツ選手や文化関係者等）にとっても、極

めて深刻な問題であろう。本稿では、企業の CSR 活動､とりわけ景気動向に左右されがちな

CSR 活動について、会社法をはじめとする関係法令、判例をふまえて法的視点から、 以

下の５点について検討をすることとする。  

 

  ① 企業の行う CSR の定義・範囲は  

  ② 何故企業は CSR を行うのか（企業は誰のものか） 

  ③ 法的視点からの CSR 活動 

  ④ 業績悪化時の CSR 対応 

  ⑤ 結び 

 

  本稿については、時間的制約もあり、参考とした資料も限られていることから未だ検

討が尽くされていない点も多々あるので、CSR の実務に携わる委員各位の積極的なご意見、

ご異論を頂きたい。 

 なお、本稿は筆者が所属する弁護士事務所とは一切関係のない、筆者個人の見解である

ことをご了解いただきたい。 

 

 

２ 企業の行う CSR の定義・範囲は  

（既存の定義） 

２－１ CSR の法的位置づけを検討する前に、先ず CSR とは何かの定義を明確にする必要

がある。CSR は日本語では一般的には直訳として「企業の社会責任」と訳されているが、

15 



人によってはＣｏｒｐｏｒａｔｅは英語で『会社』の意であるから『会社の社会的責任』

と約すのが正しいかも知れない。（注１）しかし、本稿では一応一般的に使われている企業

の社会的責任と定義し、その企業とは具体的には以下『会社法の適用がある上場株式会社』

を対象として考えることとする。 

 さて CSR、企業の社会的責任といっても国際的にも､国内的にも明確な定義があるわけで

はない。例えば海外では、 

 EU委員会は、「企業が社会及び環境に関する配慮を､企業活動及びステークホルダーと

の相互作用の中に自発的に取り入れようとする概念」と定義している。 

 また、SRI（Social Responsible Investment）、いわゆる社会的責任投資の観点から企業

の評価を行っている DJSI(ダウ・ジョーンズ・サステナビリティー・インデックス)によれ

ば､CSR の審査基準について、「経済面」、「環境面」、「社会面」の３側面（スリーボトムラ

インと呼ぶ。)から、別紙（注 2）のような質問事項を作成し､世界の２５００社から回答

を求め評価している。 

 また、国内においては、 

 経済産業省の「企業の社会的責任（CSR）に関する懇談会中間報告」（平成１６年９月１

０日（注３）においは、DJSIの考え方をベースとして「CSRは一般的に経済面に加え社会

面、環境面の行動を包含し、内容的にももっとも基礎的取り組みである法令遵守はもとよ

り、環境保全、消費者保護、公正な労働基準、人権、人材育成、安全衛生地域社会貢献な

ど幅広い要素から構成する」と記述されている。また、同報告書では同時に「企業側にと

って見れば、その置かれた環境や業種・業態に応じてこれらに柔軟に対応することが重要

である」とも指摘している。 

 以上のように CSR については、今までのところ確立した定義があるわけではない。もっ

とも、CSR 活動については、上記中間報告にも指摘されているように、企業の実情に応じ

てが柔軟に対応すると言うことであれば、CSR 活動を行う企業自身が独自の定義を持って

いれば足りるのかも知れない。 

 例えば、東芝では､CSRは「企業が経済の主体として健全な企業活動を行い､利益を上げ

ることを当然の前提として地球環境や人権への配慮、社会貢献などの社会の一員としての

責任も統合的に果たしていくこと。」と説明されているとのことである。（注４）しかし、

いずれにしても、CSR活動は企業の自主的な判断に任せられている活動（一部法的義務も含

まれる。）であるから、必ずしも明確な定義を必要とするものでもない。しかし、本稿では、

CSRを法的視点からの検討するための前提として、本研究会の検討、各社のCSR活動の具体

例を参考にして、筆者なりにCSRの範囲をもう少し、具体的に明らかにしてみたい。 

 

（CSR の３つのカテゴリ－） 

２－２ 前述の内外における CSR の考え方については、企業の経営者の立場から見ると今
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ひとつ明確でない部分があるのではないか。それは CSR 活動の中でもコンプライアンスの

ように法的に義務付けられている部分から、企業のステークホルダーとの関わりのある活

動、更には企業活動との繋がり、関係が極めて薄いあるいは殆どないような社会貢献活動

までが、十把一絡げに議論されていることがその原因であろう。そこで筆者は､内外の考え

方、本研究会の議論を踏まえて、CSR を法的視点からの検討の前提として、次の３つのカ

テゴリーに整理をした。 

 その第１のカテゴリーは、企業として当然守るべき会社関係法令、会計基準、独禁法、

安全・環境規制等の企業活動を取り巻く諸法制・規制を遵守すること、言い換えれば最低

限企業が遵守すべきコンプライアンス活動である。ミニマム・コンプライアンスとも呼ぶ

べき活動で、本稿では以下法令遵守CSRと略する。 

 第２のカテゴリーは、法規制等を超えて企業を取り巻くステークホルダー、即ち顧客、

株主、社員、地域社会、更には関連企業（債権者を含む。）のために企業が行う自主的 CSR

活動である。例えば、顧客のために、製品やサービスの品質の正確な表示、規制を上回る

安全・性能の製品の供給、販売業であれば廃品の回収や販売フロアーに子供用のコーナー

を設けたりすることも、顧客に対する CSR 活動といえるであろう。バーゲンセールや値引

きも場合によって顧客 CSR かも知れない。株主に対しては、会社情報の正確・迅速な開示

や株主サービス（株主優待、工場視察、株主総会後の幹部社員との懇親会等）であり、社

員に対しては、育児・スポーツ・医療施設の設置等の福利・厚生の充実や有給休暇の増加、

賞与の増額等があろう。また、地域社会に対しては、規制を超える環境への貢献、工場緑

化や地域における清掃、植樹、祭事への参加・寄付等である。こうした活動は、企業にと

って義務的なものではないが、事業遂行に密接にあるいは密接とはいえなくとも間接的に

関連する CSR 活動である。このように企業のステークホルダーとの間で、何らかの形で繋

がりのある CSR 活動である。本稿では以下ステークホルダーCSR と略する。 

 第３のカテゴリーは、企業活動との関連は極めて薄いか、あるいは企業の一般的、 

社会的責任を果たすための CSR 活動である。例えば、震災等の災害被害者救済事業、文化、

スポーツイベント活動、最貧国・途上国支援等の国際協力に対する寄付等の社会貢献であ

り、入社を義務付けない奨学金制度等も、これに該当するかも知れない。本稿では以下社

会貢献 CSR と略する。 

 一般的に CSR といえば上記の３つのカテゴリーを含む、広い範囲の活動をさすが、第１

の最低限の法令遵守 CSR は、経営者やステークホルダーにとっては、企業活動の前提とな

る当然の事業であるから、法的視点から検討する余地は余りないであろう。したがって、

以下本稿においては、第２のステーククホルダーCSR、第３の企業活動とは関連の薄いか、

ほとんどない社会貢献 CSR について、企業業績の変化に対応して、また、経営責任との関

係でどのような対応をすべきか、考えてみたい。 

なお、3 つのカテゴリーの CSR といっても、現実にはそれぞれの境界線は必ずしも明確で

17 



ないし、また、CSR 活動といえるかどうか疑問のあるものもあるかも知れない。しかし、

検討の前提としては、概念的には一応 3 カテゴリーに分類（図―１）・整理し、具体的ケー

スについては、それぞれの企業において当てはめて考えていただくこととしたい。 

 

３．何故企業は CSR を行うのか（企業は誰のものか） 

３－１ 次に、企業は何のためにCSR活動をするのか、その前提となる『企業の社会的責

任とは何か』についての考えてみたい。現在少なくとも欧米先進諸国においては、企業が

CSR活動をすることは義務的ではないにしても、企業の社会的責任として、当然のこととし

て考えられているというべきであろう。しかし、この意見に異論がないわけではない。企

業の社会的責任は、「企業は誰のものか」、「企業は何のためにあるか」の議論に遡って検討

する必要がある。この論争については、既に経済学者等の幾つかの著書や論文（注５）が

あるので、本稿ではその詳細は省略するが、突き詰めれば、会社は株主のためにあるのか、

広く会社関係者、すなわちステークホルダーのためにあるかの考え方の差である。例えば、

ミルトン・フリードマンは「会社に社会的責任があるとすれば、唯一それは利益を最大化

することである。・・・会社にも社会的責任がある等と言って、本来経営者が株主に払うべ

き配当の一部を慈善活動や文化事業に使ってしまうのは、株主の選択の自由を奪うある種

の窃盗行為だ。」（注６）と述べている。この意見を著者流に噛み砕いて言えば、「企業は、

本来営利を目的とする法人であり、利益は会社の所有者である株主に配当として分配すべ

きであり、ステークホルダーや一般社会への貢献等のCSR活動の必要はない。株主以外のス

テークホルダーに対しては、通常の事業活動を通じてその社会的責任を果たせば充分であ

る。具体的には、法令の枠組みの中で、顧客に対しては安全・安心な製品・サービスの提

供を、関連企業に対しては適切な調達・販売を、従業員に対しては給与の支給と雇用維持

を実行すれば充分であり、一般社会貢献については、利益が出れば納税によりその責任を

充分に果たしている。したがって、余剰な利益があれば配当すべきであり、まして、利益

がないときにCSR活動を行うことは極端に言えば株主に対する違背行為である。」と言うこ

とか。フリードマンがステークホルダーCSRまで否定しているかどうかは必ずしも明確では

ないが、この考え方は極く最近までもてはやされた、一部米国型の株主至上主義、株主資

本主義にも相通ずる考え方である。確かに、ステークホルダーCSR活動は、法令の枠組みの

中で事業活動を通じて実現すればそれで充分といえるかも知れないし、社会貢献CSR活動は

納税を通じて行えば充分であるかも知れない。 

 

（CSR は避けて通れない） 

３－２ しかし、先進国においても、我が国においても、現実の企業活動においては､ス

テークホルダーに対しても、社会に対しても、企業は法令遵守 CSR 活動を行えば足りるも

のではないことは明白である。顧客や地域社会に対しては法律で規制された環境や安全基
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準を満たすだけで良いのか､関連企業に対して不当な要求をしていないか､従業員に対する

給与や待遇、雇用環境等労働条件の改善はどうあるべきか、顧客に対してに対してより安

い、安全な製品をどうしたら提供できるか、消費者への情報開示が適切かどうか、更には、

CO2 削減や災害復旧等に対して、企業としてどのような協力、貢献ができるかは、経営者

が日々問われているのが、現実である。それは突き詰めて言えば、企業が資金（損失の場

合もある。）を配分する際に、株主を含むステークホルダーや社会貢献にどの程度配分（場

合によっては、負担）するかの問題であり、今日経営者が、常に問われ､避けては通れない

判断である。 

 

（企業価値を生み出すのは誰か） 

３―３ また、誰が企業価値を作り出しているかという視点で見ても、企業は決して株主

だけのものではない。確かに出資者である株主は、形式的には会社の所有者かも知れない。

しかし、有機的な企業活動により利益、すなわち企業価値を生みだす企業において、株主

の役割は、資本というリスクマネーの提供者にすぎないのではないか。（リーマンショック

以降、一部の一般投資家やファンド等短期的利益を求める投機的株主への批判さえある。） 

資金提供者としては他にも銀行や社債権者等の資金提供者がいる。経営者を含む社員の経

営判断能力や労働力、技術力が企業価値の向上に最も重要な役割を果たしているし、部品

供給や販売店等の関連企業、立地地域、自治体との円満な関係がなければ企業経営は成り

立たないことは言うまでもない。更に最終的には、顧客が製品やサービスをどう評価する

かが企業の生命線であり、顧客の評価がなければ企業価値の向上はあり得ない。このよう

に、株主だけでなく、他のステークホルダーとの適正な関係や評価があってこそ企業活動

が円滑に進み、企業価値が生み出されるとすれば、企業は誰のものか、何のためにあるか

は自ずから明らかであろう。 

 

４ 法的視点からの CSR 活動 

（株式会社制度は何故あるのか） 

４－１ 次に法的視点から企業の社会的責任がどう位置づけられているかについて､筆者

の考え方を整理する。 

 第１の論点は、会社法等の法的枠組みの中で、企業やその社会的責任がどのように位置

づけられているかを考える。我が国会社法では、営利事業を行う主体に対して、市場経済

の下で「株式会社」という法人格を与え、定款で記載された一定の事業活動を認めている。

それは会社に権利・義務の主体となることを認め、土地や機械の所有を認めるとともに、

従業員を雇用する主体となることを認めることである。更に、出資という形で株主を募り

多額の資金の調達を可能にするとともに、有限責任という原則の下に、出資者のリスクを

カバーする。また、法人格を取得することにより、個人企業であれば必ずしも事業の継続

19 



性は保証されないが、法人格により事業の継続性が担保され、株主だけでなく従業員、関

連企業、顧客、立地地域を益するだけでなく、更には納税を通じて、国、地方自治体にも

継続的に財政的貢献をすることができる。端的に言えば、事業活動の継続性、安定的雇用、

競争を通ずる低廉・良質な製品サービスの提供、資本の集中とリスクの分散、出資・配当

を通ずる資金の有効活用、納税を通ずる国家財政や地方財政への貢献等により、株式会社

制度は、様々の国家、経済・社会の発展に貢献してきたのである。株式会社制度は、決し

て株主のためにだけあるのではなく、株主を含むステークホルダー、更には国家、経済・

社会の発展に貢献するための手段、仕組みとして存在するのである。１９世紀半ばに最初

に東インド会社設立されて以来、株式会社のこうした国家、経済・社会的役割が世界中で

認識されてきたからこそ、この制度が世界的に広がり、今日まで継続して維持されてきて

いるといえる。このような法制度に裏打ちれた企業は、経済的、社会的に重要な役割と責

任を有しているは言うまでもない。 

 

（会社関係法と企業の社会的責任） 

４－２ こうした企業の社会的責任は、株式を含むステークホルダーとの関係については、

会社法等においても、具体的に規定されている。例えば、取締役の役員について、一定の

犯罪を犯したものは就任できないという欠格事由（会３３１：注 7）がある。また、法令

や公序良俗に反する定款は認められない(会 30，公証人法２６：注７)。また、会社の法令

適合性等を確保するため、大企業においては内部統制の仕組みの整備・運用が求められ（会

362④6⑤号）、また、不法目的による会社設立等について、「公益を確保するため会社の存

立を許すことができないと認めるとき」は、裁判所が会社の解散を命ずることができる（会

８２４①：注 7）等規定されている。 更に、ステークホルダーとの関係では、会社法だ

けでなく他の様々な法律により、企業の活動、行動がコントロールされている。株主との

関係では金融商品取引法により、有価証券等の適正な募集・販売手続、適時情報開示や正

確な財務諸表の公表、インサイダー取引規制等が、従業員の労働条件については、労働基

準法、労働安全衛生法、男女雇用機会均等法等の労働関係法により、適正な労働契約等や

賃金支払い等が、また、顧客との関係では各種安全規制や消費者保護関係法により、安全・

安心な製品・サービス提供が求められ、関連企業や債権者との関係では、独禁法や下請法

等により適正な取引関係の確保が、更に、立地地域との関係では、各種環境規制や都市計

画法等により、周辺地域との調整が図られるなど、ステークホルダーとの適正な関係やそ

の利益調整が図られている。また、倒産関係法では、労働債権、税債権等の保有者である

ステークホルダーと株主との間の利害調整が規定されている。以上のように、企業の社会

的責任は法的にも様々な形で求められており、その責任と役割の重要性が法的にも担保さ

れている。 
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（定款と CSR 活動） 

４－３ 次の論点として、CSR 活動は会社定款との関係でどこまで許されるかと言う問題

がある。定款は会社の事業活動の範囲を決める基本的な規定であり、CSR 活動を行うこと

が定款違反になることはないかと言う問題がある。会社法では定款違反は取締役の善管注

意義務、忠実義務違反となり、株主代表訴訟により責任追及されるリスクがある。一般的

には会社の定款では、最初に目的事業が列記され、最後の項に「全各号に付帯する一切の

事業。」と規定されているのが通例である。既述の法令遵守 CSR は定款上の問題は全く問題

はない。また、ステークホルダーCSR についても、定款の目的事業あるいは、その付帯事

業として読むことは通常可能である。従って問題となるのは、フリードマンの発言にもあ

るような、事業活動とほとんど関係の薄いか、あるいはほとんど関係のない第３の社会貢

献 CSR 活動である。定款に社会貢献 CSR 事業が明記されていれば問題はないが、そうした

ケースは日本企業では、稀であろう。その場合は、社会貢献 CSR 活動を、上記の「付帯す

る一切の事業」に含まれると解することもできるかも知れない。しかし、一般的に定款目

的の付帯事業として、社会貢献 CSR 活動が読めるかどうかは、議論のあるところである。

この点について、定款に特別の規定がない場合にも、企業が社会的貢献 CSR 活動を行える

かどうかの判断材料として、直接の判例ではないが、政治献金をめぐる最高裁判決が参考

になるのではないかと考える。 

 

（八幡製鉄政治献金株主代表訴訟事件） 

４－４ この事件は、八幡製鉄（現新日鉄）の政治献金をめぐって争われた株主代表訴訟

である。同事件は、株主である原告が、企業の政治献金は、個人の参政権を侵害する憲法

違反であること、旧商法の取締役の忠実義務違反であること等の主張の他に、「会社の定款

目的の範囲外の行為である」として会社を訴えた事件であった。 

 定款目的違反であるとの原告の主張部分について、第一審の東京地裁判決（昭和 38 年：

注８）は、会社の行為を取引行為（営利行為）と非取引行為（非営利行為）とに分け､非取

引行為は「本来対価を予想していないのであるから､それは常に営利の目的に反するこう

いというべきである。従って、凡ての非取引行為は、営利の目的に反することによって、

凡る種類の事業目的の範囲外にあり、取締役の損害賠償責任の発生原因となるのであるが、

例外的に、取締役がその責任を問わない場合が考えられる。 

それは取締役が当該非取引行為をなすことに対して、総株主の同意が期待される場合であ

る。商法（２６６④）は総株主の同意のある場合に限って責任を免除することを規定して

いるが、その趣旨は、会社への出資者である株主の全員が財産的損害を受けることを甘受

する以上、その限度において営利の目的は排除されたものとして、取締役の責任を追及す

る必要はないことにあるものと解することができる。右の法意に従えば、現実に総株主の

同意が得られるか否かに拘りなく、総株主の一般社会人としての合理的意思によれば当然
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その同意を得られることが期待できるような行為は、たとえ非取引行為であっても、取締

役の責任発生原因とならないものと解すべきである。例えば、天災地変に際しての救援資

金、戦災孤児に対する慈悲のための寄附、育英事業への寄附、純粋な科学上の研究に対す

る補助等々である。これらの行為は、一言にして言えば、一般社会人であれば何人も、他

人がその行為をなすことに対して反対しないのみならず、自らも資力に余裕のある限り、

そのための多少の財産的支出を忍んでも、それをしたい又はすべきだと感ずるような性質

の行為、いわば『社会的義務行為』である。」（条件付容認論）とし、「政党は民主政治にお

いては、常に反対党の存在を前提とするものであるから、凡ての人が或る特定政党にの政

治資金を寄附することを社会的義務と感ずるなどと言うことは決して起こりえない筈であ

るから、政党への寄附が特定の宗教に対する寄附と同様社会的義務行為のごとき総株主の

同意を得られるような例外的場合に該当しない。」と判示し、取締役の損害賠償責任は免れ

ないとした。 

 しかし、上告された後の最高裁判決（昭和 45 年：注９）は、「会社は他面において、自

然人とひとしく、国家、地方公共団体、地域社会その他の構成単位たる社会的実在なので

あるから、それとしての社会的作用を負担せざるを得ないのであって、ある行為が一見定

款所定の目的とかかわりがないものであるとしても、会社に、社会通念上、期待ないし要

請されるものであるかぎり、その期待ないし要請にこたえることは、会社の当然になしう

るところであるといわなければならない。そしてまた、会社にとっても、一般に、かかる

『社会的作用に属する活動』をすることは、無益無用のことではなく、企業体としての円

滑な発展を図るうえに相当の価値と効果を認めることもできるのであるから、その意味に

おいて、これらの行為もまた、間接ではあっても、目的遂行のうえに必要なものであると

するを妨げない。災害救助資金の寄附、地域社会への財産上の奉仕、各種福祉事業への資

金面での協力などはまさにその適例であろう。」（容認論）とし、一審を覆した。 本件は、

政治献金をめぐって争われた事件であったが、第一審では、政治献金については取締役の

責任を認めたが、社会的義務行為すなわち、社会貢献 CSR 活動については、『総株主の同意

が得られるような例外的な場合』との条件を付しつつ、認めている。また、最高裁判決で

は、会社（この場合の会社は､上場大企業）を社会的実在とし、政治献金を『社会的作用に

属する活動』として、他の社会貢献 CSR 活動と同様、定款に明確な根拠がなくても、目的

付帯事業として実施できると判示した。上記最高判決は、４０年も前のものであり、当時

は政治献金について、定款目的をより厳格に解釈すべきとの異論もあったようであり、他

方では CSR についての議論も熟していなかったが、少なくとも会社の社会貢献 CSR 活動に

ついては、定款に明記してなくても最高裁は特段の条件を付さず、東京地裁は一定の条件

の下で認めたものであろう。 
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５ 業績悪化時の CSR 対応 

（ステークホルダーCSR 対応） 

５―１ さて、企業が定款に特別の定めなくても CSR 活動を行うことができるとして、企

業の経営者が最も悩むのは企業業績が悪化したときの CSR 対応である。どこまで CSR 活動

を続けるべきか、どのような優先順位で CSR 活動を止めるべきか、更には業績悪化のもと

で CSR 活動を継続した場合に取締役の責任を追及されることがないのかという点である。

また、業績悪化といっても、単年度損益がマイナスになった場合、利益準備金等がマイナ

スとなり、資本の欠損、即ち配当ができなくなった場合、更にはこれらの事態が継続する

場合等である。 

 先ず、法令遵守 CSR 活動については、最低限度の CSR であるから企業の継続を前提とす

る限り、その活動を止めることはできない。（但し、現実には経営が悪化した場合に、サー

ビス残業、下請け虐め、虚偽報告等の最低限のコンプライアンス遵守が疎かになることが

あるので充分注意すべきである。） 

 次に、ステークホルダーCSR 活動については、事業の継続、経営改善のためにどこまで

縮小できるか、できないか、企業レピュテーションや株価への影響を考慮して、ケースバ

イケースで判断することになる。いわゆるすぐれて経営判断の問題である。勿論、最近の

頻繁な法改正、運用の強化や経済犯罪に対する厳しい判例によれば、不正・違法な行為と

不当・不適切な行為との境界線は極めて不明確であるから、相当な注意払う必要があるが、

ステークホルダーCSR 活動の中止は、社会的批判やマスコミ報道はあっても、経営者自身

が法的責任を問われることは先ずないであろう。しかし、広告費の一環とし支援するスポ

ーツチームに対して、経営悪化のために支援を中止する等の企業行動は、選手の失業等の

問題だけでなく、地域社会やマスコミから大きな反発を買うおそれもあるので、相当慎重

な判断が必要であろう。 

 

（社会貢献 CSR 対応） 

５－２ さて、最も難しい判断は、業績が悪化した場合の社会貢献 CSR 活動である。社会

貢献 CSR 活動の受益者は、社会的弱者、最貧国等の途上国等である場合も多いため、企業

経営の状況により支援がストップすることはその影響も大きく、折角の支援が反って世論

やマスコミの反発を買うことにもなりかねない。勿論、あくまでも社会貢献 CSR 活動は企

業の自由意思で行われる活動であるから、支援を中止することも自由である。しかし、本

稿では受益者に対する悪影響や社会的反発をも考慮して、ぎりぎりどういう状況まで企業

は社会貢献 CSR 活動を継続できるかとの視点で検討した。 

 先の八幡製鉄株主代表訴訟東京地裁判決にもあるように、『定款に記載のない非営利行為

は総株主の同意がえられるような例外的な場合』という条件で考えると、単年度赤字が出

た場合はまだしも、少なくとも株主に配当できない場合には、社会貢献 CSR を続けること
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は、「総株主の同意が得られる」とは考えられないので取締役の責任を追及されるリスクが

ある。しかし、上記東京地裁の判決は確立した見解でなく、また、４０年前の判断である。

勿論、社会貢献 CSR を継続するか否かも経営判断の問題ではあるが、現在では、株主だけ

でなく、社会一般の企業の社会貢献に対する期待、理解も格段に進歩しており、また、受

益者の期待権や受益の継続性を考慮すると、業績が悪化したといってそう簡単に社会貢献

CSR を止めるわけにはいかない事情もある。 

 

（政治資金規正法） 

５－３ そこで、こうした判断の考慮材料として、同じく政治資金規正法と企業業績悪化

にも拘わらず、政治献金を継続して株主代表訴訟が提起された、熊谷組株主代表訴訟事件

を紹介する。 

本論点については、先ず政治資金規正法が参考になるであろう。政治資金規正法は、「三事

業年度以上にわたり継続して欠損を生じている会社は、当該欠損がうめられるまでの間、

政治活動に関する寄附をしてはならない。」（政資法２２①：注７）と規定している。三年

度連続して、欠損金を出している会社、すなわち配当ができない会社は、その欠損が補填

されるまでは政治献金が禁止されている。この規程と八幡製鉄事件最高裁判決（容認論）

と読み合わせると、定款に明確な規定がなくても企業は政治献金を行うことができるが、

三年度連続して欠損金を出した企業、即ち株主配当を行えない企業の政治献金は禁止され、

違法な行為になる。社会貢献 CSR 活動と政治献金とはその公益性に差はあるかも知れない

が、政治資金規正法から類推すれば、三期連続欠損企業の経営者が社会貢献 CSR 活動をし

た場合には、その責任を問われるリスクがあると考えるべきであろう。 

 

（熊谷組政治献金株主代表訴訟事件） 

５－４ では、三年度連続欠損会社でなくても、単年度赤字や欠損金のある会社の経営者

が、社会貢献 CSR 活動を行った場合に、全く責任を問われることがないと言えるか。 

 この点については、熊谷組の政治献金株主代表訴訟事件が参考になる。同事件は、平成

8 年から 12 年まで政治献金をした会社が、3 年度連続欠損会社ではないにも拘わらず、政

治献金が公序良俗違反であること、定款の目的外の行為であること等理由の他に、業績悪

化の下での政治献金が取締役の善管注意義務違反であるとして、訴えられた事件である。

最終的には二審の名古屋高裁において、原告は敗訴したが、一審判決、二審判決に取締役

の善管注意義務について参考となる判示がある。 

 一審判決（平成 15 年：注１０）中には、「このような法（政治資金規制法）の趣旨に照

らせば、少なくとも会社に欠損が生じて以後の政治資金の寄附に関しては、３事業年度の

継続という法の禁止要件に該当しないときであっても、会社においてその可否・範囲・数

額・時期等につき厳格な審査を行い、欠損の解消にどの程度の影響があるか、株主への配
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当に優先して寄附を行う必要性があるかを慎重に判断することが求められるといわなけれ

ばならない。寄附額が法の定める上限に達しない限り、そのような判断を経ることなく寄

附することが許されると解すべきではない。」とされ、 

 また、二審（平成 18 年：注１１）でも「取締役は、会社を代表して政治資金の寄附をな

すにあたっては、その会社の規模、経営実績その他社会的経済的地位および寄附の相手方

など諸般の事情を考慮して、合理的な範囲内において、その金額等を決すべきであり、こ

の範囲を超えて不相応な寄附をした場合には取締役の会社に対する善管注意義務違反とな

るところ(八幡製鉄事件最高裁判決)」と判示している。しかし、 

 その上で二審は、取締役の政治献金の支出には、「経営判断の原則」が適用されるとの原

告の主張に対しては、「その前提事実の認識における不注意な誤りやその判断に至る過程に

著しい不合理があるといえない(経営判断の原則に則っている。)から一審原告の上記主張

は採用できない。」として原告の主張を退けている。 

 以上の判決内容から判断すると、政治資金規正法 22 条 1 項に違反しない（３事業年度連

続欠損していない。）としても、政治献金の支出について経営者には善管注意義務があり、

経営判断の原則が適用されることになる。政治資金規正法第 22 条 1 項は、あくまでも刑事

罰の要件を規定したものであり、上記判例によれば、取締役の民事責任については、3 事

業年度連続欠損会社でなくても、取締役に善管注意義務違反、株主代表訴訟提起の可能性

があることを示している。以上が政治資金規正法とその関連判例をベースとする検討結果

である。政治献金と社会貢献 CSR 活動はその公益性に差があるようにもみえるが(政治献金

は免税措置があるが､社会貢献 CSR 活動は全てが免税の対象となるわけではないので､逆か

も知れない。)、八幡製鉄事件の最高裁判例を前提とすると、政治献金も企業の社会的責任

を果たすための社会貢献 CSR 活動とみられるから、業績悪化時に社会貢献 CSR 活動を継続

するか否かの判断をするにあたり、上記判例及び政治資金規正法の規定は、重要な判断基

準となりうるのではないか。 

 

（結び） 

６ 以上の検討を踏まえて、企業における CSR 活動、とりわけ業績が悪化した場合に備え

て、以下の諸点を企業経営者の対応の参考として整理した。 

 

（1）先ず法令遵守 CSR 活動については、事業継続を前提にする限り、業績の如何にかか

わらず不可避の活動であり、必ず実施しなければならない。  

  （業績が悪化すると、法令遵守 CSR も疎かになるおそれがあるので、充分注意。） 

（2）ステークホルダーCSR 活動や社会貢献 CSR をどのように行うかは、優れて経営者の自

主的判断の問題であるが、業績が悪化した場合に、経営者がこれらの CSR 活動を継続

するか、中止又は撤退するかは、極めて難しい判断となる。広告費の一環としてのス
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ポーツチームへの支援を中止する場合等は、選手の失業等の問題だけでなく、地域社

会やマスコミから大きな反発を買うおそれもある。特に、社会貢献 CSR 活動について

は、受益者からの期待、社会的影響も大きい。しかし、他方 CSR 活動を続けることは、

株主から強い反対が出ることも予想される。 

（3）従って、これらの CSR 活動、とりわけ社会貢献ＣＳＲ活動については、企業業績に

左右されることなく継続的に活動を行うことができる仕組み、具体的には利益（又は

売上げ）の一定額の支出､単価への上乗せ等のルール化、準備金積立てによる継続的

支援資金確保、別法人化による運営等を検討すべきである。 

（4）また、これら CSR 活動を行うに際しては、株主を含むステークホルダーや社会貢献

CSR 活動の受益者等に対して、あらかじめ情報開示（定款記載、事業報告、広報等）

により、その仕組み、支援額（その算定方法や方針、中止・撤退ルールを含む。）等

を明確にし、その理解を得ておく必要があろう。また、中止又は撤退がやむをえない

場合には､上記判例等を参考に､慎重な判断が必要であろう。 

 

 

（注 1） 「企業はだれのものか」岩田克人著 P83 

（注 2） 別紙 1、別紙 2「企業改革への CSR 実践論」清川祐二著 

（注 3） 経済産業省の諮問機関「企業の社会的責任(CSR)に関する懇談会」（座長： 伊

東邦雄一橋大学商学部長）中間報告 P1 

（注 4） 「企業改革への CSR 実践論」清川祐二著、別紙３ 

（注 5） 日経経済教室（０９、１２．２０ 加護野忠男）より引用 

ドラッガー (『マネジメント・上』) 

｢利潤動機なるものは、利益そのものの意義を間違って神話化する危険がある。

利益は、個々の企業にとっても、社会にとっても必要である。しかし、それ

は企業や企業活動にとって、目的ではなく、制約条件である。利益は、企業

活動や企業の意志決定にとって、原因や理由や根拠ではなく、その妥当性の

判断基準にすぎない｣ 

｢利潤動機なるものは、的外れであるだけでなく、害を与える。このコンセプ

トのゆえに、利益の本質に対する誤解と、利益にたいする根深い敵意が生じ

てくる。このコンセプトのゆえに、企業の本質、機能、目的への誤解に基づ

く公共政策の過ちがもたらされている。利益と社会貢献は対立するとの謬見

(びゅうけん)さえ生まれている。｣ 

加護野 

「利益は、将来への投資の重要な原資である。それだけではない。株主以外

の多様なステークホルダー(利害関係者)への支払い義務を果たした後の残余
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であり、利益が出ているということは支払い義務が果たせていることを意味

する。」 

（注 6） 「企業はだれのものか」岩田克人著 P８５～８６ 

（注 7：参考条文） 

(会社法) 

第二十九条  第二十七条各号及び前条各号に掲げる事項のほか、株式会社の定款には、こ

の法律の規定により定款の定めがなければその効力を生じない事項及びその他の事項

でこの法律の規定に違反しないものを記載し、又は記録することができる。  

（定款の認証）  

第三十条  第二十六条第一項の定款は、公証人の認証を受けなければ、その効力を生じない。  

２ 略 

（公証人法） 

第 26 条 公証人ハ法令ニ違反シタル事項、無効ノ法律行為及行為能力ノ制限ニ因リテ取得

スコトヲ得ヘキ法律行為ニ付証書ヲ作成スルコトヲ得ス 

（取締役の資格等）  

第三百三十一条  次に掲げる者は、取締役となることができない。  

一  法人  

二  成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている者  

三  この法律若しくは一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 （平成十八年法律第

四十八号）の規定に違反し、又は金融商品取引法第百九十七条 、第百九十七条の二第一

号から第十号の三まで若しくは第十三号、第百九十八条第八号、第百九十九条、第二百

条第一号から第十二号の二まで、第二十号若しくは第二十一号、第二百三条第三項若し

くは第二百五条第一号から第六号まで、第十九号若しくは第二十号の罪、民事再生法 （平

成十一年法律第二百二十五号）第二百五十五条 、第二百五十六条、第二百五十八条から

第二百六十条まで若しくは第二百六十二条の罪、外国倒産処理手続の承認援助に関する

法律 （平成十二年法律第百二十九号）第六十五条 、第六十六条、第六十八条若しくは

第六十九条の罪、会社更生法 （平成十四年法律第百五十四号）第二百六十六条 、第二

百六十七条、第二百六十九条から第二百七十一条まで若しくは第二百七十三条の罪若し

くは破産法 （平成十六年法律第七十五号）第二百六十五条 、第二百六十六条、第二百

六十八条から第二百七十二条まで若しくは第二百七十四条の罪を犯し、刑に処せられ、

その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者   

四  前号に規定する法律の規定以外の法令の規定に違反し、禁錮以上の刑に処せられ、そ

の執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶予中の

者を除く。）  

２～４ 略  
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（会社の解散命令）  

第八百二十四条  裁判所は、次に掲げる場合において、公益を確保するため会社の存立を

許すことができないと認めるときは、法務大臣又は株主、社員、債権者その他の利害関

係人の申立てにより、会社の解散を命ずることができる。  

一  会社の設立が不法な目的に基づいてされたとき。  

二  会社が正当な理由がないのにその成立の日から一年以内にその事業を開始せず、又は

引き続き一年以上その事業を休止したとき。  

三  業務執行取締役、執行役又は業務を執行する社員が、法令若しくは定款で定める会社

の権限を逸脱し若しくは濫用する行為又は刑罰法令に触れる行為をした場合において、

法務大臣から書面による警告を受けたにもかかわらず、なお継続的に又は反覆して当該

行為をしたとき。  

２ ～４ 略 

(政治資金規正法) 

第 22 条の４ ３事業年度以上にわたり継続して政令で定める欠損を生じている会社は、当

該欠損がうめられるまでの間、政治活動に関する寄附をしてはならない。 

２ 何人も、前項の規定に違反してされる寄附であることを知りながら、これを受けてはならない。 

  （注 8）  八幡製鉄政治献金株主代表訴訟東京地裁判決（昭和３８年）  

（注 9）  同上最高裁判決 (昭和４５） 

（注 10） 熊谷組政治献金株主代表訴訟福井地裁判決（平成１５年） 

（注 11） 同上名古屋高裁金沢支部判決（平成１８年） 



 

(別紙１) 
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(別紙 2) 
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(別紙 3) 

(日本ゼオン CSR 報告より) 
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(荏原グループ CSR 報告より)
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(丸紅 CSR 報告より) 
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1）法令遵守 CSR、ステークホルダーCSR は、定款目的事業・附帯事業の範囲内。 

 

2）社会貢献 CSR は、定款目的事業・附帯事業の範囲内とはいい難い。 

 

3）企業として外側へ行く程、CSR 活動のニーズ・メリットは弱くなるか。 
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ＣＳＲ(企業の社会的責任)からＣＳＲ(Citizen’s Social Responsibility)へ 

～社会貢献市場の創出～ 

特定非営利活動法人パブリックリソースセンター理事・事務局長 

岸 本 幸 子 

 

 米国では２００６年に、マイクロソフトのビル・ゲイツ会長夫妻による「ビル・アンド・

メリンダ・ゲイツ財団」の創設、著名投資家で世界第２位の富豪として知られるウォーレ

ン・バフェット氏による同基金への史上最大の寄付（約３７０億ドル、約４兆円）など、

大型寄付が耳目を引いた。米国の年間寄付総額は２００２年で２４１０億ドル（約 23 兆円）

で、その９割は個人からの寄付である。現在、米国ではベビー・ブーマーの高齢化により、

今後 50 年間で、相続によって 41 兆ドル以上の資産移動が起こり、そのうち６兆ドルが非

営利セクターに寄付されるとみられている。またＩＴ産業などの起業家や女性などの新し

いタイプの寄付者が登場し、寄付市場の変化に伴って新しい寄付の仕組みやフィランソロ

ピストが生まれている。 

 また１９９９年にブラジルで社会貢献のために寄付したいという企業や個人と、市民団

体や社会起業家を橋渡しする「環境・社会投資取引所」が生まれた。その後この動きは、

インド、ニュージーランド、タイ、ポルトガル等にも広がろうとしているという。 

特に地球規模の貧困や環境問題が深刻化し、企業の社会的責任（ＣＳＲ）が問われるな

かで、企業の行動が社会化すると同様に、非営利の事業体の動きも伝統的なＮＰＯだけで

なく、社会起業家に代表される新しいタイプの事業体が生まれている。それらを支える資

金の仕組みや手法にもビジネス的な手法が導入され、寄付の世界にも企業的な動きが反映

されようとしている。本稿ではそれらの「社会貢献市場」をめぐる動きを報告してみたい。 

 

１． ベンチャー・フィランソロピーの提起するもの 

 ベンチャー・フィランソロピーは、営利セクターにおけるベンチャーキャピタルの手法

と、非営利セクターにおける公益やミッションを大切にする姿勢を結合した、新しい寄付

傾向である。ベンチャーキャピタルと同様にＮＰＯや非営利事業に資金を「投資」し、資

金提供先のキャパシティビルディング（組織運営力の強化）を重視して、経営の技術的サ

ポートを積極的に行なう。 

 ベンチャー・フィランソロピーの代表事例である NESsT（Nonprofit Enterprise and 

Self-sustainability Team）は、ベンチャー・フィランソロピーと伝統的なフィランソロ

ピーとの相違として、以下を挙げている。 

① 複数年度、あるいは長期にわたる資金的支援 

② 単に助成金額を定めるのではなく、その組織の課題に最も適した資金提供の形（融資、

出資、助成など）を工夫 
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③ 資金的な支援にとどまらず、理事会への参画、コーチング・メンターリング、マネジ

メント支援などを通じて運営に関わる 

④ しばしば新しい試みやイノベーションを重視して、リスクをとって、資金提供する 

⑤ 測定可能な目標指標を投資家と社会事業家が双方であらかじめ設定する 

⑥ 最終成果報告書ではなく、定期的な進捗レポートの提出を求める 

⑦ 寄付だけでなく、融資などでも関与するなどである。 

 ベンチャー・フィランソロピーの支援には、事業収入の増加や社会的不利層のための雇

用機会の増大を目指し社会的事業に注目する（例：ロバート・エンタープライズ・ディベ

ロプメント・ファンド）、ＮＰＯの組織拡大を応援（例：ニュー・プロフィット・インク）

する、社会的問題に革新的な方法で取り組もうとしているソーシャルアントレプレナー（社

会起業家）個人を支援（例：アショカ）など、いくつかの類型がある。 

 ベンチャー・フィランソロピーに対しては、短期的成果を求めすぎる、ＮＰＯの商業化

を加速するなどの批判もある。しかし、財団等の伝統的なフィランソロピーと対峙するの

ではなく、「透明性」が高く、新たな地平を切り開くものという見方も多く、財団がベンチ

ャー・フィランソロピー的な手法をとりいれているところもある。伝統的なフィランソロ

ピーに満足しない、ＩＴ企業の成功者などの新しいタイプの寄付者を開拓している点や、

これまでは十分に支援の対象とされてこなかった社会的事業支援をカバーする役割を担っ

ていることなどは注目すべき功績といえるだろう。 

 

２． ソーシャル・インパクトの計測 

 ベンチャー・フィランソロピーが伝統的フィランソロピーにも増して、社会的な成果を

生むことを重視していることはいうまでもない。ベンチャー・フィランソロピーは、どの

ような計測方法を開発してきたのであろうか。米国では 90 年代の広範以降、ＮＰＯの効果

effectiveness や効率性 efficiency の研究を経て、社会貢献や助成、寄付の社会的成果の

測定手法の開発が進んだ。 

 しばしば非営利事業や非営利組織は経営指標が営利法人に比べてわかりづらいというこ

とがいわれている。そのため従来はともすると、非営利事業については、数値目標が出し

やすい実施結果（output）の測定で終わることが多かった。それに対し、非営利事業が活

動成果を社会に対する影響度や波及効果（outcome）を開発しようするプロジェクトである。

ちなみにインパクトという用語は、アウトカムが社会に与えた影響であるのに対し、イン

パクトはより正確に、その事業がなくても起きたであろう変化を差し引いた影響を指す。 

 インパクト評価の手法は、ベンチャー・フィランソロピストによっても異なるが、３つ

の類型があるといわれている。 

① プロセス・メソッド：事業実施の過程が成果を生むためにどれだけ合理的に設計さ

れているかに着目し、効率性を計るいくつかのモニタリング指標を計測するもので
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ある。したがって、アウトカムの計測は、アウトプット（実施回数など）と相関関

係があると想定 

② インパクト・メソッド：実施方法やアウトカムを改善してアウトカムを斬新させる

という考え方 

③ 金銭価値への換算：アウトカムやインパクトを金銭に換算する方法 

 

 これらの手法で計測されるアウトカムには、環境、福祉、教育、治安など様々なものが

あることはいうまでもないが、共通して要請される成果は雇用の創出である。成果指標の

あることが人々の社会企業への信頼感と期待を高めている。 

 

３．寄付者への教育的効果が高い「ギビング・サークル」 

 ２０００年代に入り、従来の寄付者像に含まれてこなかった、女性の寄付者や 40 代以下

の「若年層」をフィランソロピーの世界に誘う工夫が広がっている。ギビング・サークル

と呼ばれる仕組みで、社会問題について共通の関心のある人たちが集まり、通常、１００

０ドル、２５００ドル、５０００ドル以上などに設定された会費を毎年収め、使途につい

て話し合い、自ら金額や支援先を決める方法である。助成組織のフォーラムのひとつであ

るサイト「ギビング・サークル・ナレッジ・センター」によれば、05 年現在、全米に１８

８カ所が確認されており、その 89％が 99 年以降に設立されている。ギビング・サークル

は本当に小さなサークルである場合もあれば、コミュニティ財団や女性ファンドのような

既存の資金調達組織の一部であることもある。 

 個人が独自に寄付を行なうより大きな事業の支援が可能になり、寄付のインパクトを大

きくすることができる。ギビング・サークルの助成傾向は財団助成金と似ているが、子ど

も・青少年や女性分野の支援の比率が高い。また、若い組織や小規模組織、強力なリーダ

ーシップで運営されている組織、リスクのある実験的な事業などを重点領域とする傾向が

ある。 

 ギビング・サークルの大きな特徴は、参加者に対する教育的効果といわれている。ギビ

ング・サークルの参加者には超富裕層も含まれているが、中心は中流から中の上の所得階

層とみられている。前述の１８８のギビング・サークルのうち、84％で 40 代以下が参画し

ており、44％は女性だけで構成されている。職業的には、弁護士、ハイテクベンチャー創

業者などのプロフェッショナルの参加が特徴である。 

 参加者は、集められたお金で助成するために、何が社会的な問題で、どのような解決策

があり、どのＮＰＯに助成すべきかを討議して自ら決定していく。その過程でフィランソ

ロピーについて経験を深め、社会的責任を学んでいくといわれている。つまり、ギビング・

サークルは若いプロフェッショナル層にとって、フィランソロピストとしての入門講座と

なっているといえよう。 
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４．日本企業での動き：戦略的社会貢献  

バブル期に盛り上がった企業フィランソロピーは、経営環境が厳しくなってからも一定

規模の社会貢献活動を維持してきた。ＣＳＲという概念が普及したことが、その大きな要

因であろう。企業価値の向上と社会の新たな価値創造の両立を目指して、戦略的に社会貢

献活動に取り組む企業が増えてきたといえる。 

表 1 は日本経団連の社会貢献度調査において、日本企業が“社会貢献活動をどのように

捉えているか”という質問に対する企業回答の変化をまとめたものである。 

 

90年度 93年度 96年度 99年度 02年度

社会的責任の一環として 88.0% 85.9% 84.4% 84.3% 85.5% 86.1% 385社

地域社会への貢献 - - - - 72.2% 75.2% 336社

経営理念の具現化の一方策 - - - - - 36.9% 165社

社会とのコミュニケーション - 27.1% 30.8% 21.9% 43.2% 30.9% 138社

コーポレートブランド向上の一方策 56.4% 38.9% 40.1% 35.5% 19.2% 13.2% 59社

利益の一部の社会還元 46.6% 36.6% 38.9% 47.2% 30.8% 12.5% 56社

社会への投資 - - - - 7.1% 5.1% 23社

会社の社会的感度を高める一方策 - - - - 7.4% 4.3% 19社

社風の形成を促すための一方策 23.7% 24.6% 23.3% 21.0% 10.1% 2.7% 12社

会社の競争力向上の一方策 - - - - 2.4% 1.1% 5社

新規事業開発の種 2.5% 2.6% 1.9% 1.9% 2.1% 1.1% 5社

優秀な人材確保・維持の一方策 1.7% 0.8% 0.0% 0.3% 1.2% 0.9% 4社

リスクマネジメントの一方策 0.8% 1.3% 0.5% 0.6% 1.8% 0.4% 2社

その他 4.5% 3.1% 3.3% 2.8% 2.1% 1.3% 6社

2005年度

表１　社会貢献活動の捉え方

 

表１ 社会貢献活動の捉え方

出所：（社)日本経済団体連合会 社会貢献推進委員会・１％(ワンパーセント)クラブ「２００５年度社会貢献活動実

績調査結果」集計結果 

 

1990 年度と 2005 年度を比較すると、まず調査設計自体が変化し、選択肢が増えている

点が興味深い。例えば、「地域社会への貢献」、「経営理念の具現化の一方策」、「社会とのコ

ミュニケーション」、「社会への投資」といった項目は 1990 年度には見られなかった選択肢

であり、調査主体である日本経団連自身が社会貢献活動に対する考え方を変化させている

ことがうかがえる。 

第二に、1990 年と 2005 年の回答推移を比較してみると、「コーポレートブランド向上の

一方策」（56.4%→13.2%）、「利益の一部の社会還元」（46.6%→12.5%）、「社風の形成を促す

ための一方策」（23.7％→2.7％）といった回答が著しく減少している。一方で、新たに加

わった「地域社会への貢献」（75.2％）、「経営理念の具現化の一方策」（36.9%）といった回

答が、2005 年度には増えている。また、「社会への投資」（5.1%）といった回答が出てきた
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ことも特筆すべき点であろう。 

以上のような点から、ＣＳＲという概念が登場したことを契機に、社会貢献を経営理念

の具現化のための方策の 1 つとして捉えて、事業活動と密接な関係をもつ地域社会との関

係を大切にする姿勢や、多様なステークホルダーとコミュニケーションを取りつつ、より

良い社会つくりへ投資をしていくという考え方が定着しつつあるといえる。この傾向は本

年発効が予定されるＣＳＲの国際規格（ＩＳＯ２６００）において事業活動と社会的責任

の関連性と重要性を特定するという考え方が導入されることからも、さらに進むと思われ

る。 

 また、最近の社会貢献活動の傾向として、社員や顧客、消費者を巻き込んだ活動の展開

が増えていることが特色である。巻き込み方には、職場募金や社員のボランティア組織の

他にも、売上の一部を寄付に回すようなマーケティング活動と一体となった活動（コーズ・

リレイテッド・マーケティング）、株主への社会貢献のお誘いなど多様なものがみられる。 

 

表２ ステークホルダー参加型社会貢献活動事例 

資生堂「花椿基金」
各会員希望の口数を申請の上、毎月の給与から控除
する。

支援先の選定は会員の中から運営委員し選定　資生堂WEBで
報告。分野は女性・子ども・障がい者・環境保護。

なし（※）

リコー「FreeWill」
毎月の給与と賞与の端数（給与100円未満、賞与
1,000円未満）を献金

社員の社会貢献活動支援基金および団体への寄付基金 あり

丸紅「100円クラブ」
グループの役員、社員、退職者が会員。毎月100円を
積立

丸紅基金にプール あり

東京リース「T-POTクラブ」 1口100円をグループ役職員の給与から天引き なし
三井住友海上「スマイルハートクラ
ブ」

毎月給与の100円未満の端数＋100円×任意口数を
拠出。

あり

損保ジャパン「ちきゅうくらぶ社会
貢献ファンド」

毎月一口100円以上の任意金額を天引き

・広域災害発生時の支援
・社員のボランティア活動費用支援
・メンバーが希望するＮＰＯへの寄付
・企業財団を通じた寄付
・会員数は2008年度で6,068名。平均月額寄付230円。総額
16,747,680円で、ファンド総額は現在2200万円。1999年からの
寄付累計は約1億5千万円）

あり

富士ゼロックス「端数倶楽部」
毎月の給料と各期の賞与の『端数』(100円未満の金
額)に、個人の自由意志による拠出金(1口:100円で最
低1口から最高99口の範囲で任意)をプラス

・会員が必要と考える4分野(福祉、文化・教育、自然環境、国
際支援)
・使途は会員が推薦し運営委員会で承認された各種NPOや任
意団体への寄付金および会員自らの企画・運営による自主プ
ログラム活動費
・会員数は2008年度で4,070名
・年間３千万円を超える資金を寄付

あり

あいおい損保「ゆにぞん募金」 一口１０１円から最大10口まで毎月引き落とし あり

株式会社デンソー
毎月の給与と賞与の100円（100円単位で複数口も可）
を給与天引き

・会員が関わっているNPO・ボランティア団体へ寄付、ボラン
ティア活動資金、自然災害義捐金などに使用
・2007年3月現在で3,930名の加入。（想定年間寄付額：
5,502,000円）

あり

 

出所：各社ＣＳＲ資料より作成 

 

５．社会貢献のプラットフォーム：社会貢献市場創出の必要性 

 以上の米国における個人寄付の動向、日本企業の社会貢献の変化からみて、第一にフィ

ランソロピーの世界にも、成果重視の動きが進んでいるといえるだろう。これは短期的な

成果や数値目標を追うといった「せちがらさ」を迫るだけではない。ＮＰＯや社会起業家

といった市民セクターが社会サービスにおいて、なくてはならない事業体になりつつある

ということが背景にあるからである。第二に成果重視が透明性の確保につながれば、社会

貢献に参加する人口が増える可能性を示唆しているといえよう。 

 平成２１年度補正予算では、地域社会雇用創造事業において 70 億円の基金を積み、800
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人の社会起業家を育成する「社会起業インキュベーション事業」と、12,000 人の「社会的

企業人材創出・インターンシップ事業」を開始する。これらは、環境、福祉、子育て支援、

地域防災など様々な社会サービスの民間主体を形成し、そこで新たな雇用を創出しようと

うするもので、まさに「新たな公共」を生もうとするものである。 

 しかしながら同事業の終了後に本当にＮＰＯ，社会起業家が育ち、雇用が継続するため

には、「民が民を支える」資金循環をつくることが必要であろう。株式会社を投資家が支え

る株式市場があるように、市民、企業、消費者等が社会貢献に参画できるような社会貢献

プラットフォーム「社会貢献市場」を政策的に構築していくことが必要なのではないだろ

うか。 



理科系大学院生相手に CSR を講義する 

富士ゼロックス株式会社 CSR 部 

澁 谷  隆 

 

 

１． はじめに 

平成 20 年度及び 21 年度のそれぞれ後期に、首都圏某大学院で修士・博士課程の院生に

対してリレー講義「技術者倫理」の一部分として、1コマ 90 分を 2回にわたり「企業と倫

理‐CSR‐」を担当する機会に恵まれた。 

 企業の実務を知らない理科系大学院生に私の説明がどこまで届くか、彼らに僅かでも企

業活動に興味と希望を抱かせることができればお互いに得るところも大きいだろうと考え

て引き受けたが、結果は引き受けて大いに気付くところがあった。講義後のアンケート結

果にも励まされた。初冬の金曜日夕方にお付き合いいただいた院生諸君に改めて感謝した

い。 

 22 年度にも機会があれば、更に改善してチャレンジしたい。 

 この場でささやかな私の体験を敢えて披露する趣旨は、CSR に関わる議論を今日国際社

会のメンバーの誰もが衒いなくできることを理想と考え、そのためには講義の内容も方法

ももっと進化させる必要があると切実に振り返るからである。皆様の忌憚のないご意見を

頂戴したい。 

 

２． 講義の内容と進め方 

（１）講義の準備に当たり、ほとんどの受講生は CSR についてほとんど知らないと想定し

た。 

CSR に関してはレベルや視点の異なる有益な書物も多数出版されている。それらの著者

や各種のシンポジウムなどの講師の肩書きを見ても企業実務者以外に学者・研究者も少な

からずいらっしゃるが、今のところ標準教科書のようなものは見当たらない。大学院レベ

ルでは CSR を題材として取り上げることは多いとも聞くが、事前にそれらを調査し切れず

に講義に臨まざるを得なかった。 

出版物も実務経験を積んで悩んで問題意識を持って臨めば参考になるが、人権や国際条

約、法令の基本知識（コンプライアンスの領域）や環境技術などへの理解、企業実務の幾

ばくかでも知らなければ、「コンプライアンスの領域を越えて新たな価値創造とリスク回避

を目指し、ステークホールダー間の異なる要求に優先順位を付けて実務を通じて応える」

などと言われてもピンと来ないだろうと考えた。そこで、「CSR の理解・発展を支えるのは

総合学」であると心得えてスタートした。 

さらに、受講生と議論の目的（実益）が十分共通理解されていないところに CSR の考え
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方はそれ自体が発展途上にある（進化しつつある）のだから、自分も CSR に関して十分な

確信と十分な理論を持ち合わせているわけではないし、講義技術も持ち合わせていないこ

とを自覚するところからスタートした。「企業活動を行ってゆくとこのような選択に迫られ

ることがあり、その結果次第では関係者に良い企業と評価され、逆もある」ことを「デフ

ォルメされた実例（企業名を隠した多くの失敗の実例と時間軸を短縮し結果を誇張した数

少ない成功の実例）」を示しながら共感を得られることをハードルとした。 

ステークホールダーが多数いることについては、自分の親・兄弟の勤務先という企業の

かかわりからスタートして、就職先、近隣企業、投資対象、未来世代からの振り返りなど、

自分がその立場に立った場合に企業はどう見えるか、企業に対して何を言いたくなるかに

ついて想像力を逞しくしてもらい、それらの要求の間に矛盾がありうることを引き出そう

と試みた。グループ討議やそれが無理なら講師からの質問に次々答えてもらう誘導方式も

試みようとした（結果は、受講生の当惑の表情を見て取ってあきらめざるを得なかった）。 

（２）用意したパワーポイントの資料は、いきなり理論から入ることを避け、身の回りに

起こりつつある最近の異常気象のデータ（気温変化、強大な熱帯性低気圧の発生状況、人

口と耕地面積の変化）、将来起ったときの影響試算（地球上の氷が全て解けたときの海面上

昇）、資源の希少性（可採年数）、貧困や地域紛争の実例、生物多様性に対する脅威の実例、

水資源の枯渇実態などを見せて背景について考察し、これらに対して行われている真剣な

国際的取組みの例（地球環境サミット、国連グローバル・コンパクト、ミレニアム開発目

標、ヨハネスブルグサミット等）を挙げた。 

併せて、企業活動が国際化してサプライチェーンを世界各地に広げ、その売上額は中小

規模の国々の GDP に匹敵することを数字で示して、その影響力と企業活動を国単位で制御

することの限界、だからこそ企業の側に自ら引き起こす社会的課題を解決する責任ととも

に、持続的経営の前提となる持続的社会を実現し、維持する積極的な責任があることを指

摘した。 

 もっとも、企業活動を批判的に評価するだけでは不十分であり CSR に対する考え方の根

本を歪めることを懸念した。そこで、国連グローバル・コンパクトなどにもその基本には

企業の影響力を認めてこれを良い方向で引き出す、貧困や感染病、教育など本来であれば

政府の役割であるが諸般の事情でこれが果たされないで現に存在している場合には企業と

の協力関係を強めてゆくことで解決してゆきたいとする国連側のメッセージが込められて

いることも指摘した。 

（３）他方で、多少背伸びもしてみた。企業法制から来る限界から CSR の必要性を説明す

る試み 1）などを行ったが、有益な議論をリードするには自分の認識と力量が全く足りない

ことを思い知らされた。 

つまり、①16 世紀以来の株式会社の成り立ちとその後の弊害規制立法はあるが、株式会

社法による直接の規制・方向付けは未だないこと、②エズラ・ボーゲル教授の主張２）であ
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る「民主主義の世界では CSR に期待して企業が立法では手の届かない世の中の課題を解決

することを待つのは不適切であり、公益を保護し推進するためには議会の立法権を積極的

に活用して企業行動を制御するべきである」旨の主張（澁谷の理解）、③私自身の考えであ

る、立法プロセスも万能ではなく（認知、立法プロセス、執行プロセスのタイムラグ）、特

に CSR のような進化しつつある概念を法律に押し込めることは返って発展を阻害し企業の

自主性を損ねるとの主張も行って受講生の反応を探ってみたが、私の説明がどこまで受講

生に理解されたか、はなはだ疑問である。 

（４）できるだけ具体的な事例を引いて説明する必要があると考えて、2 回ある講義の後

半で弊社のサステナビリティレポートを参考資料として受講生全員に配布し、CSR 調達に

関する記事などを解説した。華南地区の直面する課題を説明した上で、富士ゼロックス・

シンセンの工員の平均年齢、出身地、定着率、宿舎の状況、工員に行ったコミュニケーシ

ョン教育などを紹介し、中国人スタッフによる中国企業に対する訪問確認まで至っている

ことを話した。 

 この部分の講義に関しては受講生は静まり返って聞いていた。日頃接しない中国の事情

に興味を持ったこともあるのだろう。一方で、企業活動がグローバル化するときには単に

現地の法令を遵守するだけでも多くの課題があることに加えて、日本におけるルールの内

外無差別適用や国際的な期待水準を踏まえて企業が自分自身で解決しなければならない課

題がいくつもあることも少し理解していただけたであろうことは、アンケート結果からも

見て取れるところである。 

 

３．テスト結果から見えてきたこと 

 講義を終了するに当たって試験を実施した。 

 講義の開始に当たり、講義の目的として「将来企業活動に関わった場合に評価の視点を

提供する」事を掲げたため、「あなた、あるいはあなたの親族がステークホールダーとして

関与する企業の CSR に関する報告書（Web を含む）を読んで社会的課題の解決に役立って

いると思う活動例を二つ挙げ、その評価理由を書く」ことを求めた。また、講義の感想も

求めた。 

 その結果、出席した受講生の約３分の２に当たる院生からレポートの提出があった。講

義中に使用した弊社のサステナビリティレポートを除けば、CSR レポートを手にした経験

はあまりないと推察された。３） 

 「ステークホールダーとしての関与」については、父親あるいは母親の勤務する企業、

自分がアルバイトをしていたあるいは就職したい企業、その企業の商品を好んで購入して

いる企業などが取り挙げられていた。住所地や出身地の地域企業、NPO として関わる企業

などは皆無であった。CSR レポート入手の困難さなども関係してこようが、「ステークホー

ルダー」として企業と積極的に関わる体験が乏しいこともあり、自分を「ステークホール
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ダー」として意識したことがなく、レポートを書くために何とか関係を探したというのが

本当のところではないか。 

 レポート内容については、選択した企業活動の環境面での取組みを評価するものが大多

数を占め、いわゆる社会貢献活動（メセナ、フィランソロフィー）を取り上げたものはご

く少数であった。CSR の中心課題として事業に関わる環境課題克服事例を取り上げる報告

書が多いことを自然に反映している一方、受講生が取り上げた報告書を仔細に検討したわ

けではないが、厳しい経営環境の下で各企業とも社会貢献活動と自社事業との必然の関係

を説明しあぐねているのではないかと懸念する。 

  「何故評価したのか」に応える部分については、「活動例を二つ挙げる」ところに隠さ

れた意図があった。異なる企業の同一テーマを比較する、同一企業の二つのテーマを論じ

て力の入れ方の差を考察するなどの考察を期待したが、該当する例はなく、「自分の価値観

と合う」ことからストレートに評価すると結論付けたものが大部分であった。限られた時

間でそこまで求めることには無理があったと反省している。 

 

４． おわりに 

 なお、講義内容に関するアンケート結果については、もとより厳しい意見は講師に対し

て遠慮して書いて来ないことは考慮に入れても、「これから社会に出る私たちに有益な視点

を提供してくれた」、「講師の経験や海外の活動の具体例が聞けてわかり易かった」などの

積極的な評価が少なからずあったことには力づけられた。また、努めて心がけようとした

私の意図に反応して、「CSR は企業の独りよがりでは成立せずこれを理解する人がいて始め

て成立する」、「自分はこのように考えるが、別にこのようにも考えられる、あのようにも

理解できる」という講師の基本姿勢を評価するとの声があったことは、率直に嬉しかった。 

 他方で、「内容が多岐に渡りすぎて説明について行けなかった」、「専門用語が説明なしに

飛び出してきて困惑した」、「パワーポイントが先に行き過ぎて説明とマッチしていなかっ

た」との指摘があったことは、改めてわが身の未熟さを思い知らされた。 

 さらに励み、社内外で CSR 議論の進化のために尽くして参りたい。 

 

 

【注釈】 

１）「CSR 企業価値をどう高めるか」編者：高巌・日経 CSR プロジェクト（2004 年 日本

経済新聞社）13 ページ以下を参考にした。 

２）「暴走する資本主義」Robert B Reich 著、雨宮寛/今井章子訳 (2008 年 東洋経済出版

社）229 ページ以下「第 5章 民主主義と CSR」参照。 

３）2 月 8 日付の読売新聞記事「CSR 就活生の企業選択基準に」によれば、ある調査で「企

業選択する上で CSR の視点が必要」と回答した大学生、院生が調査対象の 9割に及ぶこ
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とが紹介されている。なお実態を調査する必要がありそうである。 

 

（意見にわたるところは、全て澁谷個人の意見であり、富士ゼロックス㈱の見解ではあり

ません。） 

 



イオンの社会貢献活動 －「ラオス学校建設支援」活動報告－ 
イオン１％クラブ 事務局長  

友 村 自 生 

 
 

                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

             写真①（上）これまでの教室と子どもたち 
             写真②（下）新校舎から元気に飛び出す子どもたち  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

             
   不便な生活環境の中で暮らす子どもたちの輝く笑顔を見て 

「本当の豊かさ、幸せって、何なのだろうか」 
私はラオスからの帰路、考え込んでいました。 
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１、企業の存在価値 

 
1980 年代半ば、私は当時の経営トップからがことある度に 
「企業は何のために存在するのか、何のために利益をあげるのかをよく考えよ」 
と指導されていたのを覚えております。 

「地域のお客様により良い商品を、よりお値打ちに提供すること」 
「納税を通じて国家に貢献すること」 
「利益を出し株主に配当すること」 
「従業員の雇用を確保、持続し、従業員がより文化的な生活ができるようにすること」 

どのステークホルダーに重きを置くかにより、違うでしょうが、企業が社会の一員として

その存在感が問われる今日的に考えれば、それは、 
「利益を出すことが企業の最終目的であってはならない。大切なことは利益をどう使う   

  かであり、これからは、利益の額ではなく、利益の使途が問われる」 
ということではないかと考えております。 
つまり、小売業は平和産業であり、人間産業であり、地域産業である以上、イオンの店舗 
がある地域のお客様から、 

「ここに開店した店がイオンで良かった」 
と思われるよう地域に貢献することではないでしょうか。 

 
私の記憶では、その当時は今日ほど「社会貢献」とか「企業の社会的責任」という言葉は、

世の中には定着していなかったと思います。企業を評価する言葉としては、これまでも、

「エクセレント・カンパニー」「ビューティフル・カンパニー」とか様々な言葉が使われて

きましたが、その多くは、利益の額や効率などをもとにしたものでありました。そういう

時代に、利益の使途に重きを置いた当時の経営トップのものの考え方、時代感には、強い

衝撃を今なお覚えております。 
私の所属する「イオン１％クラブ」は、こうした背景で生まれました。 
 

２、イオン１％クラブ 

 
イオン１％クラブは、「平和を追求し、人間を尊重し、地域社会に貢献する」というイオン

の基本理念に基づき、1989 年に設立され、主に「環境保全」「地域の文化・社会の振興」

「国際的な文化・人材交流、人材育成」という３つの事業を柱に活動しております。 
活動の原資は、小売店舗「ジャスコ」を中心とするイオングループ各社で一定額以上の 
単年度の利益があり、かつ、累積損失がない企業からの「税引き前利益の１％」により 
ます。 
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「環境保全」分野での主な事業としては、 

 
(１)  イオンの店舗の周辺にお住まいの子どもたちで、環境保全活動を行う「イオン・   

チアーズ・クラブ」事業。 

 
(２) その「イオン・チアーズ・クラブ」の１年間の活動の発表会を行い、優秀な活動   

を行った子どもたちは夏休みが、国内外でエコライフを体験する「ドイツに学ぶ

エコライフ」「富良野自然塾」事業。 

 
(３) イオン１％クラブが設立 20 周年を迎えた今年からは、全国１０か所で、環境問題  

について講演会を開催し、環境問題について何かのアクションを起こすキッカケ

作りを目的とした「イオン環境塾」事業。 

 
などを行っております。 

 
「地域の文化・社会の振興」分野の主な事業としては 

 
(１)  日本各地のお祭りや賑わい創出のイベントの応援事業を行い、ただ単に資金協力   

をするだけではなく、イオンの従業員もその出演者として参画したり、会場提供 
を行い、一緒に盛り上げるよう心掛けております。 

 
(２) 子育てママの支援として、子育ての悩みや不安に対し、専門家の先生からお話を 

聞き、質問をして頂く「すくすくラボ」事業。この「すくすくラボ」では、古く 
から歌い継がれてきた「童謡」を、子どもたちに伝える活動を行っている、由紀

さおりさん・安田祥子さんご姉妹による童謡コンサートも併設しております。 

 
 (３) 地震などの災害時に、被災者の皆様の一時的な避難場所を提供する「バルーン・

シェルター」を全国 25 か所で設置する事業。 

 
「国際的な文化・人材交流、人材育成」分野では、世界各国の高校生と日本の高校生同士

が交流する「ティーンエイジ・アンバサダー」事業を行っております。高校生が訪ねた国

での、ホームステイや高校での体験入学を通じ、お互いの文化や歴史、価値観への理解を

深めています。 
2009 年 9 月にはこれまで日本に招聘した「ティーンエイジ・アンバサダー」全員に連絡

し、世界各地 23 カ国、182 名による、同窓会も開催いたしました。 
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３、学校建設支援事業 

 
その一方で、世界の一部の地域では、自国語の言葉を習う場を与えられていない、或いは、

日本では想像できない劣悪な環境で勉強している子どもたちが多くおり、その子どもたち

に、何かできないだろうかという想いで、私たちの「学校建設支援」事業は始まりました。 

 
（１）カンボジアの子どもたち 

 
イオン１％クラブの学校建設支援事業は、カンボジアで学校建設を行っている個人の話を

知り、その活動を資金面で応援することから始まりました。 
カンボジアの子どもたちが学んでいる学校とその教室の物理的な状況は、私たちの想像を

はるかに超えた劣悪なものでした。老朽化といった言葉以前に、地面剥き出しの教室の床、

電気のない教室、隙間だらけの校舎の外壁、１冊の教科書を何人かで共有して学んでいる

子どもたち、不足する先生、そのすべてが我々には衝撃でした。 
それだけではなく、家事を手伝うため、学校にも通えない子どもたちも、未だに多いのが

現実でした。しかしながら、そうした環境の学校をたずねてみると、貧しく劣悪な環境に

も拘わらず、子どもたちは、日本の子どもたちからは想像できないほどの輝く笑顔に溢れ、

生き生きとしておりました。何にも代えがたい大切な宝物と思えました。 

 
（２）イオンらしく 

 
しかし私たちは、その活動の支援をしていく中で、 

「単に資金の提供だけではなく、もっとイオンらしいやり方はできないだろうか」 
と考えるようになっておりました。 
私たちは、多くのお客様がご来店され、多くのお客様と接する店舗という場を持つ小売業

の特徴を活かし、「お客様と共に行うことがイオンらしいやり方」と考えました。 
まずはお客様に、私たちが暮らすアジアの一部では、こうした子どもたちが多くいること

を知ってもらい、共鳴が得られたお客様には、イオンと共に、学校建設支援事業にご参加

を頂く、という基本的考え方の骨格ができあがりました。 
しかし、学校という学びの場を作ることは、こうした「想い」だけでできるわけはなく、

私たちは、次なる問題「学校建設の具体的な進め方」を考えなければなりませんでした。 

 
（３）日本ユニセフ協会との連携 

 

私たちは日本の小売業であり、カンボジアに店舗や事務所がある訳ではありませんので、
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現実的な問題として、カンボジアの諸事情もわからない我々は、誰かに学校建設を請け負

ってもらわなければ、何もできません。 
この課題の解決には、多少の時間を要しましたが、テーマが子どもたちに関わる、という

こともあり、日本ユニセフ協会に相談したところ、「学校建設支援を一緒にやりましょう」

というご返事を日本ユニセフ協会より頂戴し、建設に関わる管理は現地ユニセフ事務所に

お願いすることで決まりました。 
日本ユニセフ協会との連携の中で、最も感心したことは、日本ユニセフ協会の 

「学校を作るといっても、校舎という箱を作るだけでは意味がない。子供たちが衛生的

な水を利用できるよう井戸を掘り、また教材を提供するとともに、先生の育成を目的

としたプログラムを提供し、各学校が３年間で自立できるように支援する」 

という考え方でした。「学校建設支援」事業の目的が、子どもたちの笑顔を、各地にそして

未来につなげることだからです。 

 

（４）資金面での連携 

 

もう一つ現実的な問題が、資金の問題です。 

１校あたりの必要資金額を日本ユニセフ協会を通じ調べてもらった処、１校あたり日本円

で約 400 万円前後、目標としていた１年で 50 校の建設には、約２億円が必要ということが

わかりました。 

この２億円という数字は、私たち「イオン１％クラブ」にとり、とても大きな数字であり

ましたが、また大きな数字だからこそ「イオンらしいやり方」で何とか達成できないか、

考えました。その結果、私たちが「マッチング」と呼ぶ方法にたどりつきました。それは、 

「イオンが全国店舗にて、お客様に学校建設募金を呼び掛ける。」 

「このお客様募金総額とほぼ同額をイオン１％クラブが拠出（マッチング）する。」 

「お客様募金とイオン１％クラブの拠出金に応じて、ユニセフ協会も応分の拠出する。」 

というものです。この「皆でやる」スキームで、私たちの学校建設支援事業は、2001 年、

そのスタートを切りました。 

 

（５）カンボジアでの学校建設支援事業 

 

2001 年から 2003 年までの毎年、春に日本でのお客様募金を行い、翌年春から順次、学校

が開校するという計画で進め、３年間でお客様からの募金、イオン１％クラブの拠出金、

そして日本ユニセフ協会の協力により、３年間で、149 校の学校を開校しました。 
春の開校式には日本のお客様にもご参加を頂き皆でその喜びをわかち合いました。 
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写真③（上）カンボジア内陸部に開校した学校の新校舎 

                                              
写真④（右写真） 
トンレサップ湖北東の川沿いに開校し

た新しい学校の開校を喜ぶ子どもたち。

この学校には、多くの生徒が毎朝船を

漕いで通学していました。 
その１人、チャイ・ニューさんの夢は、

「しっかり勉強してこの学校の先生に

なること」 
と語ってくれました。 

 
（６）ネパールでの学校建設支援事業 

 
2004 年から３年間の計画で始め、順調にスタートを切りました。しかしその後、ネパール

国内の政治的混乱もあり、開校式に日本からお客様にご参加を頂く状況にはない事態とな

り、カンボジアのような笑顔に溢れた開校式を行うことはできませんでしたが、２年間で、

57 校の学校が開校を迎えました。その一方で、改めて平和な社会の尊さを実感致しました。 

        

 

写真⑤（左）ネパールの支援前の旧校舎    写真⑥（右）建設された新しい校舎          
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４、ラオスでの学校建設支援事業 

 

（１）開校式の狂い 

ラオスでの事業は、2006 年から 2008 年まで実施し、お客様募金、イオン１％クラブと、

日本ユニセフ協会の拠出により、予定の３年間で 100 校を建設支援しました。しかし３年

目の 2009 年春の開校式は、出かけてみるまでわからない状況に追い込まれました。 
春に開校式を行うにあたり、前年の 12 月頃には、現地ユニセフとの打ち合わせと開校式

会場の事前視察に私たちは日本から出向いておりました。しかし 2008 年は、９月から 10
月にかけて集中豪雨により、ラオス全土で陸上交通の要である橋が流されたり、道路が冠

水したりで、開校式を予定していた建設予定地まで建設資材が運べない状況でした。 
この事態に対し、管轄自治体でありますルアンパバン県、及びラオス教育省が、本来認め

られていない夜間の工事を認めるなどの配慮により、何とか開校式が間に合いました。 

 
（２）悪戦苦闘の「ガビダン（赤とんぼ）」 

 

2009 年３月の開校式は、街全体が世界遺産である古都ルアンパバン郊外にある小さな村で

開催され、日本からも募金をして頂いたお客様を含め、60 名が参加しました。 
私は、開校式の２日前にその学校に通う生徒たちに会いに行きました。生徒たちにラオス

語に翻訳した日本の童謡「赤とんぼ」「幸せなら手をたたこう」を子どもたちがラオス語で

合唱できるよう、トレーニングをするためです。これはイオン１％クラブの学校建設支援

事業の話を知り、開校式にボランティアで参加したいとお申し出を頂いた、由紀さおりさ

ん、安田祥子さんご姉妹から、ラオスの子どもたちと一緒に歌を唱いたい、というご提案

を頂いたからです。そのために開校式２日前に現地に行くことには、私たち事務局内では、 
「開校式当日に少し早く行って練習すれば大丈夫でしょう」 

という意見もありましたが、開校式には由紀さおりさん、安田祥子さんが出席する以上、

うまく歌ってほしい、という想いもあり、やはり２日前に行くことにしたのです。 
しかし、私の考えた２日前でも、それは甘い考えでした。もとより学校での授業には音楽

などはないラオスの子どもたちに、歌を教えるということは、っては、大変なことであり、

音程は 20 回 30 回の練習で何とかなっても、「リズム」つまり、音程をどのくらい伸ばし

たらいいのかが、なかなか覚えてもらえず、全員が何度練習しても揃わないのです。 
結局、リズムに大きな課題を残したまま、とうとう本番当日を迎えることとなりました。 
私は、開校式前夜ルアンパバン入りしたご姉妹に正直に 
「何度も練習したのですが、出だしの部分♪ガビダ～ン♪は大丈夫なんですが・・・・・」 
と伝えると、そのご姉妹からは、「大丈夫ですよ、私たちがうまくやりますから。」 
と微笑まれ、少し肩の荷が軽くなったのを覚えております。 
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 写真⑦開校式に参加した由紀さおりさん、安田祥子さんご姉妹 

 

写真⑧旧校舎の教室内部。剥き出しの地面。 写真⑨1 冊の教科書を皆で使う生徒 
 

（３）子どもたちとの交流会 

 

開校式の式典部分は、ラオス教育大臣、ルアンパバン州知事、ラオスユニセフ代表、及び

日本側の何名かが挨拶をし、前述の童謡ミニコンサートや、地元の民族舞踊披露等で、約

90 分ほどで終了します。その後、日本からの参加者たちは、１年生から５年生（ラオスの

小学校は５年まで）の教室に思い思いに入り、子どもたちと交流をします。歌の教室や、

お絵かきの教室、お手玉の教室、そして校庭では日本から参加した新体操の選手たちが、

リボンやフープで子どもたちと楽しんでいました。その笑顔には日本からの参加者が皆、 
言ってました。「この素晴らしい笑顔は宝物。もっと多くの人に見てほしい」と。 
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写真⑩交流会にて、新校舎の校庭で、リボンを楽しむ子どもたち。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   写真⑫交流会にて、新しい教室の中で、風船や紙風船で遊ぶ子どもたち 

 

５、学校建設支援事業の今後 

 
私たちの学校建設支援事業は、カンボジア、ネパール、ラオスという、イオンのビジネス

とは無縁の地域で実施してきました。よく行われる論議の中で、企業の CSR 活動領域と

企業の事業領域の関連性・必要性の議論があります。 
私は、企業が社会に存在する一員である以上は、企業の社会貢献活動は、その会社の業績

向上施策とは一見離れていても良いと考えております。特に、教育は平和な世界を築いて

いくための基本部分にあります。小売業が平和な社会の恩恵を受け成り立っている産業で

ある以上、私たちの学校建設支援事業は、その恩返しと考えております。 
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当初３年間で終わる予定だったラオスでの学校建設支援事業でしたが、ラオス政府の強い

要請を受け、１年さらに続け、2010 年３月末、私たちは４年目の開校式を行います。由紀

さおりさん、安田祥子さんご姉妹からも再度、ボランティア参加したい旨、ご連絡を頂き

ました。ありがたいことです。 
この後は、ベトナムの世界遺産都市・フエ市で学校建設を行う予定でおりますが、明確に

言えることは、イオン１％クラブがこの活動理念を変えない限り、そして、アジア各地に、

恵まれない学習環境の中でも、素敵な笑顔と豊かな感受性をもった子どもたちがいる限り、

この事業は続いていく、続けていかなければならないと思っております。 

 
６、結び 

 
「・・・・・２泊４日という強行なラオス訪問でしたが、今 物や情報に溢れた生活に

慣れてしまっている私達は、ラオスで子どもたちの心豊かで、素敵な感性を共有出来、

充実した忘れられない旅になりました。そして改めて本当に豊かさとは？幸せとは？

を考えさせられた旅でもありました。来年も参加させていただくことがきまったよう

です。ラオス語の歌を忘れない様にしなければ・・・」 

 
これは、2009 年３月のラオス学校開校式にボランティア参加された安田祥子さんが寄せた

手記の抜粋です。 
私自身、開校式では、通訳を介し、何人もの子どもたちに同じ質問をしました。 

「将来の夢は何？」と「大きくなったら何になりたいの？」という質問です。 
彼らの多くの答えは、次の３つに集中していました。 

「いっぱい勉強して働いて、親や家族を楽にして（助けて）あげたい。」 
「大きくなったら、学校の先生になって、皆に勉強を教えたい」 
「国の役にたちたい」 

 
私は愕然としました。これをはたして、「いやいやラオスは社会主義国家だから」とか 
「発展途上の段階では日本もそうだった」という意識や認識で片づけて良いのだろうか。 
学校に行きたくても学校がない、家事の手伝いで行かせてもらえない、教科書も皆で共有。 
そんな環境でも常に笑顔を絶やさないラオスの子どもたち。一方で、何一つ不自由がない

環境の中で、学校に行きたくなかったり、常に何かに不満を感じている日本の子どもたち。

どちらが幸せなのか、などという議論は無意味だと思います。ただ、少なくともラオスの

子どもたちとの交流は、私たちが忘れていた何か大切なことに気付く良いキッカケでした。 
以上 
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1000 ドルでできること。小さな力を大きな力に。 

日本水フォーラム・マネージャー 

山 口 範 子 

 

１ はじめに 

地球上の水問題の極一部について、数字を用いてご紹介します。 

 9 億人（世界人口の 13%）が、汚染から保護されていない水源を使っている。1 

 今世紀半ばまでに、最悪の場合で 60 か国の 70 億人が、最善の場合でも 48 か国の

20 億人が水不足に直面することになると予測されている。2 

 25 億人（世界人口の 38%）が、適切なトイレを利用できない。そのうちの 12 億人に

は、トイレすらない。3 

 安全な水とトイレなどがない不衛生な環境が原因となり、毎年、下痢で年間 180 万

人が死亡している。そのうちの 90%が 5 歳未満の子ども。4 

 自然災害による死者の 90％以上は洪水、暴風雨などによるもの。5 

 人口増加や気候変動などにより、2050 年には、現在の 2 倍の 20 億人が水災害を受

けやすくなると予測される。6 

 全水利用のうち世界では約 70％、アジア地域では 80%以上が農業用水。7 

 

日本水フォーラムは、「大胆な発想と行動力で社会を大きく動かし、地球上の水問題解決

に大いなる貢献を果たす」というビジョンを実現するため、国内外で幅広い活動を行って

います。活動の一環として、これまで培ってきた国際ネットワークを活かし、途上国にお

ける草の根活動の支援や、現地パートナーとの草の根活動の実施を通して、水問題解決に

貢献しています。会員一人ひとりの皆様はもちろん、ご協力いただいているプレミア団体

会員の皆様、ダルビッシュ有選手、そして一般の皆様のご好意と多大なるご支援で、多く

の活動を実施しています。 

 

２ JWF ファンド（Japan Water Forum Fund） 

JWF ファンドは、地域の水問題を解決するために、草の根の活動を行っている発展途上

国の団体に対し、活動資金を援助することを目的として設立されました。 

１年に１回、ニュースレターやホームページを通じて募集した、発展途上国の団体から

の提案に基づき、JWF ファンド審査委員会により選定された活動（約 10 件）へ、活動１件

あたり 1,000US ドルを上限とした資金援助を実施しています。JWF ファンドは、日本水フ

ォーラムの会員の皆様から納入された会費と広く一般の皆様から寄せられた寄付（JWF 国

際貢献基金）で運営されています。 
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図表 1：支援国一覧（平成 22 年 1 月 20 日現在） 

  

 

図表 2：支援実績一覧（平成 22 年 1 月 20 日現在） 

応募件数 1,003 件（52 カ国）

支援件数 68 件（19 カ国） 

受益者数 105,959 人 

作った井戸・給水設備の数 210 施設 

作ったトイレの数 237 個 

教育プログラム実施数 62 回 

 

平成 20 年度は、水供給（井戸建設、雨水貯留タンク設置）、衛生（トイレ建設、手洗い

場の整備）、水・衛生に関する教育（コミュニティや学校における啓発活動）などに関する

事業 10 件を公募案件の中から選定し、その支援を行いました。これらの支援には、日本水

フォーラム会員の皆様の会費が直接投入されています。 

 

 図表 3：平成 20 年度支援事業一覧 

No. 事業実施国 草の根事業の内容 
1 バングラデ

シュ 
4 基の井戸建設と 20 基のトイレ建設 

2 ガーナ 雨水貯留タンク（500 リットル）の設置 
3 インド フッ素害の出ている村の学校での雨水採集システムの設置 
4 ケニア 安全な水供給のためのパイプシステム建設 
5 ネパール 学校が中心にある市場へのトイレの設置（4 個室） 
6 パキスタン 手押しポンプ井戸（1 基）の建設と安全な飲料水に関する啓発活動
7 フィリピン 1 基のトイレの改修と衛生に関する教育活動 
8 スリランカ 10 基のトイレ建設とその使用方法、衛生に関する教育活動 
9 タンザニア トイレへの手洗い施設設置、汚水処理用の穴の建設、手洗いに関す

る教育 
10 ウガンダ 手洗い施設（6 基）の設置と手洗いに関する生徒へのトレーニング
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 （１）パキスタンからの事業報告 

Makria Shinkiari 村では近くに飲料水となる水源はなく、遠くまで水を汲みに行かな

ければならないため、水汲みのための労力と時間は、村人にとって大変な負担となって

いました。また、村を流れる川は汚染されており、村人はその汚染された川の水を飲料

としても使用しているため、それが病気の原因になっていました。 

本事業では、地域住民たちが立ち上げた水管理委員会のもと、手押しポンプ井戸（1

基）の建設と安全な飲料水に関する啓発活動が行われ、住民 350 人の生活が改善されま

した。 

 

写真 1 

井戸ができる以前の水汲み作業 

写真 2 

 

井戸の建設作業 完成した井戸 

 

井戸に付けられた 

プレート 

 

（２）フィリピンからの事業報告 

Santiago 小学校(生徒：400 人、先生：14 人)では、2 基しかないトイレの老朽化が進ん

でいました。また、トイレの屋根も傷んでいるため、雨期には雨漏りがひどくなるだけで

はなく、トイレに水洗や手洗いのための水供給システムがないため、屋外での排泄、もし
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くは、学校近くの民家でのトイレ借用を強いられていました。手洗い施設がないことで、

病気になりやすい状況でもありました。 

本事業では、トイレの修繕・増設、し尿処理システムの設置、さらには、手洗い施設と

そのための水供給システムの追加が行われ、学校の先生と生徒たちの健康維持に大きく貢

献することができるようになりました。 

写真 3 

 

老朽化したトイレ（事業実施前） トイレの増設・修繕中 

写真 4 

  

屋根が修繕され、増設されたトイレ 便器も新しくなった 

 写真 5 

  

トイレと手洗い施設の適切な利用法に関する 

教育 

水洗と手洗いのための給水用ポン

プの設置 
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３ プレミア団体会員による社会貢献活動との連携 

日本水フォーラムは、そのビジョンを共有し、長期的なパートナーとして世界の水問題

解決に向けた取り組みを支援していただけるプレミア団体会員の皆様とともに、途上国に

おける水と衛生に関するプロジェクトを実施しています。 

 

（１） P&G「水を届けようキャンペーン」 

平成 20 年度に２度に渡って「水を届けようキャンペーン」を展開したプロクター・ア

ンド・ギャンブル・ジャパン株式会社から、その売り上げの一部をご寄付いただきました。 

寄付金を用いて、途上国において学校の子どもたちを対象とした、水と衛生に関する草

の根事業を４件スタートさせました。 

①フィリピン「エコサン・トイレ8の普及プロジェクト」 

No. 事業地 草の根事業の内容 
1 パンガラップ小学校 

 
生徒数 3,578 名（男子
1,859 名、女子 1,719 名）

・ 容量 10 キロリットルの貯水タンク(1 基) 
・ 水道管の設置 
・ エコサン・トイレ（男子用 1 台、女子用 2 台）

の設置 
・ 手洗い台（3 台）の設置 
・ 既存トイレの修理 
・ 衛生に関する教育プログラムの実施 

写真 6 

  

衛生に関する授業を受ける子どもたち 新たに設置された貯水ﾀﾝｸ 

 

②スリランカ「安全な水供給と衛生プロジェクト」 

No. 事業地 草の根事業の内容 
2 ゴッバカドゥワ農村学校 

 
 

・ 深井戸（1 基）の建設 
・ 容量 2,000 リットルの雨水貯留タンク（１

基） 
・ 水道管の設置 
・ トイレユニット建設 

便器 10 台、小便器 5 台、洗面台 2 台 
・ 水と衛生に関する啓発授業の実施 
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 写真 7 

井戸建設予定地を清掃する生徒、親、教

師たち 

トイレユニット建設の様子 

 

③バングラデシュ「統合的水供給・衛生プログラム」 

No. 事業地 草の根事業の内容 
3 ジャガティユニオン 

（1-12 年生までが通う農
村学校） 
 
生徒数 600 名 

・ 雨水貯留タンク（1 基）の設置 
・ 深井戸（1 基）の建設 
・ エコサン・トイレ（10 台）の建設 
・ バイオガスプラント（1 基）の建設 
・ エコサン・トイレと衛生に関する授業の実施 

 

④ペルー「安全な水供給と衛生プロジェクト」 

No. 事業地 草の根事業の内容 
4 フアンジャコミュニティ 

（5-12才までが通う学校）
・ 貯水タンク（1 基） 
・ ろ過用フィルターの設置 
・ トイレ・下水道システムの修復 
・ 衛生に関する啓発授業の実施 

 

（２） ４℃「アクア・プログラム」 

ジュエリーブランド「４℃」を提供する株式会社エフ・ディ・シィ・プロダクツととも

に、水問題を抱える女性たちを支援するための共同プロジェクト「アクア・プログラム」

を太平洋の島嶼国「キリバス」でスタートさせました。 

キリバスの淡水資源は主に地下水と雨水ですが、降水量が少ないと地下水の塩分濃度が

高くなり、井戸から汲み上げた地下水は利用できなくなります。そして、家族のための水

汲みは、女性にとって大きな負担となっています。雨水貯留タンクの設置は、その労働を

大きく軽減します。 
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写真 8 

タンクの設置に積極的に協力する住民たち 

写真 9 

 

雨水貯留タンクが設置さ
れたボンリキ村の集会所 

ボンリキ村で開催された
ワークショップの様子 

ベシオ村のワークショッ
プに参加した若者たち 

 

事業実施地 草の根事業の内容 
アクア・プログラム（第１回）
南タラワ（ボンリキ村・ベシ
オ村） 

・ ４つのコミュニティのマニュエバ（集会所）に、
容量：約 1500 リットルの雨水貯留タンクを各１基
ずつ、合計４基の設置 

・ タンクの管理方法・使用方法、貯めた水の利用方
法、雨水貯留に関する啓発活動 

※ 本プログラムには、「AQUA FAIR」の収益金が使わ
れています。 

アクア・プログラム（第２回）
南タラワ（ベシオ村） 

・ ２つのコミュニティのマニュエバ（集会所）に雨
水貯留タンクを各２基ずつ、合計４基の設置 

・ 効果的な公共教育・啓発活動 
※ 本プログラムには、「LOVE SNOW FAIR」の収益金が

使われています。 

 

（３） 東レ「トレビーノ基金」 

地球環境問題に対応した先端技術を開発している東レ株式会社とともに、途上国の水

問題解決に向けた事業を支援するために、トレビーノ基金を立ち上げ、インドの飲料水供

給プロジェクトをスタートさせました。 

インドでは、非衛生的で汚染された飲み水を使用することにより、人々は健康を害し、

また、飲料水を確保するために女性や子どもたちは一日に何時間もかけて水を運ばなくて

はならず、これが生活の大きな負担となり、生産性低下と貧困の深刻な要因となっていま

す。 

この飲料水供給プロジェクトは、インドのマハーラーシュトラ州トンガオン村の村民を

対象に、安全な飲料水の供給、衛生環境の理解・改善、女性の参加と管理能力強化を促進
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することを目的として実施するものです。 

 

   写真 10 

トンガオン村 オリエンテーションの様子 

 

４ ダルビッシュ有水基金 

「ダルビッシュ有水基金」は、水不足に苦しむ世界の人々に安全な水を提供することを

目的とし、2006 年 3 月に設立されました。本基金には、ダルビッシュ有投手がシーズン中

の公式試合で１勝するごとに、10 万円が積み立てられます。また、趣旨に賛同する方から

の寄付を受け付け、広くファンや市民の方々の参加を募っています。日本水フォーラムは、

基金の管理、資金提供先のプロジェクトの選定、モニタリング等を行っています。 

平成 20 年度は、前年度末にスタートした、ソロモン諸島及びカンボジアの草の根事業

を引き続き推進しました。ソロモン諸島では、雨水貯留タンクが 2 つの村に合計 5 基設置

され、村々の住民 221 名に水の供給を行うことができるようになりました。カンボジアで

は、4 つの村落に合計 9 本の浅井戸が完成しました。今後は、地域住民で結成された管理

組合がそれぞれ井戸の管理を行っていきます。 

平成 20 年度、同基金には、4 月以降に 15 勝をあげたダルビッシュ有選手から 150 万円、

一般の皆様から 732,495 円のご寄付をいただきました。 

 

事業実施地 草の根事業の内容 

ソロモン諸島 セントラル州 

ルッセル諸島 

・雨水を貯留するためのタンクをマルラオン村に３基、カ

ルモルン村に２基設置（各家庭の屋根の上に降った雨は

タンクに集められ、飲み水や料理用の水として使われ

る。） 

カンボジア プルサット州 ク

ラコー郡 

・チョーチョック、オアンチャン、ポーコーエン、ボーエ

ンの各村に計９本の浅井戸を掘削 

・将来のメンテナンスが困難になることを懸念し、ハンド

ポンプ等は設置せず、ロープにバケツを付けて水汲みが

できる簡易なものとした 
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写真 11 

 

井戸管理組合のメンバー（カンボジア） 

 

５ 「WaterAid」との連携 

平成 21 年 9 月末には、安全な水と健全な衛生環境を世界中の人々に提供するために活

動するイギリスの慈善団体「WaterAid」を支援するためのチャリティー・コンサートが横

浜スタジアムで開催され、矢沢永吉さんをはじめ、出演アーティストの皆さんによる会場

と一体となったパフォーマンスが繰り広げられました。日本水フォーラムは、本コンサー

トの後援団体として参画し、また、WaterAid が推進する「バングラデシュにおける環境衛

生向上事業」」の共同事業者として参画することになりました。本事業では、バングラデシ

ュのスラム地域における地域の環境衛生向上をめざし、地域コミュニティの能力強化活動

などを実施します。 

 

６ その他 

愛知県清林館高等学校の生徒会及び PTA 関係者の皆様が、平成 20 年９月に「水と共に

生きる」をテーマとして開催された文化祭で募金活動をし、集まったお金を日本水フォー

ラムにご寄付くださいました。頂いたご寄付は、カンボジアのプルサット州の村落におけ

る浅井戸建設事業に使わせていただきました。 

 

７ おわりに 

日本水フォーラムでは、今後とも、草の根活動の支援を通じて途上国の水と衛生の

改善に貢献すると共に、水問題の重要性について幅広く啓発を行うことにより、持続

可能な社会貢献活動を実施していく所存です。 

 

日本水フォーラム・ホームページ：http://www.waterforum.jp/jpn/index.html 
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1 WHO/UNICEF Progress on Drinking Water and Sanitation: Special Focus on Sanitation, 2008 
2 WWAP 2nd UN World Water Development Report, 2006 
3 WHO/UNICEF op.cit 
4 WWAP op.cit 
5 WWAP op.cit 
6 United Nations University Institute for Environment and Human Security (UNU-EHS) 
7 ESCAP Statistical Yearbook for Asia and The Pacific, 2008 
8 エコサン・トイレとは、エコロジカル・サニテーションの概念に基づいたトイレの事を指す。エコロジカル・サニテーショ

ンとは、生態系を考慮した衛生対策のことを指し、次の 3 つの内容を基本的事項として位置づけている。①人間の排泄物を安

全なものにすること、②環境を汚染した後で浄化しようとするのではなく事前に汚染を避けること、③浄化された人間の排泄

物を農業に利用すること。(出典：日本の国際協力における衛生支援ガイドブック（案）、国際協力銀行／国際協力機構) 



 
 
 
 
 

第２部  
 

研究委員会活動記録  
 

（事務局取りまとめ）  



新しい市場経済における企業の社会的役割 
CSR 戦略としての環境とソーシャルビジネス 

研究委員会開催実績 

 
第 1 回 ２００９年 7 月２８日（火） 

１）講演 塚本 一郎 委員 （明治大学経営学部教授） 
    「英国・米国におけるソーシャル・ビジネスの動向： 

社会貢献とビジネスの統合モデルとしてのソーシャル・エンタープライズ」 
次項に講演録掲載 

２）研究委員会運営案 

 
第 2 回 ２００９年９月２５日（金） 

１）講演 炭谷 茂 氏 （社会福祉法人恩賜財団済生会理事長） 
      「ソーシャルファームの作り方 ～私の行政経験と社会的活動から～」 

次項に講演録掲載 
第 3 回 ２００９年１０月２０日（火） 
  １）講演 山口 範子 委員（NPO 法人日本水フォーラム チーフ）  
      「世界の水問題と日本」                本書第一部参照 
  ２）講演 友村 自生 委員（イオン１％クラブ 事務局長）  
      「イオン１％クラブの活動の概要」           本書第一部参照 

 
第 4 回 ２００９年１０月２７日（火） 
  １）講演 安東 迪子 氏（NPO 法人・TABLE FOR TWO International 事務局）       

「TABLE FOR TWO - 20 円で世界を変える仕事」    次項に講演録掲載 

 
第 5 回 ２００９年１２月８日（火） 
  １）講演 エクベリ 聡子 委員（株式会社イースクエア 取締役）        
      「サステナビリティ経営の 8 側面」           本書第一部参照 
  ２）講演 澁谷 隆 委員（富士ゼロックス株式会社 ＣＳＲ部部長）  
      「富士ゼロックスの取り組む拡大教科書作成支援」 
       http://www.fujixerox.co.jp/company/sr/2009/highlight/textbook.html 参照 

 
第 6 回 ２００９年１２月２２日（火） 

  １）委託調査中間報告 
      「CSR 報告書に見る環境問題・社会問題の取組みに関する調査」 

特定非営利活動法人パブリックリソースセンター        以上 
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研究委員会講演録（１） 

 
タイトル：「英国・米国におけるソーシャル・ビジネスの動向： 

社会貢献とビジネスの統合モデルとしてのソーシャル・エンタープライズ」 
講師：塚本 一郎 委員 
所属：明治大学経営学部 教授  

第1回研究委員会（2009年7月28日）にて 

 
（本項の後に掲載のスライド参照） 

●塚本委員 きょうはよろしくお願いいたします。私が研究してきた分野を中心にお話を

させていただければと思っております。 
 ソーシャル・ビジネスという言葉はまだまだ違和感があるのですけれども、言葉として

はソーシャル・エンタープライズという、社会的企業ですね、これを中心にお話をしてい

きたいと思っています。 
 最近、ソーシャル・ビジネスというのは、言葉も非常に魅力的ですし、何を言っている

のかよくわからないのですけれども、やっぱり何か新しい変化をこの社会にもたらすよう

なイメージもあって、非常に旬だなという感じがします。今問われているのは、マイケル・

ポーターが言っているように、企業の社会的統合みたいな言い方もしていますけれども、

やっぱり企業と社会というのを対立的にとらえるという図式そのものを変えていく必要が

あるのかなというふうに考えています。例えば成功する企業は健全な社会を必要とする。

健全な社会は成功する企業を必要とするというふうに、ポーターはそういう言い方をして

いますけれども、お互いに企業と社会が相互依存の関係にあるということをやはり考えて

いったときに、そういう意味ではソーシャル・ビジネスとか、そういうコンセプトは重要

になると思うのですが、ある程度の概念整理は必要になるのかなと思っています。 
【スライド2】 きょうは大きくは２つのパートに分けてお話をしますけれども、ＣＳＲ

については、ある意味釈迦に説法ですので、私の専門はどちらかといいますと、ソーシャ

ル・エンタープライズのほうですので、ソーシャル・エンタープライズを中心にお話をし

ていきたいと思っています。 
 ただ、私自身のソーシャル・エンタープライズとの出会いというのは本当に偶然でして、

2001年だったと思うのですけれども、たまたまブリティッシュ・カウンシルのアレンジで、

イギリスに調査に行ったことがあるのです。そのときに、我々はコミュニティ・ビジネス

が見たいということで行ったのですけれども、案内されたのがいわゆる貿易産業省だとか、

福祉省だとか、あとデモスだとか、ビッグ・イシューだとか、いろいろなところに行った

のですけれども、そのころから労働党政権になって、ソーシャル・エンタープライズとい

う制度が非常に強力に推進し始めたころだったのですね。我々は初めて、今、イギリスで
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はコミュニティ・ビジネスではなくて、ソーシャル・エンタープライズというコンセプト

を使っているのだということで、非常にびっくりした記憶があります。そのときにいろい

ろ勉強させていただいて、イギリスではソーシャル・エンタープライズの振興に当たって、

貿易産業省、ＤＴＩが、そのときのパトリシア・ヒューイットという女性の大臣ですけれ

ども、彼女がソーシャル・エンタープライズの支持者で、非常に大きな影響力を発揮した

というのがあります。 
そういったイギリスのソーシャル・エンタープライズについての話も後でお話をしてい

きたいと思うのですけれども、とはいえ、ＣＳＲというのは、こういうお話をしてもあれ

なので、簡単に進めていきたいと思います。やはりＣＳＲというのが企業の社会的責任と

いうふうに我々は理解するわけですけれども、いろいろな意味で理解されるわけですね。 
【スライド7】 よく引用されるＣＳＲ、キャロルというアメリカの経営学者が、ＣＳＲ

のピラミッドモデルというのであらわした、これはよく使われる概念図です。ご存じの方

もいらっしゃると思うのですけれども、経済的責任、法的責任、倫理的責任、フィランソ

ロピー（社会貢献）と一番上にあるわけです。ＣＳＲを考えるときに、これはいろいろな

批判があるのですけれども、非常に便利というか、重要なコンセプトを提起しているので

はないかということです。 
 簡単に言えば、下の経済的責任、これは収益を上げるだとか、株主価値を向上するとか、

これは当たり前の責任、当然義務ですよね。それから、法的責任、法令遵守、法律を守っ

て経営をするというのは当たり前の責任。ですから、下の２つというのは当たり前の義務

なわけですけれども、ただ、それに比べて上の２つ、倫理的責任というのは、法律が求め

る領域を超えて倫理的に行動する、これは社会から期待をされているという責任であって、

別にこれをやらなければ批判されるわけではない。そういう意味で、義務ではないのです

けれども、そうしたほうが望ましいという、社会から期待されている責任であるというこ

とで、上の２つ、倫理的責任や社会貢献というのは、そういうふうにとらえられているわ

けです。これがキャロルのＣＳＲモデルと言われているものです。 
【スライド8】 あといろいろ説明していますけれども、これも飛ばしていきたいと思い

ます。要するに経済的責任、法的責任というのは企業は当たり前の責任である。当たり前

ですけれども、なかなか守られていないというのがあるわけです。 
【スライド9】 倫理的責任というのは、先ほど言いましたように、法律で求められた領

域を超えて倫理的に行動する。ユニクロの例がこれに当たるかどうかわからないのですけ

れども、例えば障害者の法的雇用率が今1.8％だと思うのですが、ユニクロがそれを超えて

今8.06％ですか、雇用しているという、これはある意味で、法律では別に1.8％守ればいい

わけですね。この間、うちのゼミ生がファーストリテイリング、ユニクロに調査に行きた

いというので、連れて行っていろいろＣＳＲ担当の人から話を聞きました。最初は障害者

雇用について、ユニクロとしては、担当の社員は、1.8％までうちは雇用するという目標を
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立てたいという提案を社長にしたみたいなのですけれども、柳井社長は、もっともっと雇

用すべきだという話で、実際８％まで雇用したというのがあります。実際、若い30代ぐら

いの店長はそういうのに対する拒否感というか、そういうのはなくて、割とスムーズにい

ったみたいです。これもいろいろありますが、簡単に言えば、法律が求める領域を超えて

倫理的に行動するという意味での事例なのかなと思います。 
 社会貢献と責任を結びつけるのはどうかという議論もありますけれども、これもやはり、

別に義務ではないのですけれども、社会から期待されている責任というふうに理解するこ

とができると思います。 
【スライド10】 社会貢献とＣＳＲはどうなのかということで、基本的には広い意味での

ＣＳＲ、企業の社会的責任の中に企業の社会貢献というものも位置づけることができると

思います。経団連の中では、社会貢献というのは直接対価を求めないで、社会的課題の解

決のために自社の資源を投入して行う活動だとか、そういうふうに理解されているわけで

すけれども、やはり社会貢献活動というのは企業価値の向上とどれだけ結びついているか

というところも不明確なのですが、基本的には企業価値の向上だけではなくて、社会的価

値の向上、創造もかかわる、そういった活動であるというふうにとらえることができると

思います。最近、戦略的ＣＳＲという言葉も使われるようになって、これは企業のブラン

ドのポジショニングにもなるというようなとらえ方もされるようになっています。 
【スライド11】 これはアメリカの例ですけれども、キャロルたちが出しているＣＳＲの

大学院のマスターレベルの教科書がありますが、それから引用したものです。アメリカに

おいてＣＳＲというのは、どちらかというと、コーポレート・シチズンシップという言葉

が好まれるということなのですけれども、どういうふうにＣＳＲ観が変わってきたかとい

うので、最初はどちらかというと義務であるわけですね。義務とかアカウンタビリティー

を強調していた。だんだん社会的な応答性というか、即応性というか、そういうための行

動、活動というのが強調されるようになってきて、最近はその成果ですね、いかに企業が

社会的な成果を上げていくのか、社会的な側面において成果を上げていくのかということ

が、コーポレート・ソーシャル・パフォーマンスということで、実際の社会的価値の創造

というか、達成に関心が向けられるようになってきているというような、そういうような

説明をキャロルがしております。これも参考までに示したいと思います。 
【スライド12】 これはポーターからの引用ですけれども、簡単に紹介します。彼は応答

的ＣＳＲ、対応、反応していくＣＳＲと、社会から求められて反応して活動していくＣＳ

Ｒと戦略的なＣＳＲというのは区別して使っているわけですね。 
 最後のほうを見ていただくと、社会問題を企業が選択していく。それはいい悪いは別と

して、企業の競争優位性との関連で、企業がかかわる社会問題を選択していく。応答的Ｃ

ＳＲは割と場当たり的と言うと変ですけれども、いろいろな広範な社会問題を扱うわけで

すが、戦略的ＣＳＲの場合はもっとセレクティブである、選択的に社会問題を選んで、そ
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れから、それが企業の価値向上にもなって、社会的な課題の解決にもなる、社会的価値の

向上になる、そういった視点から社会問題を選択していく、戦略的になされていくという

ような、そういうとらえ方をしています。 
【スライド13】 社会貢献が今いろいろ議論になっていて、社会貢献の見直しというか、

問い直しというのが起きていると思うのですが、最近は企業の社会貢献というのを社会的

投資としてとらえていく、もう少し資源を戦略的に活用していくということが問われてい

る、要するにフィランソロピー（社会貢献）再定義が求められている時代ではないか。さ

っき本業との関連とかという話もありましたけれども、そういうことも非常に問われてい

るのではないかというふうに思います。 
【スライド14】 じゃ、戦略的社会貢献というのは何なのかということなのですけれども、

これも別に決まった定義があるわけではないと思うのです。これも一般的に言われている

ことということで、キャロルのマスター向けの教科書からの引用ですけれども、企業の寄

付だとか、社会貢献活動を、もう少し企業の目標を戦略と結びつけていく。要するに企業

全体のミッション、目的とうまく適合する形で設計をしていく。それが戦略的社会貢献で

あるという言い方をしています。 
 じゃ、どういったものが戦略的社会貢献なのかということで、要件、ポイントとして彼

は幾つか挙げているわけですけれども、１つは、企業の経済的成功、財務的目標と経済的

成功に直接それが貢献する。これが戦略的社会貢献である。それから、社会貢献の事業プ

ログラムそのものが本業と直接結びついている。それから、場当たり的にやるのではなく

て、計画をして行うという、そういう３つのポイントをキャロルたちは挙げているわけで

す。 
 ですから、従来の社会貢献と比べると、従来の社会貢献は、必ずしも企業の経済的成功

と結びついているかどうかというのは余り明確ではなかったかもしれませんし、本業との

結びつきもそれほど明確ではなかったかと思います。それから、やはり場当たり的、方向

性がはっきりしていないというのも、少なからず見受けられると思うのですが、そういう

意味では、戦略的社会貢献と従来の社会貢献とは違う。それがいいかどうかは別として、

区別することはできるということが言えると思います。 

 
【スライド15】 ということで、前段はＣＳＲと戦略的社会貢献という話をしたのですが、

ＣＳＲや社会貢献というのは、やっぱり企業と社会の関係で、あるいは言いかえれば、社

会貢献とビジネス、社会貢献がビジネスに接近をしていく、あるいは社会貢献がビジネス

の手法を使っていく、そういうものだと思うのですけれども、これから扱いますソーシャ

ル・エンタープライズ、いわゆるソーシャル・ビジネスと言われているものは、これは社

会貢献とビジネスを組織的に統合するもの、要するに社会貢献を本業とするものであると

いうふうにとらえることができるのではないかと思います。 
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【スライド16】 これはイギリスの内閣府、キャビネットオフィスが出した有名なプライ

ベートアクション、パブリックベネフィットというレポートなのです。今、サードセクタ

ー局というのを内閣府の中につくっていますけれども、３つのセクターをこういうふうに

整理しているわけですね。イギリスの内閣府は。要するに何を彼らは言いたいのかという

と、政府と企業、ビジネスと非営利組織、ＮＰＯは、必ずしも境界は明確ではなくて、結

構重なり合っている領域があるわけですね。特にビジネスとＮＰＯ、重なる領域で活動し

ているソーシャル・エンタープライズ、これがイギリスでは非常にふえて、５万5000とか、

うそか本当かわからないですけれども、言われているわけですが、そういったソーシャル・

エンタープライズ。要するにＮＰＯとも言えない、それから、企業とも言えない、あるい

は両方の側面をあわせ持っているような、いわゆるハイブリッド型組織が非常に台頭して

います。実はアメリカのほうがもっと発展しているのですけれども、なぜかイギリスのほ

うがやたら紹介されていますので、そういったイギリスと、アメリカは若干背景なども含

めて紹介をしていきたいと思っています。 
【スライド17】 どういうふうにソーシャル・エンタープライズをとらえることができる

かということなのですけれども、１つは、ソーシャル・アントレプレナー、よく社会企業

家という言い方をしたりもしますし、経営学者とか経済学者は社会的企業家という言い方

をすることが多いと思うのですが、ある意味で新しいタイプの企業家がどんどん台頭して

きたということが言えると思います。ソーシャル・エンタープライズというのは、ある意

味で社会企業家が経営している、運営している非営利組織なわけです。何でイギリス政府

がソーシャル・エンタープライズの振興に熱心なのかというのは、もっと持続的な非営利

組織を育てていきたい。特にサービスの質の向上のためには、もう少し経営マインドだと

か、企業家志向が必要であるという、そういう認識があるわけですね。そういったことも

背景として、企業家タイプの非営利セクター、サードセクターというのが社会から期待さ

れているというのはあります。 
 ですから、最近は、今までの企業家と違って、ソーシャル・イノベーション、社会的な

イノベーションを起こしていくような社会的な領域、社会的なシステム、社会的なサービ

スの分野で、新しいイノベーションを起こしていくような、そういった活動、あるいはそ

ういった担い手をソーシャル・アントレプレナーだとか、ソーシャル・エンタープライズ。

例えばビッグ・イシューの創業者のジョン・バードだとか、アンドリュー・モーソンとい

う、教会を拠点としていろいろな活動をしていた人たちですね、そういった人たちを社会

企業家というふうに表現するようになっています。 
 ただ、日本とイギリスとアメリカを比較したときに、私なんかよく思うのは、ソーシャ

ル・エンタープライズと日本でのソーシャル・ビジネスというのは、はっきり言って規模

が全然違うのですね。ビジネスになっているのかなというのが、特に日本の社会企業家と

呼ばれている組織を幾つか調査したことがあるのです。確かに非常にカリスマ的な個人は
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いらっしゃるのでしょうけれども、これは本当に持続的に経営体としてやっていけるのか、

事業がどんどん拡大していくのかというと、非常に疑問で、それから、イギリスとかアメ

リカの場合は、例えば従業員1000人ぐらい雇用しているような、そういうソーシャル・エ

ンタープライズも存在するわけですよね。雇用するという意識も強いし、１カ所で事業が

成功すると、ほかでどんどん展開していくわけですね。そこでフランチャイズみたいにど

んどんつくっていったりとか。そういう意味で、日本のソーシャル・ビジネスと言われて

いるものは、ＮＰＯとどこが違うのかなという、そういう印象がないわけではありません。

ですが、そういった社会企業家、営利企業とは違う動機で、ＮＰＯであれ、会社であれ、

社会的な課題の解決のために起業する、そういった人たちが世界的に台頭している、これ

はアメリカ、イギリスだけではなくて、スウェーデンでもそうですし、ヨーロッパ全体で

もそうですし、台頭しているということは言えると思います。 
【スライド18】 それから、もう１つの特徴というのは、通常のＮＰＯと違うのは、リス

クを引き受けて、イノベーションを起こしていくという意味で、非常に企業家的であると

いうところと、もう１つは、組織が非常にハイブリッドであるということがよく言われる

わけです。ハイブリッドという意味は、ドイツのエバースという人が言っているのですけ

れども、目標という点でもハイブリッド、それから、資源という点でもハイブリッドとい

う言い方をします。要するに経済的な目標、社会的な目標。ソーシャル・エンタープライ

ズの場合は、基本的には例えばビッグ・イシューみたいにホームレスの自立支援だとか、

そういう社会的な目標が主たる目標としてあるわけですね。ですから、そういう社会的な

ミッションだけではなくて、持続的にサービスを提供して、収益を確保していくという経

済的な目標を持っている。ですから、社会的な目標、経済的な目標、それから、もうちょ

っと難しいですが、ソーシャル・キャピタルというか、これはエバースなんかが言ってい

るわけですけれども、社会的・政治的な目標ということで、社会的なつながりや信頼をつ

くっていくという、そういった複雑な目標の組み合わせで活動しているのであって、必ず

しも経済的な目標だけで活動しているわけではないという言い方をしています。 
 後でいろいろ事例を紹介しますけれども、それから、事業活動に使う資源という点でも、

いろいろな資源を組み合わせる。簡単に言えば、市場からの資源、商品、サービスを販売

して、市場から対価を得る資源、あるいは労働市場から雇用して得る資源だけではなくて、

寄付だとか、ボランティアだとか、そういう非市場的な資源も使うということですね。日

本のソーシャル・エンタープライズが不足しているのは、この両方の組み合わせというの

は余りうまくできているところが少ないと思うのですね。イギリスやアメリカのソーシャ

ル・エンタープライズ、ソーシャル・ビジネスは、－私はアメリカはニューヨークのソー

シャル・エンタープライズしか見たことがないのですが－、非常にビジネスライクなので

す。でも、一方でボランティアとか寄付をすごくうまく活用して、一方で市場をうまく使

っているという、そういう資源ミックスというか、ハイブリッド型組織というところが特
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徴として上げられると思います。 
 それから、もう１つは、成功しているイギリスとかアメリカで結構うまくいっている組

織というのは、特徴として、多様な法人形態を組み合わせている。要するにＮＰＯと株式

会社だとか、ＮＰＯとイギリスで言えば保証有限責任会社とか、最近出てきたコミュニテ

ィー・インタレスト・カンパニー、ＣＩＣだとか、会社とＮＰＯを組み合わせて、例えば

ＮＰＯの収益部門を会社として独立させて、後で紹介するアメリカのハウジングワークス

みたいな感じで、それをソーシャル・エンタープライズに転換しているだとか、それをあ

る意味グループ経営というのですか、そういうふうにうまく使い分けてやっているケース

はかなりあります。日本ではないことはないですけれども、非常に少ないのかなと思いま

す。 
【スライド19】 簡単に言えばソーシャル・エンタープライズというのは、基本的には社

会的なミッション、社会課題の解決というのが目的で、それをビジネスを使って取り組む、

ですから、非常にあいまいというか、定義が難しいのですね。だから、極端に言えば、イ

ギリスなんかでも、ソーシャル・エンタープライズを名乗ればソーシャル・エンタープラ

イズみたいなところがあって、変な話で、イギリスの自治体、ロンドンの自治体、今、特

にソーシャル・エンタープライズはある意味でブームなのですけれども、ソーシャル・エ

ンタープライズと名乗ると自治体からの契約がとりやすくなるだとか、そういうのもある

わけです。ただ、やはり補助金だとか寄付金だけに依存しているような組織を少なくとも

ソーシャル・エンタープライズとは呼ばないと思います。組織形態としても、イギリスで

はＮＰＯという言い方をしませんけれども、ＮＰＯの形態だとか、会社、あるいは協同組

合の経営など、多様な組織体系をとるものがあって。ですから、ソーシャル・エンタープ

ライズ、イコール法人格ではないということが言えると思います。 
 ですから、分野は非常に多様でして、環境問題もありますし、でも、イギリス、アメリ

カもそうかもしれませんけれども、特徴的なのは、社会的排除、いわゆるソーシャル・エ

クスクルージョンの問題に取り組んでいる、一般の労働市場で雇われにくい人たち、ある

いは社会的なつながりから排除されがちな、麻薬依存だとか、いろいろな障害を持った人

だとか、あるいはホームレスだとか、若者のホームレスだとか、そういうソーシャル・エ

クスクルージョン、いわゆる社会的排除の問題において、ソーシャル・エンタープライズ

というのは非常に期待をされている。 
【スライド20】 ですから、何でイギリスとかヨーロッパの政府がソーシャル・エンター

プライズに期待しているかというと、やっぱり雇用の部分なのですね。いきなり企業に雇

われるというのは難しいわけで、中間の労働市場みたいなのがある意味必要で、社会に不

適応な人たちがまずはそこで訓練されて、それから通常の企業に移っていくだとか、そう

いうようなところで、社会的包摂、ソーシャル・インクルージョンだとか、ソーシャル・

インテグレーションという言い方をしますけれども、１度社会から切り離された、例えば
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刑務所を出所した人はなかなか就職できないのですね。そういうことをサポートするのが

ソーシャル・エンタープライズというのがあるわけですけれども、そういう社会的排除か

ら社会的包摂、社会的なつながりに戻していこうということで、その部分で雇用だとか職

業訓練で非常に大きな期待はされている。それは皆さんご存じのビッグ・イシューもそう

ですし、こういった組織があります。 
【スライド21】 世界的に何でソーシャル・エンタープライズが発展しているのかという

背景なのですけれども、１つは、よく言われる、特にアメリカはそうですね。アメリカは

非営利組織と企業がある意味協働が非常に進んでいるので、非営利組織が非常に商業化し

ている、ビジネスライクになっているということで、ＮＰＯが企業に接近している。です

から、企業的なビジネス的な手法を使ってやっているＮＰＯも多くて、そういったものが

ソーシャル・エンタープライズと言われたりするわけですね。 
 それから、アメリカの場合、行政がサポートするというのはそんなに見えてこないので

すけれども、イギリスの場合、行政との結びつきが、ソーシャル・エンタープライズのほ

うが強くて、それは先ほど言いましたように、公共サービスの質の向上というところで、

ソーシャル・エンタープライズのような、もっと自立的で持続的なサードセクター、非営

利組織が期待されているというのがあります。それから、さっき言いましたように、社会

的排除の問題というのは非常に深刻なので、そういう社会的なつながり、ソーシャル・キ

ャピタルを形成していくような、そういう役割がソーシャル・エンタープライズに期待さ

れているということが言えると思います。 
【スライド22】 あとはＣＳＲ、企業間の変化といいますか、企業に対するとらえ方が変

化してきたということもソーシャル・エンタープライズというコンセプトが広く受け入れ

られてきている背景にあるのではないかと思います。ただ、ソーシャル・エンタープライ

ズの場合は、社会貢献自体が本業であるということですね。例えばボディショップをソー

シャル・エンタープライズと呼ぶかというと、そうは言わないです。スターバックスをソ

ーシャル・エンタープライズと呼ぶかというと、言わないですよね。ですから、ソーシャ

ル・エンタープライズは、基本的な事業、資源のほとんどを社会的課題の解決のために投

入して、社会的な課題の解決自体を本業としている、それをビジネスを使ってやるという

ことではないかと思います。ですから、大きく言えば、営利と非営利という境界自体が非

常にあいまいになってきて、社会貢献とビジネスとの境界自体があいまいになってきてい

る、そういった社会的な背景があるのではないかというふうに思います。 
【スライド23】 どういうふうに定義しているかというのですが、貿易産業省はこういっ

たふうに定義をしています。社会的業というのは社会的目的を優先する企業である。利潤

最大化が動機であるのではなくて、その剰余、利潤についても主としてその事業やコミュ

ニティーに再投資するという定義をしています。あとは省略しますけれども。従来のＮＰ

Ｏと異なるのは、ＮＰＯというと完全に利益を分配してはいけないわけですけれども、利

76 



益を分配できる組織もソーシャル・エンタープライズに含めたりだとか、あるいは株式会

社もソーシャル・エンタープライズに含めたりしています。それから、基本的には収益事

業から多くの財源を得ているというところが特徴ではないかと思います。それから、企業

家的であるということですね。あとは省略します。 
【スライド24】 イギリスの場合は日本と法制度が違うので、イギリスのソーシャル・エ

ンタープライズの法人格としては、主にこういったパターンが。保証有限責任会社という

のは、日本の存在しない会社形態、非営利会社ですね、株式会社ではなくて。それから、

株式会社、産業・共済組合と協同組合で、あとＣＩＣと言っています、要するに株式会社

とＮＰＯの両方の側面を一緒にしたような、統合したような、コミュニティー・インタレ

スト・カンパニー、これは社会的企業のための法人格―がつくられています。コミュニ

ティー利益会社自体は、今、2000ぐらいあるのかな、ちょっと覚えていないですけれども、

新しい法人格ができています。 

 
【スライド25】 あと、事例について、どういう分野でというのは、社会的排除の分野で

活動している組織が非常に多いです。 
【スライド26】 これはご存じの方もいらっしゃるかもしれないのですが、フィフティー

ンという、ジェイミー・オリバーという、日本で言えばカリスマシェフですね、彼がまず

はＮＰＯを使ったわけです。オリバー財団というＮＰＯをつくって、若者のホームレスだ

とか、麻薬依存だとか、そういった若者を、彼は料理研究者ですから、シェフとして訓練

して、実際、ここを巣立った若者たちが一流ホテルだとか、いろいろなところでシェフに

なったりとか、ウエーターになったりとかしていく。 
 インターネットでビデオを、ちょっと紹介します。向こうのソーシャル・エンタープラ

イズというのはＰＲがうまいなと思うのですが、一部だけ流してみたいと思います。 
 非常に有名人なので、それだけ社会的なインパクトというのがあると思うのです。レス

トランの部分は会社なのですね。さっき言ったように、組み合わせるという話、ＮＰＯが

子会社というか、会社を持って、ここで実際に若者たちを雇って訓練している。これはフ

ィフティーンだけではなくて、我々も去年、ホクストン・アプレンティスという、同じよ

うなビジネスモデルをやっているところに調査に行ったのですが、ほかにも例があります。

これも１つの店舗だけではなくて、オランダにも店を出店していると思うのですけれども、

どんどんふやしているというのはあります。これも非常にわかりやすい事例だと思います。 
【スライド27,28】 ビッグ・イシューは雑誌ですね。ジョン・バードという、本人もホ

ームレスだったことがある、アイルランド系のイギリス人です。 
それとボディショップの元会長のゴードン・ロディックが一緒になって会社をつくっ

て、雑誌を路上で。日本でもできましたけれども、実際、ホームレスのおじさんが雑誌を

受け取りに来ているところですね。受け取って、路上に行って、雑誌を販売して、一部を
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自分の収入になるわけですね。それで例えばアパートを借りる。宿がないと就職活動がで

きないですね。ここもやはりＮＰＯと組み合わせていまして、ビッグ・イシューは会社で

すけれども、一方で、ビッグ・イシュー・ファウンデーションというＮＰＯをつくってい

まして、そこでいろいろな生活相談だとか、マイクロソフトからパソコンをもらっていた

と思うのですけれども、そういうＩＴスキルをつけるための訓練だとか、そういういろい

ろなサポートをするようなＮＰＯも一方であって、ビジネスも使っているという、そうい

うモデルとして、これもイギリス全土でこのモデルが拡大しています。 
【スライド29,30】 それから、グリーン・ワークスというのはオフィス家具のリサイク

ルをしているソーシャル・エンタープライズで、これも２年前、調査に行ったのですけれ

ども、ここはＣＳＲか何かの賞をとったところだと思うのです。これ自体、チャリティー、

ＮＰＯなのです。これは企業からオフィス家具を分けてもらって、それを安く学校だとか

ＮＰＯに販売している組織です。ここで働いている人たちというのは、障害者だとか、ホ

ームレスだとか、刑務所出所者、そういう人たちを中心に雇っています。我々が調査に行

ったときに、さすがにそういう人たちの写真は撮れなくて、撮りたかったのですけれども、

説明してくれた人の写真とかを撮ったわけですが。 
やっぱりこれもリサイクル、環境問題なのですが、そういう人々、条件不利にある人た

ち、一般の労働市場で雇われにくい人たちをもう１回訓練して社会に戻していく活動をや

っている組織です。これも成功した事例として知られています。グリーン・ワークスとい

うところです。 
【スライド31】 アメリカのほうの話に移りますが、これは省略していきます。 
 アメリカでソーシャル・エンタープライズが発展した背景としては、レーガン政権のと

きに補助金がどんどんカットされて、ＮＰＯの財政が厳しくなった。日本に比べて寄付は

多いのですけれども、やはり寄付も競争が激しくて、なかなか寄付も得にくいということ

で、ＮＰＯ自体が自分たちで収益事業を稼ぐということをやり始めてきたわけですね。企

業とパートナーシップも活発化していくということで、そういった中からソーシャル・エ

ンタープライズというのが発展してきたわけです。 
【スライド32】 アメリカのＮＰＯの財源構造としては、日本と大して変わらないのです

けれども、収益事業、寄付、補助金、これはカーリンさんという、明治大学で呼んだ人が

発表してくれたときのスライドです。 
【スライド33】 これの流れ、アメリカのＮＰＯの収入源がどういうふうに変化していく

というのを彼女が。カーリンさんというのはもともとアーバン・インスティチュートにい

た人なのですけれども、今、ジョージア・ステート・ユニバーシティーの助教授です。こ

れを見てわかりますように、商業的収入が1982年と2002年という20年のスパンで見ると、

10％ぐらいふえているわけです。収益事業、市場で取引をする収入のほうがふえている。

民間企業は大してふえていない。横ばいですね。補助金は完全に横ばいというふうに。で
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すから、コマーシャリゼーションというか、商業化が進んでいるという、市場で財源を確

保しているというところがあると思います。もちろんアメリカでソーシャル・エンタープ

ライズと言ったときは、ＮＰＯだけではなくて、株式会社もソーシャル・エンタープライ

ズの形態であるのですけれども、これはＮＰＯの例を挙げているわけです。 
【スライド35-40】 最後に、ハウジング・ワークスという、これも日本でよく知られて

いると思うのですが、これは基本的にはＮＰＯですね。ＨＩＶ・ＡＩＤＳ感染者の人たち

というのはなかなか就職できなかったりとかして、ホームレスになる確率が非常に高いみ

たいですけれども、そういったＮＰＯで、ＨＩＶ・ＡＩＤＳ感染者の支援をやっている、

その支援組織でアメリカ最大と言われている組織です。ここはＮＰＯの活動のほかに、企

業、ソーシャル・エンタープライズを経営していまして、それがHousing Works Thrift 
Shopsという高級リサイクルショップをチェーン展開しています。それから、古本屋さん

を展開していまして、売り上げが1300万ドルということで、これは全部社会貢献事業とい

うか、そのために充てているわけです。 
 これも非常におもしろいので、インターネットで、短いのですぐ終わります。ＰＲビデ

オなのですが、日本のＮＰＯもこういうのをつくれば。 
 この人は有名な女優です。「セックス・アンド・ザ・シティ」の主演女優だったサラ・ジ

ェシカ・パーカー。多分ノーギャラで出ているのでしょう。今、お店の中が、これは高級

リサイクルショップです。我々も３年前、調査に行ったことがありまして、これがお店の

ショーウィンドウなのですけれども、これ、全部古着なのですね。ニューヨークの人はこ

ういうのが好きなのかなということで、非常ににぎわっていまして。これは現物寄付でそ

れを受けて、それを販売する。ですから、さっき言ったように、市場と非市場をうまく使

っているということで、ここで働いている人はボランティアだとか、あるいはインターン

生だとか、あとＨＩＶの人たちも雇ったりしていました。 
これがお店の中で、非常にきれいに整然としているのですけれども、要するに現物寄付

で集めたやつをそこで販売して、その収益をＨＩＶの人たちの支援のために使っていると

いう、そういうビジネスモデルで、働いている人もボランティアとかを使っている。 
 一方で、ＨＩＶ・ＡＩＤＳの人たちも雇用している。真ん中の人が社長さんで、イギリ

スのＮＰＯの人は結構びしっとした格好で出てくる人が多いんですけれども、アメリカっ

てこんなラフなのかなと思いました。 
これは同じ系列なのですね。これはスリフトショップというリサイクルショップなので

すけれども、そこと、古本屋さんを持っていまして。 
 これはカフェと一緒になっていて、ここでもＨＩＶの人たちを雇用していたりしていま

す。彼も非常にラフな格好をしています。店長さんです。これもソーシャル・エクスクル

ージョンというか、社会的排除の問題で、ソーシャル・エンタープライズが活躍している

事例だと思います。 
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【スライド41-43】 最後に、ソーシャル・ビジネスとしてのソーシャル・エンタープラ

イズの意義としては、これは１つのビジネスと社会、－企業と社会というのを対立的にと

らえる傾向があるという話をしましたけれども－、ある意味でビジネスと社会的課題の解

決というのを、要するにビジネスを通じて社会課題の解決をするモデルを提起している。

戦略的社会貢献と違うのは、要するに社会貢献、社会的な課題の解決自体が本業そのもの

であるというところが企業の戦略的社会貢献とは、コーズリレーテッド・マーケティング

だとかとは違うということが言えると思います。ソーシャル・エンタープライズのビジネ

スモデルは、さっき言いましたように、ハイブリッド型である。要するに市場、非市場を

うまく使って組み合わせて活動する。社会的貢献とビジネスを組織的に統合しているモデ

ルということが言えると思います。それから、新しいタイプの企業家であるということが

言えます。 
 ですから、社会貢献とビジネスの関係というのは非常に多様であるということは言える

のではないかと思います。ソーシャル・エンタープライズは社会貢献とビジネスを本当に

組織的に統合したパターンですけれども、いろいろなパターンがあり得るのではないか。

ただ、ソーシャル・エンタープライズを余り過大評価するのはどうかなと。それだけで社

会問題を解決できるわけではないのですね。当たり前ですけれども。もちろん企業の社会

貢献だけで社会問題が解決できないわけで、ですから、ポーターが社会問題はセレクティ

ブだと言っているように、全部が全部企業がやるというのは余りいいことではない。そこ

に役割分担があるのではないか。行政がやらなければいけない領域、ＮＰＯがやる領域、

ソーシャル・エンタープライズ、企業がやる領域、そういった適切な役割分担というのが

必要で、ソーシャルチェンジとか、何でもかんでも社会企業家で社会が変わるという言い

方はいいのですけれども、余りにも過大評価しているのではないかと私は思います。 
 ですから、今、社会貢献とビジネスということで、ソーシャル・エンタープライズ、非

常に注目されていますけれども、やはりメインストリームの企業自体が変わっていかない

と社会は変わっていかない。社会的企業がたくさん出ていくことは非常にいいことだと思

うのですが、やっぱり既存の企業自体が変わっていく、社会とビジネスの関係というか、

社会貢献をビジネスと結びつけていくことも、ある意味必要ではないかというふうに思い

ます。 
 最後にポーターの言葉を引用して。最近のハーバードビジネスレビューの論文ですけれ

ども、ＮＧＯとか政府や企業は、ＣＳＲ、企業の社会的責任という視点から考えることは

やめて、企業の社会的統合という視点から考えることを始めなければならない。社会的責

任を損害を抑制するだとか、ＰＲとしてとらえるのではなくて、むしろ共有価値の創造と

して認識するといったような企業と社会が対立するととらえるのではなくて、企業価値と

社会的価値を統合していくというか、そういう劇的な思考の転換というものが必要ではな
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いかというようなことを言っています。 
 ということで、私の話を終わらせていただきたいと思います。ご清聴どうもありがとう

ございました。 

 
●Q1 先生のお話を聞いて、ソーシャル・ビジネスとか、戦略的社会貢献について、頭の

中が混乱していたのが非常にすっきりわかったような気がして、大変ありがとうございま

した。 
 教えていただきたいのは、今、１つの課題として、経団連さんが社会貢献の問題を勉強

していらっしゃいますけれども、どういうふうにそれが流れているかなのですが、先駆的

な企業なり実例があるとおもしろいと思うのです。戦略的社会貢献をやりつつ、さらにそ

れがソーシャル・エンタープライズなり、ソーシャル・ビジネスにつながっていくような

両方の価値を実現しているような、日本の企業なり、組織があるのかなという点です。 
●塚本委員 企業が社会的企業みたいなのを生み出すケースとしては、例えばヤマト運輸

のスワンベーカリーなんかもそうかもしれないですよね。障害者の人を雇用してパン屋さ

んを始めたというケースもありますし、それから、連携という点だと、最近注目されてい

るＮＥＣさんと日本のビッグ・イシューとの連携みたいなことでは、あれはビッグ・イシ

ューの販売員の人たちに対して、例えばＩＴスキルをつけさせるだとか。雑誌の販売だけ

だとなかなか難しいですね。路上で立って売っているだけだと。パソコンを使えるように

なるために、パソコンとかは提供して、実際にはＮＰＯの人が教えて、ＮＥＣは施設とか

場所を提供して連携をしているケースはあります。でも、圧倒的に日本の場合は、企業か

らソーシャル・エンタープライズ、－もちろんソーシャル・エンタープライズを名乗って

いる株式会社もありますけれども－、大企業がソーシャル・エンタープライズと結びつい

ているというケースは、少ないのではないか。１つの典型的なあれは、例えばビッグ・イ

シューという雑誌は、イギリスなんかの雑誌は結構企業が広告を出しているのですね。で

も、日本の企業は余り出したがらないし、例えばイギリスのビッグ・イシューとかは芸能

人が表紙を飾るのですけれども、日本の場合、やっぱりイメージが悪くなるので載せられ

ないし。そこは限界で、企業の広告はなかなか載りにくいのですね。ということは、ホー

ムレスの雑誌に企業の広告を載せるとイメージが悪くなるという、まだそういう意識があ

ると思うので。 
 例えばＮＥＣの社会貢献担当をやっている東さんという方がいらっしゃいまして、彼が

言っていた話で非常におもしろかったのは、何で彼がビッグ・イシューと協力していろい

ろやっているかというと、ビッグ・イシューの人たち、ホームレスの人を呼んで、会社の

中でホームレス会議をやったりしたわけですね。彼は、社長から、何でおまえはそういう

ことをやるのだということで聞かれて、これはデジタルデバイドの解消なんです、本業と

関係しているんですと。そういうパソコンも使えない、インターネットも使えない人たち
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にパソコンを使えるようにしていくということは、デジタルデバイドの解消で、ユーザー

がふえていくので、ＮＥＣの本業にも合致するんだという説明を社内ではしたみたいです。

ただ、彼の思いは、企業も社会的排除の問題に取り組まなきゃいけないという思いがあっ

たというふうに言っていました。 
 さっきの話ではないですけれども、ポーターが、成功する企業は健全な社会を必要とす

るという言い方をしているのは、企業が例えば地域社会で健全な教育を受けた労働者が常

にいるということは、企業にとっても競争力の源泉になるわけですよね。そういうとらえ

方をしているわけですが、ただ、そういうところがまだ日本の企業は、企業と社会という

関係で、そういうとらえ方をしていないと思うのですね。だから、社会が不安定になって

いく、あるいは社会的排除のようなことが深刻になっていくことが、巡り巡って企業にと

っても非常に不利というか、健全でない状態をもたらしていく。やっぱり社会の改善とい

うのは企業にとっても必要だという、そういう論理がまだ日本の企業には浸透していない

のかなという、説明しないとやっぱり難しいし、なかなか広告も出してくれないというの

があると思うのですね。 
●Q2 周辺のことで聞きたいんですけれども、主としてイギリスに例があればなのです

が、例えばソーシャル・エンタープライズの会社法とか、商法とかについて、取締役の責

任をやや軽減しているとか、あるいは法人税に対して税率が少し低いとか、あるいは最低

賃金法の適用があるかないかとか、何か政府的な面でそういうことを取り入れている例が

ありましょうか。 
●塚本委員 その辺はそれほど詳しくないので。イギリスはおもしろくて、非営利組織も

会社法で登記しているのですね。さっきのCLG（保証有限責任会社）というのを出してい

ましたけれども、チャリティーというのは別に法人格ではなくて、単なる資格なのですね。

実際は登記しているのは、会社法上の保証有限責任会社という形態なのですけれども、最

近出てきた、要するに社会的企業のためにつくった、社会的企業と言ってもどれが社会的

企業かわからないので、－社会的企業のための法人格というのは、会社法を改正してつく

ったのが－、このコミュニティー・インタレスト・カンパニー（ＣＩＣ）なのですね。こ

れは取締役に対する責任が軽減されるとかというのはちょっとわかりませんけれども、む

しろ税制優遇を外されるのですね。 
もともと保証有限責任会社の場合は税制優遇は受けられるんですけれども、ＮＰＯは大

体保証有限責任会社、－ギャランティー、単なる１ポンド払ってつくるんですよ。株式で

はなくて－、この場合は税制優遇があるのですが。会社にすると、逆になくなるのですよ。

ですから、ＣＩＣをとるメリットというのは、この場合、ＮＰＯの場合は、ＮＰＯはＣＬ

Ｇなのですけれども、株式による資金調達ができないのですね。株式確保はできない。で

すから、ＣＩＣの場合は株式発行はできるのですね。ですから、そういう意味で、税制優

遇とかは必要なくて、むしろ市場を使って社会貢献をしたいというところはＣＩＣをとる
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わけですけれども、特に税制上の優遇とか、最低賃金法から外れるとかというような優遇

措置はないと思います。むしろＣＩＣをとると、透明性がもっと求められると思います。 
●Q3 今のに関連して、ＣＩＣの議論と、自治体における戦略的パートナーシップの構成

と、それから政府の一括補助金、その辺の関係ではＣＩＣを成り立たせているのではない

かと思うのです。つまり、財源として、確かにビジネス収入は多いけれども、そのビジネ

スの相手方はだれなのかといったときに、公的な発注が戦略的になされているのではない

かというふうに思うのですけれども、その辺はいかがでしょうか。 
●塚本委員 確かにおっしゃるように、ＣＩＣと関係するかどうかはあれですけど、明ら

かにソーシャル・エンタープライズの相手は行政ですね。資金調達は、要するに補助金で

はないのですけれども、委託ですね、コントラクトというか、市場が公的な市場といいま

すか、基本的にはビッグ・イシューみたいに完全に収益事業でやっているところもありま

すけれども、ほとんどのソーシャル・エンタープライズが行政からの委託だとか、多いで

す、－もちろん競争入札とかを通してでしょうけれども－。それはやっぱりアメリカとの

大きな違いではないかなと思います。特に非常に貧困格差が激しい地域だとか、ロンドン

の中でもタワー・ハムレッツとか、あの辺は、自治体はソーシャル・エンタープライズの

進行に非常に熱心なのですよね。むしろ委託でも優先して委託していると思うのです。そ

こで雇用を生み出していくというところで、かなり優先的な。最近おもしろい議論は、ソ

ーシャル・インパクトというか、社会的価値をどう評価するかすごい議論になっていまし

て、まだ調査中、研究中で、内閣府なんかが中心になって、社会的インパクト評価みたい

なのをやり出した。それはニューエコノミクス・ファウンデーションだとか、シンクタン

クがありますけれども、そこがかなり熱心にやっていますけれども、そういうソーシャル

リターンですよね、ＳＲＯＩ（ソーシャル・リターン・オン・インベストメント）みたい

なもの。ソーシャル・エンタープライズとかＮＰＯを評価するときに。一番難しいのは、

企業と違って、売り上げだとか利益だけでは見れないので、どれだけ社会的インパクトを

与えたのか、アウトカム、社会的インパクトがあったのかということを評価する指標がな

いとなかなか評価しにくいし、企業とソーシャル・エンタープライズが競争して入札でや

っても勝てないわけですよね。そういう中で、例えば入札や委託契約の中で、ソーシャル・

クローズという言い方をしていますけれども、社会的条項みたいなものを契約の条件に入

れていくだとか、社会的な側面を評価するような指標を契約の条件に入れていく。例えば

地域の失業の問題をどうするかみたいな。そういうので、パブリック・プロキュアメント、

公共調達自体を変えていこうという動きがあるんですが、それはソーシャル・エンタープ

ライズとも連動していますよね。ＬＳＰとどう関連しているかというのは難しいのですが、

大きな流れとして、おっしゃるように、行政が質の高い公共サービスだとか、あるいは地

域の格差の問題だとか、雇用の問題を解決していくときにソーシャル・エンタープライズ

を必要としている。だから、もっとソーシャル・エンタープライズに委託を出したいんだ
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というのがあると思います。 
●Q4 今の話は、昔のサッチャーのころに民営化していますよね。ＰＦＩなんかもそうで

すけど。そういうものの一環としてこの制度はできたということですかね。 
 それから、もう１つは、株式で調達できるということは、要するにリスクマネーですよ

ね。失敗した場合には有限責任ですけれども、リスクがあるということですよね。そのと

きに、集まってくるお金というのは一種の寄付的なものなのか、収益が出たときには配当

しますと、しかし、失敗したらあきらめてちょうだいよと、そういう性格のものなのです

かね。それから、極端に言うと、さっきのご質問ではないけれども、悪いやつがいたりす

ると、その出資した金を全部パアにしてしまったら、やっぱり責任をとられることには当

然なると思うのですね。株式とかあるのかどうか知りませんけれども。善人だけではない

でしょうからね。だから、その辺の仕組みが非常におもしろいと思うのですけれども。だ

から、全体で言うと、国がやるべきところをそういう企業に担わせる、それだけに、その

かわりに法人格をつくらせるとか、あるいは出資を認めるとか、寄付でもあるような、寄

付でもないような、例えば利益が出れば返しますよとか、そういう新しいパターンという

ふうに理解していいのでしょうかね。 
●塚本委員 そういう側面はあると思うのですね。ただ、単純な民営化と違うのは、保守

党政権のときは、ＰＦＩにしても営利企業が中心で、よく言われるのは、強制競争入札と

かもそうですけれども、コスト重視で、余り質を重視していなかった。やっぱりサービス

の質を上げていくということに今の労働党政権は結構力を注いでいるわけですよね。そこ

でパートナーシップとか言うわけですよね。でも、民営化自体は変わっていなくて、民営

化はどんどん進めているので、ですから、新しいタイプの民営化ではないかと思います。 
 ソーシャル・エンタープライズというのは、例えば１つの例が、ロンドンにレジャーセ

ンター、グリニッジレジャーリミテッドというソーシャル・エンタープライズがあります

が、グリニッジ天文台があるところですけれども、あそこのスポーツセンターですね、プ

ールだとか、体育施設だとか、スポーツセンターを自治体が持っていたのですけれども、

自治体がどんどん厳しくなって、どんどん民営化していったのですね。そのときにグリニ

ッジレジャーの場合は、従業員たちが、日本の指定管理に近いかもしれないのですが、そ

れを管理するという形で、新しいタイプの民営化と言われたのですが、ソーシャル・エン

タープライズという形で、完全な企業ではなくて、社会的な目的を持った事業体が民営化

の担い手になっていく。アウトソーシングというのは流れは変わっていないのです。だけ

ど、担い手が単純な営利ではなくて、住民が参加したりしているようなソーシャル・エン

タープライズとかが担い手になっているというところが、単純にはサッチャー時代の民営

化とは、保守党政権の民営化とは違うのではないかと思っています。今度政権がかわった

らどうなるかわからないですけど。 
 あと、株式の問題ですけれども、これも私もＣＩＣの実態について詳しくないのですけ
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れども、ただ、所有しているだけの株主、利益配当が目的ではなくて、組織の運営に参加

するだけの目的のものもあれば、実は１つの例が、結構もうかっているソーシャル・エン

タープライズがあったのですけれども、その事業部門の一部が買収されてしまったのです

ね。ＣＩＣになって。そういう利益配当、買収が目的で入ってくる人たちもあり得ると思

うのです。ただ、一応ＣＩＣの趣旨は、株式調達というのはあくまでは資金調達の手段で

あって、配当に制限をつけた上で資金調達するという形にしていて、余り利益主義になら

ないようにはしているのですけれども、でも、実際は乗っ取られたケースもあるというの

はあります。一部の部門がＥＣＴ（イーリング・コミュニティー・トランスポート）とい

うところで、そこの中の一部の部分ですね、グループ経営をしていて、そこのリサイクル

部門がたしか乗っ取られた。乗っ取られたというか、売ってしまったのですね。そういう

ケースがあります。 
●Q5 株式会社制度自身がそういうのが変質してきているのだと。そういう点では、日本

はまだその変質というのが見えないというふうな感じがしましてね。これはイギリスを例

にご説明いただいたのですが、ＥＵ全般にある程度見れる現象なのかどうかというのが１

点と、それから、米国にも確かにいろいろ出てきていることは事実ですが、片方はアメリ

カは新自由主義ですとか、シカゴ学派的市場原理主義というのがずっと支配的だったよう

な気がしますし、しかも、物すごい利益優先主義というのの中で、アメリカの状態という

のをどういうふうに見たらいいのかなというのが２点。 
 それから、日本の場合、ＮＰＯ法なんかのときの経験から言えば、日本は明治以来、パ

ブリックは政府、要するに公益は政府が所管をするという思想が物すごく強かったですね。

ＮＰＯ法はそこのところある程度民法の体系を崩したということがあるのですけれども、

まだそれは全く初歩的な段階というふうな感じがしました。ちょっとそんな点についてコ

メントをいただきたい。 
●塚本委員 まず、株式会社というか、ソーシャル・エンタープライズ自体は、むしろイ

ギリスよりもヨーロッパのほうが、大陸のほうが進んでいたわけですよね。イタリアとか

は社会的協同組合、ソーシャル・コーペラティブという、障害者を専門に雇用するような

のが発展していたりとか、－それも行政が委託を出したりとか、補助をしたりとか、かな

り行政色が強いのですけれども－、大陸になるほど、スウェーデンもそうですが、行政が

かなりサポートする形で、特にさっき言ったような雇用の問題ですね、ソーシャル・エン

タープライズが発展しています。ですから、ヨーロッパ全体としては、地域格差を縮小し

ていこうということで、失業の問題、雇用の問題を解消していこうということで、特にソ

ーシャル・エクスクルージョンという問題はＥＵ全体の問題なので、社会的排除の問題の

解消ということで、ソーシャル・エンタープライズというのが非常に注目を集めていると

いうのがあると思います。 
 やっぱり文脈は違って、ヨーロッパ、大陸はさっき言ったように非常に行政色が強い。
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イギリスは、こういう言い方をするとちょっとあれですけれども、アメリカとヨーロッパ

大陸の中間みたいな形で、行政との関係が非常に強いのですが、多分大陸ほどではないの

かなというのがあるのです。アメリカは非常に市場主義、新自由主義的なところがあるの

ですが、例えばイギリスのＮＰＯの人たちというのは、ソーシャル・エンタープライズ自

体、余り知られていないのですけれども、非常に不信感を持っているのです。懐疑心を持

っていて。結局、イギリス政府は、何でソーシャル・エンタープライズ、あんなに売り込

んでいるかというと、安上がりで使おうとしているのではないか。補助金とかを減らして、

安上がりで公的な支援を減らして、そういうのではないかという批判をして、イギリスは

非営利セクターの人たちは、私が会う人はほとんど、何で、おまえ、そんなの研究してい

るのとか、あと、イギリスの学者も、主流の学者は、何でおまえはそんなちゃっちいこと

をやっているのだみたいなことを、あれは新興宗教だとかと言われたりして。厳しい批判

を書いている人は、新たなワーキングプアをつくっているだけだという、確かにそうです

ね。渡り歩いていくような人たちで。実態を見るとかなり厳しいと思うので。そういう分

裂をつくり出しているという言い方をする人もいますし、だから、そんなにイギリスでは

受け入れられていないのですね。政府がやたら主導してやっていますけれども、社会の中

でソーシャル・エンタープライズ、どれだけ受けられているかという、特にＮＰＯとソー

シャル・エンタープライズの関係は余りよくないですね。 
 アメリカのほうがそれは余りないのですね。アメリカの学者が、ＡＲＮＯＶＡとか、ア

メリカのＮＰＯ学会に行くと、やたらソーシャル・エンタープライズの話ですね。一応は

みんなビジネスライクで、ＮＰＯの世界の人たち、ＮＰＯの研究の人たちも、市場とか投

資を使って社会をよくしていくということを別に悪いと思っていない。でも、イギリスは

金もうけは余りよくないとか、ＮＰＯの人だとあるので、ですから、アメリカのソーシャ

ル・エンタープライズというのは、確かに市場主義的な影響があるかもしれませんけれど

も、市場自体をうまく使って、社会をよくしていこうだとか、投資を使ってよくしていこ

うという発想は結構強いんじゃないのかな。そういう意味で、ビジネスと社会との境界と

いうのがそれほど対立的にとらえていないというのがありますし、ボランティアとか寄付

とかもかなり使っているわけなので、そういう意味ではかなり文脈がイギリスとアメリカ

は違うなという印象を持ちました。 
 おもしろかったのは、ニューヨークに行ったとき、ホームレスの支援をしているソーシ

ャル・エンタープライズ、別の団体に行ったときに、そこの人たちは、ニューヨークの非

常に汚い道、遊歩道とかそういうところを清掃している会社なのですけれども、刑務所か

ら出てきた人たちが清掃をして、その清掃をするお金というのは、企業がお金を出し合っ

て、プールして、それを委託を受けて、清掃していたと思うのです。そこがトヨタのこと

を非常に褒めていまして。というのは、トヨタ自動車のニューヨークの支店が事務職とし

てホームレスの人を雇ってくれたという話をされていました。ですから、日本とかなり違
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うなという印象を受けました。 
●Q6 社会貢献したいという企業があって、それは積極的にやっていく企業はいっぱいあ

ると思うのですけれども、例えばある企業が非常にもうかったというときに、自分はそう

いうノウハウを持っていないと。それを第三の、ソーシャル・ビジネスと民間ビジネスの

中間的なものであって、そういう新しいジャンルがあってもいいのかなと僕は理解したの

です。 
●塚本委員 そのとおりだと思います。ちょっと話はずれるかもしれませんが、アメリカ

のクリーブランドというところ、クリーブランドは結構ＮＰＯが活発なところです。そこ

で印象的だったのは、ユナイテッドウェイに調査に行ったのですけれども、日本で言う共

同募金みたいなところで。彼らが非常に強調していたのは、民と民とのパートナーシップ

が重要だというふうに。我々は政府を大きくしたくないから、ＮＰＯに対して寄付をする

のだという話をしていたのですけれども、社会の状態を改善していく、税金を使って改善

していくという方法もあると思います。教育を充実させていくという。そういう手法だけ

ではなくて、企業が直接、寄付だとか、いろいろな形だと思うのです。企業の民間のお金

や力をそういうものに提供していくというか、連携していくというやり方として、それが

ビジネスを使って、コーズリレーテッド・マーケティングはそうなのでしょうけれども、

あり得るのではないかなと。要するにビジネスを使って社会を改善していくということを

もう少し考える必要があると思うのですね。そのときに、戦略的社会貢献といったときに、

単なる企業のＰＲだけの社会貢献もあるかもしれないと思うのですが、企業のＰＲに終わ

らなくて、実際の社会的なインパクトをどれだけ与えられるのかというところも問われて

いるのではないかと思います。 
●Q6’ それはビジネスではないですね。採算がとれない部分。 
●塚本委員 そうですね。だから、選ぶ必要があると思うのです。両方やらないと、それ

は本当の社会課題の解決ということには結びつかないのではないかと思います。 
 ただ、コーズリレーテッド・マーケティング、ボルビッグがやったみたいな、社会的な

主張と、それから、マーケティングを結びつけていくコーズリレーテッド・マーケティン

グと言いますよね。ポーターなんかは、コーズリレーテッド・マーケティングは、あれは

単なるマーケティングだと言っているわけです。あれは戦略的社会貢献なんていうもので

はないと。なぜかというと、これは正しいかどうかなのですけれども、あれはＰＲだけど、

社会的なインパクトを軽視している。ボルビッグの例は違うと思うのです。ですから、話

が企業のほうに移るわけですけれども、両方考えなければいけないなと思うのは、企業価

値の向上というところと、もう１つは、実際にそれが社会的な問題の解決にどれだけ影響

を与えたのかという、両方見ないと、ＰＲだけになってしまうのかなというところは、い

ろいろご意見はあると思うのですが、両方見ていく必要はあると思っております。 
●Q7 本業との関係、多分、みんな企業は苦しんでいるのだと思うのですよ。そこが薄ま
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れば薄まるほど、社会問題が全部本業との関係になってしまいますから、どこまでを本業

との関係で位置づけるか、みんな悩んでいますと。 
 それから、２つ目は、お話を聞いていて、法律、技術的な議論をされていますけれども、

文化の背景というのをもう少し掘り下げる必要があるというふうに思っていまして、１つ

は、ヨーロッパの場合には、ノーブレス・オブリージュというか、ソーシャル・イクスク

ルージョン、雇用問題が始まったのですけれども、その背景には、1980年代から90年代の

高い失業率の問題があって、それに対してヨーロッパの各国政府ではなくて、ＥＵ官僚が

新たな領域としてこれをどういうふうに取り組んでいくかということでラウンドテーブル

をつくって、そういう問題を先進的に取り組んできたという歴史が大きく影響していると

思います。 
 アメリカの場合には自由放任で、むしろ独占企業が社会的弊害をたれ流したとか、自分

のブランドなのにベトナムなんかで非常に若年者労働とか、そういうことをやって、弊害

が多くなったところを、株主からいろいろなことを言われて、それに対する対策としてＣ

ＳＲが出てきたといったような、キリスト教の問題とか、教会のポジションとか、いろい

ろ考えると、単なる法技術論で整理していくと、何となく薄っぺらい感じがするなという

感じがあって、先程文化という話が出ましたが、そのあたりも少し掘り下げて議論したら

もうちょっとわかりやすくなるのではないかという気がいたします。 
●塚本委員 法技術論で切ったつもりはないのですが、ヨーロッパの場合、社会連帯主義

というか、そういう歴史があると思うのですね。だから、ソーシャル・エンタープライズ

の背景がアメリカと違うのは、もともと相互扶助だとか、ミューチュアリズムというか、

そういう伝統があるので、協同組合も強いです。アメリカは協同組合なんてほとんど存在

感がなくなっていますので。ですから、そういう意味で、ソーシャル・エンタープライズ

は、ある意味で社会連帯の新しい形での復権みたいな形としてとらえることができる。文

化的な背景には違いはあると思います。 

 















研究委員会講演録（２） 

 

タイトル：ソーシャルファームの作り方 

講師：炭谷 茂 氏 

所属：社会福祉法人 恩賜財団済生会 理事長 

   学習院大学特別客員教授 

   日本ソーシャルインクルージョン推進会議代表 

 

第2回研究委員会（2009年9月25日）にて 

 

講演レジュメ 

１ ソーシャルインクルージョンの思想に出会うまで 

 

（1）昭和 44 年 厚生省に入る 

   福祉国家への夢 

    置き去りにされた貧困者、障害者 

    公害被害の深刻さ 

（2）岐路になった昭和 50 年の英国の長期滞在 

   イギリス病の現実 → 福祉国家がピークアウト 

   障害者対策、高齢者対策の先進性に感銘 

   ボランティアの役割 

（3）2 度目のイギリス、昭和 56 年から 59 年まで 

   福祉国家の見直し 

   サッチャーによる改革 

（4）日本の福祉行政への苛立ち 

ニーズに応えていない 

   谷間の福祉の存在 

    児童虐待 

    高齢者の一人暮らし 

   社会とのつながりが薄くなる 

（5）平成 12 年 1 月 イギリスでソーシャルインクルージョンに出会う 

   日英の間の問題状況の一致 

    社会からの排除 

    障害者 

    貧困者 

    若年失業者 

    外国人 

    薬物依存 

    ホームレス 

フランス、イタリア、ＥＵ全体に 

アメリカには存在しないソーシャルインクルージョンの思想 
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２ 退官後 

 

（1）37 年間 2 月の国家公務員生活を振り返って 

    脇道、迷い道、獣道を歩く 

    多様な経験ができた 

（2）公務員として従事した仕事を一個人として追及 

    人が避ける仕事、嫌がる仕事に重点 

    重症心身障害 知的障害 精神障害をはじめ障害問題 

    難病患者 スラム ホームレス 被差別部落 在日コリアン  

刑務所からの出所者 公害被害者 アスベストなど 

 

３ 現在増加していく福祉のニーズ 

  

障害者の社会参加  

高齢者の孤独死 

児童虐待やＤＶの急増 

引きこもり、不登校、ニート 

ホームレス 在日外国人 刑務所からの退所者など 

  

４ これらの把握の視点 

  

（1）社会との孤立 

家族、地域、企業の力の崩壊 

（2）貧困の沈殿と増加 

平成 7 年を底にして保護率の増加 

 高齢者 

  母子家庭 

ニート 

ワーキングプア 

（3）社会保障政策の行き詰まり 

 年金に老後のすべてをかける 

 医療、福祉、住宅政策の破綻 

この解決としてソーシャルインクルージョンがカギ 

 

５ 具体的なソーシャルインクルージョンの実現方法 

 

（1）単なる啓発教育活動では何の発展も期待できない 

→ 住民参加によるまちづくり 

（2）平成 13 年 10 月ＣＡＮとの出会い 

      Ａ，モーソンら 

   ブロムレイ・バイボウで 

    社会的起業家 

    ニーズ本位 

    あらゆるものの活用 

    住民参加 

(3) あいりん地区 

   吉村ゆき生理事長と 

   仕事づくり 
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   事業主体の設立へ 

（4）刑務所からの出所者 

   福祉関係者の取り組みの不足 

   平成 16 年 7 月 東京でシンポ開催 

   新大久保での取り組み 

   門口堅蔵さん（姫路市在住）の挑戦 

 

６ まちづくりの全体像 

 

（1）ソーシャルインクルージョンの理念 

   ノーマライゼーションと相違 

    排除への対抗 

    まちでの住民参加 

（2）仕事が重要 

① 仕事の意義 

     経済的自立 

     人間の尊厳 

     心身の健康 

     社会とのつながり 

② 第 3 の職場の必要性 

   社会福祉制度 

   一般企業 

   社会的企業 

③ ソーシャルファーム（社会企業）の有効性 

   労働市場で仕事を見つけることが困難な者 

     障害者の雇用の場として発展 

   ビジネス手法で 

   成功事例と失敗事例 

   仕事の種類 

環境産業 

  農業 

  林業 

  サービス産業 

ヨーロッパで 1 万社 

④ 日本で 2 千社を 

対象者は 

 障害者 

 難病 

 高齢者 

 ニート、引きこもりの若者 

母子家庭 

刑余者         など 2000 万人以上 

仕事は 

 環境 

  リサイクル 

 くるみ会のコンポストづくり 

 ヨコタ東北のプラスチック再利用 

 環境開発産業の家電リサイクル 
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 有機農法 

（有)バイオのオオバづくり 

 森林管理 

   のぞみ園の竹炭づくり 

 酪農 

   共働学舎のチーズづくり 

 福祉 

   豊芯会の高齢者向け弁当の宅配 

 サービス業 

   など 21 世紀に必要な産業、国内産業 

このためには 

 商品・サービスの開発 

  ヤマト福祉財団 

 特性の活用 

  豊芯会 

 市民の協力 

  有機農法 

 海外との連携 

  ヨーロッパ、韓国、途上国 

⑤これを支援するため 

ソーシャルファームジャパンを 12 月 7 日の設立 

戸山サンライズで 

 

 

●炭谷講師 ただいまご紹介いただきました、現在、恩賜財団済生会の理事長を務めてお

ります炭谷と申します。済生会は、ご利用いただいている方々も多いと思いますが、日本

最大の医療福祉グループでございます。日本最大ということは、多分世界で最大の医療福

祉グループだろうと思っております。全国で370の病院と福祉施設を経営し、４万5000人

の職員を抱えておりますので、第１部上場の中堅ぐらいの規模かなと考えております。 

 私ども、恩賜財団を名乗っておりますのは、明治天皇がつくられた施設で、私のボスは

寬仁親王でございます。実際に仕事をしていただいているというもので、伝統だけあっ

て、中身がしっかりしなければいけないなと常に考えておりますが、私どもの病院は決し

て大学病院や国立病院のような高度なことはねらいにしておりませんで、いわば医療や福

祉サービスに恵まれない人たちに対して医療サービスや福祉サービスを提供すると。です

から、もともと伝統的には、聖徳太子が593年につくられた施薬院の伝統を引き継いで今

日まで来ておりますので、1400年の歴史を持っていると考えているわけでございます。 

 今日はどういう点をお話ししたらよいのかなと、ここへ来るまでもいろいろと迷ってお

りましたが、ＣＳＲということを中心に研究されておりまして、私どもとしては、それで

あれば企業としてこういう点をやってほしいなということをもとにして、現在、私が活動

している「ソーシャルファームづくり」に主に焦点を当ててお話をさせていただきたいと

思います。 
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 私自身、37年の公務員生活をやっておりましたが、その間、社会的な実践活動――ま

あ、ここ５連休がございましたが、私はほとんどを大阪の釜ヶ崎で活動をしておりまし

た。これはあくまでもそのような実際の社会の底辺、そういう方々のどういうことをやっ

ているのかというものを踏まえてお話をさせていただき、それに対して企業の方々にぜひ

いろいろとご支援をいただければありがたいと思うわけでございます。 

 そのソーシャルファームの中核になっている考え方は、ソーシャルインクルージョンと

いう考え方が基本になっているわけでございます。 

 私自身は昭和44年に旧厚生省に入りました。厚生省に入った動機は、福祉国家を何とか

つくりたい、その一翼でも、その一部分でも何か関係できればありがたいなということで

入りました。 

 といいますのは、こんなものは大した経験ではありませんが、私自身が18歳のときに家

が倒産しました。家が全く信用金庫に持っていかれるということで、本当にいわゆるホー

ムレスの状態に陥り、ちょうど高校３年の終わりごろでしたので、１年間で上京費用を稼

いで、東京へ来て受験をしたという生活でございます。 

 まあ、あの１年間は何だったのか、もう少しよいやり方があったのではないかなと。お

互いに社会で助け合えれば、あんな苦労はする必要がなかったのではないかなというふう

にも、ふと思うことがございます。 

 私がなぜ釜ヶ崎に入って活動しているかというのも、あの１年間があったからではない

のかと思っているわけでございます。 

いずれにしろ福祉国家というものは重要だなと思って、昭和44年に旧厚生省に入ったわけ

でございます。昭和50年に英国へ、10カ月間ですが、障害者行政の勉強に行かせていただ

きました。大変ありがたかったです。自分なりにも大変よく勉強できました。 

 ただ、そのときはキャラハン政権で、福祉国家というものはもう行き詰まっていて、イ

ギリス病というものは、もうこの福祉国家のせいだというようなところで、そろそろ傾き

始めていたということです。 

 そして、次に再び昭和56年から59年まで、在英日本大使館に出向しました。そうする

と、そのときはご案内のサッチャー政権でした。そうすると、今度はサッチャーによって

完全に福祉国家の否定ということだったと思います。わかりやすく言えば、イギリスがこ

んなにだめになったのはみんな福祉国家のせいだというものがサッチャーの基本的な姿勢

だったと思います。 

 そうすると、私は昭和44年に福祉国家をつくりたいと思って旧厚生省に入ったのに、何

だ、元祖のイギリスがこんな状態だ、うーんと考え込んでしまったわけでございます。私

自身は在英日本大使館で保守党担当でしたから、サッチャーはすごいなあと思って、サッ

チャーの信奉者に近いように心酔はしていました。 

 その後、日本へ戻ってきて、考えると、どうも日本には必ずしも問題がいっぱいある、
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どうして解決しないのかな、福祉国家でなければ、何か次の方法が必要ではないかなとい

うことでおったわけでございます。 

 そこでたまたまですが、平成12年１月に英国政府から招待を受けました。イギリスへ社

会保障の意見交換に来ないかという大変ありがたい申し出だったので、ちょうど正月休み

のときに行きました。そうすると、向こうでは保健大臣とか国会議員とか、そういうプロ

グラムを組んでくれていましたので、大変ハイレベルの意見交換ができました。そのとき

は既にブレア政権でしたが、そのとき、サッチャーの時代は福祉国家の否定をされていた

のですが、ブレアの時代に、そのときに初めて出会ったのですが、きょうお話の中心にな

るソーシャルインクルージョンということが言われていました。 

 ああ、今、英国ではこういう思想が中心を占めている政治思想なのかなということで、

はっとびっくりしたんですね。私は正直を言えば、英国の社会保証制度については英国人

よりも詳しいと自認しております。しかし、英国へ行ってみると、ソーシャルインクルー

ジョン、いや、こんな考え方は知らなかったなと思ったんですね。 

 結局こういうことなんです。つまり英国は、本来は教会を中心にして、みんなが助け合

って生きている社会、地域社会でありながら、平成12年、つまりちょうど2000年前後、21

世紀に入ろうとしているときに、どうも地域社会で、その地域の中に入れないような人た

ち、例えば若者の失業者とか、外国人とか、貧困者とか、障害者とか、それから薬物依存

症の人、そういう人たちがどうも地域社会から排除される、いわゆるソーシャルエクスク

ルージョン、社会的排除がちょうどその時代に起こっていたんですね。 

 それに対してブレア政権は、これは福祉政策とかそういう狭い次元ではなくて、英国の

政権のトップの政治理念としてソーシャルインクルージョンという政策を掲げて戦ってい

たんですね。 

 そうだ、そう言えば日本で自分が、福祉国家が否定された後、同じような問題も日本に

あると。つまり、日本ではひとり暮らしの高齢者がぽつんと残されているとか、母子家庭

の問題、児童虐待などがいっぱいあり、それがすべて何か似ているんですね。もう英国

が、ブレア政権が正面から戦っている問題が日本とほとんど同じなんですね。 

 今の社会問題というものは、英国も日本も韓国も大体同じ問題にあるんですね。でも違

うところは、英国の方は、ブレア政権がそれをトップの課題として、総理直轄のもとに社

会的排除対策室という組織をつくって頑張っていると。ああ、何だ、日本は何もやってい

ないなということで愕然としたわけでございます。 

 でも、調べてみると、結局これは私の大変な勉強不足で、別に日本にも既に紹介はされ

ていました。多くの社会学者が既に紹介されていたし、フランスやイタリアやドイツ、ヨ

ーロッパは大体みんなソーシャルインクルージョンという思想を掲げているということを

知ったわけです。あっ、これを勉強しなければいけないと思ったわけでございます。 

 その後、国家公務員を退職したわけです。私自身は主に福祉畑を主に歩いていました
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が、ただ１つ自分の人生の方針として、これは私という、炭谷というものの存在理由とし

て、公務員時代、37年２カ月ですが、公務員時代に携わった仕事は一個人として追求して

いこうということを自分の人生のプリンシプルにしております。ただ、37年もやっている

と、もうたくさんありますので、今やっていることは、できるだけ人が嫌がる仕事、人が

避ける仕事、そういうものを重点的に個人としてやっています。そうしないと、お金もあ

りませんし、それから体力的にもなかなか続かないです。 

 僕は５年間、土日に休んだことはほとんどありません。ですから、今度の連休中もほと

んど大阪にいたわけで、あしたは今度は労働問題、日曜日は、またお話ししますが、新宿

で活動をいたします。 

 そういうことで、それでもなかなかできませんので、例えば皆さん方、企業の方が非常

に苦手とされる同和問題。これは多分ずっと国家公務員のＯＢで、今こういう同和問題に

ついてやっているというのは、私と、あと労働省ＯＢの竹村さんと、２人ぐらいではない

かと思いますが、そういう問題です。それから在日コリアの問題。ちょうど連休中は京都

の東九条の在日朝鮮人、韓国人のたくさんいる地域があるのですが、そういう地域でいろ

いろとやっていたりしております。そのほかハンセン病の問題や、それからホームレスの

問題、それからスラム街の問題、そのように人が嫌がるような問題をやっているのです

が、そういう問題をやる際に非常に役に立つものが、このソーシャルインクルージョンと

いう考えでございます。 

 それでは、どういうことかということについて、これがソーシャルファームとどう結び

ついているか、皆さん方は心配されると思うのですが、それをどんどん述べていきたいと

思います。 

 まず私自身が、ずっとこのように、社会の中で一番地べたにはいつくばっている人間、

つまりホームレスにしても、例えば釜ヶ崎にいっぱいおります。その釜ヶ崎というところ

は本当に狭い、800メートル四方で２万5000人が密集して住んでいるわけですが、あそこ

はご案内のように山口組系が仕切っています。そして、明らかに覚醒剤を常用している人

間がうろちょろしていたり、明らかにピストルを持っている人間もわかるわけですね。そ

ういう地域ですが、そこでやはり人間が住んでいるということを見れば、何か問題という

ものはそこに集約されているのではないかと思います。 

 そのほか、例えば自殺者も毎年３万人が11年間続いているとか、刑務所から出てくる人

間は毎年３万人ですが、ご案内のように、なかなか地域社会へ戻れないということで、ま

た再び刑務所に戻っていく。いわゆる刑務所からの出所者、刑余者ですが、彼らに接して

いると、刑務所の中に自由はなかったけれども、不自由ではなかったというようなことを

言うわけでございます。 

 なぜこのようなことになっているのかということになると、私は３つぐらいの要因があ

るのではないかと思っています。 
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 １つは、やはりヨーロッパと同じように社会との関係性、つまり地域社会に彼らが、ヨ

ーロッパの場合は外国人を積極的に排除するソーシャルエクスクルージョンが起こるので

すが、日本の場合はそれが目に見えなくて、割合陰険な排除だと思うんですね。もしく

は、例えば高齢者のように孤立してしまうという状態があるのではないかと思うんです

ね。つまり社会的排除と孤立という問題だろうと思っております。 

 それが１つだろう。いや、そんな話はもう昔からあったのではないかと言われるかもし

れません。しかし、これは日本の社会で、僕自身は、社会学的な分析をすれば、1980年代

から90年代、やはりヨーロッパと同じではないかと思うんです。家族の問題、地域の問

題、企業の問題、そういうものが崩れたために社会との関係がブツブツ切れ始めた。昔で

あれば、まあ、大企業であれば何とか亡くなるまで、亡くなった後も、葬式までちゃんと

面倒を見る。中央官庁も昔はそうでしたが、そういうことがだんだん消えつつあります

が、そういうところだったのではないかと思うんですね。 

 それから第２番目は、やはりここ数年の現象として、貧困という問題が切り離せないの

ではないかと。昔は貧困は波を打って、景気がよくなったら貧困は少なくなって、景気が

悪くなったら貧困はふえ始めましたが、どうも今はこういう貧困が波を打たないで、一本

調子に上がって沈殿しているのではないかと思うんですね。 

 これはなぜかと言えば、最近、日本の貧困構造が変わってしまったんですね。つまり高

齢者の貧困がどんどんたまっている。高齢者は年金だけではなかなか生活できない。例え

ば国民年金は６万7000円の設計ですが、実際は保険料が納められずに、もしくは繰り上げ

受給のために満額の年金をもらっていないために、平均４万円ぐらいにとどまっている。

そうするとなかなかそこで生活ができない。高齢者が一たん貧困に陥ると、これは亡くな

るまで貧困になってしまうという状態だろうと思います。これが第２ですね。 

 第３として、それに似合う、それを助けるべき社会保障制度が十分機能していないので

はないかと思うのですね。もう制度的な疲労を来してしまっている。厚生省の人間は、い

や、日本の社会保障制度は世界でトップだと言いますが、残念ながら、もういろいろなと

ころに疲労みたいなものを来してしまっている。きょうはその詳細には入りませんが、そ

ういう３つの背景があるために、日本の社会問題はいっぱいあるのではないかと考えてお

ります。 

 そうすると、それを解決する手段として、私は１つの非常に有力な手がかりとしてソー

シャルインクルージョンというものがあるのではないかと思っております。そこでレジュ

メの５ですが、それではソーシャルインクルージョンとは何か、実は私もよくわかりませ

んでした。平成12年１月に英国へ行ったとき、ソーシャルインクルージョンが、いわば英

国政府、ブレア政権のトップの政治理念になっているけれども、一体なのかなとわからな

かったのですね。 

 それで、あるイギリス人に聞いたら、いや、炭谷さん、そのためだったらよい団体があ
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るよ、ＣＡＮという団体を呼んだらよいと教えてくれました。それでＣＡＮをインターネ

ットで引くと、確かにそのホームページのトップには、ＣＡＮはソーシャルインクルージ

ョンを実現するための団体ですという言葉がボンと出てまいります。 

 そこで、そこの親分であるアンドリュー・モーソンに手紙を書いたんですね。そうする

とすぐに返事が来て、それでは日本へ行ってやってもよいと。行ってやってもよいという

のはちょっとあれですが、そして自分１人ではあれだから５人ぐらい連れていく、それか

ら、遠いからファーストクラスを用意してくれ、それから一流のホテルを用意してくれ

と、何かそういう条件をばたばたつけましてね。 

 僕らは、これはすべて、最初にお話ししたとおり、役所とは一切関係ない、私の一個人

としてやっている話ですから、弱ったな、お金はそんなにすぐに用意できないしと思って

いたところ、ありがたいことに英国政府から私に連絡があって、その渡航費用、滞在費は

すべて英国の官邸が持つ、だから、ぜひＣＡＮを呼んでやってくれというふうな大変あり

がたい話が私のところへ来ました。一番びっくりしたのは千鳥ヶ淵の英国大使館ですが、

彼らは何か総理官邸の指示でＣＡＮという団体が来るということで、英国大使館でパーテ

ィーをやってくれたり、それから大阪と北九州市で説明会をやったのですが、その場では

当時のナンバー２の全権公使があいさつに来てくれて、大変ありがたかったですね。 

 でも、苦労して呼んだだけの価値はあったと思うんです。結局こういう話でした。そこ

の親分のアンドリュー・モーソンは牧師なんですが、その牧師が英国で２番目のスラム

街、ブロムレイ・バイボウという地域です。私は行ったことはないのですが、そこを立て

直すという話なんですね。つまり、彼は牧師としてブロムレイ・バイボウへ行ったんです

ね。そうすると、そこはもう荒れて、50カ国の移民で成り立っているスラム街なんです

ね。そこに入ったアンドリュー・モーソンは、結局こういう手法で立て直すんです。 

 いろいろなことをやるのですが、まず、例えば公園がある。荒れ果てて草ぼうぼう、夜

は街灯もない。そのために犯罪の巣になっている。それから覚醒剤の取引や売春が行われ

ている。それを何とかしなければいけない。普通であれば市役所へ行って、ここをしっか

り整備しろと言うのですが、彼はそんなことをやっていてもらちが明かないということ

で、自分たちで始めるんですね。そして周りは、当時の失業率は大体40％を超えていた。

そういう失業者をそこで雇って、その公園を整備する。そうすると、彼らには給料が払え

ますし、そこでこのソーシャルインクルージョン、つまり家の中で失業保険金で遊んでい

たら、酒だけ飲んでテレビを見ているだけなんですね。しかし、働くということはお互い

に協力して声をかけ合って働かなければいけない。休みにはお互いに世間話ができる。ま

さに人と人との交流が行われるわけでございます。 

 そのようにしてその公園がきれいになると、高齢者も子供たちもそこで遊ぶようにな

る。また、彼は喫茶店も始める。喫茶店の従業員は、そこでまた50％近い失業者を雇う。

またこの喫茶店で会話が弾む。それからバレエ教室を始める。そこにかつては一流のバレ
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リーナだったのを呼んで教師にする。そうすると、中にはそのスラム街にいる女の子がめ

きめき腕を上げて一流のバレリーナになる。そうするとテレビで見ていて、あっ、あのバ

レリーナはうちのあそこにいた、鼻垂れの女の子じゃないかということになって、みんな

自信を持つ。そこでその地域が立て直るわけですね。 

 結局、彼のやった手法は、ここで書いたように社会的起業家、今回の研究会のテーマだ

と聞いておりますが、ソーシャルアントレプレナーという手法だったと思うんですね。そ

して、まさにニーズ本位。僕らみたいな福祉屋の立場に立つと、公園につくることは福祉

ではない、喫茶店をやることも福祉ではない、バレエ教室をやることも福祉とは言えませ

んが、あくまでニーズ本位、こういうソーシャルインクルージョンをいかに立て直すか、

そういうニーズ本位になっていたのではないかと思うわけです。 

 そして、それについてあらゆる資源を使った。金をどこから持ってきたかと言えば、彼

はなかなか顔がきいて、皇室に話しかけたり、そういうことで金を持ってきた。だから、

その公園の整備のための金をどこから持ってきたかということは不思議な話です。それか

ら、今から思うと、僕が彼を呼ぶときに、結局、渡航費用は日本の官邸ではなく英国の総

理官邸が持ったのですが、これも今から思うと彼が働きかけたのだと思うんですね。アン

ドリュー・モーソンがブレアに言って金を出させたのだと思うんですね。 

 そうすると、彼が英国で２番目のスラム街を立て直したのであれば、日本で２番目のス

ラム街を立て直さなければいかんなということで、日本の２番目のスラム街、こんなもの

は、２番目がどこかということはなかなか難しゅうございますが、１番目は山谷でしょ

う。２番目は多分釜ヶ崎だろう。３番目が寿町ぐらいに当たるのでしょうかね。 

 それで釜ヶ崎、つまり行政用語で言う、あいりん地域に入ることにしたわけです。それ

が平成14年の５月でした。ＣＡＮを呼んだのは平成13年10月でしたが、平成14年５月に釜

ヶ崎に入ることにしました。 

 私自身は別に大阪の出身ではございませんので、釜ヶ崎に知っている人は余りいません

でしたが、地元で活動されている吉村靫生（ゆきお）さんは大変立派な方なんですね。そ

の人がいろいろと支援をしてくれました。ＣＡＮの手法を使って釜ヶ崎を何とかできない

のかなと。そのためには、ＣＡＮの手法は結局仕事をつくるということなんですね。どう

したら仕事をつくれるかということで、初めは20人ぐらいのグループでした。 

 余り手伝ってくれる人がいないので、うちの息子も連れていったのですが、釜ヶ崎なん

かへ行って、何か怖いんじゃないかとか言いましたけれども、実際にそういう怖い目に遭

った覚えは全くありません。 

 これは私のプライベート、僕のポケットマネーでやっている話ですが、何か結局は、当

時は環境省の局長でしたが、まあ、局長という肩書は使ったと思うんですね。大体ああい

う釜ヶ崎で活動していると、場合によっては裏に過激派がいるのではないかとか、怪しげ

な新興宗教がいるのではないかと、みんな疑心暗鬼になると思うのですが、環境省の局長
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でしたから、それはもう大丈夫だろうということで、だんだんみんなが集まってくれて、

今度の休みは大体100人程度がみんな集まって協力をしてくれます。 

 そこで始めたことは、我々仲間の中では、大阪には住吉公園と住之江公園という公園が

あります。その公園の整備を平成18年度から引き受けております。大阪府から２億1000万

円の整備費で、非常に難しいところは専門の造園業者がやって、簡単なところはホームレ

スや障害者が年間100名ぐらい雇用されて今日まで来ております。 

あとは、２年前には古着のリサイクルショップを始めました。きょうはちょっと時間

がありませんが、古着のリサイクルショップは非常に難しいんです。日本で進んでいない

分野でございます。確かに難しいのですが、何となく２年以上まだ続いております。 

 それから、去年の５月からはＢＯＮという花屋を釜ヶ崎に開業しました。私がやったわ

けではないので、開業されたわけですが、我々の仲間でやったんです。なぜ釜ヶ崎で花屋

をやったかと言えば、結局は釜ヶ崎は、皆さん方に行かれた人もいると思いますが、大変

汚い。朝に行けば小便のにおいがぷんとしたり、路上にごろごろ何十人とホームレスが寝

ているわけですね。だから嫌われるのだと思うんです。そうであるならば、家の前にこう

いう花を――花と言っても鉢植え、プランターなどへ植えた花を買ってもらって、それを

家の前へ置いてもらう。そうすると、その路上へ寝る人間も、小便をする人間もいないだ

ろうということで花屋を開業したわけでございます。あれをやったときには、そんなもの

がうまく続くのだったら、もう逆立ちして釜ヶ崎を回ってやるよということで、釜ヶ崎の

住民からばかにされましたが、きょう現在まだ続いているわけでございます。 

 そのようにして、いわばＣＡＮの手法を――アンドリュー・モーソンに比べれば、まだ

まだその100分の１にも、足元にも及びませんが、そういう地域を興す、活性化させる１

つの手段ではないかと考えているわけでございます。 

 そこで６の、まちづくりの全体像ということについて、きょうはお話をさせていただき

たいと思います。それは何かと言えば、やはりこれからのまちづくりについて言えば、ソ

ーシャルインクルージョンが基本になるのではないかと思うのですね。 

 ソーシャルインクルージョンというものは、決して行政が得意とするような単なる社会

啓発運動ではないんですね。つまり、例えば社会から嫌われる、刑務所から出てきた人間

を、まあ、そう差別しないで、地域社会の中でみんな仲よく過ごしましょうとか、そうい

うくだらん社会啓発運動ではないわけです。そういうものを100年間続けようが、これは

全く効果がないわけです。そうではなくて、具体的にそういう人たちが地域社会で住める

ようにするためには、やはり具体的な行動が必要なんです。これは何かと言えば、一番重

要なものは、皆さん、きょうのこの研究会の１つのテーマである仕事づくりだということ

でございます。 

 仕事の意義というものは言うまでもないことですが、先ほど井出委員長からお話があっ

た、法政大学の先生が書かれた『日本でいちばん大切にしたい会社』という本に紹介され
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ている日本理化学工業という会社がございます。それは村上龍さんがよく紹介され、鳩山

総理が今度の総選挙で福祉について具体的に述べた唯一の例だと思います。 

 これは鳩山さんが麻生総理との討論の中で、日本には大変すぐれた企業がある、ダスト

レスチョークをつくることを通じて障害者の雇用に役立てているというような趣旨だった

と思うんですね。私は福祉にどっぷりつかっている人間ですが、あっ、こんな企業があっ

たのかと、鳩山さんの話を聞いて初めて知りました。そこで、会いたいと思って、僕の友

人に、この鳩山さんの言っている会社はどこにあるのか調べてくれ、会いたいのだと言っ

たら、いや、何で知らないんだ、これは有名ですよと言うんですね。いや、それではとい

うことで、今月の２日に行きました。私自身は目黒に住んでいますが、灯台もと暗しで、

すぐそこの川崎の高津区にございました。９月２日の朝早くに行ったのですが、大山泰弘

さんという、もう80歳近いおじいちゃんでしたが、非常に喜んで迎えてくれました。 

 会ってみてびっくりしました。まず、あなたは本当に鳩山さんに会ったことがあるんで

すかと聞いたら、いや、鳩山さんと会ったことはないです、テレビの12チャンネルで紹介

されたので、多分それをごらんになったのではないですかとおっしゃっていました。 

 結局、ダストレスチョークというものは、何か独特の工夫をして、チョークのちりが肺

に入ると体に悪いということで、無害なチョークをつくったというようなことで伸びてき

た会社ですが、北海道とその高津に従業員が78名いて、７割が障害者だと言うんです。こ

んな企業なんて、日本では、多分障害者雇用率がトップではないかと思います。いや、び

っくりしましたね。それとともにびっくりしたことは、商売がうまくいっているんです。

チョークの生産額の30％を占めていると。だから経済もうまくいっていて、福祉の面も向

上していると。 

 それで話しているうちに、その大山さんは正直で、いや、私は別に初めから障害者のこ

となんて、そんなに何かやろうということはなくて、単にかわいそうだと思ってやってい

ただけだ、養護学校の先生から頼まれたので仕方なくやったんだと正直におっしゃってい

ましたが、それが30年ぐらいたつと、やはりだんだんと、障害者に何かをやっていかなけ

ればいけないということで始められたと聞きました。 

 私はそれを聞いて、やはり障害者とかそういう方々が働くということは、彼は一般の企

業ですから、最低賃金をクリアする賃金を払っています。だから経済的な自立に大変役に

立っているとも言えますし、また、働いている方は皆元気でやっていらっしゃる。中には

知的の重度の障害者もいらっしゃった。それから、みんな本当にプライドを持ってやって

いらっしゃる。 

 それとともに重要なものは、私のきょうのテーマであるソーシャルインクルージョンで

はないかと思うんですね。つまり、働くことによって社会との結びつきができるというこ

とだと思うのですね。 

 それから、私自身は環境の仕事をやっていたので、きょう、環境のことについて言わせ
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ていただければ、この日本理化学工業は、今度は北海道で厄介者であるホタテの貝をつぶ

して、それをチョークに利用するということも始められたと言うんですね。これは立派だ

と思うんですね。そしてホタテの貝殻のリサイクル利用、そしてそれを福祉にも役立てて

いらっしゃるというように感じました。 

 このように仕事というものには非常によい面があるのですが、残念ながら日本の、例え

ば障害者は仕事に恵まれていないと思うんですね。障害者を例にとると、日本には２つの

職場がございます。１つは公的な場、例えば授産施設のような税金で成り立っているよう

なもの。そういうところもこれからふやしていかなければいけないのですが、残念ながら

働いても１カ月１万円にも行かない。それから、大体やっていることはクリーニングと印

刷と中小企業の下請の箱詰めである。そうすると、今どきクリーニングはみんな大手に奪

われ、印刷はパソコンのためにもう下火で、これからは不振ですね。それから中小企業の

箱詰めなんて、むしろ東南アジアへ持っていったほうがよいわけですね。そういうことを

相変わらずやっているところがこの授産施設ではないかと思います。 

 それから第２の職場は、いわば皆さんの企業だと思います。大企業では1.8％を雇用し

なければいけないということはご案内のとおりですが、残念ながらそれを達成していない

企業が大変多い。私どもの企業には４万5000人の職員がいますが、辛うじて1.91％と

1.8％をクリアしていますが、クリアしていない企業のほうがむしろ多いと思います。 

 私は、そのような状況を考えてみると、第１の職場と第２の職場はもちろん重要だけれ

ども、ここで第３の職場というものをつくらないと、どうも障害者など、ちょっと社会的

にハンディキャップを持っている人にとっては、なかなかうまくいかない。 

 第１の職場、第２の職場はそれぞれ重要で、それを否定するわけではなくて、それをま

すます重要視していかなければいけないけれども、それだけでは不十分で、第３の職場、

それが社会的企業、先ほどのＣＡＮと同じだと思うのですね。そういうものが必要ではな

いかと思っております。 

 そこで、社会的企業というものは、いわば経済学、また社会学の用語だと思います。そ

れを具体的に企業の形態にするにはどうしたらよいかなと。これもイギリス人の友人に教

えてもらったのですが、いや、炭谷さんの目指している第３の職場のためにはソーシャル

ファームというものが非常に有効ですよと教えてくれました。だから、ヨーロッパでは今

ソーシャルファームというものがはやっているんですと言うんです。 

 これも余り知りませんで、それではソーシャルファームづくりをやってみようかと考え

ました。これも４年前から、そのソーシャルファームをやっているドイツやイタリアやイ

ギリスの人を招いて、年に１回、東京で説明会をしてもらうことにしました。 

 ことしも２月１日に、400人ぐらいの新霞が関ビルのホールを借りてやりました。これ

も私どもの個人的な負担で、企業の援助もいただいたわけですが、４年間やりました。 

 いろいろ聞くと、これは大変すばらしいやり方だと思ったんですね。もともとソーシャ
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ルファームは、ご案内のように1970年代に北イタリアのトリエステで生まれました。そこ

に精神病院があったわけです。そこに入院していた患者さんがお医者さんから、あなたは

もう入院ばかりしていないで、むしろ退院して、働いて、通院でやったほうが健康によい

と言われたわけですが、そういう働く場所を見つけようと思っても、今の日本と同じで、

いや、精神病院の患者さんは雇えないということで、働く場所が見つからなかったわけで

ございます。そうであるならば自分たちでつくろうということでソーシャルファームが起

こったと聞きました。 

 この運動は、イタリアからドイツ、イギリス、オランダ、フィンランド、スウェーデ

ン、ギリシアとヨーロッパ全体に広がって、１万社できていると聞きました。１万社でき

ているならば、私は、人口の割合からして５分の１の2000社つくろうということで、３年

前から全国に呼びかけました。みんなで2000社のソーシャルファームをつくろうと言いま

した。 

 そうしたら、まあ、どの程度か、2000社というのはちょっと大ぶろしきのつもりでした

が、市町村に１カ所ぐらいつくろうということで呼びかけたら、例えば北海道の稚内の下

に中頓別町という小さい町がございます。本当の北の果て、そこの町長が、それでは、う

ちは何もないけれども、炭谷さんの言うソーシャルファームというものをつくってみたい

ということで、行きました。２年前に行ったのですが、ことしソーシャルファームがよう

やく立ち上がったということでございます。それから南の端で言えば、沖縄県立総合精神

保健福祉センターの先生をされている仲本先生、熊本大学の医学部を出た精神科医です

が、彼も精神病の患者のためにソーシャルファームをつくりたいということで立ち上がっ

てくれて、これはできたかどうかということはまだ知りません。 

 こういうことでいろいろと動きが出てまいりました。その中の仕事では、この研究会で

も関心事項である環境というものは非常に有効なんですね。先ほどの日本理化学工業のチ

ョークでも、ホタテガイを環境保護のためのリサイクルとして使っておりますし、先ほど

言いましたように、例えば私がやった釜ヶ崎も、結局は造園などによる公園の整備とか、

古着のリサイクルなどで、環境というものは非常に有効なわけでございます。 

 ただ、2000社と言っても、私はどうも日本にはそういうものが必要な人たちはたくさん

いるのではないかと。障害者は日本に大体1000万人いらっしゃるんです。その中には仕事

に恵まれない人がたくさんいらっしゃる。高齢者も2900万人ぐらいですかね。まあ、全部

が働こうという気持ちは持っていらっしゃらないし、働ける人とは限りませんが、中には

もっと元気で働きたいけれども、働く場所がないという人が多いと思いますね。それから

難病患者も数百万人、刑務所から出てきた人も毎月３万人、ニートも毎年６万人から７万

人ずつ積み上がる、引きこもりをしている若者は全国で300万人いる。そのようにずっと

足していくと、私はソーシャルファームの対象者は最低でも2000万人いらっしゃるのでは

ないかと思っております。 
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 それでは具体的にはどんな仕事があるかですが、幾つかの例をお話ししますと、やはり

環境というものは非常に有効ですね。リサイクルが非常に有効でございます。 

 愛知県の西尾市にデンソーという会社がございます。工場には、今は調子が悪いから、

従業員はちょっと減ったかもしれませんが、8000 人ぐらいいると聞きました。西尾市に

“くるみ会”という知的障害者の施設があるのですが、そこはもともと榊原さんという女

性がつくられたんです。彼女は養護学校の先生をしていたのですが、養護学校の生徒は、

学校の間は学校にいるけれども、卒業後に行くところがない、家に閉じこもってしまうと

いうことで、榊原さんは早期退職して、退職金でくるみ会をつくられたと聞いています。 

 デンソーはＣＳＲ、社会貢献事業の一環として、くるみ会に 7000～8000 人の従業員の

食堂の食品廃棄物の処理を任せるんです。そうすると、くみみ会は処理料金がもらえ、単

に処理するだけではつまらないと言って、そこでコンポスト、堆肥をつくるんです。 

 また、この堆肥にいろいろと工夫をして、大変よいものができています。それは地元の

農家が買ってくれる。そうすると、農家と、くるみ会と、デンソーの３者が非常にうまく

回っている成功事例だろうと。そして、くるみ会のほうではよい仕事になっているのでは

ないかと思っております。 

 それから農業ですが、私自身、うちの妻を入れて先月から埼玉県の飯能で農業を始めま

した。なぜ始めたかと言うと、そこは精神障害者の働く場所として、ここで４名の仕事場

づくりをしています。私自身は現在、会員80万人を擁する、さいたま生協の経営をやって

おるのですが、まあ、できればうまくつくって、さいたま生協で買えればよいと思ったの

ですが、実際はそんなに甘い話ではなくて、農業は難しいですね。まだ２カ月しかたちま

せんが、なかなか難しい、そんなにうまく障害者、精神障害者の働く場所にはなかなかな

れません。こういう障害者の働く場所として、これは自然農法でやっているのですが、そ

ういうものを始めました。それを聞き込んだ東大の若い学生が、それでは炭谷さん、ぜひ

それを今度の秋の駒場祭で話してくださいと言われたので、11月には駒場祭で、その製品

でも持っていって、こういうものをつくるから、君たち若者はちゃんと手伝いに来いと言

います。きのうも、うちの妻が行きましたが、そのときはちゃんと北京大学から日本にイ

ンターンシップで来ている若い女性がいました。北京大学の学生が来てちゃんと一緒に手

伝っているわけだから、東大の学生はどうしたのだろうかと思いました。ただ、これは生

易しいものではなくて、必ずしもうまくいきません。経営にはちょっと難しいかなという

ような感じがします。 

 でも、成功事例としてレジュメに書いた共働学舎は非常にうまくいっている例だと思う

んですね。私の友人の宮嶋望さんという方がやっているのですが、これも北海道の新得町

というところにあります。 

 皆さん、どこにあるのかと思われるかもしれませんが、これは皆さんご存じです。こと

し８月に中高年登山でたくさんの遭難者、死者を出したトムラウシ山があるところです。
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だから、本当の山の中にあるところです。そこに彼は共働学舎というものを30年前につく

ったんですね。ここは別に福祉施設でも何でもない農業法人ですが、そこへはだれが来て

もよい、みんな歓迎だと。だから刑務所から出てきた殺人を犯した人間とか、サリドマイ

ドで手足が不自由な人間とか、不登校でなかなか地域社会に受け入れられていないなど、

何らかのハンディキャップを持っている人間が70名そこで共同生活をしている、農業をや

ったりしているんですね。 

 ただ、宮嶋はアメリカの農業大学を出ておりますので、そこで本格的な酪農をやってい

ます。そこで非常によいチーズをつくったんです。昨年７月、洞爺湖サミットで使われた

唯一のチーズがこの共働学舎のチーズなんですね。大変好評だったと聞いています。非常

に自然的につくった、非常にうまいチーズです。今でも東京駅をおりると、八重洲口のほ

うに北海道のアンテナショップがございます。そこでちゃんと売っています。これなどは

非常に成功している例でございます。 

 そのほか、福祉なども有効だと思います。でも、日本の場合に非常に有効なものは環境

で、きょうもう１つ用意してきた「環境政策と福祉政策の融合」という資料はまさにそれ

で、こういう福祉の面と環境というものをうまく融合させれば大変よい仕事ができるので

はないかと思っております。 

 しかし、ソーシャルファームの真髄は市場で戦わなければいけないので、そんなに生易

しいものではありません。どうも先ほどの飯能の自然農法などはうまくいきそうもない、

持ち出し一方に終わるのではないかと思いますが、このために何をやったらよいかと。何

よりも商品やサービスの開発ですね。 

つまり、ご案内のように有名なヤマト福祉財団とは、ずっといろいろとおつき合いし

ていますが、彼らは本当に次から次に製品や商品を開発します。 

 最初にやったスワンのパンも、結局はアンデルセンの北村さんが全面的にバックアッ

プをした。そして後にメール便をやった。初めメール便をやるときにヤマト運輸は反対し

たんです。おまえらに任せると、おれたちは信用でやっているのに、誤配なんかしてもら

ったら本業がだめになってしまうということだったのですが、結局、福祉財団は、いや、

絶対に大丈夫だからということでやってみると、誤配率は一般よりもはるかに少ない結果

になり、安心して、今伸びている。 

 ほかには、例えばドッグフーズの配達をしたり米の配達をした。なぜドッグフーズの配

達をしたかというと、メール便を配達していると犬に吠えられる。何とか犬と仲よくなる

方法はないのかなということで、ドッグフーズの配達を始めたと。これは笑い話のような

本当の動機だということで、ヤマト福祉財団の人がまじめな顔で話していましたから、本

気だろうなと信じ込んでいます。 

 それから、特性を利用すると。何らかのハンディキャップを持っている人なんですね。

でも、障害者の人は非常にじっくりと仕事をするという特性があるんですね。 
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 北海道の北広島市に環境開発産業という会社があります。もともとはオイルリサイクル

をやっていた会社ですが、現在は家電のリサイクルもやっているんですね。電気冷蔵庫と

か電気洗濯機から有効な金属をとるという仕事をやっています。初めは健常者、普通の人

を使っていたのですが、健常者でやると70％ぐらいしか有効なものがとれなかった。しか

し、それをあるソーシャルワーカーに頼まれて、知的障害者を使ってみたら、知的障害者

は丹念に仕事をするという性格があるんですね。そうすると99％有効なものがとれて、ご

みはほとんど出なかった、ゼロエミッションだったと言うのですね。ですから、今ではむ

しろ知的障害者が非常に大きな労働力になっています。 

 私はこの環境開発産業の例を知って、いや、これはいいと思って、１つの例として、こ

ういう環境開発産業の例を参考にしてこういうものをやったらいいよということで、全国

にいろいろと薦めています。 

 ３番目には市民の協力だと思うんです。結局、例えば有機農法などをする例が多いので

すが、99％失敗に終わります。有機農法でやると、みんな自己満足で終わってしまって売

れないんです。やはり買ってくれる人を見つけておかなければうまくいかないんですね。 

 市民の協力、一番よいのはお金を出してもらうことですが、そんな余裕のある人はいな

い。土日にボランティアとして参加してもらえればもっとよいけれども、それも自分には

そんな暇はない。そうであれば、せめて同じような品質、もしくはもっとよい品質で値段

も安いということであれば、ソーシャルファームのものを積極的に買ってもらうというよ

うな応援団であればよいのではないかと思っています。そういう面の市民の協力があれば

うまくいくのではないかと思います。 

 それから海外との連携で、例えば先輩であるイギリスやドイツ、イタリアなどとの連携

ですね。ですから、後でお話ししますが、私もそういうところと連携をとっております。 

 ただ、これらのことについては１人１人でやってもなかなか効果がないので、昨年の12

月７日にソーシャルファームジャパンという全国組織をつくりました。何か偉そうに聞こ

えますが、そんなに大したことはなくて、私が理事長で、妻が何かしらいろいろな雑用を

やっているという本当にささやかなものですが、すべて私のポケットマネーでやっており

ます。会費等は一切取らないで運営しているんです。 

 ただ、ありがたいことには、12月７日には全国から一堂に、北海道から鹿児島から70名

の人が駆けつけてくれました。そして、炭谷はどうせ役人出身だから商売なんかできるは

ずがないと言って、ベンチャービジネスで成功したような会社の社長がメンバーになって

くれて、またソーシャルファームでできたものはうまくデザインしなければいけないとい

うことで、日本のトップの工業デザイナーがボランティアで、全く無料で参加してくれた

り、武蔵美術大学の教授連中が、それでは自分たちが製品のデザインを考えてやろうと

か、これはすべて全くのボランティアでやってくれています。 

 そういうことで、いろいろな人の和でこのソーシャルファームジャパンというものを今
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運営しているわけでございます。これについて、例えばドイツやイギリスの、ソーシャル

ファームジャパンに相当するようなソーシャルファームＵＫとか、ソーシャルファームジ

ャーマニーというものがありますが、彼らは、それでは炭谷のやっているソーシャルファ

ームジャパンのオーナラリーアドバイザー、まあ、名誉顧問という形で、今はインターネ

ットの時代ですので、時々“おい、どうなっているか”と心配してくれる。また、彼らの

中には日本に呼ばれて講演などをする人がいます。そうすると、炭谷、これはおまえが使

ってくれと言って講演料を置いていってくれる人もいて、大変ありがたいことだと思って

いるわけでございます。 

 これまでソーシャルファームをつくろうと思っても、やはりお金がかかります。数百万

円ぐらいを投資してやらなければならないわけですが、それは大概の人にはなかなか冒険

だと思うんです。そうであるならば、そういう関心のある人をもって、まずソーシャルフ

ァームをつくるためのサロン的なものをつくったらどうかと思って、６月下旬に神奈川県

の厚木でまずサロンをやりました。 

 まあ、私と私の妻が、いわば荷車を引いて、家族で地方興行をやっているようなもので

すが、そうしていたら大変ありがたいことに、それでは自分たちが助けてあげようと言っ

て、神奈川県の厚木の解放同盟の被差別部落の人がみんな集まって、それでは炭谷さん、

助けてあげるよと言って、会場の整理などをしてくれたり、障害者の人が、それではとい

うことで、みんなで会場の整備をしてくれたりして、何も宣伝しなかった割には70～80名

ぐらい集まってソーシャルファームをつくるための準備をしました。中には良心的なビル

のオーナーがいて、もしソーシャルファームで使うのだったら格安で貸してあげるという

ような話もあります。ですから、そこを借りて全国のソーシャルファームでできたもの

を、そこにアンテナショップ的に並べてみるということも一方法かなと思っております。 

 ちょうどあさって、27日は新宿でやります。なぜ新宿かと言えば、私どものターゲット

として、新宿は犯罪が大変多い、犯罪都市ですので、刑務所から出てきた人間がたくさん

いるんです。刑務所から出てもなかなかよい仕事がないから、また刑務所へ戻ってしまう

んですね。そこで、刑務所から出てきた人と、新宿のホームレスの仕事場づくりなどをす

るためにサロンをやって、みんなで何とかソーシャルファームをつくれないかなというこ

とで、あさって、やることにしました。 

 幸いありがたいことに、今度は法務省のいわゆる更生保護をやっている連中が、それで

は我々も来るよと言って、何十人かが全国から一堂に集まってくれます。今までこういう

刑務所から出た人に対する支援は大変弱いんですね。彼らもいらいらしているのだと思い

ます。それでは一緒になって、今度は新宿であさって、私と妻、妻が受付をしますが、そ

ういうことにしたいと思っています。 

 その後、今度は千葉県でやろうと思っています。千葉県では高齢者を対象にしようとい

うことで考えているわけでございます。高齢者の仕事場づくり、房総半島は大変天候がよ
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いところなので、そこに高齢者がたくさん集まって、そういうもののソーシャルファーム

づくりを今度やってみたいと考えているわけでございます。 

 このようなことをやっていますので、きょうは皆さん方のお話に余りお役には立たなか

ったのではないかなと考えています。環境の話も触れられればと思いますが、残り、もし

ご質問があれば触れさせていただければありがたいと思っています。 

 

＜質疑応答＞ 

●Q1 今の日本で、社会的なスキームとか行政もしくは地域とかで、こういう観点、もう

ちょっとこのように協力すればよいとか、こういう仕組みができれば、今の先生のお考え

をもっと広く普及できるというような、そういうトリガーとか、何かプッシュする方法は

何かあるのかということがもしわかればと思います。 

●炭谷講師 まさにそのとおりで、これをやることは大変難しいというか、きっかけがな

いと日本でこういうものはできないんですね。それはつくづく考えております。 

 これは何があればよいかと言えば、まず一番ありがたいものは公的な援助ですね。例え

ば国からの支援とか地方自治体からの財政援助があれば、これは大変ありがたいですね。

ただ、実はこれはソーシャルファームの精神とは矛盾するんです。ソーシャルファームの

基本は、あくまでビジネス的な原理でやろう、そして社会的に有益なことをやろうと。そ

して公の金があるからやるのではなく、あくまでビジネス的手法でやろうとするものがソ

ーシャルファームたる精神ですね。 

 だから、本来はそんなものを当てにしてはいけないんですね。そういう税金の支援があ

るからやろうということは、ある意味ではソーシャルファームなり社会的企業の精神とは

矛盾するんです。 

 しかし、そうは言っても背に腹は、という感じで、やはりやりやすいのは、そういうも

のが――例えば先ほど冒頭に挙げた中頓別町は、まず町が始めているんです。 

 それから、この例で言うと、大阪の箕面市は、市がある程度人件費の補助をするんで

す。そうすると箕面市ではこういうソーシャルファーム的なものはぱっと育っています。 

 それから滋賀県でもそうなんです。例えば一例を挙げると、そこに“がんば”というソ

ーシャルファーム的なものがあります。これはクッキーをつくっているのですが、年商が

１億5000万円ですから大変大きい。そして製品が非常によいので、東京の京王デパートだ

ったと思いますが、そこに卸しています。 

 ただ、なぜそれができているかと言えば、本当のことを言えば、滋賀県がある程度の支

援をしているんですね。だから、純粋なソーシャルファームの精神から言えば、ちょっと

いびつなところがあります。でも、そういうものがあればぱっとうまくいく。本当の正直

なことを言えば、それが第１ですね。 

 それから第２には、やはり熱心な人ですね。先ほど例に挙げた共働学舎の宮嶋、これは
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文字どおり公的な支援は一銭もありません。むしろやっかみ半分で、税金を払えとか、そ

ういう邪魔がいろいろ入るぐらいです。ただ、宮嶋望はオーガナイザーとして大変能力が

ありますね。そういう中心的な人がいて、それが地域をうまくまとめていくということに

なれば成功するのだろうと思います。それから、西尾市のくるみ会の例も、榊原豊子さん

という非常に熱心な女性がいた。それがあのデンソーをも動かしたのだと思うんです。そ

のようにリーダーが重要だと思うのですね。 

 そして３番目には、私はノウハウとして１つ言えることは、あくまでこういう分野は、

何か社会的に金もうけをしようとか不純な動機があると、大体人がついてこないんです。

結局１つの理想の旗を立てれば、例えば私のやっていることについていろいろな人が、経

済的にも含めて、助けてくれます。それはやはり、それで何か金もうけをしようとか不純

な動機さえなければ、いろいろ人の求心力が出てくる。今度の釜ヶ崎でも、行けば100人

の人が集まるわけですね。それはやはり不純な動機がないからだと思うんです。そういう

明確な旗を立てることが重要ではないかと思います。 

●Q2 ある種の取っかかりとしてソーシャルビジネスのようなものを日本のビジネススク

ールの中に根づかせていきたいと思っているのですが、ご示唆なり、どういうことをやっ

たらよいかなどコメントしていただければと思います。 

●炭谷講師 私がこのようなソーシャルファームとか、社会的企業とかいう仕事なりに携

わっていて感ずることは、やはり経営がうまくいかないですね。行き詰まるわけです。そ

ういう経営のノウハウを大学などで研究して開発をしていただくと大変ありがたいと思う

んですね。 

 実は２週間前に行ってきたのですが、関西学院大学では、やはり同じように、こういう

社会的起業家を育てるようなコースを設けられたと聞きました。そういうところで、どう

したら経営が成り立つか、必ず道があるのではないかと思っています。というのは、現在

私が給料をもらっている済生会自身も、実はそういう医療をやりながら貧困な人に対して

無料で医療を提供しているんですね。だから、これは経営とは矛盾してしまうので、そう

いう片方で、ただで医療を見る。しかし、別に我々はどこからもお金を一銭ももらってい

るわけではなく、明治天皇からもらったお金などはとっくのとうになくなっていますか

ら、どこからもお金がないわけです。それを経営を成り立たせていかなければいけない。 

 それが、先ほど言った第３の分野は、これから非常に大きいシェアを占めると。僕は非

常に荒っぽい言い方をすれば、日本において４分の１ぐらいの割合があってもよいのでは

ないかと思うのですね。そういう市場の４分の１から３分の１でもよいと思いますが、そ

ういう分野が成り立つためには、どうしたら経営が成り立つかですね。それは自分自身も

まだよくわからないですね。 

 ですから、先ほど泣き言のように、公からお金をもらえれば一番ありがたいというよう

なことを言ってしまうのですが、公から金がもらえなくてもやれる方法があるのではない
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かと思うのですね。 

 これは何かと言えば、やはり１つは、積極的にソーシャルファームでできたものを買っ

てもらうと。実はイタリアはその方式なんです。ドイツの場合はお金で公的な援助をして

いるんですね。その点、イタリアやイギリスは出していないんですね。ただ、イタリアは

何で援助をしているかと言えば、同じ価格と品質であれば、国や地方自治体はソーシャル

フォームでできたものを優先的に買わなければいけないというような法律を置いているん

ですね。せめてそういうものがあればよいのかなと思いますね。 

まあ、本来はこういう安易な方法に頼ってはいけなくて、堂々と市場で戦うことがソ

ーシャルビジネスの真髄かもしれませんが、現実的にはなかなか難しいところもあるとい

うことはひしひし感じますね。 

●Q3 ＣＡＮのアンドリュー・モーソンが、日本に行くに当たって、ファーストクラスと

一流ホテルでなければだめだと言う思想とソーシャルインクルージョンというものは非常

に乖離しているのではないかと思うのですが、そのバックグラウンドは何なのでしょう

か。 

●炭谷講師 これは一見矛盾しているように見えて、矛盾していないと思うんです。アン

ドリュー・モーソンは別に社会福祉を慈善でやっているわけではないんです、あくまでビ

ジネスとしてブロムレイ・バイボウを立て直したんですね。 

 ということは、彼はビジネスとして遠い日本へ来るのだったら、やはり疲れる。そして

自分は忙しいんだ。だから、そういう待遇をしてもらっても当然だろうということで、僕

はそれはこれからの新しい社会事業家の１つの割り切った考えではないかと。そういうこ

とで、初めはむかっとしましたが、考えてみれば本来のソーシャルアントレプレナーとい

うものはそういうものかな、そこまで徹底すれば大したものだよと逆に思いました。 

 だから、例えば僕のところによく来て、いや、炭谷さん、イギリスへ行ってＣＡＮを見

たいんだけれども、紹介してよと言われるんです。そうするとＣＡＮはドライに見学料を

１人当たり20ポンド取るんです。それもドライに割り切るんですね。 

 そのかわりに20ポンド取っただけのきちんとした説明をし、単に20ポンドの価値のある

説明をするわけです。それは１つの方法で、日本人ではなかなかそこまではできない。 

●Q4 １つ伺いたいことは、国としてのリーダーシップと言うのでしょうか、先ほどイギ

リスで、やはりトップの問題に雇用を置いていたということ、それからあと、キャラハン

政権、サッチャー政権といろいろ動く中で、ブレア政権のときに、トップにおいてソーシ

ャルインクルージョンという考え方が出てきた。一方でアメリカにはないとかですね。 

 それからフランス、イタリアでは公的、公共調達の中に方針が入っている。これはやは

り政策目標と言うのでしょうか、ある種根底に政治思想なりがあって、その政策目標とし

て明らかに位置づけられるということに、このソーシャルファームという考え方が乗っ

て、それぞれの経済の中の何分の１かを占めるような動きになってきているのではないか
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と感じるのですが、一体日本でそういう可能性はあるのだろうかと。 

 あるいは、例えば今回の政権交代の中で、そういう位置づけをするような動きは、可能

性はあるのだろうかと。その辺についてちょっとお伺いしたいんです。 

●炭谷講師 大変重要なポイントだと思うんですね。私自身は、ソーシャルファームとい

うものは、なぜこれがヨーロッパのほうで育ってきて、日本ではなかなか育たないのか、

アメリカではなぜ育たないのか。それはやはり、そもそも経済とか社会の構造とか考え方

の違いが大きいのではないかと思うんですね。 

 つまり、ヨーロッパでなぜ育ってきたかと言えば、社会の中でお互いに助け合おうとす

るもともとの伝統がありますね。それとソーシャルインクルージョンとかソーシャルファ

ームの思想がぴったり合うんですね。 

 例えば私が現在やっている生活協同組合運動もヨーロッパで育ってきたわけですが、こ

の考え方は、そういうものと似ているんですね。だから、ソーシャルファームはイタリア

で生まれましたが、イタリアも協同組合が大変盛んなところです。そういうものの伝統を

引き継いでいるのではないかと思うんですね。 

 それに対して、アメリカではなぜ育たないかというと、アメリカの考え方を見ると、も

ちろん教会を中心にしたボランティア活動はあるけれども、基本的に経済社会というもの

はみんな自由競争の社会ですから、お互いに助け合う前に、まず戦おうと。戦って落ちた

人間に対しては、社会がちゃんとボランティア活動でみんなで守っていこうという考え方

があると。もちろんソーシャルインクルージョンは英語ですから、それはアメリカに言葉

としてはあるかもしれないけれども、アメリカにソーシャルインクルージョンは、概念と

してはないんですよ。 

 それに対して同じようなアジアの国では、僕らはこういう話を韓国の人に、韓国の大学

などですると、大変わかりやすい、みんなさっとわかるんですね。そしてソーシャルイン

クルージョンなりソーシャルファームはむしろ韓国のほうで最初に、もう２年前に法律が

できましたから、そういう文化の違いなどで、むしろ韓国のほうが地域の結びつきをよく

しなければいけないということで、理解が早い、そして進んでいきますね。 

 ですから、我々のソーシャルファームというものは、あくまで何か全体の経済とか社会

の構造の一部分ではないか、それがないとなかなか伸びない。だから、日本の文化の中に

果たしてうまく育ってくるかですね。 

 ただ、私が悲観していないのは、生活協同組合も小売業で結構大きな比重を占めていま

すから、生活協同組合はあくまで消費者が中心ですから、それに対してこういう生産活動

の部分においても可能性はあるのではないかと思います。 

 むしろそういう人たちが、私は最低で2000万人はいらっしゃると見ていますから、徐々

に育っていけばよいなと期待しているんです。 

●Q5 お話を伺いながら、いろいろと思い出していたことは、欧米の企業さんで、例えば
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マクドナルドさんとか、イギリスの大手小売のマークス＆スペンサーさんが、若い失業者

に対してビジネススキルを持つような教育をしたり、いろいろなトレーニングを提供する

というようなものを社会貢献としてやったり、あとアメリカの化粧品会社のエイボンさん

が、やはりサプライヤーを育てるということで、女性とか少数民族の教育を非常に熱心に

されている。 

 そういうものを読むと、社会貢献ではあるものの、やはり自分たちのパートナーを育て

ていくとか、自分たちの将来的な消費者とかを育てていくというようなところにつながっ

ているのかなと思ったのですね。 

 やはり報告などを読みながらも、自分たちにも利点があるというか利益があるというよ

うな感じに思うのですが、日本ではそういう動きというか、社会貢献でやってあげないと

というようなアプローチではなくて、もう少し一緒にパートナーとしてやっていきましょ

うという姿勢というものはいかがですかね。 

●炭谷講師 日本で経験的に、企業が本来の、自分のためにもなるという形で一緒にやろ

うというようなものは、直接私自身はまだ経験は――１つの例を挙げますと、大企業では

ないですが、中堅企業ではそういうことをやってもよいというところが出てまいります

ね。自分の仕事の一環としてですね。 

 例えば日本で言えば、エネルギー管理をやっている会社は、自分のエネルギー管理はパ

ソコンを通じての管理で、それはパソコンを通じてですから、障害者でも十分できるとい

うことで、障害者にその仕事をやってもらうという形で雇用したりしていると。 

 また一方、企業が外に対して、今のマクドナルドとか、うーん、そういうものでやって

いただくと大変ありがたいのですが、まだそういうプロポーズというものは残念ながら受

けておらないですね。 

●Q6 本当に日本でこういう思想が育たないかどうかということですが、確かに見てい

て、同じアングロサクソンでも、アメリカでだめだがイギリスではそういうことになる。

メセナは昔からイタリアで興って、ずっと伝統的に進んできたという背景があった。 

 日本も農耕社会ということではあるけれども、助け合うという思想はずっとあったわけ

ですね。果たして日本に育つかどうかですが、伝統的に日本の文化的なバックグラウンド

を考えてみると、私はむしろイギリスよりも日本のほうが、そういう基盤はありそうな気

が非常にするんですけれどもね。 

 そこでどうかと思っていることは、教育かなと思っていて、戦後の日本の教育は、どち

らかと言えば、本当にそういう日本の伝統的な文化というものは余り教えないで、人間を

どのように育てるかよりも知識だけに育っているというようなことになっているかもしれ

ない。 

 だけど、イギリスでそういうものは育つとなって、いろいろ話を伺っていて、見ている

と、この問題が教育にどのように絡んでくるのかなというところにちょっと思いが至るの
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ですが、何かご感想があれば、いかがでしょうか。 

●炭谷講師 いや、私も、やはり小さいときに教育がより影響を与えるのではないかと。

やはり日本の教育は、知識を与える教育が中心を占めているのですが、私は魂に影響を与

えるような教育があったらよいなと思うんですね。 

 多分、ご存じかもしれませんが、たまたまきょうの朝、am/pmジャパンの創始者の秋沢

さんと一緒に朝飯を食べたのですが、彼はそういうものを今非常に熱心に、子供たちにこ

ういう社会貢献をやってもらうような教育をしているんですね。私も一応それに協力して

いるのですが、あのようなことをやっていければ、小さいながらも伸びていくのではない

かと期待しているんです。 

 ただ問題は、本当にうまく教える先生がいないのではないかと。ああいうものは、やは

り本当にみずから活動して教えていかないと説得力がないですよね。学校で教えて、日曜

日はパチンコをしているようでは生徒に対する説得力がないと思うんです。ですから、ま

ず教師にこういうものへの関心を持ってもらうことが重要かなと思っているんですね。 

●Q7 私は、やはり日本の明治以来の近代化というプロセスの中に１つ問題があるのでは

ないだろうかと。要するに日本の民法は、公益法人は主務大臣が許可をしてつくる。だか

ら、一般的には法律的に言うと禁止されているけれども、禁止を解除して公益法人をつく

ることを認めます。そしてそこを全部監督するわけです。それをようやく、私もちょっと

携わったＮＰＯ法はブレークスルーしたんですね。要するに公益は国家がやる、国の仕事

である。そして、たとえその団体ができても、それは国が監督するという、私は公益国家

管理主義あるいは独占主義と言っています。これを破ったものがＮＰＯ法で、一応かなり

楽な形で、形式要件だけでこれができる。今は３万ＮＰＯ団体ができた。 

 ところが税制のほうを見ると、確かにどこかで認定をしなければいかんということです

が、要するに国税庁なり税当局は、本来税金はわしらのほう、国に入るべきもので、それ

から抜けていくもの、脱漏するものはできるだけ少なくする。これが要するに国家独占主

義で、税金のところでまだそれが続いている。この税制優遇措置のようなものを、ある種

の基準と認定をしなければいけないと思いますが、それは税務署がやるということではな

くて、もう少し別の機関でやっていくような仕組みをつくっていくことが次の段階かな

と。 

 ＮＰＯは一応法人格の形成はできるようになった。ところが税のほうは、まだ物すごく

厳しい、針の穴を抜けていくということではないかとは、ちょっと思っております。 

(了) 



研究委員会講演録（３） 

 
タイトル：「TABLE FOR TWO － 20円で世界を変える仕事」 
講師：安東 迪子 氏 
所属：NPO法人 TABLE FOR TWO International 事務局 

第4回研究委員会（2009年10月27日）にて 

 
（本項の後に掲載のスライド参照） 

●安東講師 初めまして、テーブル・フォー・ツー（以下本稿ではTFTと略）の安東と申

します。本日はよろしくお願いいたします。貴重な機会をいただきまして、どうもありが

とうございます。 
 簡単に自己紹介をさせていただきますと、こちらのTFTという活動自体は2007年の秋、

10月にＮＰＯ法人として設立して始まった運動ですが、私はその少し前、2007年の９月に、

まだ法人化されていなくてプロジェクトのような段階で動いていた時点で参加させていた

だきまして、今、事務局長の小暮という者がおるのですが、彼が事務局長として、あと、

私が１名スタッフとして、基本的には２名と、あとアルバイトさんとボランティアさんと

で活動をやらせていただいているのですが、今まで２年間やってきて、これまでの活動の

経緯とか、現地の現状の話とか、今後どのようにしていきたいかというお話をさせていた

だければと思います。よろしくお願いいたします。 
【スライド1】 まず、そもそもどうしてこのような運動ができたかと言いますと、ここ

にかなりわかりやすく絵で書いてあるのですが、世界に67億人の人口がいるうちの、主に

先進国で、食べ過ぎで肥満とか生活習慣病になっている方が10億人ぐらいいらっしゃると

いう話がある一方で、同じ地球上で、開発途上国では、栄養が足りなくて飢餓で苦しむ人

が、やはり同じぐらいの10億人いらっしゃるという、この現状をどうにか解決できないか

ということでできた運動です。 
【スライド2-4】 実際にどれくらい違うかというわかりやすい例が、ちょっとインターネ

ットから引っ張ってきた資料ですが、これが大体各国の１週間の食事の量を映したもので、

アメリカは大体これぐらいということで、かなりの量です。 
 日本でもこれぐらいの量はとっていると。 

一方で、私たちが支援しているアフリカですが、大体１週間でこれぐらいです。これは

誇張でも何でもなくて、実際に本当に私たちの支援をさせていただいている先のアフリカ

では、もう本当にこれぐらいの量で皆さんが生活しています。 
 だから別に彼らがかわいそうですというわけではなくて、実際に現状はこのようになっ

ています。 
【スライド5】 この同じ食料に起因する問題で、全く正反対の、食べ過ぎで病気になっ
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ている人と、食べ物がなくて苦しんでいる人が同じ地球上にいる中で、この問題をどうに

か同時に解決できないかということで、TFTの仕組みが考えられたわけですが、これは至

ってシンプルな仕組みです。 
 先進国、今は日本とアメリカでやっているのですが、主に企業さんの社員食堂とか大学

の学生食堂やレストランなどでカロリーを抑えたヘルシーメニューを出していただくんで

すね。そのヘルシーメニューの代金の中に、１食につき20円の寄附金が含まれていて、そ

の寄附金がTFTの事務局を通じてアフリカの子供の学校給食になると。 
 この仕組みによって、先進国ではカロリーダウンをして、皆さんに健康になっていただ

いて、かつ、カロリーを直接送ることはできないので、お金にかえて、子供たちの給食を

買ってもらっているというような仕組みです。 
 なぜ１食につき20円の寄附金かと言いますと、大体現地で給食１食を用意するのに必要

な費用が、１食につき20円なんですね。たった20円でできてしまうのですが、そのような

理由から１食につき20円という寄附金で皆さんにやっていただいています。 
 こちらで１食をとると、現地でも１食が提供されるということで、その相手の姿は見え

ないのですが、アフリカの子供と時間と空間を超えて、食事を分かち合って食卓を囲んで

いるようなイメージということで、このテーブル・フォー・ツーというものは、直訳する

と２人の食卓という名前なのですが、そういった意味でテーブル・フォー・ツーという名

前になっています。 
【スライド6】 これは今ご参加いただいている企業さんの数を設立当初からあらわした

グラフですが、最初、運動の始まった2007年から2008年の初めの１年間ぐらいは、ずっと

横ばいで来ていて、大体20社行かないぐらいのところで、すごく伸び悩んでいたのですが、

2008年の４月に、俗に言うメタボ健診の制度が始まって、企業さんはメタボの人を減らさ

ないと罰金が課せられるというような制度が始まったので、これがちょっと私たちにとっ

ては追い風になって、企業さんの健康、メタボ対策の一環として取り入れてくださるよう

になったのですね。 
 やはりヘルシーになりなさいと言うだけだと、なかなか自分では気をつけられない従業

員の方も、だれかのためになるということがモチベーションになって、ヘルシーメニュー

をとってくれるということがありますので、そういったところで、かつ、社員食堂ですと、

ほぼ全員の従業員の方が利用されるので、どんな人でも気軽に参加して、かつメタボ対策

になるということで、取り入れてくださる企業さんがどんどんふえていて、今は170団体

ぐらいの企業さんとか大学や官公庁などに参加していただいています。 
【スライド7-9】 おかげさまで企業さんでも、割とぱっとロゴを見ていただくとすぐわか

るような、結構大手の企業さんにどんどん食堂に入れていただいていて……。 
 あと、企業さんだけではなくて、省庁とか地方自治体、病院や大学などでも取り入れて

いただいていて、これは本当に食堂があればどこでも取り入れていただける仕組みなので、
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こうやってどんどんいろいろなところでやっていただいています。 
 これはデータがちょっと古いですが、国会議員の方々も、もう自分の党とは関係なく、

超党派でTFTを応援しましょうということで、推進議員連盟というものを衆参両院でつく

ってくださっています。おかげで衆議院とか参議院の国会の食堂と、あと議員会館の食堂

とか、省庁にもプッシュしてくださって、どんどんそういったところで広げてくださって

います。 
【スライド10】 あとは、最近はこういうことに意識の高い学生さんがすごく多くて、先

ほどお見せした大学は、実はほとんどの大学が、学生さんが自分の大学でやりたいという

ことで、学生さんからお問い合わせをいただいて、学生さんが自分の大学と、その食堂を

運営していらっしゃる生協さんとか企業さんに交渉をしてくださって、導入が決まったと

いうところが多くて、きのうも早稲田大学で始まったのですが、早稲田大学でも、やはり

学生さんが有志でTFTを大学に導入しようというチームをつくってくれて、サークルのよ

うな形で活動をして、大学に働きかけて、導入をしてくださっています。 
 いろいろなTFTを導入している大学だとか、今後自分の大学に導入したい学生さんたち

が大学連合という学生団体をつくってくれて、今は200人ぐらいの学生さんがそこに所属

して活動してくれています。 
【スライド11】 そういうことで、いろいろな方にご協力いただいて、活動がどんどん広

がっているのですが、この１食につき20円の内訳というか、どういった流れで、TFT事務

局に入った後はどうなっているかですが、この20円の大体10％から20％、４円ぐらいを

TFT事務局の経費としていただいて、現地では１食につき日本円にして16円ぐらいで１食

をつくってもらっています。 
 現地では、私たちのスタッフがいるわけではなくて、もう既に現地で活動をされている

提携機関の方に実際の給食の配布をお任せしているのですが、こちらのミレニアム・ビレ

ッジ・プロジェクトという名称をご存じの方はいらっしゃいますか。ありがとうございま

す。国連の掲げたミレニアム開発目標というものを達成するためにつくられたプロジェク

トですが、いろいろな団体がかかわっているのですが、主に３つ、ミレニアム・プロミス

というアメリカのＮＰＯと、国連の開発計画という機関と、コロンビア大学の３者が三位

一体となって、アフリカに80カ所ぐらい村をつくっているんですね。 
 国連のミレニアム開発目標というものは、貧困の撲滅だけではなくて、例えば女性の権

利の向上とか、エイズの撲滅とか、いろいろな目標がありますので、それを達成するため

に、その村に、例えば病院をつくったり、いろいろな支援を行っているのですが、その中

で彼らの行っている、小学校での学校給食の配布費用として、私たちはそこにピンポイン

トで指定をして支援をさせていただいています。 
【スライド12】 任せは放しではなくて、四半期に１度必ず現地へ行って、本当にちゃん

と給食が配布されているかとか、どういった成果が出ているのかをきちんとスタッフの者
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が目で確認しまして、ご参加いただいている企業さんに、これはポスターの形で食堂に張

っていただいているものですが、こういった形でご報告をするようにしています。 
 あとは年次報告書を１年に１回出させていただいたりしています。 
【スライド13】 この20円の給食の支援先ですが、今のところはこちらに出ている東アフ

リカのウガンダとルワンダとマラウィという３カ国です。まずここの国にしたことには幾

つか理由があって、３つの選定条件を設けました。 
 １つは深刻な貧困状況が発生しているということで、５歳以下の子供の20％以上が基準

体重未満という１つの貧困をはかる指標があるのですが、それに当てはまること。 
 あとは政情が安定していること。やはり皆様からお預かりした寄附金を責任を持って届

けられる保証のあるところということで、例えば内紛が起きていて、食料を運ぶトラック

が爆撃されてしまったとなると支援を続けられないので、継続して支援ができるところと

いうこと。 
 それと、先ほど申し上げたミレニアム・ビレッジ・プロジェクトのような形で、きちん

と既に給食の事業をやっている信頼できる提携機関があって、皆さんにきちんとレポート

バックができるというところで、この３カ国をまず選びました。 
 ただ、この３カ国に限定するということではなく、今後寄附金がどんどんふえていった

ら、もちろんアフリカの中でもふやしますし、あとは、やはりアジアにも貧困で苦しむ人々

はいるので、アジアにも支援できればと思っています。 
 右側に出ている写真が現地で、20円と言うか、16円で提供されている給食になります。 
 これはウガンダとルワンダで出されているものですが、この真ん中の白いものがマッシ

ュポテトのようなもので、トウモロコシの粉をお湯で練ってつくったおもちのようなもの

です。これが通常彼らの食べている主食になります。ここに豆とか野菜が入った煮込みス

ープをかけて栄養バランスをとっています。今まで大体200万食の給食を現地に提供して

います。 
【スライド14-19】 実際にどのようなところかということで、ちょっと写真をたくさん

持ってきましたので、実際にごらんいただければと思います。 
 こちらが３カ国の中でも一番貧しい国で、マラウィです。こんな感じで、すごく緑が豊

かで、山に囲まれた、自然はすごくきれいなところです。本当に道も舗装されていなくて、

こうしてお母さんたちが頭の上に荷物を乗せて、本当にこんな大自然の中をみんなで歩い

ています。これが住んでいる家ですが、やはりかなりぼろぼろで、その環境は決してよい

とは言えないですね。こういう感じで、まだわらぶき屋根ですね。 
 これは日本の住友化学さんがつくっていらっしゃるオリセットネットという蚊帳で、マ

ラリア蚊の嫌がるような薬品を練り込んでつくってある蚊帳ですね。実際に行くと、現地

で、家でも病院でも、皆さん、かなりこの蚊帳を使っていらっしゃいますね。本当に日本

の技術がこういったところで役に立っているなと思います。あと、車もほとんどがトヨタ
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車ですね。 
 これは何かおわかりになりますか。これはフルーツで、マンゴーです。ただ、私たちが

マンゴーと聞いてイメージするようなおいしいマンゴーではなくて、かなりかたくて渋く

て、まずいマンゴーなんですが、この子はすごくおいしそうに食べているのですが、これ

は彼のおやつというわけではなくて、１日の食事がこれだけという日もかなりあるんです

ね。それぐらい食料がないという状態です。これはアボカドです。これはトマトですね。

こういったものを栽培して、彼らは食べています。あと、こういうお芋の葉っぱを煮たり

して食べています。 
【スライド20-24】 これが学校です。学校もかなりぼろぼろで、この壁を見ていただい

てもわかると思うのですが、かなり掘っ建て小屋のようなところで勉強をしています。 
 日本でこれがあったら、多分ただの廃墟だと思うのですが、これは現地の給食室です。

ここで給食をつくっています。かなりぼろぼろですね。雨が降ったらもう雨ざらしで、食

事の中にも雨が入ってしまうと。 
 これが給食をつくっているお母さんたちですね。ミレニアム・ビレッジ・プロジェクト

というものは、支援を５年間だけやって、５年たったら自分たちは引き揚げて、あとは彼

らが自立できるようにということで支援を行っていますので、なるべく現地のお母さんた

ちとか、市役所の職員さんとかを巻き込んで、自分たちでそのミレニアム・ビレッジ・プ

ロジェクトが抜けた後もちゃんと運営をしていけるようにということでやっています。 
 子供をおぶったお母さんがやっていますね。先ほどのポショではなくて、マラウィでは

通常おかゆを食べる文化ですので、同じトウモロコシの粉を使った材料ですが、おかゆを

出しています。こういう大なべでお母さんたちがつくって出しています。 
【スライド25-27】 お皿を置くような棚もなくて、こういう外にお皿を置いて、子供た

ちがとっていくという状態ですね。こうやって列に並んで取っていきます。ちょっとこの

写真だとわかりづらいかもしれないのですが、この日は雨が降っていて、こちらの手とス

プーンとか、この子供の額などがぬれているのですが、こういう感じでびしょぬれになり

ながら、雨が入ってくる中で、みんなで食事をしているという状況です。 
【スライド28】 今までは食事だけの支援だったのですが、こういう状況を目の当たりに

して、食事だけではなくて、こういうぼろぼろの給食室を、もっときちんとした設備にし

ようということで、給食室の建設プロジェクトも、ことしの秋にスタートしました。です

ので、食事を届けて終わりということではなくて、もっとその食事周りで、環境をどんど

ん整えていけたらよいなと思っています。 
【スライド29-32】 こちらはウガンダです。ウガンダのほうがマラウィよりも発達して

いて、きれいですね。道路もきちんと舗装されていて、首都から大体五、六時間車で行っ

たところが支援先のルヒーラ村ですが、ここでは、ほっておくとどんどんバナナばかり育

ってくるので、これはバナナですが、バナナをみんなで自転車に乗せて、手で引いて運ん
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だり、これはトラックで運んでいますね。 
 こういった国連のトラックでないと入っていけないような、かなり奥地に学校があって、

この真ん中に茶色い道があるのですが、ここをずうっと行った先に学校があります。 
 これはちょっと坂道になっていて、かなり悪路で、やはりさっきのようながっしりした

車でないと入っていけないようなところですね。雨が降ったら、もう車は通れないです。

子供たちはこういったところを通って学校に通っています。 
【スライド33-35】 これが学校で、やはり先ほどのマラウィよりは、ウガンダの学校の

ほうがきれいですね。ここにも子供たちがいます。団体さんによっては、かなり悲惨な状

況を見せて、彼らがかわいそうですという見せ方をしている団体さんもあるのですが、実

際に現地に行くと、余り物質的なものとは関係なく、すごくきらきらした目で、みんなす

ごく幸せそうにしていて、物がないからかわいそうみたいな見方は、かなり私たちの一方

的な見方を押しつけているのだなということをすごく感じますね。 
 本当に食べ物がなくておなかがすいているときは、さすがにつらそうですが、基本的に

は、みんなすごく仲よくしていて、すごくきらきらした目で、それこそ日本の小学生より

も元気な状態で迎えてくれます。 
【スライド36-39】 これがきれいな給食室ですね。これはポショです。トウモロコシの

粉を練って、おもちのようにしたもので、ここでは生徒が多くて食べるスペースがないの

で、みんな天気がよいと校庭で食べています。 
 ちゃんとこうやって上級生の子が、手を洗うんだよということから教えてやっています。 
 やはり設備が違いますよね。先ほどの掘っ建て小屋の中で、おなべだけあるのと、こう

やってつくりつけてあるかまどでつくるのとでは熱効率が全然違うので、必要になってく

るまきの量も違ったりして、きちんとした設備がないところだと、まきがどんどん必要に

なるので、周りの森を伐採してしまうんですね。このようなちゃんとした設備があって、

まきが少なくて済むと、そういった伐採の量なども減ってくるので、そういうところでも

ちゃんとした設備は必要だなと思います。 
 こうやってよそって、これが豆のスープですね。これで１食1200キロカロリーぐらいで

す。１食で1200キロカロリーと言うと、かなり多く感じるのですが、彼らはこれがその１

日の中で唯一の食事という子供がすごく多いので、1200でもむしろ足りないぐらいですね。 
【スライド40-41】 こうやってみんなで地面に座って、この真ん中に映っているのが、

うちの事務局長の小暮です。こうやってみんなで食べていますね。 
 これが先生たちです。先生たちもこのプロジェクトにかなり巻き込んで、プロジェクト

を運営するための重要なメンバーとして活躍してくれていますね。 
【スライド42】 私たちが、なぜこういった学校給食をピンポイントで支援しているかで

すが、ここに３つあって、栄養・健康、就学率、教育の質と書いてあるのですが、まず栄

養は、ごらんいただいたとおり、マンゴーを１日１個だけ食べているという状態だと、栄
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養も非常に偏っていますし、量も足りないというところで、先ほどの1200キロカロリーぐ

らいの食事と、栄養価も考えてお豆だとかを入れてあるので、栄養のバランスもとれると。 
 かつ、もともと余り栄養バランスといったような概念が現地になくて、よい例は、ビタ

ミンという言葉の現地語がなかったりするんですね。最初にお見せしたマラウィですと、

もともとイギリスの植民地だったので、支配層の人たちが紅茶にお砂糖を入れて飲んでい

るのを、裕福な人たちが飲んでいるものだから、それがぜいたくだということで、栄養が

あるのだろうと勘違いしてしまって、ちょっと余裕ができたら、では、紅茶にお砂糖を入

れて、それで食事として済ませてしまうといったようなことがあって、皆さんに栄養とい

う概念がなく、知識がないために、そういうことが起きています。 
 ですので、給食をつくるときに、例えばその一緒に給食をつくっているお母さんたちに

そういった説明から始めたり、子供に説明をしていくことで、子供が帰って、家で説明を

して、そこから地域に広がっていくといったような形で、栄養という考え方を広めるとい

うことにも役立っています。 
 あと、就学率という点で言うと、現地では子供も重要な働き手になるので、何もないと、

家で畑仕事をしてもらったほうがよいのですね。学校に行かれてしまうと、その分労働力

が減ってしまうので、親御さんもなかなか学校へ行かせられないのですが、学校で食事が

出るとなれば、食事を用意するその負担が減るので、親御さんも学校に行かせやすいと。 
 かつ、子供たちも、もし食事がなかったら、学校の数もそんなに日本みたいにあるわけ

ではないので、遠いところを歩いていくことはつらかったりするのですが、給食が出ると

いうことで、それを楽しみに行く子供もふえて、給食導入後の半年から１年で生徒数が２

倍近くに増加したような学校もあります。 
 最後の教育の質というところで言うと、例えば皆さんが今物すごくおなかがすいている

状態だと、こんな話を聞いていても集中できないという状態になってしまうと思うのです

が、子供たちも、何も食べずにずっと１日じゅう授業などは受け続けられないので、もし

学校に行ったとしても給食がないと授業をきちんと受けられないんですね。 
 そこを給食があると、午前中も午後もきちんと集中して授業を受けられるので、成績も

上がって、今まで小学校の上の高等教育に進学する子供は非常に少なかったのですが、導

入後は、もうほぼ９割の子供たちが高等学校に進学できるようになっていると。 
 そして、かつ村で身近なお兄さん、お姉さんたちが、やはり高等学校へ行って立派に振

る舞っているところを見ると、彼らが村のヒーローになって、ああいうお兄さんみたいに

なりたいということで、下の子供たちも彼らを目指すようになって学校に行き始めるとい

うよい循環ができていて、高等学校に進学した子供たちはどんどん知識をつけて、自分た

ちがもっと自立していけるためにどうすればよいかを考えられるようになっていくと。 
 そういう、給食を起点にしてすごくうまい循環ができているので、ただ施しみたいなこ

とではなくて、彼らの自立につながる、すごく重要なファクターになっているものだとい
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うことですね。 
【スライド43】 TFTの日本での活動に話を戻すと、先ほど申し上げた社員食堂とか食堂

以外のところへもどんどん広がってきていて、一般の方向けのカフェだとかレストランで

すね。 
 あとはヘルシーなドリンクを自動販売機に入れて、それをTFTの対象にしていただいた

り、またはコンビニエンスストアの商品、あと、こちらにＯisixと出ていますが、インタ

ーネットスーパーなどの商品でTFTのマークをつけて販売いただいたりしています。そし

て、それぞれその売り上げの一部がTFTへの寄附金になるという仕組みです。 
【スライド44】 こういう神戸のレストランとか、あとは広尾に国際協力機構さんの地球

ひろばというセンターがあるのですが、そちらのカフェでもTFTをやっていただいていて、

すごくおもしろいことは、先ほどお見せした現地の給食を再現したメニューを今、ランチ

で出してくださっています。 
 やはりＪＩＣＡさんのカフェをやっているだけあって、その運営会社さんがエスニック

料理の得意な会社さんで、現地の味にかなり近づけた形で、日本で手に入る食材の範囲内

で一生懸命やってくださっています。 
 そういうものと、このカフェの窓のところに子供たちが給食を食べている等身大の写真

が張ってあるんですね。そこがカウンター席で座れるようになっているので、そこに座っ

た方は、その子供と向かい合って食事をしているようなことが体感できるという、ちょっ

とテーブル・フォー・ツー・カフェみたいな形でやっていただいているので、もし広尾に

いらした際には、ぜひお越しください。 
【スライド45】 あと、ちょっとおもしろい取り組みが、一般の飲食店さんですが、こと

しの夏から、陳麻婆豆腐さんという中華のお店で始めてくださって、こちらはおから――

豆腐をつくるときにどうしても出てしまって廃棄食材になりがちなおからを使ったメニュ

ーをつくっていただいて、ひき肉のかわりにおからをマーボー豆腐に入れて、カロリーも

カットされて、すごくヘルシーですし、食料廃棄の問題に貢献しますということで、１つ

の食事で３つぐらいよいことが入っていますというメニューをことしの７月からやってく

ださっています。首都圏で８店舗あるのですが、８店舗全部でやってくださっています。 
【スライド46】 あと、先ほどお見せしたOisixさんの商品とか、あとはお弁当などでも

やっていただいています。 
【スライド47-48】 あとは、ことしの春にコンビニのスリーエフさんで、やはりTFTの
マークのついた寄附金入りのお弁当をやってくださって、１カ月間限定だったのですが、

フレンチの三國シェフが商品を開発してくださって、アフリカの要素を入れて、ちょっと

変わったコンビニのお弁当を１カ月限定でやっていただきました。 
【スライド49】 あと、ちょっとおもしろかったのは、お弁当の開発だけではなくて、通

常売っていらっしゃるドリンクにも寄附金をつけてくださったんですね。これはもう完全
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に飲料メーカーさんの社会貢献の一環で、それまでの値段とは変えずに、その１カ月間だ

けは代金の３％がTFTへの寄附になるということをやっていただいたのですが、その１カ

月が、その前の月までの平均と比べて、売り上げが12％プラスになったということで、こ

ういう社会貢献の要素をつけて売り上げにはね返ってくるというデータも出ています。 
 メーカーさんに伺ったところ、値下げ以外の販促活動で売り上げが伸びたということが

初めてだったということで、すごく喜んでくださって、来月また同じような形でやってい

ただくんです。 
【スライド50】 こちらがオイシックスさんでのデータですね。赤い四角で囲んだところ

がTFTのマークつき商品の売り上げで、その似たような商品の売り上げと比較していただ

いたのですが、かなりこのマークがついていることで、やはり売り上げが伸びているとい

うことで、割と消費者の方のお買い物をされる際に、社会貢献の要素が入っているという

ことが１つ重要な、その購入を決めるときの要因になっているのだなということを感じま

す。 
【スライド51】 ちょうど今、10月16日が国連の定めた世界食糧デーで、16日から来月の

15日までの１カ月間で100万食をアフリカに送ろうということで、TFT主催で「100万人ご

はん」というキャンペーンをやらせていただいています。 
 そして、こちらでまたコンビニのスリーエフさんがお弁当を来月１カ月、新しく出して

くださるのですが、今回はミスキャンパスという大学のミスコンテストで選ばれた子たち

が商品を開発してくれて、そのお弁当が店頭に並ぶというキャンペーンになっています。 
【スライド52】 スリーエフさん以外でも、ファミリーマートさんがあめのメーカーのカ

ンロさんと一緒に、ヘルシーなコーヒーキャンディーとミルクキャンディーを開発してく

ださって、その売り上げの一部がTFTへの寄附に回るといったようなこととか、あとデニ

ーズさんですね。 
 あと、皆さんはご存じかどうかわからないですが、ワイアードカフェさんという、パソ

コンが置いてあって、結構デザイン系の方が利用されるようなカフェでもやっていただい

たりしています。 
 デニーズさんでは10月７日から始めていただいて、今３週間ぐらいなんですが、この時

点で21万食分既に集まったと伺っています。 
【スライド53】 こういう形で社員食堂のプログラムを起点に、一般向けのカフェとかレ

ストラン、コンビニエンスストアやお弁当などに活動をどんどん広げていけたらよいなと

思っています。 
 右側にコミュニティーと書いてあるのですが、最近、会社員の方でも、本業をお持ちな

んですが、自分のプライベートの空き時間でこういう社会的な事業に参加したいというこ

とでご協力くださる方がすごく多くて、実際にボランティアのチームが今２チームあるん

です。 
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 TFTと絡めた事業で何かできないかと考えてくださっていて、どちらも実現しそうなん

ですが、１つはお弁当箱――今までTFTは食堂とかレストランに行かれた方にしか立地で

きなかったのですが、今度は自分でお弁当をつくる方にも参加していただこうということ

で、TFTのマークのついた寄附金入りのお弁当箱を考えてくださっています。これはもう

協力してくださるメーカーさんも見つかって、来春、来年の３月の中旬ぐらいの発売とい

うことで、今動き始めています。 
 もう１つは、ちょっとまだ内容は余りはっきり固まっていないのですが、例えば企業さ

んの屋上菜園みたいなことをやっていただいて、自分たちのランチで食べるものを自分た

ちでつくっていただいて、ヘルシーになっていただけるし、二酸化炭素の削減にも貢献で

きるのではないか、ちょっとそういう仕掛けができないかということで、社会人の方が考

えてくださっています。 
 そういうことで、食べるところ以外でも、食周りのことでどんどん広げていけたらよい

なと思っていまして、左上にブランドとありますが、こちらは、食品にTFTのマークをつ

けてということもありますし、あとは先ほどのお弁当箱とか、例えば今後、お皿とか、家

電製品の調理器具などでも、TFTのマークをつけて、例えばカロリーを削減できるような

仕掛けのある調理器具など、そういうところにどんどん広げていけるのではないかと思っ

ています。 
 あと、下にメディアとあるのですが、やはりできたばかりの無名のＮＰＯなので、どん

な小さな媒体の取材でもどんどんお受けするようにしていております。 
【スライド54】 最近はちょっとずつ大きな媒体さんに取り上げていただけるようになっ

て、先日、日経新聞の夕刊でも取り上げていただいたのですが、こういったメディアの方

にご協力いただいて活動もどんどんＰＲしていこうということで、基本的にはすべてお受

けするようにしています。 
【スライド55】 あとは、ブランドというところで言うと、イメージしているものは、こ

ちらのプロダクトレッドという、ミュージシャンのＵ２のボノが推進している活動ですが、

これは、ナイキとかアメックスやアップルが参加して、プロダクトレッドというマークの

ついた赤い商品を買うと、エイズを撲滅しようという基金に寄附がされるというブランド

なんです。 
 こういうものとか、あとピンクリボンってありますね。ピンクリボンを見ると、だれで

も、あっ、これは乳がんだとわかる。TFTもそういった形で、TFTを見ると、あっ、ヘル

シーフードを通じた社会貢献だということでだれもが認知できるような状態になるとよい

なと思っています。 
【スライド56】 アメリカがことしの春から始まって、来年以降、ヨーロッパ、特にイタ

リアでちょっとご協力いただけそうな方がいらっしゃるので、イタリアはスローフードの

発祥の地なので、イタリアでやっていただけるとよいなと思っています。 
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 今までこういった活動は、欧米でできた運動の日本支部ができて、活動を輸入するみた

いな形がすごく多かったので、逆に日本から世界に発信していく社会貢献運動としてどん

どん広がっていけたらよいなと思っています。 

 
＜質疑応答＞ 
●Q1 １つは、2007年に発足されて、すぐアメリカで始まっていますよね。これは、や

はりアメリカのＮＰＯさんと何かそういう非常に連携があったのかなという気もするので

すが、どういう形で日本発がすぐアメリカでうまく始まったのかなということと、その後、

それがどうやって今アメリカで動いているのかなということが最初の１点目でございます。 
 それから２つ目は、小暮さんが書いた本を私、拝見したのですが、どうしても事業のこ

とが頭に入ってしまって、今回のTFTの非常な特徴は、社会に対する貢献も、奉仕ではな

くて、やはり事業として回っていかなければいけないというところで、最低の規模とか、

先ほどのいろいろなレストランを活用されるとか、ブランドということで、事業の幅が非

常に広がっているのですが、ビジネスモデルとして、やはりひとつ成功していただきたい

という気持ちも強く持っているのでご質問するのですが、全体としてどれぐらいの事業規

模でやって、これからどんな感じでそのビジネスモデルが成熟して発展していくのかなと

いう、その辺の見通しを教えていただきたいと思います。 
●安東講師 １点目で、アメリカから申しますと、もともと、かなり最初の部分をはしょ

ってしまったのですが、世界経済フォーラムという、ダボス会議と呼ばれている会議を毎

年開催している団体があるのですが、そちらで毎年、世界中で活躍している40歳以下の若

手のリーダーを、ヤング・グローバル・リーダーズとして選出するというシステムがあり

まして、これはもう本当に国籍を問わず、世界中からいろいろな実績のある人を選んでい

るのですが、今うちの代表をしている近藤という者がおるのですが、彼がそこに選ばれま

して、そのヤング・グローバル・リーダーズの会議が定期的に、年に何度か行われている

んです。その2006年に開かれた会議の中で、世界の抱えるヘルスケアに関する問題につい

てということで討議をしていた際に、この仕組みのもとになる発想が出てきました。 
 その場に、日本人が中心になって考えたものではあるのですが、日本人以外のいろいろ

な国の人がいらしたんですね。日本人が中心になって考えたものなので、まずは日本から

やりましょうということで、近藤を中心に日本人チームで持ち帰って、日本からスタート

したのですが、その会議がある都度、いろいろな国の方にご協力を呼びかけていて、その

中でアメリカのアリゾナ州のサンダーバード大学というところの学長さんが、では、うち

でもやってみましょうということで取り入れてくださったので、それでアメリカがスター

トしましたね。 
 今アメリカでは、専任のスタッフはまだいなくて、自分で事業をやっている人がボラン

ティアのような形でやってくれていますので、日本と同じような形で、社員食堂とか学生
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食堂で広めたり、あと、アメリカだと結構小売の食品で、すごくヘルシーなものにブラン

ドをつけたいというものが今すごくあるらしいです。ですので、もしかしたらアメリカの

場合は、食堂で広まるよりも先に、商品、食品のほうで広がっていくかもしれないですね。 
 ただ、日本から始まった活動で、ヘルシーフードと言うと、アメリカではすごく受けが

よいらしくて、アメリカの方々の感触はすごくよいと言っていますね。 
 あと、事業、ビジネスモデルとしてですが、やはり先ほどおっしゃったように、今の１

食につき４円の経費をいただくというモデルだと、大体1000社ぐらいが参加してくださら

ないと回っていかないという計算になるのですね。 
 ですので、その会社数をふやしつつも、どんどん別の事業もやっていこうということで、

新しいものを考えているというところです。ですので、今のところはまだ正直なところ赤

字でやっていて、理事たち、創設者たちの持ち出しであったり、運営資金としていただい

た寄附金で運営をさせていただいている状態です。 
 ただ、それに頼り切りだと長続きしないということはもう目に見えていますので、何と

か事業だけで回していけるような仕組みにしていきたいなと、今思っています。 
●Q2 給食文化についてちょっとお聞きしたいのですが、マラウィで、もともと学校では

給食を出すという文化があるかということと、あともう１つ、ミレニアム・ビレッジ・プ

ロジェクトが５年間というくくりがあって、その後で自立できるような仕組みとおっしゃ

っていましたが、それに向けた自立できるような支援を具体的に何かされていらっしゃれ

ば、ぜひ教えてもらいたいんです。 
●安東講師 まずは給食というものがなかったです、ないところへ持っていったという形

ですね。 
●Q2’ では、何か少し壊れかけた小屋というものは、このプロジェクトのためにできた

ものなんですか。 
●安東講師 そうですね。ただ、あれは突貫でつくって、もうぼろぼろなのです。 
 あとは、自立に向けた仕組みというところでは、１つは先ほどちょっとお話しさせてい

ただいたような形で、現地の人たち、子供たちのご両親とか市役所の職員さんや先生たち

を給食事業自体の運営にかかわってもらうというところで、スタッフが実際に運営の業務

をやってしまうと、それが伝わっていかないので、スタッフは基本的にはそのアドバイス

みたいな形でやっていって、彼らに知識を伝えて、彼らに実際にやってもらって、自分た

ちでできるようになってもらうということです。 
 あとは、学校菜園というものをやっていて、市場から食材を買っていると、その市場価

格にかなり左右されてしまうので、そうではなくて自分たちで回していけるようにしよう

ということで、学校に菜園をつくって、自分たちの食べるものを自分たちで育てようとい

うことをやっているのですね。 
 そして、それを給食に入れたり、もしそれが余ったら、逆に市場に売れるので、それを
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学校の運営資金に充てようという取り組みをしていたりですね。 
 あとは、先ほども、ちょっとまきというお話をしましたが、やはり伐採するだけではな

くて植林をしていこうということで、植林活動もしていて、自分たちで植えて、自分たち

でまきを調達して、それもやはり余って売ったら、その運営の資金にできるということで、

そもそもそういった発想のなかった方たちに、そういうこともできるんだよということを

伝えていくことで、そういう自立につながるようにするということはありますね。 
●Q3 いろいろな人を巻き込んでやっておられるモデルとして非常にすばらしいと思う

のですが、場所を選んだときに、日本から遠い国ですから、政府なのか地方政府なのかよ

くわかりませんが、行政の人たちで、これを橋渡しした人がいるのではないかと推測する

のですが、そういうことではないのでしょうか。 
●安東講師 いいえ、それはないですね。もう現地のミレニアム・ビレッジ・プロジェク

トをやっているミレニアム・プロミスさんというアメリカのＮＰＯの方と直接やりとりを

させていただいていますね。 
●Q4 現地での活動についてちょっとお聞きしたいのですが、さっきちょっと写真などで

様子を見ていると、給食プロジェクトと一緒に手洗い教育をやっていたり、恐らく給食が

配給できるということは、水とか衛生面でも、ある程度ちゃんとしたレベルに達している

のかと思うのですが、その辺は給食プロジェクトの一環として、そういう水や衛生に関す

る施設へのアクセスというところも一緒に見ていらっしゃるのか、あるいはもともとコミ

ュニティーとして、もうそういうところは、かなりそこまでの成熟レベルに達しているの

かというところがまず１つです。 
 もう１つは、給食室プロジェクトという新しいものをやっていたと思うのですが、あれ

も現地の方がアドバイスのもとに実際につくられているのか、それともどこか海外のＮＰ

Ｏが入って、ちゃんとしたものをつくっているのか、その辺を教えてください。 
●安東講師 １点目の水で言うと、これもやはり学校によってまちまちで、ただ、もとも

とは、やはり設備がほとんどなくて、そのミレニアム・ビレッジ・プロジェクトが入って、

新たな給水設備をつくったということですね。 
 ただ、私たちの支援させていただいている小学校では、特にマラウィではまだ設備が全

然整っていなくて、遠い川にお母さんが水をくみに行って、かめを頭に乗っけて帰ってく

るという形で、まだそこまでは整っていないというところが正直なところですね。 
 ですので、給食室の設備と一緒に、そういう水回りも整えていけたらよいなとは思って

いるのですが、それは段階的に、ちょっと次の段階の話かなとは思っています。 
 あと、給食室の建設ですが、これも先ほどから話に出ているミレニアム・ビレッジ・プ

ロジェクトのほうで、きちんと給食室をつくるノウハウというようなものがもうあるので、

そこでつくってもらうという形になりますね。 
●Q5 １つは近藤さんという方が一応代表ですか。 
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●安東講師 そうですね、はい。 
●Q5’ 近藤さんのキャリアとか、彼自身がこういうことを始めた動機とか、何かそうい

うものを、もしあれだったらご紹介いただければありがたいなということが１点。 
 ２点目は、給食から今度、飲料水に入りましたよね。ボルヴィックが、要するに水のワ

ンリッター フォー テンリッターというものがありますよね。そういうものとの関係みた

いな、あるいはそこからある種のヒントがあったのかな、あるいはそういうコラボレーシ

ョンみたいなことがないかということが２つ目。 
 それから、ミレニアム・ビレッジ・プロジェクトとのかかわりを言っていただきました

が、何かＪＩＣＡなどのサポート、あるいは国際的なそういう国際機関のサポートみたい

なものはほかにあるのか。 
 それから、何かまとまった書籍と言うか、この運動を知る上において何かパブリッシュ

された書籍みたいなものがあったら、ちょっとご紹介をいただければと思います。 
●安東講師 １点目、近藤ですね。近藤はもともとマッキンゼーというコンサルタント会

社に、ずっとコンサルタントとして働いていまして、専門が医療系の会社さんのコンサル

ティングをしたり、アジアでまだきちんと政策などが整っていない国へ行って政策をつく

る際のアドバイスをさせていただくというようなことをしていました。 
 ですので、そういうまだ制度がきちっとできていないところにつくるということがもと

もと好きであったり、あとは医療関係の会社さんとかかわっていたという関係で、医療政

策とか健康というものにすごく興味があったんですね。 
 ですので、このTFTの運動とは別に、医療政策を提言していこうと、日本医療政策機構

というＮＰＯもやっているのですが、それは日本にまだ政策提言をするようなＮＰＯがな

いので、自分たちで医療政策に対して、患者さんの声を吸い上げて政府に届けたり、そう

いった活動をしていこうということをしています。 
 ですので、彼の中ではその延長線上で、ぽろっと出てきたアイデアという形ですね。た

だ、もう自分でいろいろやっていることがあるので、自分で実際に動くことができないの

で、私たちが事務局として動いているという形ですね。 
 ２点目がボルヴィックさんですね。あれは、ご一緒させていただくというようなお話に

なったこともなくて、私たちも余りそんなに意識したこともなかったのですが、体に入る

ものなので、食べ物の次は飲み物でもよいのではないかということで、私たちが始めたの

は、企業さんからのリクエストがあって、食堂のない企業さんだと、参加したくてもでき

ないということがあって、そういった企業さんでも、例えば休憩時間にコーヒーを飲まれ

たり、自動販売機が社内にあったりするので、では、それでやりましょうということでス

タートしたんです。 
 ボルヴィックさんは、ボルヴィックさんの会社としての社会貢献としてやっているので、

では、それをどんどん広げて、活動をどんどん拡大していくかと言うと、それはそうでは
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ないと思うんですね。 
 私たちの場合は、どこかの会社の社会貢献でと言うよりは、もうこういう活動をどんど

んいろいろなところに広めていこうということが目的なので、多分そこが会社さんとＮＰ

Ｏの違いで、１社の力で関係のあるところに何かやるか、もしくはいろいろな会社さんに

ご協力いただきながら進めていくかというところの違いがあるかと思います。 
 ただ、例えばそのボルヴィックさんとお会いしてお話ししてみたいなことは、今までは

ないですね。 
 やはりボルヴィックさんがあのキャンペーンをやられたことで、そのキャンペーンの期

間中に売り上げがすごく伸びているんですね。ですので、それをごらんになったドリンク

メーカーの方が、ああいうことをやりたいということで、うちにお話をしにこられるとい

うことは結構ありましたね。 
公的支援については、それは今のところないです。ＪＩＣＡさんのカフェではどんどん

やっていただいていて、ＪＩＣＡさんの展示物でうちの写真を使っていただいたりはして

いるのですが、それ以上に何か支援をいただいたりということは今のところないですね。 
 うちは割と、ほかのＮＰＯさんと組んで何かイベントをとかいうことが余りなくて、ど

ちらかと言うと企業さんにうちを、使っていただいてと言うとあれですが、どんどん社会

貢献の１つのツールとして使っていただければなということがありますので、どちらかと

言うと、割と企業さんとの接点がすごく多くて、公的機関とか、ほかのＮＰＯさんとは余

りおつき合いがないですね。 
 それと書籍ですが、１冊だけ、ことしの春に、うちの事務局長の小暮が出させていただ

いた――ありがとうございます、こちらですが、『「20円」で世界をつなぐ仕事』という、

もうこれにすべてが書かれています。これを１冊読んでいただければ、学生さんでも、う

ちの仕組みがわかるという本になっています。 
 実際にこの本が出てから、学生さんで、うちの大学でやりたいという方とか、社会人で

ボランティアをしたいという方がかなり来てくださるようになりましたね。全国の書店さ

んで販売しておりますので、ぜひお願いします。 
●Q6 私はちょっとメタボにはなっていないのですが、非常にわかりやすい。 
 それから、実は昔ちょっと技術協力をやっていて、途上国、中近東ですが、勤務した経

験があるのですが、水のないところですけれどもね。すばらしいと思います。 
 ただ、当時から言われていたことは、やはり経済協力もそうですが、やるけれども、本

当にちゃんと向こうに行き渡っているのかなという話が一番あって、今お話を聞いていた

ら、ミレニアム・ビレッジを通じてやっておられるということで行っているのだと思うの

ですが、先ほどちょっとお話があった、これに指定して、こういうことに使ってください

ということがどれくらいフォローされているのかなと。スタッフは非常に少ないですから、

実際にお金を渡しても、どこでどうなっているかはわからない部分もあるのではないかと
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いうことが１つ。 
 それから、現地のプレゼンスから言うと、ミレニアム・ビレッジがみんな、家を建てた

り、井戸を掘ったり、植樹をやったりして、どうもこのTFTのアクティビティーがどこま

で認知されているのかと。 
 途上国で、日本が一生懸命援助をしても、政府がしていても、何かほかの国と一緒でや

っていると、それが薄まって、やっているのは別の国じゃない、えっ、日本なのというも

のが結構あるんですよ。だから、その辺の、多分スタッフも少ないと、しょっちゅうは行

けない、年に１回ぐらい行くだけと言うと、向こうの人は、この人たちは本当にやってく

れているのかなということはきちっと認識されているかどうかと。まあ、そのためにやる

のではないと思うのですが、でも、せっかくやっているなら、皆さんが苦労している、日

本の企業が出していることが認知されているのかどうかというところはどうでしょうか。 
●安東講師 そうですねえ、きょう事務所に農林水産省の方がいらしたのですが、やはり

同じような話題になって、ただ、その２番目のご質問からお答えすると、私たちは、そこ

は余り意識していなくて、どちらかと言うと、向こうでTFTの存在をアピールすると言う

よりは、向こうの情報をどれだけその協力してくださっている企業さんにお届けできるか

という、そのレポートのほうにすごく気を使ってはいるんです。 
 例えば向こうの学校に何かTFTというマークを入れたり、そういうことは、今はできて

いないですね。 
 それと、向こうへ行くと、余りそういうこともできないなという気持ちになってしまっ

て……。 
●Q6’ 例えばその給食をいただいている人は、そういうものが来ているということは知

っているんですか。 
●安東講師 子供たちは多分そこまで認識できていないと思いますね。現地の先生とか、

その親御さんとだったら話もできるので、あとは現地にいるスタッフの人たちですね。そ

のあたりになると、もうちゃんとTFTというものは認識してくれていて、特にTFTの今ま

でに支援した寄附金は、大体ミレニアム・ビレッジの全体の給食費用の８分の１ぐらいを

今カバーしていただいているので、そういう意味では、そこのスタッフの方たちの中で、

TFTの存在感はすごくあるんです。 
 しかし、実際に食べている子供たちとなると、もう“ごはんだぁ”ということしか頭に

ないと思うので（笑）、ちょっとそこまではというところですね。 
●Q6’’ 少なくとも食料を全部TFTで出すようになれば、向こうも相当認識するようにな

るということですね。 
●安東講師 そうですね。そうだと思います。 
●Q7 先ほど拝見した立派な議員連盟があって、拝見すると、最近有名な鳩山由紀夫さん

とか、仙谷さんとか古川さんとかがいらっしゃるのですが、こういう国会議員の先生のこ
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ういう応援の方は、もちろん議会の食堂で食べていただくということもあると思うのです

が、やはりすばらしい事業であるがゆえに、それを政策的に、こういうことをやればもっ

と進むとか、もしやっていらっして、何かこういうことで日本の制度とか何か、慣習も含

めてかもしれませんが、こういう点があるので、これがこう変わるとよいですねというよ

うな問題意識と言うか、そういうことはTFTの中で、そんなご議論があるとか、もしくは

こういう国会の先生方とそういう議論が、今まであるのでしょうか。 
●安東講師 先生方との議論という意味で言うと、余りこちらから政策をこのようにして

くださいみたいなことはお話ししていないですね。やはり１つのＮＰＯに肩入れするみた

いなことはできないとおっしゃっているので、議員連盟で応援はしてくださるのですが、

という形ですかね。 
 あと、私たちの中で議論になっていることは、これは政策と関係があるのかどうかはち

ょっとわからないですが、ＮＰＯだと株式会社と違って市場がないので、どうしても寄附

金に頼りがちな団体がすごく多くて、最近社会企業として注目されている、例えばマザー

ハウスさんなどは、やはり株式会社の形でやっていらっしゃるんですね。 
 日本だと事業型のＮＰＯみたいなものに対する理解が全くないので、“よいことは手弁当

でやるべきだ”みたいな考え方がすごく多くて、“この20円からあなた方の給与が出てい

るのではないでしょうね”みたいなことをおっしゃる方もいるので、まあ、それは政策と

言うよりは１人１人の意識の問題ですが、ちょっとそこら辺が変わっていかないと、事業

型のＮＰＯというものはなかなか難しいかなと思いますね。 
 あとは、制度面で言うと、税制で認定ＮＰＯ法人という制度がありますが、これは、そ

の認定ＮＰＯ法人に寄附をすると寄附金控除の額がふえるという制度ですが、この認定Ｎ

ＰＯ法人になると、企業さんからの寄附金もいただきやすくはなるのですが、その申請を

するために、まずは２事業年度を経過しないといけないという決まりがあって、資金が一

番必要なスタートアップのときに、その認定がおりないんですね。 
 アメリカだと、設立と同時にそういう申請ができるのですが、日本だとそういう制度に

なっていなくて、かつ、私たちも今、ちょうど２事業年度を経過したので、申請を出して

いるのですが、ほかのＮＰＯさんを見ていると審査に１年ぐらいかかるんですね。ですの

で、その認定ができるまでに２年、おりるまでに１年で、３年たってしまうので、やはり

最初の３年が一番そういう資金が必要なので、そういうところの矛盾と言うか、もう３年

やってきて、大体できるようになってから認定がおりるのだと、ちょっと間に合わないの

ではないかと思っていて、今後ちょっとその辺をどうにか変えていただければよいなとは

思っていますね。 
●Q8 今はもう非常に名前が売れて、新聞にも載ったり、有名だと思うんですが、最初は、

やはりすごく大変と言うか、やはり名前が売れていないと怪しい団体と思われると思うの

ですが、その初期のころはどんな感じだったのでしょうか。 
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●安東講師 そのとおりだと思います。いや、それこそ怪しい団体ですよね。一応関係者

のアドバイザーに、その竹中先生とか、元外務大臣の川口順子先生がいらっしゃるので、

なるべくご紹介いただいて、怪しくないような形で訪問させていただいていたのですが、

それでもやはりＮＰＯというものに対する日本人の偏見は物すごいんです。 
 例えばちょっと漢字検定協会の事件があったら、ＮＰＯは大丈夫なの、この間、漢字検

定でも事件になっていたけどと、一緒くたにされてしまったりで、結構そういう怪しい団

体扱いされたことは多々ありましたね。 
 ＮＰＯも一応決まりで決算書などはつくらないといけないことになっていて、通常の小

さなベンチャー企業さんぐらいのレベルでは、そういったものもきちんとして活動はして

いるのですが、そこもなかなか一般の方にはご理解がないので、“あっ、決算書とかつくっ

ているんですね”と驚かれたり、そういうことはありましたね。 
●Q9 恐らく政権がかわって、今までの政府は、基本的に公的仕事はみんな政府が独占す

るということで、明治以来、日本政府はやってきたのではないかと思います。ＮＰＯ法を

つくるときも、かなり何回かの国会議論を経て、ようやくできたと。 
 その中に右から左まであって、守旧派は、やはりＮＰＯというものは役所がちゃんと管

理しなければいかんと言うところから、いや、そうではない、市民がある社会目的を持っ

て団体をつくるときには、当然法人格が取れるべきだと。加藤紘一さんなどは当時からそ

ういうことでした。しかし、当時は自民党にもかなりの反対があった。ようやく法人格が

取れる団体ができて、今日、10年で約３万団体になっていますよね。 
 税制のところは、さっきおっしゃったけれども、その当時からも、やはり基本的に外国

の制度は税制もくっついていると。しかし、そこはどこかでスクリーンをしなければなら

ないと。 
 だけど、やはり国税庁の今の考え方は、できるだけ税金は、パブリックのものは要する

に税金だ、そこから外れることがないように、そうでないと国庫がもたないという感じが

ある。むしろＮＰＯ団体がそういうパブリックアクティビティーをすれば、それだけ安い

政府ができ上がるという考え方はないんですね。 
 だから、やはりそういうことをやっていかなければいかんという感じが、今の話も伺い

ながらですね。それから、私もちょっとＮＰＯ法制定のときに参画をしたものですから、

そんな感じがしました。 
 ちなみに、今、事務局は何人ぐらいでおやりになっているんですか。 
●安東講師 専任の職員は、事務局長の小暮と私と２名ですね。あとは、かなりフルタイ

ムに近い形でボランティアの方が２名いらして、あとはもう学生さんとか社会人、会社員

のボランティアの方が、お仕事の前の時間とか、終わってからちょっとミーティングをし

にいらっしゃるぐらいの形ですね。 
●Q10 １つ聞きたいことは、お話を聞いていてすごくおもしろかったことは、やはりＮ
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ＰＯにもそういうマーケティングが必要だなと思いました。今やられているのは、ボルヴ

ィックがやられているようなコーズ・リレーテッド・マーケティングと似ている部分もあ

るのですが、要するに商品を買うことと、慈善、社会貢献、寄附に結びつけるという、そ

ういうマーケティングと。 
 また、先ほどのご質問との関連で言うと、一方でコトラーが『ソーシャル・マーケティ

ング』で言っているように、人々の行動を変えていくというところはあるわけですよね。

そういうときに、メタボの人の意識を変えていくという効果はわかるのですが、さっき自

立というお話がありましたが、その支援先の人の意識、行動をどう変えていくかというと

ころで、今後、その給食という支援方法以外に、自立ということで言えば、どういった給

食以外――あるいは給食にこだわるということでも結構ですが、どういう支援と言うか、

自立を促進していくための支援方法として給食しかないのか、あるいはそれをもっと広げ

ていく可能性があるのかというところを教えてもらいたいということです。 
 もう１つは、例えば学食などで導入するときに、社員食堂でどうやられているかはわか

らないのですが、普通の価格、例えば500円とかに一律に上乗せするという形ですか。そ

れとも、要するに選ぶ側が、これは寄附に回るからということで選べるような形なのか。

あるいはもう一律に上げられてしまって、余り関心のない人も、貧しい学生も、そのプラ

ス20円のものを選ぶ。今、貧困率が問題になっていますが、そうなるのか、その辺をちょ

っと、教えていただきたいんです。 
●安東講師 まず現地での活動について言うと、今のところ、当面は食にフォーカスして

いきたいなということはあって、というのは、社会貢献活動にもいろいろあるので、それ

もやはりマーケティングなのかブランディングなのかはちょっとわからないですが、何を

やりたいのかよくわからない団体になってしまうということが一番怖いなと思っています。 
 今はまだ、社員食堂でようやく、ちょっと名が知られるようになって、TFTと言えば、

ヘルシーメニューで食を支援してということで認知はしていただいているのですが、まだ

まだ一般の方への認知が余りない中で、食以外のところに手を広げ過ぎてしまうと、やは

り、それこそ怪しい団体と言うか、ここは何をしているところで、何がしたいのだろうと

いうことがわからなくなってしまうので、しばらくはその食にフォーカスしていくという

形でやっていきたいなとは思っていますね。 
 ただ、個人的には、食から、医療も食も健康にかかわることなので、食の次は医療とか

農業だとか、そういうところに行けるといいなとは思っているのですが、しばらくはそう

いう形で食べ物に限定してやっていきたいなと思っています。 
 学生食堂でやっていただく際には、細々とした実施していただく食堂のレジの設定など

が問題になってくるのですが、どちらでもその実情に合わせて、例えばメニューが６種類

あったら、１種類だけヘルシーメニューにしてもらって、そこに20円を加算してもらって、

例えば500円だったら520円を、そのメニューをとる人は必ず520円で、嫌な人は別のメニ
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ューを食べてくださいというふうにしていらっしゃるところもあります。 
 あとは、例えばボタンがあって選べるようになっていたら、絶対に寄附金を送りたくな

いけれども、ヘルシーメニューを食べたいという人は500円にして、送りたいという人は

520円のボタンを選んでというふうにしているところもありますね。 
 そこは多分、もう細かい、技術的と言うか、問題になってくるので、それは導入をして

いただくときに食堂の方とお話をさせていただきながら決めていますね。こちらとしては、

こうしなければいけませんみたいなものはないので、どちらでも……。 
●井出委員長 ほかにございませんでしょうか。 
 それでは、大変よい話を伺えまして、ありがとうございました。ぜひこれからも頑張っ

ていただきたい。 
（了） 
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第２０回 GISPRI シンポジウム  
進化する CSR を探る  

－新しい市場経済における企業の社会的役割－  
 

講演録  
 

（事務局取りまとめ）  
 



第 20 回 GISPRI シンポジウム 
進化する CSR を探る 

－新しい市場経済における企業の社会的役割－ 
 

日時： 2010 年 3 月 3 日（水）13：30～17：05 （13：00 より開場） 

場所： 東京国際フォーラム ホール D7 

後援： 経済産業省 

 

シンポジウム概要 
昨年来の経済危機により企業を取り巻く経営環境はますます厳しさを増しており、従来

の市場経済システムにパラダイムシフト（思考と枠組みの変化）が求められております。

企業の社会的責任（CSR）はますます大きくなり、一方では持続可能な発展のチャンスと

も考えられます。 
本シンポジウムでは、CSR 研究者・企業担当者を講師に招き、CSR の進化・深化を探

り、新しい市場経済における企業の社会的役割について、講演とパネルディスカッション

を通じて、活発な議論が行われました。企業の CSR、社会環境担当者を主として 161 名の

参加があり盛況の終わりました。 

 
プログラム 
13:30 主催挨拶  福川伸次 （財）地球産業文化研究所 顧問   
13:40 講演 1 グローバル社会における企業責任と倫理 

梅津光弘 氏  慶應義塾大学商学部准教授 
慶應義塾大学グローバルセキュリティー研究所上席研究員 

14:10 講演２ 第 5 の競争軸”サステナビリティ”で企業経営が変わる 
ピーター Ｄ. ピーダーセン 氏  株式会社イースクエア 代表取締役社長 

14:40 講演３ 欧州における CSR 
ジュリアン・ゲリエ 氏  日欧産業協力センター 事務局長 

（15:00 休憩） 
15:15 講演４ ヒューレット・パッカードにおけるグローバルシチズンシップの 

取り組み 
本田光広 氏  日本ヒューレット・パッカード株式会社 

コーポレートコミュニケーション本部長 
15:35 講演５ 知的障がい者に導かれた企業経営と国への期待 

大山泰弘 氏  日本理化学工業株式会社 会長 
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15:55 パネルディスカッション 「進化する CSR を探る」 
 ＜パネリスト＞  

梅津光弘 氏 
  ピーター Ｄ. ピーダーセン 氏 
  ジュリアン・ゲリエ 氏 
  本田光広 氏 
  大山泰弘 氏 

＜モデレーター＞  
井出亜夫 氏 日本大学大学院グローバル・ビジネス研究科教授 

17:00 閉会挨拶  蔵元 進 （財）地球産業文化研究所 専務理事 

 
 
 

    
 

パネルディスカッションの様子 
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講演 1 グローバル社会における企業責任と倫理 
梅津 光弘 氏  慶應義塾大学商学部准教授 

慶應義塾大学グローバルセキュリティー研究所上席研究員 

 
（本項の後に掲載のスライド参照） 

皆さんこんにちは。ただいまご紹介にあずかりました慶応義塾大学の梅津と申します。

今日は３０分という限られたなかで、しかも見渡しますとお馴染みの方もいらっしゃるぐ

らい、企業のＣＳＲ担当の方多くいらっしゃると思います。私自身は学者の立場からです

ね、いったい今、どういうことがＣＳＲのなかで起こっているかということ、本当に大雑

把なことしか申しあげられませんし、あまりプラクティカルのことでないかも知れません

が、今日はこの後に登壇される方々が、むしろ実務的な観点とかあるいはコンサルテーシ

ョンの立場とか、そういう方がいらっしゃいますので、私ははじめの総論的なことを少し

理論的にお話してみたいと思います。 

 私自身の専門分野は企業倫理、ビジネスエシィックスという分野なんですけど、この言

葉をいいますと、日本ではコンプライアンスなどと非常に近い、どちらかというと企業が

不祥事を起こしたときの対応の仕方というか、あるいはそれを防ぐというような意味合い

で捉えられることが多いですね。私の同僚などからもよくからかわれてしまうんですけど、

「梅津さん、また企業が不祥事おこしたね。良かったですね。」と、こういうふうに言われ

るんですね。あなたのフィールドですごく忙しくなるんじゃないかと、こういう意味だと

思うんですが。別に企業倫理とは、不祥事対策の学問ではないし、倫理学は本当のことを

いうと、コンプライアンスとも違うものなのです。むしろことの善し悪しというものを判

断するなかからですね、そのことを企業経営のところに持ち込むということから、積極的

にどうすればよいことをするかっていうことも射程に入れているわけで、その意味ではＣ

ＳＲですね、こういったことも入ってくるんだというふうに思います。 

 これもずいぶん前から言われていることなんですけれども、企業の経営に関して大きな

バリューシフト、価値転換というようなことが起こっているのだということです。これは

私自身の解釈ですけれども、それを導いた学問的な進言というものがあって、これがだい

たいざっとですけれども、２０世紀の最後の３０年ぐらいの間に準備されてきて、それが

今、実務的な企業の在り方も含めてですね、変革せざるを得ない状況をつくっているんだ

というふうに思います。 

【スライド 2】 ４つそこに出しておきました。一つは私の専門分野の企業倫理論ですけ

れども、これは倫理学が応用倫理学が進言でございまして、先輩格の分野としては医療倫

理学とか、生命倫理学とかいうものがあります。環境倫理学という切り口の学問もビジネ

スエシィックスに先立つものとしてございました。 

 企業倫理論はだいたい１９７０年代の後半ぐらいから出てきてですね、８０年代にアメ
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リカで非常に大きく伸びた学問分野です。ちょうど私はその頃シカゴにおりまして、たま

たま私の恩師とそこで出会って、この分野に入ったわけですが、もともと倫理学というの

は、非常に哲学的な深みを持った歴史のある学問でございまして、何が良くて正しいこと

であり、何が悪で不正か、あるいは善とは何か、いったようなところをですね、大変に善

し悪しという価値判断に立ち入った哲学的な学問です。日本では枕詞のように善し悪しは

別として事実としてこうだ、こういう議論が受けがいいわけです。それが科学っていうも

の、科学というのは価値自由であって、あまり価値判断に立ち入らないんだというような

考え方もありますが、それは６０年代から科学方法論の分野では完璧に否定されてきた考

え方でして、むしろ科学者がどんなに価値自由を表明してもそこにインプリシットの価値

判断というものが出てくるんだと。科学は価値自由かというと、ぜんぜんそうではなくて、

むしろそれが産業と組み合わさって技術という形で応用されたときには、大変に価値的な、

場合によっては政治的な使われ方をするということも自覚されてきて、であるならばむし

ろ価値という根本的な問題から問い直した科学の使い方、技術の使い方を見直さなくちゃ

いかないだろう、こういう話になってきました。 

 ビジネスエシィックスの後出てきて、今日本でも話題になっているのは技術者の倫理。

これは企業でいえば技術系の方たちの振る舞い方、ディシジョンメーキング、あるいは技

術開発の方向性までを含めたそういったものがでてきているわけですけど、そういった非

常に幅広い面白い学問分野であります。 

 日本ではコンプライアンスということがほぼ同義といいますか、日本では倫理という言

葉に対するアレルギーがあってですね、できるだけ企業倫理なんて言いたくないという勢

力があってですね、コンプライアンスという言葉で置き換えてしまう。場合によってはコ

ンプライアンスという言葉も最近はちょっと何と言いますか躊躇する動きがあって、それ

だったらＣＳＲという言葉でカバーしちゃえと、そういう動きもあります。ですから企業

の方たちが外向きの発言のなかでですね、本来企業倫理と言うべきところをコンプライア

ンスって言ってごちゃごちゃにしちゃった。本来コンプライアンスって言ってもらいたい

けども、それじゃ家の会社悪いことをしているみたいだから、ＣＳＲと言ってごまかしち

ゃおう。ごまかしちゃおうという意図があったかどうか知りませんけれども、そういうふ

うに言葉の意味合いとか学問の背景ををまったく無視して使うものですから、あげくの果

てにＣＳＲって先生なんだか訳が分からないです。こういうふうに企業の方から言われる

んですが、私ども学者からいわせれば、それはあなたたちが勝手な使い方をしたんで、訳

が分からなくなるのは当たり前の話であって、もう少し学者の話をよく聞いた方がいいん

じゃないの、こういうこともあるわけですが。 

 コンプライアンス論といいますのは、法務系の実務家、アメリカでは法務部長に当たる

ような人、ゼネラルカウンセルといいます。そういう人たちが中心になって作り上げてき

た分野です。これは業界にもよりますけど、情報にしっかり立たないといけない。これが
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非常にしばりのきつい業務というものがあります。私が知っている限りでは、金融の世界。

これ非常にしばりがきついですね。日本でも金融庁さん、非常に厳しい官庁だと思います。

それから私が知っている分野では、エネルギー関係だと、原子力発電に関わるような分野

ですか、これも非常にしばりが厳しいと思います。こういったことにはそれなりの理由が

あるし、別にコンプライアンスの需要性を否定するものではありません。きっちりそれは

レギュレーションに従っていただけなければならない分野がある、ということは論を待た

ないわけでありますが。コンプライアンス論というのはですから、法律という、言ってみ

れば国家が敷いたルールですね。これに根拠を置いた、言ってみれば外側からしばる、規

制ですね。これにしっかり従っていくんだという在り方がひとつのポイントだと思います。 

 今回の大タイトルですけれど、ＣＳＲというのはこれは実は倫理学でも法学でもなくて、

経営学者が開いた学問分野です。これは実は一番歴史が長いと思います。アメリカではも

う学問としてのＣＳＲだけをとってみても１９３０年代ぐらいからあるというふうに思わ

れますし、実は経営者の方ビジネスの方は社会に貢献するんだというその言葉使いは洋の

東西を問わず、日本にも昔からそれこそ紀伊国屋文左衛門とかあるいはまた松下幸之助で

あるとか、そうした優れた経営者は皆お金儲けだけを考えていたわけではないですね。む

しろ社会貢献かということ、よくこういう面も言われますけれども、近江商人の三方よし

といった精神とか、そういったことはもう長く伝えられているわけです。ただ、気をつけ

なくてはいけないことはそういった商人の商人像とか経営哲学というものが実践されてい

たという事実と、それを学問的に研究をした学問があったかどうかは話は別でございまし

て、日本の経営学の中でもＣＳＲというのは実は１９６０年代公害裁判で企業が批判され

たときちょっと出てきたんですけれども、それ以来あまり経営学の主流にはなってこなか

ったんですね。これは企業の社会的責任という言葉を使う論者が企業に対して大変批判的

な目で見てきた。それに対して企業の経営者たちは、警戒感を持ってきていたという歴史

的な背景があるのだと思います。 

 これは例えば８０年代私がアメリカにいたときなんかもそうでして、日本が貿易摩擦で

もってですね、いわゆるジャパンバッシングを受けたときがありました。このときも日本

の経営者はアメリカをなだめるではないでしょうけど、昨今もトヨタさんずいぶん叩かれ

ていますが、そういうときにですね、日本の企業もアメリカにおけるグッド・コーポレー

テッド・シチズンであるとかですね、それからまた社会貢献をするんだとか、日本の企業

もチャリティをしますよとか、そういうことで相当のお金がアメリカあたりにつぎ込まれ

たという事実もあります。これも言ってみればバッシングという外圧に対してどうかわす

かというその手法として、日本の経営者はＣＳＲを考えていた部分があります。 

 第三の波とか第四波とかいろいろな解釈がありますけれども、ここ数年ですね、おそら

く２００３年の経済同友社の白書あたりからブームといわれて出てきた企業社会責任論と

いうのは、実はもっと質的に違うものだと私は思います。それはこれから後のお話に出て
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きますが、世界中が小手先の外圧とか批判をかわすとかいう話ではなくて、社会における

企業の根本的な在り方を本当に、本質的に反省するんだというところから出てきているわ

けで、ある意味ではおおげさに言えば、歴史的な大変換が今世界大で起ころうとしている

んだと私は思っております。 

政府の在り方も今変わってきているというふうに思います。後から申しますけれども、

２１世紀はやはり政府、企業、ＮＧＯ、ＮＰＯ、あるいはアカデミアという既存の、ちょ

っと昔の言葉で言えばエスタブリッシュメントがですね、在り方を根本的に考え直す時期

にきているのだということです。国際的な国連なんかも含めた機関も同じでございまして、

ですからこれからのキーワードは後で申しますけれどもサステナビリティというのは非常

に重要なのですが、もっと具体的には政府、あるいは企業、ＮＧＯ、ＮＰＯ、アカデミア

のパートナーシップということが非常にキーワードになってくることだというふに思いま

す。 

【スライド 3】 細かいことをまだ言いたいのですけど、時間の関係で飛ばしますが。今

出てきましたサステナビリティ、持続可能な発展、あるいは持続可能性ということをいい

ます。これが出てきた出所は自然科学系の環境系、生態学といったような人たちの知見が

中心になって出てきたことであると思いますが、これが私の今日の、言ってみれば落とし

どころ、キーワードになることです。 

 持続可能性とは何か、今申しましたサステナビリティという言葉ですが。これは１９８

７年に国連のブルントランド委員会報告書、アワー・コモン・フューチャーという報告書

の中で取り上げた言葉だというふうに言われています。ブルントランドさんというのは、

当時のノルウェーの首相だった方といわれていますが、女性でございまして、環境と経済

の調和を求める新しい概念としてこの言葉、登場したということですね。サステイン

（sustain）持続するということと、アビリティ（ability）、これを合わせた造語というこ

とです。何を意味するか、この委員会での定義というと、「将来世代が自らの欲求を充足す

ることの能力を損なうことなく、今日の世代の欲求を満たすこと」、分かりにくい訳かも知

れませんが、要するにここで将来世代ということですね。つまり孫子の代、この将来の人

たちに対して、現在の私たちが責任があるんだと、大変いままでにない責任の捉え方が出

てきたというふうに思います。通じ的にまだ見てもいない、孫子ひ孫の代に対して私たち

今の世代が責任があるということですね。これは実は皆さんにとっては当たり前のことか

も知れませんけれども、哲学の歴史を紐解くとですね、こういう発想で責任というのが語

られたというのは、未だかつてないというふうに言っていいと思います。この辺り世代間

倫理という言葉でも言われるんですけれども、通じ的に将来の世代に対して今の世代が非

常に責任を負っているんだという、こういう自覚がでてきたということに意味があるとい

うふうに思います。 

 その中でですね、やはり一番大きいのは、人類史のなかで人間が自然のサイクルという
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ものを壊してきたという自覚が非常に高まってきたということです。これは私が学生のと

きにですね、ローマクラブの“成長の限界”とか、そういったようなことですね。コンピ

ュータのシミュレーションを駆使して資源だとか汚染だとか人口爆発だとかがどういうふ

うになるのかということ、報告書が出て大変学問の世界とか学生の間では当時話題になっ

た。あの本はコンピュータのシミュレーションが非常に幼稚でモデル自体に問題があると

いうことですから、今はまともには相手にされないわけですが、もうちょっとこれをソフ

ィスティケイトした形での予測というものが、様々な形で出てきたと。ですから今みたい

な言い方は失礼かもしれません。あながち間違いではなかった部分もあるし、非常に重要

な指摘で、そういった経綸が発せられたことによってですね、サステナビリティという概

念が生まれたというふうにも言えると思います。 

【スライド 4】 この図はですね、いろいろな人が言ってますが、直接的には私たちの学

会で、明治大学の山下先生という方が作った図なんですが、今言った状況を非常に分かり

やすく説明する図だと思って今日ここに持ってきました。この図は何かというと水平に引

かれた線の上のほうを自然界、線の下を人間社会、人工物の世界とこういうふうに考えた

図です。 

 私たちは何をやってきたかというと、自然界に存在しているもの、これを資源というふ

うに、これも実は人間がそう認識して初めて資源になるわけでありますが、これを摂取し

てきて、人間の社会の中で、生産活動といいますか、一種の加工を施すということですね。

これをするわけです。さらにビジネスというのは、生産活動だけではなくて、セールス、

販売をする。そうしますとこの右のほうに消費者というステークホルダーがいて、これを

コンシュームする。コンサンプション、消費をするということをやっております。これは

全部人間社会の中で起こっていることで、私たちの何て言いますか、２０世紀以降、やは

り大量に資源を摂取して、大量生産を可能にし、大量に販売をし、大量に消費をすると。

こういう文化といいますか、技術社会の在り方というものは、格段にこれは進歩したと言

っていいかどうかわかりませんが、進展したということです。 

 大量消費のあげく、ここで廃棄、大量廃棄ということですね。ゴミがでるということで

ございます。これを通常は自然のほうに、日本では水に流すという言葉がありますが、川

に捨てちゃうということがあって、これが自然の中に廃棄物として戻るわけであります。 

 通常ですと、これは自然の浄化というもうひとつのプロセスの中で、再資源化されてい

たのだと思います。ここでの人間社会のほうでの摂取から生産、販売、消費、廃棄。この

プロセスのスピードおよび量がですね、自然の浄化のスピードを圧倒的に上回るような形

で進化してしまったのが現代の社会だといわれています。そこでもともと自然界が持って

いた浄化のスピードがぜんぜん機能しなくなる。あるいはまた、自然界にもともとなかっ

た化学物質といったもの、新しい人工物を作ってそれを廃棄したためにですね、自然のサ

イクルがまったく狂うというようなこともあるわけです。ＣＯ２とかゴミの問題だとか、
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核の廃棄物だとかさまざまな問題がありますが、大ぐくりでくくるとすると、こういう図

になるということです。 

 これをどういうふうにしたらいいかということなんですが、ここにもうひとつ廃棄して

自然に返しちゃうのではなくて、もうひとつのリサイクルを消費と生産の中で作ろうと。

これがそのリサイクルという図になるかというふうに思います。もちろんその３Ｒと言い

ましてリデュース、リユース、リサイクルとよく言われているんですけれども、ビジネス

の観点から言いますと、リユースというのは中古の市場が出てくるということだったり、

リデュースというのは生産活動も減らしてしまうということで、ビジネスの観点からいう

とやはりリサイクルをどういうふうにするかということは、今後ビジネスとしては重要に

なってくる。もちろん社会全体ではリデュース、リユースも大事なわけではありますけれ

ども、それだと産業はちょっと伸びなくなっちゃうかも知れない。やはりそこで、リサイ

クルで技術を生かしていこうというのがひとつの活路だとこういうふうに言われているわ

けです。 

【スライド 5】 今のようなことをみますと、大量摂取、大量生産、大量消費、大量廃棄

というのを、促したのは誰か。これが自然の持つ浄化力がついていけなくなったというわ

けですから、もちろん消費者ですね。これは非常に相対的な見方です。作るほうが悪かっ

たのか、あるいは買ったほうが悪いのか、こういう水掛け論になってしまいますが、消費

者にも自覚してはいけないこともありますが、現代の社会ではですね、やはり企業が圧倒

的にパワーを持っていることも確かなことだというふうに思います。 

 企業という主体は、これはやはり生産をし、大変魅力的なマーケティングを行って、も

はや買わざるを得ないような状況に追い込んだのかも知れません。日本人は特に何といい

ますか、他の人も持っているとかいうとどんどん変えていく。これ日本人だけじゃありま

せん。人間の性です。小学生から大人に至るまで、誰それ君は持っているけれど、僕だけ

持っていない。この間も家の息子がウィーを持っていないのは僕だけだというふうなこと

を言われて私はそこでぐっときたり、親としてきたりなんかするんですけど、それ本当か

証拠みせろと議論になったのですが、「みんな持っている」とこういうふうに言われると、

親も弱いですね。他の消費者だってそうです。みんな持っているのに、私だけこれ持って

いないと、いうと買っちゃうわけです。 

 そういったところで企業の責任、これはですね、やはりどうしても避け得ないんだとい

うふうに思います。企業は従来は、利潤の最大化のために組織された組織だとこういうふ

うに言われました。要するに企業というのは売らんかな金儲けだと。実はそれを否定する

わけでもないです。金儲けも出来ないようではしょうがないところもあるんですけれど、

でも、これを無限にやっていったらやはり人間は破滅するんだと。人類が破滅するんだと、

いうことにある程度見えてきたときにやはり企業の在り方も変えていかなくちゃいけない

んだということだと思いますね。 



【スライド 6】 その意味では２１世紀の課題として、まず何でも持続可能で続けていけ

るってことが大事だと。実は企業もゴーイングコンサーンというふうに言われています。

これも次の期もその次の期もずーと永遠に続けていくんだと。今日も後で大山さんの企業

も出てきてこれはもう１００年も２００年も続けたい会社、こういうことだそうでありま

すが、そういうずーっと持続していくんだという前提で、今、私たちが何をしなくてはい

けないか、こういう発想でものを考えてきたときに、私は非常に面白いと思います。そこ

で今私たちは何をすべきかという優れて倫理的な答えがいわば出てくるということだと思

います。 

 まずここでいくつか申しあげたいことは、生態系を持続させなければいけない。これは

もう大前提ですね。今回、鳩山さんが２０２０年までに２５％ＣＯ２削減。ある産業の方

に言わせるとですね、私たちが活動したらＣＯ２は出さざるを得ない、こんなことを言わ

れたらいままでも必死で努力してきたのに、もう無理だ。日本から出て行けということで

すかとか、死ねってことですね、なんて極論を言われる方もいます。ですけどそうじゃな

いんですね、これは。簡単なことを言っちゃえば２５％生産量減らしたらどうかと。これ

は右肩上がりでがんがん成長するという前提で、それで２５％減らせ、それはもう不可能

な話だと思うのですが、もっと発想を変えなければいけないんだろうと思うんですね。こ

れやっていたら今私たちの会社の業績は右肩上がりで成長した。私も社長からほめられた。

うちの会社の株価もこの四半期でぐんと上がった、だけどお孫さんがその結果ですね、息

が吸えなくなったというふうなことになった。みんな喘息になったと言ったらですね、こ

れはみんな考えるのではないですか。おじいちゃんが孫を抱いて、可愛い子だ可愛い子だ

というふうに言っていたんだけど、突然おじいちゃんが血相変えてお孫さんの首をぎゅー

っと絞め始めたら、お母さんはおじいちゃん何やっているのとこういうふうに言うに違い

ない。もしかすると、今、うちの会社成長しなきゃ食ってかれないんだよと言っている人

は、ちょっとグロテスクな例で恐縮かも知れませんが、今言ったようにお孫さんの首を、

まだ見ないひ孫の首をぎゅーっと恐い顔をして絞めているのかも知れません。 

 自然資源の持続可能性、これも後でエネルギーとかの関係で非常にやはり重要です。い

ろいろな意味合いがあると思いますけど、まぐろは食べられなくなっちゃうかも知れませ

ん。これもちろん日本人だけが食べているわけではありません。最近もクジラうんぬんと

いろいろ過激派が出ていたりしますけど、あれは日本の文化だと言われていますけど、ど

うもそうじゃないんじゃないかという話もあってですね、こういったことも話だすと切り

がないですけれども考えていかなければいけない。 

 今、食料の話ですが、食料難ということも日本にいるとあまり切実に感じませんけど、

これはグローバルにみると本当に切実な問題ですし。きれいな水の確保、これも実は非常

に重要な問題で、アフリカに私たちも行ってきました。エネルギーの持続可能性、こうし

たこと気がついてみると、私たち電気がなければまったく生きていかれないような環境を
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作ってしまっています。こうしたことをどういうふうに環境とのバランスでやっていくの

かという非常に大きな問題です。これらは全部、人間社会の持続可能性ということになり

ます。 

 今回は書かなかったんですが、これなんかこじつけみたい聞こえるかも知れませんけど、

昨今私たちを大変に悩ませたサブプライムローンという、こういった金融の世界の話もそ

うです。あのスキームも私たち研究させてもらいましたけど、実に巧妙で、金融工学の人

たちはひょっとするとどこも悪くない、私たちは悪くない、とこういうふうに主張する人

もいますが。ただ全体としてみたときにですね、やはり持続可能性というものはなかった。

破綻を不可避的に起こすようなシステムであったということは、火を見るよりも明らかで

す。だとすると金融をはじめとしたシステムもこれまた持続可能性という観点からいろい

ろな形でですね、今儲け話がきたとかなんとかいってもそこで自己コントロールしていか

なければいけないのでないかとこういうことですね。 

【スライド 7】 ２１世紀の基本理念とよく言われますけれど、２０世紀型の経済は A 

brown economy with growth “at any cost”とこういうふうに言われています。Brown economy

っていうのは茶色のエコノミィっていうんですけど、ちょっと意訳するとすべてを犠牲に

してもとにかく成長すればよかった、枯葉色の経済。こう訳させてもらいました。それに

対して２１世紀の経済の基本理念は A green economy that invests into sustainable 

growth あるいは sustainable feature 持続可能な未来に投資する緑の経済。こういうよう

な基本理念の展開というものがですね、今、全世界で言われているわけであります。 

【スライド 8】 時間がもうなくなってしまって、大変舌足らずで申し訳ないのですけど、

やはり究極価値として私たちは、もしかするとすべての営為にこれが本当に持続可能なの

だろうかということを問い返すという癖をつけていかなければならないかも知れません。

哲学者の究極活動として健康とか、幸せですね、幸福とかいうもの、これをアリストテレ

ス以来あげてきたのですが、現代の社会ではサステナビリティというこれを究極価値にお

いて、今私が、あるいはうちの会社が、この政府がしようとしていることは、サステナブ

ルな未来にかなうものかどうか、こういった一種の倫理原則としてですね、持続可能性と

いう未来の起点から逆算する発想を持っているときがきているのかも知れません。 

 そのように考えていきますと、自ずからある種の限界、自己規制というものが見えてき

ます。持続可能性限界内における成長というようなこと、これは自己矛盾だという経済学

者もいますが、そうした発想を基本に入れていく営為ですね、さらに言うとそのことを実

現していく教育、これを私たち大学陣はやっていかなければいけないんだ、というふうに

今考えているところでございます。 

 時間になってしまいまして、最後まとめ、ここまでにしますが、持続可能性という共通

の価値にもし世界が合意できたとするならば、これしなければいけないと思いますが、こ

うした観点に立脚したこれからは、さっきから言ってますが、官，民、ＮＧＯ、あらゆる
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組織が協調していく必要性あると思います。今までは、官と民というと対立構造ですね。

官庁は民という金儲けばかりを考えている企業を取り締まるんだという発想があったかど

うかですが、やはり昨今、官僚の方もいじめられすぎているところがあると僕は思います。

もっと付き合ってみるとすごく優秀でいい人たちがいっぱいいます。ですからもっと協調

的な態度で私たち付き合わないといけない。ＮＧＯと企業もそうです。ＮＧＯというとシ

ーシェパードみたいなんだと思ったら、これは政府だと身構えます。企業の人たちはそん

な連中と対話なんか出来ないと思っちゃいますが、やはりその基本にあるのは、同じ地球

をいかに持続可能に保っていくかということであるならば、自ずと私たちはいろいろな限

られた資源で手を取り合って協調していくって線が見えてくるのではないかと、このよう

に思います。 

 その観点からしますと、こうしたフォーラムを、地球産業文化研究所さんがですね主催

をされ、研究会も持たれているということは誠に時機にかなったタイムリーな企画である

と私は思うわけでございます。 

 私の講演はここまでにさせていただきたいと思います。どうもご清聴ありがとうござい

ました。 

 

 







講演２ 第 5 の競争軸”サステナビリティ”で企業経営が変わる 
ピーター Ｄ. ピーダーセン 氏  株式会社イースクエア 代表取締役社長 

 

 （本項の後に掲載のレジュメ参照） 

皆さまこんにちは、イースクエアのピーダーセンでございます。 

 梅津先生、よく存知あげておりますが、事前の打ち合わせをまったくしていないのに、

非常に話がリンクすると思いますので、先生は企業の根本的な役割に関する歴史的な大転

換が起きているのではないかとおっしゃたんですが、私もまったく同感でございます。そ

れからその歴史的な大転換においてサステナビリティはもう避けて通れない究極のキーワ

ードであり、目指すべき究極価値だと、いうふうにおっしゃったんですが、私もこの企業

経営の歴史的転換における究極のキーワードはサステナビリィだというふうに思っていま

す。 

 私の梅津先生と違うところは、日々その実践をどうしていくのかということ、企業の方、

あるいは企業の中に入り込んでですねやっております。昨日もある日本の大変有名な、申

しあげられませんけれど、外からみると大変すばらしい企業にみえるんですけど、中に入

るとまだまだですね。サステナビリィどうやってうちの柱として据えるのかと、どういう

価値基準で、例えば物を調達するときに中国の安いものを選べばいいのか、いややはり再

生素材を使うべきだけどそのとき高くあがるから店舗で売れないからそのときどうするん

だと、そういういろんな実質的問題がまだまだ解決されずにいるところがたくさんあると

思います。それをどうやるのかということが私の日々の仕事でございます。 

 スライドがありませんので、お手元のレジメ７ページ目からになりますけれども、使い

ながら話を進めていきたいと思います。 

 自己紹介は今お話した通り省かせていただきますけれども、こういうふうに日本の企業、

行政機関とともに持続可能な価値創造、価値創造そのものを持続可能にするにはどうした

らいいかということを、この課題は経営者として、あるいは担当者として避けて通れない

と思います。これをうまくやればやるほど企業は評価される時代に幸いなってきていると

思います。そこでですね、企業の大転換、企業の歴史的大転換が起きている。サステナビ

リィがキーワードであるというのは何となく我々は分かってきているのですが、実行する

のにはどうしたらいいかと。それからどうしても競争原理が働いている市場において、で

きれば他社と少なくとも遜色のない形、できれば半歩踏み出して評価をされたいよねとい

う、それを実行するにはどうしたらいいかということ。ここではですね、ＣＳＲ、今まで

のＣＳＲではどうにもならないというのが私の実感でございます。違った概念、違ったア

プローチがどうしても今必要、ＣＳＲを進化させるには必要ではないかというふうに思い

ます。その背景と実際の私が考える方法論について短い時間ではありますけれど、お話し

たいと思います。 
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 まさに今梅津先生がおっしゃったこの歴史的大転換、私はこのレジメの２番目のところ

をよく使って捉えておりますが、企業側からみるとどういうふうにみえるのでしょうかと

いうことなんですが、まさに企業経営を取り巻く地殻変動が起きていると、その時代は梅

津先生がおっしゃった１９８７年に端を発しています。サステナビリィの概念が打ち出さ

れているのはこのひとつの大きな出発点だと思うのですが、この図を見ていただきますと、

左側に企業と書いてあります。どの企業もほとんど、業種を問わないと思いますが、上に

壁が狭まって、下からも壁が狭まっていくように見えますが、これは制約条件の進化とい

うふうに捉えています。上はいくつかあげてその位置を、矢印がどこにあるかぜんぜん関

係がありませんので、そこで悩まれないようにお願いしたいのですが、上の壁は社会制約

の変化、他にもあげることはいくらでもできると思うのです。代表的なものをここであげ

ております。 

 下の壁は環境制約の変化です。もちろんこれらが別々に存在するというよりは連動して

いますよね。環境制約として、ＣＯ２の濃度が大気中に増えて、これが問題になるだろう

ということで、京都議定書とか、条約にという社会制約にトランスレーションされていく

わけですが。間違いなく言えることは従来型の経営スタイルを、こういうものを新しく経

営戦略に取り入れない限り壁にぶつかるということをですね。いくつかの例は環境側面で

も、社会的側面でも我々はみてきました。壁にぶつかって立ち直れる企業もあれば立ち直

れない企業もあるわけです。しかし我々が企業経営していくなかで出来れば目指したいの

は、壁にぶつかることなく右側の世界にいきたいということだと思います。 

 ここで右側の世界はこのノートの、花を向けていってぱっと広がる世界があることをみ

ていただけると思います。これには後でちょっと戻りたいと思いますが、少し梅津先生の

おっしゃたお話と違うところがあるとすればそこなのかも知れません。 

 実は我々はこれから少なくとも向こう４０年をみたときに、成長市場を目の当たりにし

ています。それはなぜかと言いますと、今も人口成長が、今日１日で人増が２１万６００

０人です。毎年８０００万人の純増、その大変大きな部分がアジアで起きております。だ

いたい今の人口が６８億人だと皆さまご存知だと思いますが、２０５０年に９１.５億人に

なるというのが国連の中位予測です。つまりプラス２３．５億人の人口増加が見込まれて

おります。しかもそのなかでアジア、４１億人から５２億人になろうとしていますが、こ

こでの豊かさの欲求、あるいはアフリカ、この４０年で１０億から２０億人になろうとし

ています。ちょうど倍増しますけれども。豊かさの欲求、これが人口増加と豊かさの欲求

という掛算が経済成長をもたらします。これはいかなる学論も止めることはできないと、

私はみております。これはですね、ものすごいドライになっております。だから１００年

に一度の経済危機も消え去っていくのです。それだけの人々の欲求が、頭数の増加がある

わけです。それによって経済成長は今でも年３％以上はあるというふうになっております。

もう少し世界経済でみると増えるでしょう。そうすると世界経済は２０３０年に現在の倍、
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２０５０年現在の４倍という、単純計算になります。ですから少なくとも２０５０年まで

は世界経済は成長します。もっとも成長する市場の一つがアジアです。そういう意味にお

いてどうやって我々はサクセナビリティを追い求めるのか。私はそこでですね、最大の企

業の社会責任というのは、成長の質を転換させることだと思います。これは劇的に変えな

いといけないですね。 

 実はこれ梅津先生のスライドの中に、sustainable growth ですかね。growth という言葉

は先生のスライドの中にも出ておりましたが、sustainable growth というのはむこう５０

年くらいのテーマではないかと思います。つまり環境負荷、社会的な負荷を経済成長から

いかに抜くか、それをいかに劇的に早くやるかということがこれがＣＳＲです。これをや

らずして、いかに報告書を出しても、何か行動基準とか規定を作っても意味がありません。

特にアジア市場、これからの成長市場に出ていかれるような企業、ほとんどの日本の企業

はそこにいかなければ生きていけないわけですが、出ていったときにまさにサステナビリ

ティを究極価値としておいて、経済成長の質の転換に関わると。一社できるわけありませ

んし、ステークホルダーもそんなことは期待しておりませんが、必ず方向性として、我々

は成長の質を転換していくんだ、という方向性と戦略を持たなければ企業は評価していた

だけない時代だろうと思います。 

 ノートの絵に、もう一度戻りますと、これはつまり壁にぶつかることなく、出来れば右

の世界にいきたいと、持続可能な価値創造ができている企業のみがここにいく権利をステ

ークホルダーから与えられます。壁を作っているのは、最終的にはステークホルダー、利

害関係者ですね。あなたの会社は生き残っていいと、Ｂ社はつぶします、と。ここまで、

本当はそうですよね。ＮＧＯ、行政、市民、生活者、それから投資家ですね、この総意と

して、皆さんの会社、生き残っていいか、あるいは市場から退場させられるか、そこはス

テークホルダーの意味だと思います。我々できればこのノートの下に書いてあるのですが、

ただ単に「操業許可」、これも得ることが重要でそのためにコンプライアンス、倫理という

ものもベースとして絶対欠かせないですが、出来ればこれから伸びていく市場での「成長

許可」を得たいと思います。 

 健全なサステナブルな成長の許可を利害関係者から得たいわけですね。そこが今企業に

求められている、本質的なところだと思いますし、ステークホルダー経営ということも無

視できない、ようなところがそこに端を発しているのではないかと思います。 

 次のページにまいります。 

 これはもう一回企業としてどうしたらいいことは９ページ以降で戻りたいと思いますが、

まさに大転換、企業経営の大転換のみならず、文明転換にさしかかっていますよね。この

３番目に書いてある絵は概念図なんですが、古い文明の発展曲線から我々は新しい上昇曲

線に乗り移ることが出来るかどうか、というカオスの縁のところに立たされているのでは

ないかと思います。 
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 問題なのはですね、私は現在の文明を、枯渇性資源依存型工業文明というふうに個人的

に考えております。枯渇性資源依存型工業文明です。情報化社会等々言われておりますが、

引き続き工業文明ですよね。しかもグローバルに広まっているもので。この枯渇性資源依

存型工業文明から我々はサステナブルな自然とともに人間が生きていける文明に乗り換え

られるかどうか、たぶんこの２０１０年から２０３０年の間に決まるのではないだろうか。

この２０年ぐらいの間に乗り換えが出来るかどうか。問題はこの衰退曲線、下にいって衰

退曲線に入ってしまったらだいたい文明は崩壊します。 

 英語の絵がシャレで入ってますけど、You have fallen now!! 鳥に言われておりますが、

もうすでに落ちているときに周りの人に言われても遅いわけですね。文明の崩壊を迎える

のか、新しい文明ができていけるのかということが今問われているだろうと思います。 

 その文明的転換を今、加速していると思いますがカオスの縁にさしかかっているときは

突如とした変化が起きます。悪い方向にも良い方向にも、突如とした予期せぬ変化が起き

ると思います。例えば、大規模な自然災害も起きたりしますし、一方では突如とした技術

的ブレークスルーもあると思います。例えば、分かりませんが、今も研究がたくさんされ

ていますけれども、今まで悪玉とされてたＣＯ２が実は資源として有効活用ができて、も

う問題ないというような、そういうとんでもないような技術的なブレークスルーがあるか

も知れません。しかし、我々はもうカオスの縁に立っている認識が必要だと思いますね。 

 まったくの今までのパラダイム上での予想性がない時代、そのなかで我々どうやって生

きていくのか、うちの会社は何でもって生きていくのかということは、今までの戦略論で

は語れないと思います。まさに真髄として何を目指していくのか、うちの会社の本当の価

値は何なのか、どういう世の中を作りたいのかという存在そのものに関わる議論をしなか

ったらですね、じゃ事業計画を立ててもうまくいくというのはないのではないかというふ

うに個人的に思います。 

 この文明的転換の非常に重要なきっかけとなったのは、まさに梅津先生のお話にもあっ

た１９８７年のブルントラント報告書だと思います。私はこの年号、８７年という年号は

我々の今の文明においてとても重要な年号だと思います。持続可能性は目指すべき目標だ

ということは広く公言されています。それが、９０年代、私は９０年代を準備の１０か年

と捉えておりますが、様々な概念、手法、ツールといったもの、いわば方法論というもの

が準備をされる１０か年というふうに考えます。 

 企業の世界でみてもそれは明らかだと思いますが、ここは少し企業経営に方向性を当て

ながらキーワードを入れさせていただいておりますけれども、例えば９４年にゼロエミッ

ションというのが日本では始まっておりますし、９５年、実際の取得は９６年からですけ

れど、ＩＳＯ１４００１という、環境マネジメントシステムですね。だんだん報告書とい

うものが出てきたり、エコファンドというツールが出てきたり、いろんな手法、方法論が

準備をされたのが９０年代だったと思います。 
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 ２０００年代は行動、実行の１０か年に入ってきております。どうやってそれを行動に

落とし込んでいくのかということが始まっています。実はもう２０１０年が今年になって

しまって、けっこう前から１０年ぐらい前から使っている図なんですけど、つい２０１０

年がきてしまいました。 

 問題は実行のスピードが足りないということですね。実行のスピードがすさまじく遅い。

それから規模、規模拡大を図らなければ持続可能な世の中にならないということです。で

すから実行の１０か年が、２０１０年で終わるのではなくて、２０１０年以降これからの

１０年をみたときに、いかに我々はスピードを上げられるか、それから規模拡大を図れる

かと。でどうしても企業である以上は、利益を上げながら、成長、例えば日本市場だけを

市場としていた場合は、成長のゲームからおりていいと思います。もういいと、日本市場

のなかで我々は安定利益、もう成長していますとそれが出来ます、出来るんです。ですが、

もしもアジアに出ていくとか、輸出もからんでいる企業であるとか、世界市場をにらむの

であれば、なかなか経営者としては成長していられないと思います。それであれば我々は

グリーン成長、Ｂ社、Ｃ社、Ｄ社よりも優れた成長、その環境負荷、社会負荷を抜いた成

長のパターンを誰よりもよくやるんだと、この目標を企業として持っていただきたいと思

います。これがですね、今文明的転換の中で問われていることだろうと思います。 

 問題はですね、実行力が十分かどうかということです。それが３ページ目以降のテーマ

です。実行力を企業として高めるためには今どうしたらいいかということです。 

 そこで私はさきほど、自分をずーっと１０年ほど、数百のプロジェクトを企業とともに

やってきましたし、ＣＳＲという部門も企業の中で重要な役割があると思いますし、ＣＳ

Ｒという概念もとても重要な役割がこの１０年あったと思うのですが、今我々が直面して

いる課題をＣＳＲという今の概念や体系で答えられないというふうに痛感するようになっ

てまいりました。 

そこでこれはお手元の資料の中に案内も入れさせていただいましたけれども、『第五の競争

軸』という本を書かせていただき、その中で、今の私なりの考えを示させていただいてい

るのが、このレジメでいうと４番目のところになります。 

 我々はこれから実行の１０年、以降ですね。この環境革新、４番目の左上に書いてある

ところですが、環境革新いわゆるグリーン・イノベーション プラス持続可能性の追求と

いうものを企業の競争軸として捉える必要があるのではないかというふうに考えておりま

す。つまりこれを極められるか極められないかによってうちの競争力は変わるんだと、経

営者としてはそういうマインドを持ってもらいたいと思います。 

 これを分かりやすくするために、これまでの市場における４つの競争軸と比較をしてお

ります。それが時計回りでいうと、一番右上に自己変革力と書いてありますが、どの会社

も競争に負けないために、ずーっと自己変革力を組織の中で抜本的にイノベーションを起

こし続ける能力をですね、これを持たなかったらだいたい衰退、会社として衰退曲線に入
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るわけですけど、もちろんそれだけではなくて、時計回りでいきますと、マーケットシェ

アをどうするのかと、うちの市場におけるポジショニングはどうなのか、日時的にいくの

かマスマーケットでいくのか、Ｂ社、Ｃ社に対してうちはどのような市場シェアを目指し

ていくのか。 

 それからさらに回っていきますと、もちろんプライシング、値付けですね。価格帯はど

ういうふうに設定していくのか、それも非常に重要な競争軸だったと思います。 

 それから品質ですね。これは何と言っても日本企業が１９６０年代以降、極めて、それ

で世界を制覇してきたようなところだと思いますが。ここでは製品、プロセス品質ですね。

ＴＱＭ、ＴＱＣといったところですけれども。今は確かにトヨタ自動車はそれで叩かれて

はいます。けれどもあの会社がこういうものを世界に広めたということも忘れてはならな

いと思います。こういう方法論であるとか、ＴＱＭの需要性を現場からやっていくんだと

いうことも、トヨタの大きな貢献ではないかなと思います。 

 これら４つの競争軸はこれからも企業経営においてもちろん欠かせないのです。しかし

これらだけで皆さま、競争できますか。 

 １、２、３、４の競争軸は最近はアジアのメーカー、中国のメーカ−も、韓国のメーカー

も、台湾のメーカーもみんな極めてきております。品質の軸も日本の独壇場といいますか、

日本の特権のようなところではもはやないだろうと思います。 

 そこで我々は何で英知長けるのかと、それから社会制約、環境制約が変わっていく中で

何が求められているのか、競争力を持つためにあるいは高めるために何が必要かというと

ころで、４つに加えて第５の競争軸もちゃんと持つ。持つというよりは戦略的に捉えると

いうことは欠かせないのではないかというのが私の持論です。 

 やはり競争軸にいれていかないと経営者は本気にならないと思います。それが今まで歯

がゆい思いを何百回もしたのは、ＣＳＲの社内における位置付けです。経営者は、そうね

え、８割方理解してないと思います。理解というのは、自分なりにいろんな優先課題があ

るので仕方がないところもあるのですね。ただどちらかというとＣＳＲは、まさに梅津先

生ところにあったようなコンプライアンスで終わってしまったり、あるいは社会貢献だよ

ねと思っている方もいらした。しかしこれが、環境革新と持続可能性の追求がセットで競

争軸なんだということはごく最近になって目覚め始めているところも出てきておりますが、

ここを鮮明にしていく必要性があるのではないかなというふうに思います。そしてこの競

争軸は、従来の４つの競争軸と同様に、極められる企業はステークホルダーだから評価を

され、お客様からも選ばれ、そして選ばれ続ける会社になるんだと。これを極められない

会社は相対的競争力は低下して、だんだんだんだん窮地、じり貧状態に追い込まれていく

んだと、いうことだと思います。 

 実はこういうふうにみるとですね、会社としても面白くなってくると思うんです。うち

は、うちの市場においてどうやってこの競争軸をちゃんと戦略的に高められるかというこ
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とが、簡単ではありませんが、本当にその力の出るようなところだと思います。その競争

軸を高めていくにあたって方法論とは何かということ、その方法論を今確立する、もっと

しっかり確立させる必要があるというふうに考えております。 

 そこで非常に分かりやすいのは、ここで時間がないので、細かくはできませんが、差し

入れさせていただいた本の中で、結構詳しく取り上げていますが、第４の競争軸と品質で

すね、比較すると非常に分かりやすい。 

 第４の競争軸というものは、ひとつのフィロソフィや体系もあって、原則も、一番有名

なのはデミング博士の１４か条、品質管理の１４か条という有名なものがありますけれど

も。原則原理もあって、それから例えば現場活動でのＱＣサークルというようなもの、組

織論としてもあって、さらにはいろんな品質管理の７つ道具とか、品質管理の新７つ道具

とか、たくさん、チャートだったりダイアグラムだったり、いろんなツールがありますよ

ね。つまり、哲学全体の枠とそれから従うべき原則の設定、それから実行のための組織、

あるいはツールというものがセットで揃っているものが第４の競争軸です。 

 我々はもしも、仮説として環境革新と持続可能性追求が競争軸であると考えるのである

ならば、同じように大枠とは何なのか実践のための原則、守るべき原則とは何なのか、じ

ゃあ組織はどう考えるべきなのか、じゃ実践のツールとは何なのか、この実はセットを揃

える必要があるのではないかと思います。それを今のＣＳＲ経営で揃っているかというと、

揃っていないのが現状です。 

 一部、部分的に出来るようなものはあるんですが、ちゃんと戦略的体系的にやるための

ものは揃っていないというふうに私は見ております。その体系をですね、このレジュメで

いうと、５番目になりますけど、私はどちらかというと英語のほうが分かりやすいので、

なかなかうまい日本語はみつかりませんけれども、持続的価値経営、サステナブル・バリ

ュー・マネジメントと位置づけております。これはなぜかと言うと、どこの会社もバリュ

ー・マネジメントをやっております。価値の管理ですね。インプットがあって、いかにそ

れを効率よく回してアウトプット、出すかと。そこに利益を残していって、企業利潤が出

るという。これはバリュー・マネジメントですね。これにサステナブルを、ここも梅津先

生の話とまったく一緒ですが、決まって当たり前のようにサステナブルが前に付かないと、

通用しない時代だと思います。 

 つまり、例えばこれは何かと申しますと、今までのバリュー・マネジメントはあるイン

プットがあって、われわれＱＣＤ、クォリティ、コスト、デリバリーという要素を極めて

価値を生み出していったと。これからもＱＣＤは欠かせないのですけれども、さらにＥと

いう環境イノベーションの部分と、Ｓというソーシャルな部分をどうそこに組み込んでい

くのか。環境的卓越性を商品をどういうふうに組み込んでいくのか、あるいは場合によっ

ては社会的卓越性を商品の総合的品質性にどう組み込んでいって、バリューを生み出すの

かっていうことが問われているのではないかと思います。 
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 これを具体例で言いますと、業種によってその濃淡がもちろんあるわけです。環境負荷

が高い、社会的負荷が高い企業は、やはり先進的な取り組みを求められますし、自動車メ

ーカー、家電、住宅、重工業、それから資源関連企業、あるいは化学といった業種は、こ

れが競争軸にしやすいところもあると思いますし、鮮明に出てきている。もう既にそれで

競い合っているような市場になっていると思います。しかし、そうでないような業種でも、

例えば日本でまだまだ取り組みが進んでいないのが食品業界だと思います。本当はもっと

も身近なところなのに、取り組みが遅れています。どうみても。もっともっとこれを競争

軸と捉えて、もっともっとそれで競い合ってもらったほうがいいのではないかとそういう

ふうに思います。 

 で、そこで我々はあまり消費者、買う側がプレミアムを払うなんて期待しないほうがい

いです。プレミアムをほとんど払わずしてどうやって作るのかということがこれがチャレ

ンジです。ごくごく小さなプレミアムは商社が認めたりする場合もあります。ＢtoＣの対

商社ビジネスでも、ＢtoＢの対企業のビジネスでもあまりプレミアムは認められません。

それをいかにやるかと、プレミアムを上乗せすることなく、あるいは少しのプレミアムで

すませるようにはどうしたらいいか、これが戦略です。これがうまく出来る企業はこれか

らのバリュー・マネジメントに長けた企業になるだろうと思います。 

 そこで、あと少しになってまいりましたけれども、この５番目に書いてあるような、下

の方を自問自答したらいいんじゃないかなと思います。自社は明確な将来展望を設定して

いるかと。先ほどの制約条件の変化をこれから目指していく市場においてどういう影響を

与えるかという、その中でうちはどういうようなポジションを目指していくのか、その将

来展望が明確かどうかですね。壁の制約条件の変化はこれからどうなるのかという十分な

理解は、まず経営情報としてあるのかということ、その新しい制約条件が変わる中でもこ

こでは新しい海原と書いたんですが、ここで航海するための経営スキル、ＣＳＲはそのひ

とつの捉え方ですが、私はここであえてサステナテブル・バリュー・マネジメントをひと

つの経営スキルとしてあげておりますけれども、これを十分備えているかどうか、これの

答えいかんで企業力は大きく変わっていくそんな時代ではないかとそんなふうに考えてい

ます。 

 最後のページにまいります。 

 これは『第五の競争軸』という本の中からコピーをさせていただいたものですが、サス

テナティブ・バリュー・マネジメント、持続的価値系の７原則と、これはまだ試みでしか

ないので、逆に皆さんこういうところが、違うのではないかというフィードバックがあっ

たらおおいにお願いをしたいのですけれども、７つの原理原則をこの分野でも持って経営

をしてみたらどうか、というひとつの提案です。今、読み上げられませんけれども、ぜひ

読んでいただいて、ご覧いただいくと、一番大きな世界的文脈が１番の原則に書いてあっ

て、だんだんだんだん企業経営に近くなって、そして最後の７番は社内の組織論、運用論



にまでなっております。これをぜひですね、この原則に対してうちは出来ていることは何

なのか、出来ていないことは何なのか１回ぜひ分析をしてみて下さい。この間勝手にやる

企業の方が分析結果を我々のとことろに持ってきて、なかなか感動しましたのですけれど

もけっこう面白いです。この原則に対してうちは○か△はどこなのか、×はどこなのか、

ぜひやってみたら面白いと思います。 

 そういうような新しい経営アプローチや実行力を高めるために、それから企業経営の大

変換のなかで成功していくために、それからサステナビリティを本当に行動に落とし込む

ために必要だというふうに考えております。 

 最後になりますけど、私はよくその中で、経営者とそして、あるいは担当者と接してみ

ると、どうも二重人格的なところがあったりする場合が多いと思うのですね。人間として

は、先ほどの孫とか子供が、梅津先生の話にも出たんですけど、そういう目でみると、実

はそう考えるんだけれども、ここは営利企業なんだからといって違うものに変わってしま

う。これはおかしいですよ。これからは通用しないし、サステナビリティのいいところと

は、その人間性と企業人としてのものを同時に乗せていこうじゃないかということです。

我々はまず人間であることを捨てることなく忘れることなく取り組むということだと思い

ます。 

 それから二つ目に嘆きの声を途絶えさせることがとても重要だと思います。すぐにこう

いうことをやろうとするとあれが難しい、これが難しいと、トップの理解がないと多分で

てきますね。コストがかかるとか、などが出てきます。トップの理解がなかったら、その

トップの理解を変えることが担当者の責任です。コストの問題があったらそれはたぶん戦

略がちゃんとしてないからだと思います。みんな同じ条件のもとでやっているわけですか

ら、コストにしかならない会社と、投資に転換できる会社は戦略性が違うということだと

思います。ですから嘆きの声を捨てて行動するということじゃないかなというふうに思い

ます。 

 最後にこれも作ったひとつの造語なのですが、やはり大きな転換である以上、小さな目

線で見ていては我々何もできないと思います。私はある意味で人類の精神的な進化が問わ

れているのではないかなとそういう局面にさしかかっていると思います。 

 個人的には、ホモサピエンスと我々は今言われているわけですね、知恵ある、頭脳がで

っかい人という定義なんですが、このホモサピエンスはホモ・ソシエンスへと進化を遂げ

なければ人類として先ほどの新しい上昇曲線に乗れないんじゃないかなと思います。 

 これは本の中で少し書かせていただいてますが、簡単にいいますと、ソシエンスは英語

のソサエティからとった言葉で恊働、協調、協力できる人へと進化するということ、まさ

に梅津先生の最後の話の中にコラボレーションとかパートナーシップがでておりますが、

それをそのまま哲学的概念に表したのがホモ・ソシエンスです。たぶんこれから２０１０

年から３０年、４０年、５０年の間に問われているのは、我々の人としての精神的な進化
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の能力と言い切ってもいいのではないかなというふうに思います。 

 そんなところで私の話を終わらせていただきます。ご清聴ありがとうございました。  

 



株式会社イースクエア 

ピーター D. ピーダーセン 

第五の競争軸“サステナビリティ”で 

企業経営が変わる 

 

「ホモ・ソシエンス」への文明的進化を遂げつつ、 

「生命を育む資本主義」の作動原理を確立し、 

「環境成長経済」を拡大・発展させる。 

「持続的価値の創出＝Sustainable Value」を目指す企業の時代の幕開けに直面している 

 

1.  自己紹介 

 

昭和 42 年、デンマーク生まれ、昭和 59 年、1 年間、宇都宮に留学 

平成 12 年、木内孝とともに㈱イースクエア設立：  

E の二乗（イースクエア）で事業を営む 

「持続可能な価値創造」に向けた経営・事業革新の支援を行う 

25 人のスタッフ、70 人の個人株主、年間 65 プロジェクト 

コンサルティング、シンクタンク、ネットワークの 3 機能 

 

 

2.  企業経営を取り巻く”地殻変動” 

 

「操業許可」 と 「成長許可」を獲得するために 



3. いま、どのような「文明的転換」が起きているのか 

 

新

カオスの縁

旧

 

 

1987 年に生まれた「持続可能な発展」は、なぜ、企業経営を根本から変えているのか 

 

「実行力」を高めるために、いま、私たちに求められている決意と行動とは？ 



4. 第五の競争軸の台頭 

 

 

  

―これまでの「4 つの競争軸」とは 

 ―第五の競争軸の特徴 

 ―トレード・オフからトレード・オンへ 

 ―持続的価値（Sustainable Value）とは、印刷業界にとって何を意味するか 

 

 

5. 企業に求められるこれからの経営 

 

  持続的価値経営 Sustainable Value Management (SVM)の方法論 

(1) 原則をもって、 

(2) 経営企画部門が音頭を取って、 

(3) 3 つのステージで自社の取り組みをとらえ、 

(4) 持続的価値の創出（トレード・オン）に向けて行動を重ねる 

 

  自社は ―明確な将来展望を設定しているか？ 

   ―壁(制約の変化)を正しく、また経営情報として把握し、活かしているか？ 

   ―新しい海原で航海するための経営スキルを十分備えているか？ 

  これら三つの問いに対する答えいかんで、企業力に大きな差がつく 

 

 

 



SVM の７原則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 最後に 

 

  － 企業人の前に「人間であること」（二重人格を捨て去る） 

  － 嘆きの声を途絶えさせること 

  － 「ホモ・ソシエンス」としての”協働の用意”と”一地球人としての視野"を持つ 

           以上 

 



講演３ 欧州における CSR 
ジュリアン・ゲリエ 氏  日欧産業協力センター 事務局長 

 
（本項の後に掲載のレジュメ、スライド参照） 

皆さまこんにちは。本日は第２０回 ＧＩＳＰＲＩシンポジウムにお招きいただき大変あ

りがとうございました。ただいまご紹介にあがりました、日欧産業協力センターのジュリ

アン・ゲリエと申します。日欧産業協力センターは、ＥＵと日本政府の合同機関として、

活動は大きくわけて二つあります。  

 一つは政策提言ですが、環境エネルギー、貿易投資、その他様々な産業政策について日

欧の産業界と政府関係者の情報交換の場をセミナーや会議を通じて提供しています。ＣＳ

Ｒも産業政策に関わってくると思いますが、この１〜２年でＥＵではＣＳＲ政策について

日本と意見交換をするべきだという声が強くなっているので、日欧産業協力センターでも

セミナーなどを計画しています。 

 二つめはビジネスのためのサービスです。日欧の産業協力の架け橋となる人材の育成や

ビジネスマンのための問い合わせヘルプデスクなどを行っています。 

 また、新しい活動としては、科学技術の研究やイノベーションにおける日欧の協力を促

進するため情報サービスも始めています。私自身は欧州委員会の職員で２００８年より日

欧産業協力センターの事務局長を務めております。本日は欧州におけるＣＳＲというテー

マで次の４つの点をお話させていただきたいと思います。 

【スライド 2】 はじめに、欧州でのＣＳＲの定義について、次に欧州のＣＳＲの歴史に

ついてふれ、ＣＳＲの論議はどうして始まったのかを考察してみます。そして、欧州のＣ

ＳＲの中心的なプレイヤーとその役割についてご紹介します。最後に国際的な側面につい

て少し述べさせていただきます。 

欧州におけるＣＳＲの定義の主なポイントは、まず、ＣＳＲとは単なるチャリティでは

なく、ビジネス活動のなかでの社会や環境の問題に広く関わるということです。 

 第二に、ＣＳＲとはビジネス戦略や活動に社会や環境への配慮をどう統合させるかがポ

イントです。 

 第三に、ＣＳＲは自発的な概念であること。企業が利益で何をするかではなく、企業が

どうやって利益を作るかという問題であることです。そして企業が従業員、顧客、政府、

市民の声などいろいろなステークホルダーとどのように関わるかが重要です。 

 欧州委員会でもＣＳＲを、欧州委員会は欧州連合の政府だといえるんですけど、欧州委

員会でもＣＳＲを欧州の競争力向上のための重要な要素と考えています。ＣＳＲは競争力

に役立つ、それがＥＵがＣＳＲを推進する理由のひとつです。ＥＵのＣＳＲ活動が拡大す

ることは欧州におけるビジネスの競争モデルにも影響します。 

ＣＳＲは今の経済危機の中でも注目されています。ビジネスに対する信頼が失われ、こ
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れまでの経済社会モデルが問われる現在、社会のニーズや価値とビジネス活動をどう結び

つけるか、ＣＳＲ活動はビジネスへ信頼回復に貢献するものと考えられます。 

【スライド 3】 ＣＳＲについてＥＵの主な政策課題は次のようなものです。 

 社会、環境、ガバナンスの情報開示について既存の法的条件を強化するべき共通のキー・

パフォーマンス・インディケーターを設けるべきなどの課題があります。 

 ビジネスと人権については、特に２００８年に国連が提案した枠組みをどのように実行

するかが課題です。多国籍企業のためのＯＥＣＤのガイドラインやＩＳＯ２６０００など、

グローバルなＣＳＲ手段、プロセス、欧州がどう協力するかが模索されています。 

 ＣＳＲと競争力の関係については投資家が企業の市場価値を図るとき、社会や環境問題

をどのように工業に入れるべきか検討するべきです。 

 ＣＳＲを中小企業へどうやって浸透させるか、また、企業がサプライヤーへ出す社会、

環境条件について公表する必要があります。このようにＥＵではＣＳＲを積極的に考えて

政策をすすめています。 

 日本ではＣＳＲはどちらかというと民間セクターや産業団体によるボトムアップな活動

が中心になっているという印象を持っています。また、日本のＣＳＲは環境問題に力を入

れることが多く、人権問題、途上国への貢献などは欧州のほうが力を入れているようです。 

 ＣＳＲの定義について、ＣＳＲには内的と外的の２つの側面があるということも重要だ

と思います。内的な側面とは、人材管理、職場での健康や安全、自然環境への影響の管理

などです。外的な側面とは、地域との関わり、消費者、サプライヤー、人権、グローバル

な環境への配慮などです。 

【スライド 4】 次のスライドは、欧州におけるＣＳＲの歴史の紹介です。日本では１９

７０年代から経団連などによりＣＳＲが推進されてきましたが、経済産業省など政府によ

るＣＳＲの政策理論が活発になったのは２００１年から２００２年頃のようです。欧州で

は１７年ぐらい前からＣＳＲの議論が活発になり、政府、企業、そのほかのステークホル

ダーが欧州におけるＣＳＲを考えてきました。１９９３年に当時のジャック・ドラード、

欧州の委員会の委員長が失業や社会格差など欧州の構造的な問題に対してＥＵは民間セク

ターと一緒に取り組むべきだと提案しました。 ２００２年にはＣＳＲに関するはじめて

の政策提案が発表され、欧州における共通のＣＳＲの定義が示されました。 

【スライド 5】 ２００４年にはＣＳＲに関する欧州のマルチ・ステークホルダー・フォ

ーラムが作られました。これは欧州のＣＳＲの現状を把握し、政策を議論するためのフォ

ーラムでメンバーは産業団体、労働団体、ＮＧＯ、政府当局、消費者団体、投資家などで

す。さらに２００６年に欧州委員会はＥＵの今後のＣＳＲ政策を示した政策提言を採択し

ました。“Making Europe a pole of excellence on CSR”と題された政策提言ではＣＳＲ

を欧州の成長と雇用にとって大切な要素と位置づけて産業界にＣＳＲ推進に積極的に取り

組むように求めています。また、この政策提言によって「European Alliance on CSR」も
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設立されました。これは欧州の企業やそのステークホルダーによるオープンなバートナー

シップで、現在２３０社がメンバーになっています。企業がＣＳＲ活動を考える際に役立

つツールを開発するなどＣＳＲの推進に取り組んでいます。 

【スライド 6】 次に欧州におけるＣＳＲの主なプレイヤーとその役割を紹介します。 

 公的機関についてはご紹介しましたように欧州委員会がＣＳＲ政策の策定、欧州におけ

るＣＳＲの定義形成、ステークホルダーからのオープンな対話の促進、経済危機や将来の

競争力とＣＳＲの関係の分析などの役割を持っています。また、ＥＵには欧州経済社会評

議会という機関がありますが、これは労働者など、社会のいろいろな立場からの声を政策

立案の中で、聞くための諮問機関です。 

【スライド 7】 次にＣＳＲに関わる主な産業団体とその役割ですが、まず先ほどご紹介

した「European Alliance on CSR」があります。そしてＣＳＲヨーロッパという組織もあ

ります。 

【スライド 8】 最後にＣＳＲの国際的な取り組みとＥＵとの関わりについて簡単にご紹

介したいと思います。ビジネスと人権についてＥＵは国連のミッションを支持しています。

企業の責任ある行動についてはＯＥＣＤのガイドラインや紛争ダイヤモンドの取引きを防

ぐためのキンバリープロセス認証制度など特定分野のＣＳＲ活動に関する国際的イニシア

ティブでも主導的な役割を担っています。 

【スライド 9】 貿易におけるＣＳＲ問題については労働基準、持続可能な開発、多国籍

企業のためのＯＥＣＤガイドラインなどをはじめ、国際労働機関ＩＬＯとのパートナーシ

ップ、そして「ＧＳＰ＋」のなど取り組みなどがあります。ＧＳＰ＋はＥＵの貿易制度で、

経済後発国からの輸入品に対してその国や環境や社会的基準に達していれば製品にかかる

関税を免除するという制度です。 

最後にＣＳＲについて、日本と欧州の協力の可能性をお話させていただきます。 

 ＥＵと日本を取り巻く経済、社会の課題には共通点がたくさんあります。共通の課題に

対して日欧の政府や産業界が意見交換をし、協力の可能性を考えることが大切だと思いま

す。ＣＳＲもそのひとつです。 

 ＥＵは政策について日本と対話を深めたいと思っています。まず、欧州議会は、２００

７年に欧州委員会に対しＣＳＲの課題について、日本との対話の場をつくるように求めま

した。そしてＥＵと日本政府の間では、毎年産業政策対話が開かれますが、この対話のア

ジェンダとしてＣＳＲを取り上げるように日本政府に提案しています。また、私ども日欧

産業協力センターでも、欧州と日本のＣＳＲ政策やベストプラクティスを紹介し、協力の

可能性を考えるためセミナー、コンフェランスなどを行う予定です。 

 以上、簡単でありますが、欧州におけるＣＳＲの概要をご紹介させていただきました。

ご清聴大変ありがとうございました。 

 



第 20 回 GISPRI シンポジウム「進化する CSR を探る」 
2010 年 3 月 3 日（水） 

 
「欧 州 に お け る C S R」 

 
日欧産業協力センター  

ジュリアン・ゲリエ 

 

講 演 の 内 容 

 

１． 欧州における CSR の考え方・背景 

 

２． 欧州の CSR に係る主要プレーヤーと最近の動向 

 

３． 国際的な側面、日欧間の対話・協力の可能性について 

 

 

欧 州 C S R 関 係 の 情 報 源 

 

■ 欧州委員会の政策動向  

 

 企業・産業総局 (DG Enterprise & Industry) 

http://ec.europa.eu/enterprise/policies/sustainable-business/corporate-social-responsibility/index_en.htm 

 雇用・社会問題・機会均等総局（DG Employment, Social Affairs & Equal Opportunities） 

http://ec.europa.eu/social/main.jsp?catId=331&langId=en 

 

■ 産業界のネットワーク 

 

 CSR Europe （CSR促進のための欧州ビジネス・ネットワーク）http://www.csreurope.org/ 

 BUSINESSEUROPE http://www.businesseurope.eu/Content/Default.asp?PageID=438 

 

■ 欧州委員会の主要文書 

 

 EU の CSR 政策に関するコミュニケーション（2006 年）：「Implementing the partnership for 

growth and jobs: making Europe a pole of excellence on corporate social responsibility」 

http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0136:FIN:en:PDF 

 CSRと競争力に関する分析レポート：「European Competitiveness Report 2008」CSR Chapter 
http://ec.europa.eu/enterprise/policies/sustainable-business/files/csr/documents/csrreportv002_en.pdf 
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講演４ ヒューレット・パッカードにおけるグローバルシチズンシップの取り組み 
本田 光広 氏  日本ヒューレット・パッカード株式会社 

コーポレートコミュニケーション本部長 

 
（本項の後に掲載のスライド参照） 

ただいまご紹介にあずかりました日本ヒューレット・パッカード コーポレートコミュ

ニケーション本部の本田と申します。よろしくお願いいたします。 

 このたびはこちらの講演にお招きいただきましてたいへん光栄でございます。ただ２０

分でＣＳＲというテーマでお話するというのはかなり難題でございまして、なんとか時間

内にお話できるように努力したいと思います。 

 今日お話させていただきますのは、ヒューレット・パッカードの日本法人として私は参

加しておりますが、ヒューレット・パッカード社という会社と、会社の人格と申しますか

そういったところをお話させていただきます。弊社ではＣＳＲという言葉は使っておりま

せん。グローバルシチズンシップという表現をしています。日本語に直しますと地球市民

というか、世界市民といった意味合いになろうとか思いますが、この辺の背景もご説明さ

せていただいて。前半の先生方、コンサルタントの方々のお話と合せて、我々実際商売を

しながらどういうことをやっているかということの一例としてお聞きいただければと存じ

ます。なかなか自社でやっていることをうまくご説明するというのは難しいと常思ってお

りますが、何かのご参考にしていただければと存じます。 

【スライド 3】 まず、会社概要ですが、ヒューレット・パッカード・カンパニーという

名前でございまして、設立は１９３９年、７１年経っております。シリコンバレーのある

意味元祖のような会社でございまして、７０年経っているという意味では、じいさんのよ

うな会社でございますが、今まさに変化の激しいＩＴ産業の中で仕事をしています。扱い

品としてはコンピュータ、企業向けのコンピュータですとか、パーソナルコンピュータで

すとか、プリンターその他ハードウエア、それからソフトウエアサービスなどもございま

す。全世界で売上高が１１４６億ドル、ざっくりと日本円に直しますと１０兆円くらいに

なります。社員数が３２万人います。このへんは後ほどご説明いたします。 

【スライド 4】 日本ヒューレット・パッカードはその日本法人として、もともとは横河

電機さんとの合弁会社で約４５年前に設立されまして、その後、１００％出資子会社にな

っております。約５０年近く日本では事業をしています。 

【スライド 5】 ＨＰ（ヒューレット・パッカード）の歴史ですが、７０年の間に、非常

に多数のＭ＆Ａ、合併、買収を繰り返しております。もともとはヒューレット・パッカー

ドという会社は研究者ですとか技術者向けの電子計測器が発端ですが、電子計測事業は会

社分割をして、コンピュータの事業だけ残してヒューレット・パッカードという名を引き

継いでおります。 
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 その間にアポロコンピュータ、これはアポロ計画で使われたコンピュータを作った会社

です。それからコンパックコンピュータですね、これはＰＣの著名な企業ですが、このコ

ンパックがやはりコンピュータの老舗でありますデック社、デジタル・イクイップメント

という会社を買収し、タンデムという無停止コンピュータの会社を買収し、ＨＰと統合い

たしました。一昨年発表し、昨年完了しましたが、ＥＤＳという世界第２位のサービスＩ

Ｔサービスの会社を買収しまして現在に至ると。実はこのＥＤＳという会社が、１５万人

くらいの社員数がありまして、それまで１５万人くらいあったＨＰの社員と合わせて３０

万人を超えました。実は弊社７０年の歴史があるんですが、過去５年以内に入社した社員

が過半数というような、伝統があるようなないような、そういった会社でございます。 

【スライド 6】 ＨＰが目指すものとして、世界をリードするテクノロジーカンパニーへ

ということを掲げております。HP はＩＴ企業ですが、ＩＴということにこだわらず、いろ

いろなハイテク技術を使って人々の生活、社会、産業に貢献していく、そこでのリードを

とるということです。お客様のために新しい技術を開発し、提供すること、それから業界

標準を作ってそれをリードすること、そして必ずトップの地位を獲得するということで、

１０兆円クラスの売上げを持つ、ある意味では大企業ですけども、実は成長意欲はまった

く衰えておりませんで、社員は大変ですが、成長ということを常に思考しています。 

 そのためのオペレーションモデルとして、効率化してそこで浮いたコストを再投資して

成長に向けると。成長した部分からまた効率化、無駄を省き、そのコストを再投資すると

いうサイクルで行っています。言うなれば毎年事業仕分けを受けているような形で、本当

に聖域なき事業仕分けになりますが、もう徹底的に無駄を排除して新たな投資に向けると

ということをしております。そのいくつかの事例は後ほどご紹介いたします。 

【スライド 7】 そういうことでですね、成長してきたんですが、昨年はやはり全世界的

な景気減速のあおりを受けまして、若干売上高は下がっておりますが、効率化を厳しくや

っているおかげで、利益率は向上しまして、おかげさまで株価は上がっているようです。

このような会社でございます。 

【スライド 10】 扱っている商品等々を簡単にご紹介しますが、企業向けのコンピュータ、

それからソフトウェア、およびそういったものを構築するサービス、そしてパソコン関係

ですね。オフィスで使われる、あるいはご家庭で使われるインクジェット、レーザージェ

ットのプリンター、それから複合機でございます。日本ではこういった品揃えで、製品全

体の半分くらいしかまだ売っていないという事情がございまして、なかなか日本の皆さま

にはお目にかかるチャンスが少ないのですが、パソコン等ではかなりシェアを伸ばしてい

ます。全世界的で言いますと、実は企業向けのコンピュータですと、３台に１台弊社のも

のを納入しています。パソコンですと１年間に５５００〜５６００万台出荷しているそう

です。日本の１年間の市場の需要が１３００万台ですので、弊社１社で日本の４年分は１

年でまかなえるというふうな形で、規模の経済をものすごく追求しております。逆に言う
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と、そういった機器のもたらす責任というものも出てまいります。これは環境問題もそう

ですし、それからデータの情報漏洩やプライバシーに関わるような問題も出てきますので、

そういったところも厳しくみています。 

 この辺の市場の売上げですとか、内訳は飛ばさせていただきます。お手元の資料は後ほ

どご覧下さい。時間の関係ですべてのスライドについてお話することができませんので、

ご了解ください。 

 本日のテーマでありますＣＳＲ、グローバルシチズンシップと私ども呼んでいるものの、

ここで何をお話すれば皆さま方にお役に立てるかということを考えていたんですが、やっ

ている側の印象として感想を述べますと、三つありまして、まず私どもが実行しているＣ

ＳＲ活動ということで言いますと、企業文化とか価値観というのが非常に重要だと理解し

ております。それからもう一つはですね、変化対応、市場変化対応と申しますか、そうい

った中での成長と、経済合理性というか経営合理性というかそういったものをですね、こ

れをトップダウンでやるという形ですね。それから最後に人間参加といいますか、社員参

加といいますか、要は関わる人が参加するというのが重要なのかなと考えおります。 

【スライド 13】 まず企業理念ですとか企業文化のお話なんですが、ご存知の方もいらっ

しゃるかと思うのですが、ＨＰ社は“ＨＰ ＷＡＹ”というのを持っておりまして、そこで

の基本的な考え方はですね、これはビル・ヒューレットという、創業者の一人がですね、

『人間は男女を問わず良い仕事、創造的な仕事をやりたいと願っていてそれにふさわしい

環境に置かれれば、誰でもそうするものだという信念に基づいた方針です。あるいは行動

規範だ』と、いうふうに言っております。実はこの言葉がそのままＨＰ ＷＡＹの中に実は

盛り込まれているわけではないんですが、考え方はこうですと。ある意味では性善説的な

理念になっております。これは実は７０年経ってもまだこういう考え方は定着というか継

続しているというのが社員の印象です。 

【スライド 14、15】 ＨＰ ＷＡＹはどういうふうに成り立っているかということですが、

基本的にはまず価値観というものが真ん中にあります。これはですね、何十年経っても変

わらない企業価値感ですね。で、これは顧客への熱意、あるいは信頼と尊敬、成長と貢献、

妥協なき誠実さ、チームワーク、革新性、速さと敏捷さ。これを読まれると普通というか、

特別な特段変わったことはないのですが、これを愚直にずっとやっているというような状

況です。その周りに会社の目的というものがございまして、ここはもう少し変わります。

ただ１０年単位で変わることはたぶんないですね。これもいくつかございまして、顧客か

らの尊敬と信頼の獲得、適正な利益、市場でのリーダーシップ、成長、働く人へのコミッ

トメント、リーダーシップの発揮、最後にグローバルシチズンシップ、今日のテーマであ

ります、こういったものが会社の目的に入っております。 

 ＨＰはこれらを目的として動いているのですが、実は数年前とか十年くらい前までは適

正な利益が一番上にありました。日本的な感覚では、いやらしいんでけれども、ＨＰの考
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え方は利益をあげないと貢献はできないという非常に明快な理屈にのっとっております。

正しいことをしましょうというようなことかと思います。ただこれを、ひたすら守ってい

くというか、そういった事業形態でございます。 

【スライド 17】 グローバルシチズンシップの活動に、こういった企業の理念ですとか価

値観がどのように使われるかというお話になるのですが、これは弊社のグローバルシチズ

ンシップの中心的なチームから発信されている言葉で経営陣の言葉でもあるんですが、英

語のまま持ってまいりましたが、日本語に訳すと、グローバルシチズンシップはＨＰの価

値観に根ざしていて我々の目標と一致するものであり、ビジネスのあらゆる側面にも表れ

ています。先ほどお話がありましたように品質管理を日々の仕事に使うのと同じですと、

いうような考え方だと思っております。 

【スライド 18】 このグローバルシチズンシップでございますけれども、これは何故やる

のかということが必要で、これはですね、世界をリードするテクノロジー・カンパニーに

なるということと矛盾しない、これをすすめることが必要であるというのが真ん中にきて

います。ＨＰの価値観と合致すると。どういう分野で行うのか、ということで５つの分野

を規定しております。ちょっとスライドが見にくいんですが、例えば社会貢献、プライバ

シー、人権それから労働慣行、それから倫理・コンプライアンス、そして環境ですね。こ

の５つ。これ後ほどもう一度出てまいります。 

 そういったテーマに対して、あらゆる側面で実行していくことで、ポリシーですとか標

準、それからオペレーション、職場、商品、サービス、そういったものですね。それから

政府関係との活動ですね。それからステークホルダー・リレーションとありますが、例え

ば株主に対するものあるいはお客様、地域住民に対するもの、そして最後にグラント・メ

ーキング、寄贈ですね、寄贈とか社員が寄付をすると。例えば災害があったときに社員か

ら寄付を募り、会社も同額をマッチングで出すとか。対象となる人たちは誰ですかという

とステークホルダーと我々は呼んでおりますが、政府関係、社員、地域社会、投資家、そ

れからパートナーさんですね、これはサプライヤーさんも含む、こういった方々、お客様

もちろんです。こういった方々と共に行っていくと。いうことが全体を表す弊社の活動で

ございます。 

【スライド 19】 実際、グローバルシチズンシップは最近言い出したものではなくてです

ね、ずいぶん前から言っています。創業から２０〜３０年の間は企業の社会的責任にフォ

ーカスした時期といえます。実は創業当時から創業者二人は社会貢献ということに非常に

関心が高く、設立の翌年から寄付をしていました。多分少額だと思うのですが、寄付をし

たり、何か財団を作ってそういった活動をしていく。その後８０年代から９０年代にかけ

ては変化、行動のリーダーシップを推進していくということで、特に環境に関するいろい

ろな取り組みが始まりました。プライバシー関係もそのころから少し始まっているんです

けど、環境が特に多いですね。２０００年に入りまして、協調と透明性ということで、“我々
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は何をしているかということを説明する”ということにかなり重点をおいております。 

 例えばサプライチェーン行動規範を発表というのがありますが、これは先ほど申しあげ

ましたＰＣを５０００万台以上販売していますが、生産はほとんど中国ですとか台湾です

とか、そういった地域です。そういった地域でほとんどの部分を作っていただいていると

いうことで、そこでのコンプライアンスですね。環境もそうですし、労働環境、人権、そ

れからマテリアル・コンプライアンスというんですけど、有害物質入っていないかどうか、

そういったものを含めて行動規範をきちっと定義して公開するというようなことをやって

います。 

それから環境に関してもいろいろなところでリサイクルですとか省エネとかやってきて

おりますが、ゴールを設定して、それに向けて今どういう進捗であるかということを表明

していくというステージになっているということでございます。 

【スライド 20】 ざっと歴史のいくつかを年表で示しているのですが、社員には厳しいん

ですけれども、ＣＳＲあるいはグローバルシチズンシップは、利益と相容れないではなく

て共存できるというのを示されてしまうんですね。弊社は７０年歴史がありますが、赤字

の年度が１年だけあってそれ以外はすべて黒字決算です。赤字の年は実はコンパック・コ

ンピュータとＨＰが大合併をした年です。株主のプロキシィファイトをさんざんやった結

果合併したんですけれどもその年は残念ながら赤字です。ただ翌年度から復活したという

ことで、こちらがあるからこちらができないということを言わしてくれない、言わせない

という状況になっております。 

【スライド 21】 先ほど申し上げましたが、フォーカス分野は５つございます。こういっ

たそれぞれについて私どもの活動が行われております。これが今現在のＣＳＲという世間

で言われているものと１００％合致するか分かりませんけれども、要は社会に対してちゃ

んとした事業を行いますということだと思っております。 

【スライド 22】 その一つをご紹介しますと、倫理・コンプライアンスというのがござい

ますが、弊社の一番力点を置いているのが実はこちらの部分でございます。これは業務上

の行動指針、英語でいいますと Standards of Business Conduct、”ＳＢＣ“と呼んでい

る行動規範です。簡単に言うとですね、良い会社といわれるのはどういう会社ですかと、

売上げが世界一の会社が良い会社ですかと、そういうことではない、と。例えば、あなた

は良い会社に勤めてますねと、もし他人から言われたら、それは何に対して言われてるん

だと、いうことで、要は正直にビジネスをすると、正々堂々としなさい、と。あなたは良

い会社に勤めているねって言われるのはあなた方の先輩方が何十年にもわたってその歴史

をつくってきたからですと。あなたがそれを壊すのは１年あるいは１週間でも壊せますと、

いうようなことを言われると。 

【スライド 23】 理念はわかりましたと、具体的にはどうするかということで、全社員に

こういった倫理規範ですね、これは違法というものではなくて、違法の外側にある非常に
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グレーな部分をどう考えるかということでございます。倫理観を持ってビジネスをするた

めのトレーニングを毎年やります。トレーニングはＥラーニングとそれからグループディ

スカッション等を含めて必ず通過しなくてはいけません。人事的には全部ＩＴで管理しま

すので、受講していないとずーっと追いかけられるというようなしろものでございます。 

【スライド 24,25】 こういったものが一つで、あとは人権・労働慣行、これは先ほど申

しあげましたが、社員もそうです、社員に対してもいい環境で仕事をして欲しいし、パー

トナーさんにもいい環境で仕事をしていただく、正しい仕事をしていただくために、全部

規範を作ってやっております。プライバシーも含んでおります。 

【スライド 26】 このほかに地球環境。これは昨今の非常に大きなテーマでございますが、

これもすべてゴールを設定してやっております。これは多分どちらの企業さんでも同じよ

うなことをやってらっしゃると思うのですが、要は実践するときにどうするんだというこ

とかと思っておりますが、やはり極めて強いトップダウンでですね、各事業のトップがコ

ミットしているということです。 

【スライド 30】 これはＣＥＯの言葉ですけれども、環境に対する責任を果たすことは健

全なビジネスになりますと。ＩＴの価格性能比、プライス・パフォーマンスはグリーンで

あることによって、要はお目こぼしをもらうものではありませんということで、むしろあ

るほうが強化されるということを言っておるわけです。 

【スライド 35】 このようなことで、さまざまな側面で活動をしております。プライバシ

ーについても同様ですが、具体的には私どもの、英語で恐縮ですけれでも弊社の企業サイ

トにグローバルシチズンシップ・レポートというものを公表しておりまして、今お話して

まいりましたような倫理・コンプライアンスですとか人権・労働、環境、プライバシー、

そして社会貢献、こういったものに対する考え方を述べております。ここの冒頭には必ず

そこに関係する事業のリーダーが、本人のコミットメントとして、お客さま、世間に表明

しているというような形で動かしております。 

ちょっと最後のほう散漫になってしまって大変恐縮でございますが、私のお話以上にさ

せていただきます。ご清聴ありがとうございました。 













講演５ 知的障がい者に導かれた企業経営と国への期待 
大山 泰弘 氏  日本理化学工業株式会社 会長 

 
（本項の後に掲載のレジュメ参照） 

ただいまご紹介いただきました日本理化学工業会長の大山です。 

 今日はＣＳＲのセミナーということでありまして、持続可能な人類の未来の発展のため

に企業はどうあるべきかという大変すばらしいテーマのセミナーですが、私自身ちっぽけ

なチョーク屋です。せめて本日お話できるのは、今生きている人間が、皆幸せに生きられ

る共生社会というのはどうやったらよいのかということです。私は知的障がい者を雇用し

て５０年になりますが、この経営の中で皆様方に知的障がい者が導いてくれたことをご報

告したくて参りました。 

 例えば、当社では、知的障がい者は、全従業員の７割、しかもそのうちの６割は重度の

知的障がい者でございます。欧米の重度の知的障がい者は雇用の対象になっておりません。

つまり字が読めない、数が出来ない知的障がい者は雇用の対象になっていない中で、確か

に日本は知的障がい者の雇用率をカウントしていますが、当社は重度知的障がい者を雇用

するモデル工場として昭和５０年にスタートした会社でございます。会社自体は昭和１２

年の設立ですが、ありがたいことに彼らが一生懸命仕事をしてくれているおかげで、ちっ

ぽけなチョークの業界ではございますが、全国の北海道から沖縄まで３２％ぐらいはシェ

アを持ちながら、わずかな差でも、トップメーカーとして頑張っている会社でございます。 

 なぜそんなチョークメーカーが知的障がい者を大勢雇用しているのかといいますと、実

は私どもは初めて実習に参加した知的障がい者が一生懸命働く姿を見て、なんとかこうい

う人たちにも働ける場を作ってあげなければいけないという思いにさせられたからです。

そのときに禅のお坊さんからこういう話を聞いたのです。 

 彼らが毎日一生懸命会社にくるのは、本当の幸せを求めるからなのです。本当の幸せと

いうのは“愛されること”、“ほめられること”、“役に立つこと”、そして“人に必要とされ

ること”です。大山さん、彼らは学校を出て施設に入らなければいけない。何とか会社に

入りたいということで来たそうですが、会社にあってこそ、仕事を一生懸命やってくれて、

昨日よりもたくさん作ってくれてどうもありがとう、あるいは大雨が降って、こんな中よ

くきてくれたね、ありがとうと言葉を掛けてもらうことが彼らの本当の幸せなのです。福

祉施設で、障がい者が個々にそういう言葉を掛けられますか。福祉施設が人間を幸せにす

るのではなくて、企業なのです。この禅のお坊さんの言葉から、人を幸せにするのはむし

ろ企業なのかと教えられました。こういうことで一人でも多く雇用をしなければいけない

のかなと思いました。しかしながら、実は禅のお坊さんが、福祉施設が人間を幸せにする

のではないとおっしゃった言葉にはちょっとひっかかりがありました。 

 たまたま漢和辞典を開きました。福祉というのは幸せと書いてありましたが、両方の文
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字にはそれぞれしめすへんが付いています。しめすへんというのは神様の恵みだそうです。

人間が幸せになるために、最初の福は人間の生活が不幸せにならないための物の恵みで、

そしてまた祉は、人間の心の中に止まって人間の気持ちを幸せにするということが漢和辞

典に書いてありました。 

 人間の幸せというのは、ものが不自由なくあって、なおかつ心も幸せでなくてはいけな

いということを気がつかせられました。だからこそ心の部分は人間の気持ちを幸せにする、

役に立つ、必要とされる部分は、企業であってこそ果たせると、直に身近に感じさせてい

ただいたものですから、その意味で私は障がい者の多数雇用を決意しました。国のモデル

工場の制度は昭和４８年度に出来たもので、それは全従業員の５０％以上、しかも障がい

者の２分の１は、重度の障がい者を雇用するという約束のもとに、融資で工場を作ったの

が川崎工場であったのです。 

 企業ですから、経営が成り立たなくてはいけませんので、実際に、確かに最初は苦労致

しました。けれども、交通信号がヒントになりまして、彼らを企業の中の戦力にするのに、

こうすれば出来るのだなということを教え、気がつかされました。それは毎日通勤するの

に彼らは、最初は保護者の方が送り迎えしていましたが、長くても１か月経つと一人で通

勤できるようになります。 

 よくよく考えますと、車の往来の激しい十字路を、彼らは一人で会社の門にたどり着く

までに２つの十字路を横断してこなくてはいけないわけなのです。交通信号の赤と青の識

別が出来なかったら間違いなく交通事故も起こる確率は大変高いです。それが無事に会社

まで一人で来れるというのは、字は読めないけど、色の識別は出来るのだなというところ

から、一つの例を申しますと、彼らにとってはもっとも苦手な材料の計量の仕事をやらせ

てみたのです。赤い色、青色を使いましたが、Ａという材料が今まで紙袋に入っていたも

のを大きな缶に入れて、ふたを赤く塗っておきました。そしてまた秤の目盛りについては

目盛りはさわらせずに、あらかじめ赤色の必要量のおもりを用意しておいて、当然おもり

に赤く塗って同じ色にしておきました。赤いふたの缶から出したときには赤いおもりを乗

せて針が上にも下にもつかなくなったら下ろすんだよと説明しました。すると、彼らは本

当にすいすいとやってくれたのです。そこで気がつきましたのは、彼らの理解力に合わせ

て作業を設定すれば、彼らはむしろ一生懸命やってくれるのだということです。それまで

はこうするんだ、ああするんだと口頭でいくら言っても、立ったり座ったり落ち着かなか

った人が本当に一生懸命やってくれたのです。そういうことから私どもは彼らの理解力に

合わせて仕事をしてもらうことを学びました。 

その上手にやっている作業をたまたま小学５年生が、チョークがどのようにつくられる

かの宿題で工場見学に来ましたが、その後、彼からお礼の手紙が届いた中にこういうこと

が書かれていたのです。 

 「僕はびっくりしたことがあります。それは字の読めない数の出来ない、普通の学校に

192 



193 

も行けない人たちがあんなに上手に作っていて、僕はびっくりしました。天の神様はどん

な人にでも世の中の役に立つ才能を与えているんですね。僕はあんなに上手にチョークを

長いのをまっすぐ取ることはできないけれども、僕はほかの仕事で役に立つ人間になって

がんばります」と。 

 ということは、私は、彼らが障がいを持っていても、彼らの能力を引き出すのはむしろ

大人の責任なんだなと気が付かされました。誰でもそういう幸せを求めて頑張る才能を持

っているだけに、それを引き出すのは大人の責任だと強く感じさせられました。 

 現在５０年経ちましたが、ありがたいことに昨年、渋沢栄一賞をいただきました。賞を

もらった３人のうちのお二人の方はそれぞれ２億５０００万円とか３億円の寄付をされて

の、大きな業績をあげられての表彰でしたが、当社は寄付はできなかったのですが、障が

い者雇用を５０年間やってきたことを評価していただきました。そして施設で、重度の障

がい者がまるまる施設でケアされるとしたら、施設の先生のお話では、２０歳から６０歳

までの４０年間で、一人２億円かかるそうです。毎年５００万円かけて４０年間で６０歳

まで、それだけのお金を使って国が面倒をみていることになります。当社ではすでに６０

歳を過ぎた人たちを、５人も超しておりますので、ちっぽけな会社ですが、２億円×５人

分で、１０億円の社会保障費を節約できたということから渋沢栄一賞を頂戴できたのかも

しれません。障がい者雇用が企業の、また経営の経済の観点から評価されたという意味で、

大変嬉しい思いを昨年させていただきました。 

 そういう意味で働く幸せだけではなくて、本当にそういう障がい者雇用が国への財政負

担を軽減させるという意味でもと考えると、私は本当に障がい者雇用が大事だと考えてお

ります。本日私がこちらに参りましたのは、共生社会、みんなが幸せになる社会というの

は、みんなが働ける社会でなくてはいけないということで、重度であっても字が読めなく

てもそういう人たちすべてが働ける社会をどうやったらできるかということを、皆様に一

緒に考えていただきたかったからです。 

たまたま私がヨーロッパ視察に参りましていろいろ勉強させてもらいましたときに、ベ

ルギーでは字の読めない知的障がい者に働く場を提供すれば、国が最低賃金を障がい者に

払い続ける制度があることを知りました。こんな制度があったら、すべての国民が、すべ

ての障がい者が働けるのにと羨ましく思い、こういう社会ができたら幸せな未来が出来る

のではないかと思っているのです。 

 時間が参りましたので、終わりにさせていただきます。どうもありがとうございました。 
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レジュメ 

 

日本理化学工業株式会社 

会長 大山泰弘 

 

「知的障がい者に導かれた企業経営と国への期待」 

 

一．日本理化学工業㈱とは 

国内シェア 30％を持つダストレスチョークメーカーで、従業員 73 人中 53 人

の知的障がい者を雇用している 

 

二．何故知的障がい者多数雇用モデル工場をつくったのか 

１．青鳥養護学校の先生の３回の訪問で 

２．禅のお坊さんの言葉から障がい者の多数雇用を決意 

３．従業員の 50％以上を条件とする、国の心身障がい者多数雇用モデル工場 

  融資制度を活用してスタート(1975 年) 

 

三．知的障がい者の雇用割合 7割を超す企業経営の進め方 

１．知的障がい者の理解力に合わせた工程の配置 

２．彼らの親切さを活用しての班長制度を設けた 

 

四．モデル工場経営は一石三鳥の社会的貢献、そして渋沢栄一賞受賞で学ぶ 

日本の中小企業のもう一つの活路 

 

五．真の福祉に立つ日本憲法から｢働く幸せへの直行便方式｣を 

 

六．商売繁盛のえびす様が、障がい者雇用の日本理化学に子育て文化に貢献 

するキットパスを用意して下さった 
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パネルディスカッション 「進化する CSR を探る」 
 ＜パネリスト＞ 梅津 光弘 氏 
  ピーター Ｄ. ピーダーセン 氏 
  ジュリアン・ゲリエ 氏 
  本田 光広 氏 
  大山 泰弘 氏 
 ＜モデレーター＞ 井出 亜夫 氏 日本大学大学院グローバル･ビジネス研究科教授 

 
 
●井出 これからパネルディスカッションを開始いたします。５人のスピーカーの方々、

それぞれのお立場から短い時間ではありますが、大変有意義なお話を伺いました。各スピ

ーチを踏まえまして、また、ご自身の説明の中で補足されたいところ等がございましたら、

ご発言をいただきたいと思います。 

 最初に、今日におけるＣＳＲには、企業の社会的責任と事業活動を具体的に一体化する

ことが求められておりますが、かかる観点から５人のスピーカーの皆さまに一人３分くら

いでポイントをご発言願います。 

 最初に梅津先生の方からどうぞ。 

 

●梅津 ＣＳＲということになると、やはり皆さん特別なことをしなくてはならないとい

うことが頭にあってですね、しかも今までは社会貢献とか何とか、コストにこそなれあま

りメリットがみえないんじゃないか、ということもわりとあってですね、企業の今までの

全体的価値観としてはそういうことはなるべく避けたいというような、正直ベースのとこ

ろあったと思うんですけど。ただそのことから戦略的とか事業活動、一体化とかですね、

実はさまざまな国のＣＳＲに対する捉え方の、どう捉えているかというさまざまな調査が

あるのですけど、日本のＣＳＲの捉え方として特徴的なのは、本業において貢献するんだ、

うちの会社は。そういうふうな捉え方が、何と言うんですか、突出しているんですね。で

すから、日本の企業の方は、本業において自分たちは社会貢献するんだという。その言い

方はですね、いろいろな読み方があると思います。良い点から言うと、自分たちの仕事の

専門性といったようなものがあって、それを生かした形で社会に貢献するというのがもっ

とも効率がいいんだという考え方ですね。 

 もう一つは本業ということからはいっているわけですから、やはりただ単にお金を寄付

するとかいうだけじゃなくて、商品サービスを世の中に出すっていうこと、そのことが貢

献になっているっていう意味合い。それがやはり売れれば売れるほど、それが社会貢献に

なっているんだ、という考え方もあるんだというふうに思います。この辺りはなかなか、

ＣＳＲでもまだ商売っ気出すのかとこういう悪口を言う人もいますけども。そういうこと
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ではなくて、先ほどもどなたかが言ってらっしゃったように、やはり私のスピーチは持続

可能性ってことがキーワードだったんですけど、“続けていく”ということをですね、やは

り真剣に考えると、やはり先立つものがなければ、貢献すら出来なくなっちゃうというこ

とですね。 

 それからもう一つは、私たちなんかはよくそういうふうに言われるんですけど、お金儲

けそのものが先生いけないと言うんですか。企業倫理やっていますと、そういうアキュゼ

ーションが来る場合があるんですけど、そんなことを私たちは言うつもりはまったくない

んですね。儲け方には、ちょっと前に、どなたでしたっけ、村上ファンドの村上さん、「金

儲けいけないんですか」ってこういうふうに聞いてましたね。私がそれに答えるんだった

ら何て言うか。企業倫理の立場から「金儲けいけないんですなんてそんなことありません

よ、村上さん。どんどん儲けていただいていいんだけど、ルールっていうものがあって、

それに対してきちんと沿った形で儲けてくださいよ」ってことと、「あなたがやっているこ

とはやはり最終的に社会から受け入れられる、喜ばれる、これが大事なことじゃないです

か」と、こういうふうに僕は言いたいですね。 

 その意味で今言った本業の関わりというのは、お金も儲けながらやる、これを持続的に

やっていくことに繋げていくんだったら、それはまったく重要なことだし、ビジネスでな

ければ出来ないことだと思いますし、皆さんのまさに本業というのは、皆さんのスペシャ

リティであるから、そこの分野で貢献するというのは非常に重要なことだと思います。 

 誰か人から教えてもらうということにはいかないです。それぞれの会社の皆さんがその

道のプロなんですから、その本業との関わりで、どうしたら社会に貢献できるのか、社会

貢献の関係や問題についてですね、これはやはりその会社の方が考える以外にないのだと

僕は思います。 

どんなすばらしいコンサルトの方を雇っても、うちの会社はどうやってＣＳＲやったら

いいんですか、一から手取り足取り教えてくれって言われたらですね、私だったらお断り

します。何を言ってる、そういう態度そのもののなかから、良いＣＳＲなんて出来ないの

で、ましてや本業との関わりで、一体化したＣＳＲなんて出来ない。それはプロ中のプロ

である皆さんがお考えになる以外、ないんではないでしょうか。それに対してお手伝いは

出来るかも知れないけれど、手取り足取り一から教えてくれという話にはならないんだろ

うと、私は思っているわけです。 

 

●井出 ありがとうございました。それでは続きまして、ピーダーセンさん、お願いしま

す。 

 

●ピーダーセン はい、ここで理化学工業のチョークと黒板が欲しいとろこですが、白板

を使ってよろしいですか。今の話を伺いながら、ちょっと、本業との一体化を考えたとき
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に、整理が必要なんではないかなというような気が最近強くしています。我々はよくＣＳ

Ｒゼロ線という線を引いて、ここはニュートラル評価、ここまではマイナスの要素をゼロ

にするまでやるんだよねと。 

 最近起きていることをよくよく考えると４つの箱に分類すると非常に分かりやすいので

はないかなと、思ってですね。書くと時間がかかりますから言うようにしますが、下は法

とかコンプライアンスですよね。一番下のこれは当たり前に企業としてやるよと。その上

に、私はこの箱を積極管理と呼んでいますが、プロアクティブ・マネージメントですね。

つまりＩＳＯ１４００１とか、法以上のことを責任ある企業として当たり前のことのよう

にやる、これ積極管理です、アカンタビリティを果たすために。この上にあるのはですね、

ここソーシャル・エンゲージメント社会参画、ソーシャル・インベストメントとか。さき

ほどＨＰさんのところにも出ていたのですが、市民社会とどう関わるか、コミュニティと

どう関わるか、どういうもののところに寄付をするのか、ということです。 

 そして一番上にビジネス・イノベーション。事業革新、商品ライン、サービスラインの

革新という。実は私はこれ全体をＣＳＲと捉えると、私の話でしたのはですね、サステナ

ティブ・バリュー・マネジメントはどちらかというと積極管理の上の部分からソーシャル・

エンゲージメントとビジネス・イノベーションの部分です。我々は事業との一体化を考え

るとき、なぜ難しくなってくるかというと、法・コンプライアンスの部分や当たり前のよ

うな環境管理というものがこれもビジネスにしていくのかというふうになるわけです。そ

こは私はやらなくていいんです。コンプライアンスをビジネスにしようとするというのは

もうゴチャ混ぜになるので、この辺の部分はいいです。当たり前の責任としてやるのは当

然だと。でも積極管理は本当にイノベイティブにやっていくこと、ソーシャル・エンゲー

ジメント、ソーシャル・インベストメントを達成するところ、それから勇気を持ってビジ

ネス・イノベーション、商品サービスラインのイノベーションをやるところまでは、ここ

は本業と一体化を考えて、うちのブランド価値をどうやって高められるのか、うちの新た

な利益の源泉にどうできるのか、この領域でですね、英語で言うとビジネス・ケースとい

うふうに言いますけれど、まさに新たな利益の源泉にするためにはどうしたらよいか。あ

るいはブランド価値、企業価値の向上にするためにどうしたらよいか。 

 ここでみなさんにお願いをしたいのは、ビジネス・ケースという、つまり利益の源泉に

上のところはどうなるか、あるいは企業活動の向上にどうなるか。ビジネス・ケースなん

かあるわけがないんです。今も梅津先生おっしゃったことなんですけど、ビジネス・ケー

スは作るんです。自社の市場の特性、自社のこれまでの強みこれから置かれるような状況

をみて、ビジネス・ケースは組み立てていくんですね。そういうマインドであれば、ほと

んどの業種ではビジネス・ケースを生み出して、事業との一体化は可能だというふうに考

えます。 
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●井出 ありがとうございました。引き続きましてゲリエさんからお願いします。 

 

●ゲリエ はい、まずＣＳＲを企業戦略の一部として考える必要があると思います。また、

環境やエネルギーのことだけでなく、社会のいろいろな問題やニーズに対して、企業が何

ができるかを積極的に考えることが大切だと思います。たくさんの日本の企業はまだＣＳ

Ｒをコンプライアンスのためと考える傾向が少しあるので、政策について守りのアプロー

チを取りがちだと思います。 

 最近はたくさんのヨーロッパの会社はＣＳＲを自主的な社会貢献と考えているので、日

本企業と比べてより積極的なアプローチをとっている気がします。日本企業がより積極的

にＣＳＲを考えて戦略としてのＣＳＲを実行するためには、もっと今の社会の課題に関わ

って、ステークホルダーと強く結びついていくことが必要だと思います。課題によっては、

その分野に詳しい、またはその分野で活動しているＮＧＯやＮＰＯとタイアップするのも

良い方法かも知れません。また、考え方としてはＣＳＲ活動はお金がかかるということで

はなくて、長い目でみると利益や競争力に貢献できるということだと思うべきです。 

 

●井出 ありがとうございました。続きまして本田さん、企業の立場から、特にヒューレ

ット・パッカード社で展開、実践されている点をご説明下さい。 

 

●本田 はい、今お話が出た側面と似ていますが、コンプライアンスというか法律遵守的

な側面で、弊社はＣＳＲという表現をしていなくて、それはもう当たり前ということです。

実際事業とどういうふうに一体化するということですが、例えば、環境が一番分かりやす

いんですが、我々ＩＴ企業ですので、法人のお客様にコンピュータをたくさん販売してい

ます。大企業になりますと、データセンターという建物を持ちますが、ここにはコンピュ

ータがぎっしり詰まっています。こういったデータセンターは実は、ものすごく電力を使

います。コンピュータを動かすための電力以上に空調に電力がかかります。コンピュータ

は熱を発しますので、それを冷やすために一生懸命巨大なエアコンをかけます。こういっ

たものを解決するために家電と同じように、省エネのコンピュータを作るという必要があ

ります。それはまったく環境と事業とは相反しません。 

 それから自社の取り組みで面白いなと思うのは、相反するかどうか分かりませんが、実

は弊社はプリンタを世界中で売っていますが、自社内のオフィスのプリンタは個人で、い

わゆるＰＣに接続することを禁止しています。いわゆるネットワークに繋がった共有のプ

リンタしか使わせません。センターからある意味強制的に、両面印刷に設定されています。

そういうことをすると廃棄物が減るんですね。実際には商品も減りますが、廃棄物は全社

で８００トン年間削減できると。要はプリンタを減らしたんですね。自動車会社さんが社

用車で使っている車を減らすようなものですね。そういったことをしてもお客様のニーズ

198 



はそちらにあるというのが経営判断です。 

 同じようなことでいいますと、ＩＴということでテレビ会議、我々はテレプレゼンスと

呼んでいますが、今非常に高速なネットワークが世界中に張り巡らされていますし、高性

能なカメラやモニターがありますので、そういうものを組み合わせると、飛行機に乗らな

くてもニューヨークと東京で臨場感あふれる会議が出来ます。これを使いまくると航空会

社さんは困るんですけれども、これは明らかにニーズとしてある、ということで、当然そ

ういうものがビジネスとして成り立ってきます。弊社内でも数十カ所の拠点で入れていま

すが、出張が激減します。出張が激減してコストが下がるんですよね。同時にいわゆるＣ

Ｏ２を減らすことになるので貢献になると。ただし、一部の産業にはマイナスインパクト

になってしまいます、ということはありますが、弊社の視点でみればそれも全部プラスに

回るいうことで。 

 企業としての経営判断として、今現在のビジネスにマイナスになるというケースはたく

さんあります。だけれども、それを今自分たちがやらないと他人がやります、ということ

なんですね。それはたぶん社会の要請なので、自分たちは恐いからやりたくないと躊躇し

ているとコンペティターが先にやってしまいます。その後にそれをリカバーして、追い上

げようとすると余計に大変です。この辺の極めて合理的な判断をするということで、早く

手を打てるということがあるのではないかなと思っています。 

 

●井出 ありがとうございました。それでは大山さんから、特にお話の中では、今日の社

会的課題まさに御社の事業活動の中に一体化されて経営されておられることを拝察いたし

ました。その辺りをさらにご説明いただければ。 

 

●大山 はい、当社はすべての人に働く幸せを、なんとかそういう社会を実現できないか

なと考え、経営しています。ありがたいことに彼らの理解力に合わせて、工程を考えて対

応すれば、重度の人たちでも働けるのだということを実証できたと思っているものですか

ら。ましてこういうことを海外の方からも言われました。「日本理化学で、字の読めない、

数の出来ない人たちも戦力としてできるのは、日本は職人文化を持った企業だからですね。

我々の国では、マニュアル文化だから、字が読めない人は雇用の対象になっていないので

す」と。そういう意味で私は職人文化を活用すればもっともっと彼らも企業の戦力になる

のだなと思いました。 

 そう思っていたところ、たまたまヨーロッパに海外視察に行きましたときに、ヨーロッ

パでは知的障がい者は雇用の対象になっていないにもかかわらず、ベルギーでは、あえて

企業が雇用すると、ベルギー政府が最低賃金を企業に支払うという制度がありました。そ

して、それは少しでも役に立って企業が雇用を続けている間は、国が最低賃金を継続して

支払うシステムということを聞いたものですから、もし日本でそういうシステムが出来た

199 



ら、まして職人文化を日本の中小企業が活用、運用すれば、もっともっと戦力にできる人

たちをより創造できるのではないのかと思いました。そしてまた、企業は少しでもその人

が役に立てば企業にとっても利益に繋がりますし、働く人の幸せにも繋がり、国も、障が

い者一人に福祉施設でケアすると毎年５００万円かけていることに対し、最低賃金の１５

０万円を出すだけで３５０万円の経費節減が出来ることになります。三方一両得ですよね。

こういうシステムさえできればすべての人が働ける幸せが得られます。そういう意味で私

は、まして知的障がい者が、「会長さん、僕は会社で働けるからいいけれど、僕の友達は施

設にずっといるの。どうして働けないの？」という気持ちを持って、彼らは日々仕事をや

っているのです。そういう意味でも事業活動と何とか一体化しながら、すべての人が働け

る社会実現という目標をもって頑張りたいと思っています。 

 

 

●井出 ありがとうございました。一応ＣＳＲと事業活動との一体化という観点からお話

をいただきました。続きまして、地球環境問題への取組み、若干の紹介がありましたが、

世界の貧困問題という今日の世界的課題の観点から、梅津先生、ピーダーセンさん、世界

的に事業展開をされている本田さんからそれぞれお話伺えればと思います。 

 

●梅津 あの３分間というのは非常に難しい話などと思うのですが、私たちのゼミでは社

会貢献の一環として発展途上国への援助ということもずいぶん研究しているのですけど、

今潮流としてですね、常識化しているのは政府が中心になってＯＤＡで援助するってこと

の限界はもう明らかになっているんですね。これは昔からよく言われていますように飢え

てる人に魚をあげるということではなくて、魚の釣り方を教えてあげることが大事ですよ、

という言い方なんです。何故今ＢＯＰビジネスとかですね、さまざまなＣＳＲの変化系で

ＧＳＲとかいろいろなことを言われているんですが、それはビジネスの方たちが持ってい

る、先ほどのこととも関係しますが、お金を持続的に稼いで自立していくっていうそのス

キルを教えるっていうことが大事ですね。それからもっと言うと、魚をあげるのではなく

て、もちろん絶対的に飢えている人にはまず食糧をあげないとふらふらしちゃいますから

それはだめなんですが、魚の釣り方を教えてあげるだけでも不十分で、釣ってきた魚をな

んか加工して、ビジネスにまで持っていくというところ、そこに持っていくというのが重

要だという認識になっています。 

 グラミン銀行だとかマイクロクレジットなどの研究もやるのですが、それほどですね、

たいしたことはしていないんです。額面も小さいし、小さなことから始めるんですが、要

するに発展途上国の人たちに、ある種の経済観念、お金をですね、マイクロクレジットな

んかはっきり言って数百円貸してあげるんです。そんなもんあげちゃったらいいじゃない

かって話ですけど、あげるとだめなんですね。５００円貸してあげるから、これであなた

200 



ビジネスやって２年でも３年でもいいから利子払いながら返すんですよ、ということをす

る。そうすると借りた人は、責任を感じてどうやったらいいの、ということで、村の最貧

国の、はっきり言っておばさんたちが行商してみたりいろんなことをしてみたりして返す。

余った儲けは銀行に貯めておくもんですよとか、次僕らイントロデュースしようとしてい

るのは、何かが起こったときのために保険っていうものがあるよ。マイクロインシュアラ

ンスなんてことも出てきてますし、そういうことを教えるということは非常に重要だとい

うことです。 

 もうひとつそれとちょっとだけからめると、発展途上国に行ってみると生活がシンプル

です。すごいエコです。ある意味で言うと自然のサイクルの中にいます。先ほどの出張を

やめちゃうみたいな話ですね、時々発展途上国の方と付き合うと、文明っていうのは何を

やったんだろう。会社つくって、責任を与えて、きちんと説明しろ、文書に残せ、そうす

ると紙いっぱい使う。コピー機もいっぱい使う。下手するとメモリーをたくさん持ってい

って、そうするとそれをなくす、それまた問題になると。だからまたコンプライアンス  

なんかができて、がんがんがんがん教育やったりする。何やっているんだろうと思います

ね。もっとハイテクいらないからエコってことはローテクというか、昔に戻るとかですね、

不必要なことはしないということなのかも知れない。というようなことを私は発展途上国

へ行くと勉強させてもらっています。 

 

●井出 ありがとうございました。それではピーダーセンさん、企業は特に貧困問題に対

して如何なる関わりを持つべきかという観点からいかがでしょう。 

 

●ピーダーセン はい。お手元の資料に我々の会社の案内を入れさせていただいたんです

が、その一番上に我々の企業を営んでいくビジョンですね。これかなり思いを込めて全員

で作ったものですが、“生命力溢れる豊かな社会へ”と書いています。“生命力あふれる豊

かな社会へ”これ同時に達成しなかったなら絵に描いた餅になってしまうんですね。 

 先ほど人口増加の話をしたのですが、今日１日で生まれる人たちが３７万２０００人前

後だそうです。亡くなるのは１５万６０００人。結果人増が２１万６０００人。ほとんど

が途上国での増加ですよね。その人たちはみんな豊かになりたいと。当然だと思うのです。

もちろん豊かさの定義を我々が先進国が変えていかなければいけないんですが、ある程度

の水、電気、普通に食べられる、普通に安全に暮らせる豊かさは当然、世界中求めていく

と。そこに企業としてどう関わるか、ということだと思うのですね。ここはものすごいジ

レンマで我々も企業と一緒に仕事をさせていただくときに、簡単な解はないのですが、ジ

レンマはどこにあるかそこに最大のマーケットがあると。成長マーケットがあるならそこ

だと。 

 でも従来型の、はっきり言って従来型のやり方でやったらとんでもないことになると。
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だから企業の中に本当にその覚悟は持っていますか。どんな業種だろうが、途上国に行っ

たときに、ＢＯＰビジネスといったときにサステナビリティなくしてはＢＯＰビジネスは

あり得ないですよ。単にボリュームゾーンをとりにいくことをみなさんぜひやめて欲しい

です。あり得ないです。絶対にサステナビリティをより高めるために、その上で我々は途

上国の豊かさを作ってという、まず、経営層としての覚悟、時代感覚、対局感というのな

かったなら、ほんとうに人類は大変なことになります。しかしそれがあれば時代としては

そういう企業は評価される、すばらしい会社だといろんな評価の方法があります。その評

価を狙うことも戦略的にできるから、そういう経営をしていこうじゃないかというのが

我々の提案です。 

 

●井出 ありがとうございました。それでは世界的にビジネスを展開しているヒューレッ

ト・パッカード社の本田さんからＨＰ社の経験、試みをご紹介下さい。 

 

●本田 はい、そうですね。やはり弊社は先ほど来からお話しているようにＩＴ企業です

ので、ＩＴと全然違うこと、例えば貧困対策などはやっていないですね。１年毎に変わっ

ているわけではなく、10 年単位で少しずつ変わっている部分がございますけれども、今一

番力をいれているの、教育ですね。しかもその教育をＩＴを使って発展させるというよう

な側面が一つと、もう一つは若き起業家、ベンチャーではなくて弊社の言葉でいうとマイ

クロエンタープライズっていうんですけれども、社員が５人もいない、５人ぐらいがマッ

クスですね。そういったところへの支援です。例えて言うと、発展途上の国々では大学は

卒業したんですが、働き口がない。アイデアはあるけれどベンチャーのようなファンドも

あまりない。そういったところで機器の提供ですとか、それからＩＴ教育、そしていくば

くかの支援を組み合わせて、事業を成長していただくと。教育の分野でいいますと、約１

０００の教育機関にいろいろ支援をしました。だいたい６０億円くらい使っているそうで

す。 

 それからマイクロエンタープライズのほうは、生徒さんというと変ですけど、いわゆる

対象者がだいたい５０万人ぐらいいるそうです。これは実は少々商売っ気が見え隠れする

んですが、過去１０年くらいで一番投資したのはたぶんインド、中国ですね。実際には中

国での事業は１９８４年くらいからやっていますが、そこでは中国版ＭＢＡをやったりで

すね、インドでは、我々Ｅインクルージョンというのですけれども、貧しい人たちを含め

ていわゆるＩＴのリテラシィをもっと高める、そういったことをやっています。たぶんほ

かにも、やることがあるのかも知れませんけど、弊社は徹底して、教育への支援をずっと

やってますね。 

 逆にいうと他はやらない。多国籍の企業なので、各国々でいろんなことをやりたいです

よね。日本でしたら日本に合った社会貢献をやりたいんですが、多少ローカルな予算では
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出来ますけれども、本社がここしかやるな。逆にいうとですね、要は限りある予算を集中

してそこに使うということを、やっているというのが特徴かも知れないですね。 

 

 

●井出 ありがとうございました。それでは次のテーマに移りまして、皆さんのお話の中

で今の時代は文明の転換期にあるという問題意識を強く感じました。グローバル化はその

一現象でしょうが、そういう観点を踏まえて、日本は一体どういう貢献ができるだろうか。

あるいは文化の違いを踏まえて観察をしたとき、何かポイントをご指摘いただきたいと思

います。梅津さんからお一人ずつ同じような時間で、ご発言をいただければ。 

 

●梅津 いろいろ申しあげたいことがあるんで。数年前にですね、フランスのダノンとい

う会社がエビアンもそうなんですけど、ボルヴィックっていうので、“1L for 10L”、これ

はコーズ・リレイテッド・マーケットというスキームなんですけど、それにうちのゼミご

と関わって日本のお客様がボルヴィックを、これくらいの大きさ２本買っていただくと、

その売上げの一部をダノンがユニセフに寄付をして、ユニセフが日本の場合、アフリカの

マリ共和国というところに井戸を掘るという、そういうスキムのコーズ・リレイテッド・

マーケット、ＣＳＲ関わったことがありました。そのときに非常に僕らは日本の消費者が

どういう反応をするかというのを調べたんですけれども、一昨年で４０００何百万、去年

で７０００万くらいファンド・レージングできたんですが、日本の消費者は今非常に変わ

ってきていると思います。 

 手軽に日頃飲んでいる水を、エビアンからボルヴィックにスイッチするだけで、西アフ

リカの泥水を飲んでいる子供たちに井戸を掘れるのだったら喜んでしましょう、って言う

人が多くて。それまではっきり言ってボルヴィックは、ペリエだとかエビアンだとかクリ

スタルガイザーに比べるといつも後塵を拝していたのが、このキャンペーンをやったら一

番になっちゃたんですね。我々もちょっとびっくりしたんですけど、ポテンシャルとして

日本の消費者が、そういうことをしたがっていると。これはここのところにきて非常に大

きな日本のポテンシャルであるというふうに思います。 

 それからさまざまな、その意味で文化が違っているんだと、日本人はけちだとかいろい

ろ言われますけど、そうではないんだと。これは企業側のアプローチの仕方いかんによっ

てですね、非常に大きな貢献ができるということは、証明されたわけで。それ以外様々な

コーズ・リレイテッド・マーケットのスキームが出てきていますから、ぜひ、皆さんの会

社で本業をいかして、そういうアイディアを出していただいたら、非常に面白いことにな

るのではないかなと、いうふうに思っているわけです。 

 もう一つ環境との関係でいうと日本の企業さんでは当たり前の廃液だとか、空気の清浄

化の技術だとか、まだまだ世界では当たり前でないということですね。これを世界に伝え
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ていくということ、非常に重要だし、もっと言ってしまいますと、ひょっとすると高度経

済成長期にいらした皆さまの年代なような方たちと同じような成長の喜びっていうのを、

今若い世代は、日本国内だけみていたらたぶん、無理なんです。だけど例えばマリに行っ

てそこの社会が本当に発展したとかという喜びはもしかしたら皆先輩方が開発した技術を

若い人たちに伝授することによって、もしかすると日本では、国内では成長しないかも知

れないけど、若い世代の人たちにそういう喜びをですね、持つ機会を与えてあげるという

ことが重要なんじゃないかと。その意味ででは私たち、教育機関もそういう教育の仕方を

考えていかなくちゃいけないというふうに考えています。 

 

●井出 ありがとうございました。それでは続いてピーダーセンさんお願いします。 

 

●ピーダーセン 本当に難しい質問で、私は日本の貢献から、これからのグローバル文明

の転換における日本の貢献から。時々何で日本で仕事していますかと聞かれる。デンマー

クでもいいじゃないですかと聞かれるんですが、そこは昔から日本はグローバル文明がち

ゃんとサステナブル文明に転換していく役割があるばすだと、そういう思いのもとで日本

で仕事をしております。 

 そこでちょっと３分以内でやりますが、文明の発展と衰退の理論は、アーノルド・トイ

ンビーという有名なイギリスの哲学、歴史家がいますが、彼は文明はチャレンジ、ある挑

戦の直面したとき発展するか衰退するか決まると言っているんですが、必ず文明は挑戦に

直面すると。私は今の枯渇性資源依存型のグローバル文明が三つのチャレンジに直面して

いると思います。一つは調達供給の挑戦です。梅津先生のスライドにも出ていますけど、

十分のものと調達供給できるか。二つめは排出循環のチャレンジです。出すものをどうや

って浄化していくか循環していくのか。三つめは分配、あるいは公正な配分のチャレンジ

です。 

 この三つが今相まって、我々はこれをトインビーの言葉を使うとタイム・オブ・トラブ

ル、困難の時期に遭遇しています。この三つのチャレンジに文明として答えられなかった

ら、文明崩壊になります。そこでもう一つだけトインビーの言葉を引用させてもらうと、

彼のすごく面白い言葉にクリエイティブ・マイノリティが表れると言っています。つまり

創造的少数派ですよね。ある文明の中で新しい解、新しい思想、新しい方法論を生み出し

て実行に向かわせるクリエイティブ・マイノリティは必ず表れると言っているのですが、

今問われているのは、例えば日本におけるリーディング・カンパニーの皆々様は、この三

つのチャレンジに答えるクリエイティブ・マイノリティになれるかどうかですよ。 

 あるいは日本という国でもいいですよ。日本という国が今まで暴走した資本主義に対し

て、新しいクリエイティブ・マイノリティとして具体策を持ってこの三つのチャレンジが

答えられるかどうか。これ格好いいじゃないですか。そういうことを日本としてやろうよ、
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というふうにもっとなったらいいんじゃないか。経団連の申し訳ないけれどくだらない議

論から脱皮して、日本こそが新しい資本主義、文明が直面しているチャレンジに答えてい

く国になるのだ、そういう経済活動をするんだと旗をふったらどれほどみんなのやる気に

なるか、そういうことをやりたい。 

 

●井出 ありがとうございました。続いてゲリエさんどうぞ。 

 

●ゲリエ はい、グローバル企業に対してはやはり生き残るには高い倫理観をもった経営

を行ってグローバル社会から信頼を得なければならないと思います。また従業員や消費者

や株主から社会への責任を果たす良い会社だと評価され、支援してもらうことがグロバリ

ゼーションの中で生き残るためには大切だと思います。 

 日本の文化の特徴については、企業経営において日本企業の強みが沢山あります。例え

ば会社への忠実心、経営者と従業員の間に信頼や協力があること、相手への思いやりなど

です。日欧産業協力センターは欧州委員会と経済産業省の支援をもらって、“ウルカヌス・

プログラム”というプログラムをしています。このプログラムは日本人の優秀な３年生の

学生たちをヨーロッパに１年間送ります。３年生ですから、就職活動の直前なんですけれ

ども、彼らと面接をするときにこれから就職活動はどう思ってますか、という質問が必ず

出ます。数年前からはほとんど１００％は、「一番大事にしているのは、これから就職をす

るときに意味のある仕事、社会に貢献できる仕事をしないと何かモチベーションがない」

と言っています。それはたぶんヨーロッパ人よりも高い率だと思います。その影響でこれ

からいい人材を雇うためにやはり日本の会社は早くＣＳＲの政策を強化するのではないか

と思います。それはひとつの日本の特徴のだと思います。以上です。 

 

●井出 ありがとうございます。続いて本田さんいかがでしょうか。 

 

●本田 ちょっと難しいテーマですが、私どもはある意味グローバル企業に勤めている社

員の一人なんですけど、ＣＳＲという側面からはずれて考えるとですね、今、ものすごく

個人個人がグローバル競争の状態になっておりまして、例えばインドは貧しかったのか、

貧しいのか分からないですけど、日本と比べれば相対的にはまだ貧しい国ですが、日本で

あまり付加価値の高くない仕事、例えば市場分析だとかマーケット・サーベイの集計など

は、昔日本でやっていましたけれど、今はインド人がやってくれます。やってくれますで

はなくて、インド人に任せたほうが同じ品質のものができてしまします。それからお客様

対応のコールセンター、こういった窓口も中国から、すべてではないのですが、やってい

るものもございます。非常に流暢に日本語をしゃべれる中国の方がきちんと対応できるの

ですね。そういう意味では、いわゆる、弊社だけではないと思いますが、グローバルな企
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業が各国に法人を持っているという考え方ではなくて、世界中がマーケット、お客さまで、

そこにどこからサービスしても同じサービスが受けられれば一番コストが安くて品質があ

るところがいいというような時代に今なっています。 

 そういう中で、やはり日本人が貢献できるということを考えると、やはり日本は、東大

の小宮山先生が課題先進国とおっしゃってますけれども、いわゆる新しいこと、品質だと

か、新しい取り組みにチャレンジしていないと埋もれてしまうんですね。そんなだいそれ

たことと、社員一人一人でも言うのですけれども、あるＮＰＯの方とお話したら、日本人

はすごく謙遜されますけど、例えば、医療支援で海外へ行って、アフリカ行って、日本人

の方がやると、ものすごく出来ると。なおかつ、現地の人と差別をあまりしないで貢献し

てくれるので、帰るときに泣いてせがまれるというか惜しまれると言われますね。ですか

らそういう面をわれわれは持っていかなければいけないのかなと思っております。やはり

情報発信が出来ないとかなりきついなというのが、私の実感ですね。 

 

●井出 ありがとうございました。大山会長の企業はヒューレット・パッカードのような

大きな会社ではございませんが、しかし日本からの発信という点では、大変素晴らしい事

業活動を実践されておられる。いかがでございましょうか。 

 

●大山 はい、ありがとうございます。日本理化学がこれから目指すのは二つありまして。 

 一つは先ほど申しあげたベルギーの最低賃金を国が出すという制度。私はこれを“働く

幸せの直行便の制度”と言っているのですけど、こういう制度ができたら大変いいのだけ

れどという話を、昨年１０月２０日に鳩山総理が日本理化学にきてくれまして、そういう

ときにこういうお話をしましたら、ありがたいことに国会の予算委員会の席で真剣に検討

するというような発言をしておられましたので、何とかそういう制度が日本で確実にでき

るように、世論を私なりに喚起してがんばろうかなというのが一つです。 

 もう一つは、粉のチョーク屋ですから粉の出ないチョークが出来たら大変いいなと思い、

それを作っておりましたら、おかげ様でさらに飛躍しまして、ガラスに書けるチョークが

出来ました。小さな子が白い画用紙に書くのではなくて、外の景色見ながら各家庭にある

ガラスで落書きが出来るのです。ありがたいことに九州の大学の先生で、３歳児学会の会

長さんだった方が、五感を刺激する養育を３歳までにすると、感性を目覚めさせて、その

感性とは美しいとかやさしいとかきれいとか、３歳までに育つ感性を育てるのに大変役に

立つのですよというお話をいただきまして、感性が育てばその上に人格形成が出来るわけ

ですからそういう面で役に立てるかなと思いました。まして私どもは知的障がい者の雇用

で、その先生がおっしゃるのが、そういう養育をしたある施設で、障がい児といわれた子

どもたちの１５％が普通の幼稚園、学校に行けるようになったということでした。３歳ま

での養育が極めて大事だということをおっしゃっておりましたので、私どもそれが子育て
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に役に立つ「キットパス」と称して、皆様方のお手元に黄色いパンフレットをお配りして

いますが、ちょっとだけ試してみます。 

 これはぬらしたタオルですぐに消えます。そういうことで環境にもやさしくて子育てに

やさしい「キットパス」を、恵比寿様は障害をもった神様なので、恵比寿様が日本理化学

に応援してくれたのかなと思い、恵比寿様のご加護をいただいた「キットパス」というこ

とで、この面でできれば世界に多少お役に立てるかなと思って、頑張ろうと思っています。

以上です。 

 

 

●井出 ありがとうございました。それでは若干時間がありますので、ここで会場の皆さ

んから何かご質問なり、コメントなりをいただきたいと思います。 

 発言に当たりましてお名前とご所属が可能であればご紹介ください。それからご質問の

場合にはどなたに聞きたいということをおっしゃって下さい。それではフロアオープンに

いたしますので、どなたでも結構でございます。 

 

●Q1（大学関係者） 大変貴重なお話ありがとうございました。ひとつ本田先生にお伺い

したいんですけど、ＣＳＲと事業活動の一体化ということは、確かにすばらしいことなん

ですけども、先生のお話の中にどんなシステムでも新しいシステムを導入すると副作用で

マイナス面がたくさん出てくるだろうと思うのですけど、そういう指摘もあったのですが、

その副作用がでないような一体化というのがあり得るのかどうかという、そういうことを

一つお聞きしたいということと。それから今日、ほとんどふれられなかったんですが、政

府と企業の社会的役割の関係なんですね。私立川市に住んでおりまして、最近立川市と商

工会議所がですね一体化しまして、環境問題取り組んでおります。東京都から７０００万

いただいた。そういう形で問題を処理しようとしているのですが、ただ補助金だけを出せ

ばいいということではないと思うので、いかにあるべきかということについてできたら全

員の方に聞きたいんですけど、梅津先生ひとつお願いします。 

 

●本田 ＣＳＲと事業の軋轢というか、そういったものがあるかどうかということですが、

たぶん、ＣＳＲであるなし関わらず、実は変化対応、変化を先取りして何か事業構造を変

えようとすると、軋轢が起きます。例えば、そうですね。コンピュータでいうと大型コン

ピュータを売っているときと、パソコンを売るときは当然収益性が変わってしまうと。そ

ういったものをどっち側にアクセル踏むのかという、要はブレーキを踏み続けるか、アク

セルを踏むかという選択なんですね。そこでやはり早くそっちに乗っちゃったほうが、先

行者利益が得られるというのは、たぶん体験的に覚えているのかなという感じがいたしま

す。同じことがＣＳＲ的なところでもいえるかと思うのですが、実は人権とか労働とかと
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いうところにもコストはかかるんですよね。たとえば弊社もいっとき書かれたことがあり

ます。中国のある工場で非常に過酷な労働を強いていると。実際には弊社ではなくて、弊

社が委託している会社だったのですが、そういったところをやはり早く早くやっていかな

いとマイナスがどんどん大きくなってしまいます。ということで前向きに、英語で言えば

プロアクティブというんですけど、とにかく先に先にということを、やるしかないという

ことをが、何となく、体感的に染み付いているような気がします。お答えになっているか

どうか分かりませんが、そういうような進めかたをしています。 

 

●井出 ありがとうございました。では梅津先生。 

 

●梅津 大変いいご質問なんですけど、手短に答えるの難しいんですけど。今までですね、

政府と企業、官と民とか、ものすごいクリアカットに分け過ぎてきたということがあって

ですね、これからは教育も含めてその辺りのことをさっきからの繰り返しになりますが、

民間企業は利を求めて、官は正義を求めるっておかしいですよね。もっと新たな公という

こと、今の政権も言ってますけど、民間企業の人たちだって社会貢献とか社会のこと考え

ています。官僚の人たちだって自分の利益考えているんですね。それは悪いってことは言

えない。私文学部の出身なんだけど、人間ってみんな自分の利益を求めたいと思う部分と、

社会に貢献したいと両方あるのが当たり前で、それをこううまく育てていくということを

していかなくてはいけないと思うのですね。その意味でいうと先生は法学部でいらっしゃ

るからもしかしたら官とか正義のこととか、私商学部だから企業人育てているのかという

とそんなことではなくて、大学でいえば学部の壁を超えてですね、もっと協働してサステ

ナビリティ実現のために協力していく人をつくらなければいけない。これは先生が言って

らしたさっきのホモ・コーペラティブと私は言ってますが、協働人という理念でそういう

人を育てていかなければいけないし、そのときには世界中のいろんな人たちと一緒に共同

作業できる。これはたぶん大山会長おっしゃっていたように、ハンディキャップがあると

いうふうにいわれている人たちを含めてですね、一緒に協働作業できるっていうようなこ

とはやはり考えていかなくていけない時代にきているんだろうと思うんですね。その意味

では今チャレンジなんですけど、政府の人たち、良い人材がいるんだけど、私企業を見張

るのが監督するのが私たちの仕事ではなくて、やはり民間人たちと協調していくのが必要

だし、民間人も企業人もマクシマムにうちの会社儲かるようなことだけ考えるだけでいい

んだ、そういうことではなくて、場合によってはですね、環境を守るためにさっきの話で

はないけど、うちの売上げはもうおっこってもいい、こういうことをいうと企業の人たち

はそんなこと出来るわけないじゃないですか、というふうに言われますね。だけど、そこ

は発想をですね、根本的に変えていく必要があって、それをしていくのが大学の役割かも

知れませんね。政府に入っても、企業に入っても、ＮＧＯに入っても協調できるような人
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材を育てていくっていうことが私なんかのこれからの使命ではないと。ちょっと最後の発

表のほうで言えなかったんですけど、今国連のグローバル・コンパクトおよびそれのアカ

デミック判でですね、レポンシブル・マネージメント・エデュケーション、これ７条くら

いあってですね、責任ある経営者の教育というのをやっていこうということで、その取得

資 料 を 出 さ せ て い た だ い た ん で す け ど 、 今 日 は ピ ー タ ー ゼ ン さ ん か ら         

いただいて、経営というよりホモ・コーペラントですね、協働人ですね、協働人の教育、

育成をしていかなければいけないのかなというふうに思います。お答えになりましたか。 

 

●井出 ありがとうございました。他にいかがでしょうか、どうぞ。 

 

●Q2（金融関係） ピーダーセンさんに一つお尋ねしたかったんですけど。日本企業ＣＳ

Ｒというとやはり横並びで“何とかの森”、“何とか会社の森”みたいのをつくれば、それ

でいいような発想が強いんですけども、それを超えていかせるためにどういうことをなさ

れば日本企業は変わっていけるとお考えになっていらっしゃるのか、あるいはどんなアド

バイスをなさっていらっしゃるのかこの辺ご紹介いただければと思います。よろしくお願

いします。 

 

●ピーダーセン まあ、私はある意味ではドライに、こういうことを取組むことは差別化

に繋がると。企業というのは競い相手は必ず市場にありますから。競い合いを捨てたら経

済の発展はなくなりますから、その競い合いのなかで我々グリーンとかサステナブルとい

うことで際立つと。エッジをたてるということも、何と言うんですかね、変な隠匿みたい

なものをその分野では捨てて良いと思うのですね。そういう発想にたって、じゃうちが際

立つためにはどうしたらよいかということをですね。そこでビジネスケースを自らきちん

と組み立てて、多いにそれで、ビジネス世界はこういうの悪いけれども、それが出来る企

業は勝ち抜いていって、出来ない企業は市場から退場させられるという市場メカニズムに

よって起こると思うのですね。遠慮なくそういう自社ならではのケースを組み立てていく

ということはもっともっと、やっていけばそこはやはりうちの特徴とは何か、必然的に出

てきますから。そうすると違いのあるようなものがどんどん出てくるかなと思います。で

すが一方ではやはり日本の強みはＴＱＭようなものをみんなが底上げすごくしたから良か

ったんです。そういう良いところがすごくあるんです。例えば僕はＳＶＭ的なものがサス

テナブル・バリュー・マネジメントで日本企業は平均してやはり世界の先端をいっている

ということも重要だと思います。そこのみんなが底上げするという部分が悪いというふう

では決してありません。 

 

●井出 他にございませんでしょうか。終了時間も迫っていますので、最後の方どうぞ。 
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●Q3（マスコミ関係） 今日はどうもありがとうございました。新聞記者という仕事をし

るとですね、企業のＣＳＲの担当の方に最終的に言われるのは、記事にして紹介してくれ

って言われるんです。良いことしているんだからそれでいいじゃないかって言うとですね、

そうではないんだと。ＣＳＲって最終的に何か社会的な評価を得られないとやっているだ

けでは意味がないんですよ、と言うＣＳＲの担当者の方が結構いるんですけど。どなたに

お聞きすればよいか分からないんですが、ＣＳＲを評価するヒューレッド・パッカードさ

んさっき数字にいくらになったというのがでててびっくりしたんですけども、ＣＳＲを評

価するときの社会的な一般的な基準みたいな、僕が記事書いてくれと言われたときに、い

やいやこういう評価の仕方されればみんな受け入れますよみたいのがあったら、どなたか

教えて欲しいんですけど。 

 

●本田 何てお答えしていいのか、一企業人として本音で言いますと、やはりやっている

ことは伝えて欲しいという煩悩は沢山あります。それは企業として認知していただきたい

という欲求ですが、同様にお客さまとかステークホルダーの方々にどういうふうに伝える

かということ、伝えやすいかっていうのはコミュニケーションの上では重要でですね。最

近弊社もやっと数字をゴール設定するようになって進捗度を提示するようになったんです

が、それは非常に伝え易いです。じゃ弊社の規模でこのくらいというのは妥当なのか否か

というのはなかなか分からないですね。本当はベンチマークされるのが一番企業にとって

は良い場合と非常につらい場合があると思います。ここはこれだけやっている、例えば売

上げ高に対してこのくらいであるとかですね、社員数に対してどれくらいだとかいうのが

ある意味では本当に競い合うという側面で言えば良い意味での向上になって行くのかなと

いう気はいたします。私の感想これくらいなんですけど。 

 

●梅津 やはりいいＣＳＲのスキム、ビジネスケースっておっしゃってたんですけど、そ

れは専門的な立場からみるとですねやはりストラクチャーしっかりしてて、それを支える

組織というものがあって、また実現可能性みたいのものとかですね、その辺のところって

いうのはビジネスの世界で培われた構想力とかそういうことがもろに生きてくるんですね。

ですから失敗するＣＳＲとかあまりやわなＣＳＲっていってお分かりになるかどうか分か

らないですけどそういうものがあります。ですからマスコミの方もですね、ぜひそれを評

価する識別眼みたいのものをぜひ養っていただいて、ＣＳＲ専門の記者だと。この人から

評価されたらいいと。なんでもかんでも記事にして褒めたたえてやってくれってじゃだめ

ですよね。ですから政治部の記者、経済部の記者と同じように将来はＣＳＲ専門の記者み

たいなのが出てきて、こんなんじゃだめですと、これもうＤ評価だというようなこと、あ

るいはＡだとかですね、そういうのを見れるところまで是非、取材を徹底的にやっていた
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だきたいを思います。 

 

 

●井出 ありがとうございました。それではそろそろ時間でございますので、諸先生方か

らお話と議論を伺って私なりの感想を２、３、述べさせていただき、モデレーターとして

の務めとさせていただきます。 

市場経済を巡る現在の状況は非常に大きなパラダイムシフトの過程にあるということを

何人かのスピーカーの方が言われていました。近代の市場経済システムは近代資本主義と

ともに始まります。アダム・スミスは、このシステムの下で、私益を追求すれば公益を最

大限に実現すると考えたわけですけど、現実の資本主義の展開は必ずしもそうならなかっ

た。マックス・ウェーバーは、正直と倹約を進めれば神の恩寵に叶う「プロテスタンティ

ズムの倫理と資本主義の精神」が近代資本主義をもたらしたと分析したが、現実の社会は

必ずしもそういう楽観論だけでは通じなかった。ヨーロッパにはおいては、こうした経済

哲学、経営倫理にＣＳＲのルーツがありましたが、日本でも江戸期において「石田梅岩の

石門心学」でありますとか、あるいは明治殖産興業に当たって渋沢栄一は“論語とそろば

ん”を唱え東洋の哲学とビジネスを結びつけました。今日、２０世紀末から２１世紀にか

けて、社会主義経済が崩壊し、市場経済が勝利し、これが万能であるかのごとく思われた

けれども、地球環境問題、グローバル経済下における世界の貧困・格差の問題、金融危機

に発端する世界的経済危機を迎え、市場経済システムは、ここに新たなルールづくり、経

済倫理、企業倫理の再構築が求められるに至った。それが梅津先生が提起されは大きな社

会の転換ではないかないかと考えます。 

 そういう中で、日本をみますと、1990 年に経団連は企業行動憲章という１０項目の行動

憲章を作りました。これをみますとすばらしい内容であり、さらに加えて行動基準に関す

る解釈通牒まで丁寧に書かれている。こういう世界が実現できれば企業不祥事などは起こ

らないし、企業はあらゆる賞賛を受けるのではないかと思うんですが、しかしそれを実現

する方法論が欠けている。あとは、企業の自主的な行動に委ねられていて、それ以上のア

クションが出てこない。企業行動憲章は、なんらかの意味で、企業自身がそれをプレッジ

するとか、あるいは第三者がある種の評価をする具体化・実現のメカニズムが必要であり

ましょう。国連グローバル・コンパクトは、これが企業の隠れ蓑にならないメカニズムを

導入しています。日本の経団連企業行動憲章もそうした発展・展開を図って欲しいもので

す。 

 さて、ＥＵにつきましてはゲリエさんからご説明いただきましたが、ＥＵ自身が、政策

的にＣＳＲの推進にコミットメントをしています。ＥＵは、ＣＳＲはビジネス界が中心に

なってすすめることであると明言する一方、多数のステークホルダーが存在するこの問題

についてマルチ・ステークホルダー・フォーラムという舞台を作り、ＣＳＲを新しい社会

211 



の発展、新しい市場経済システムの一環として位置づけている。また、ＣＳＲは公共政策

に置換わるものではないがその実施に貢献するものであるとして、両者の関係を位置づけ

ている。その姿、実情は大変見事なものと拝察しました。 

 それに比べて日本あるいはアメリカをみるとどうでしょう。アメリカの場合にはワシン

トン政府は、企業に対する必要な法的規制は行うが、ＣＳＲ問題は市場の問題、ビジネス

界の問題と割り切っているのではないでしょうか。州によっては若干違うかも知れません。

また、ウォール街はＣＳＲに関する政府の関与に反発するでしょう。日本では、経済産業

省その他の役所でＣＳＲの勉強はしています。しかし、政府全体の統合されたテーマとい

うことになっているかというとなっていない、というのが現状ではないでしょうか。政党

がマニュフェストをつくるようになりましたけれど、政党のマニュフェストのなかにもＣ

ＳＲの話という議論は出てこないですね。この話をしたら、その前に政治倫理をやって下

さいという議論が先行してしまうかも知れない。政治倫理問題も重要ですが、経済倫理の

議論は、21 世紀の市場経済システムをどう構築するかに関わる問題ですから、大きなテー

マとして国民的議論をしていく必要がありましょう。 

 これに関する周辺環境として、わが国にいくつかの変化と進展が観察できます。例えば

環境基本法にはたいへん立派な理念（環境の恩沢の享受と後世への継承、持続的発展社会

と循環型社会の形成、国際的協力）が書かれています。それから最近改正された消費者基

本法。これは 1968 年制定時は消費者保護基本法ということだったですが、法改正によりま

して企業の責任とともに消費者の役割、責任というものも明記をされるようになりました。 

それからＮＰＯ法（特定非営利活動促進法）。これは民法の特例法ですが、日本の民法は戦

後の民法改正時にも公益は政府が管理・監督するという立場を変えてこなかった、大変遅

れていた世界をＮＰＯ法が打ち破りました。要するに新しい公益をどう形成するかという

中で、それを担いうる主体の法的受け皿が新たにできたことがＮＰＯ法の画期的位置づけ

であります。さらに公益通報者保護法という法制も整備されました。 

ＣＳＲ問題を考えるに当たって、こういう背景変化が生じておりますので、わが国にお

けるＣＳＲ問題の展開はこうした背景と関連づけて具体的成果が上がることを期待したい

ものです。 

 ヒューレット・パッカード社のＣＳＲ理念、その社内展開について大変具体的なご説明

をいただきました。ご説明に加え、ＨＰ社のホーム・ページなどから、同社は企業理念、

企業の社会的責任をどういうふうに会社の中で実現するかという仕組みを持っているかが

外部から拝察できます。日本の企業も大いに学ぶべき点が多いことを観察させていただき

ました。 

 最後に大山会長の日本理化学工業。日本企業は、ＣＳＲの代表選手として世界にまだ発

信はしていないという声が海外の研究者から聞かれますが、法政大学の坂本先生が書かれ

た『日本でいちばん大切にしたい会社』の冒頭に日本理化学工業が出てきます。日本理化
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学工業は決して世界的大企業ではありませんが、企業の社会的責任を事業内に具現化した

事業活動を大山さんの生の声で感動をもって伺うことができました。こうした事例をより

多くのみなさんが共有をしていくような経済社会ができればと考える次第であります。 

 

 本日のシンポジウムをひとつの契機としまして、ご参加の皆さま方におかれましては

様々な交流をとっていただきまして、日本のＣＳＲあるいは世界のＣＳＲにいささかなり

とも進展があることを願っております。 

ご講演、ご議論に参加いただきました先生方、ご質問をいただきました皆さま、熱心に

ご参加いただきました会場の皆さまありがとうございました。 

シンポジウムのパネルディスカッション部分はここで閉じさせていただきます。 

（了） 



聴講者アンケート 

 
シンポジウムの聴講者に『あなたが考える“ＣＳＲ”の要素で、特に何が重要だと思い

ますか』というアンケートに対して、回答いただいた内容を事務局で取りまとめました。

（順不同） 

 
 
・平和、貧困への取り組み 
・持続的共生 
・ダイバーシティ 
・企業のトップに対する啓発 
・経団連等の連携 
・サスティナビリティ 
・労働慣行 
・CSR と事業の融合、経営層の CSR を競争力としていく事に対する理解/コミットメント 
・社会への価値提供の手法と sustainability 
・社会（ステークホルダー）とのコミュニケーションを通して、事業・経営に当たること 
・良き組織風土 
・日本では法令により外圧推進が効果的かも・・・ 
・企業の top、経団連の倫理観に頼っていては、大きな動きに変わり難い 
・Top に Proactive になってもらうための「場」はもっと作られないものかと思います。 
・事業との統合と継続性 
・経営者のリーダーシップも必要と考えます 
・CSR に対する社会的認識の向上 
・環境問題への対応 
・事業を通じた CSR（本業での CSR、例：BOP 等＋社会貢献） 
・雇用のダイバーシティー 
・生物多様性の保存（バイオダイバーシティー） 
・情報セキュリティー 
・環境対応 
・経営倫理＆コンプライアンス 
・ビジネスとの融合 
・経営層だけでなく一般職他、全般的な意識喚起が必要 
・生物多様性への対応 
・CSR 経営へのスピードと拡大 
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・人権問題 
・持続性は同感 
・将来の姿を想像して、今何をすべきかを考えること、続けていけること 
・基本的には新しい課題を克服することだと思いますが、その際に個としての企業ではな

く、社会との協働をしていくことだと思います。その方法論を体系的につくっていくこ

とが実際の取り組みかと認識しております。 
・自ら考え続けること 
・官と民／NPO･NGO との協働 
・人権、雇用 
・独自性 
・ビジネスとの結びつき 
・社会の課題への積極的かかわりあい、本業でどう解決に貢献するか（実態および報告と

もきっちりしていく必要） 
・環境と人間への配慮 
・コンプライアンスとか規制的要素としての CSR の色彩が強まることが懸念される 
・環境 
・「持続的発展」と「共生社会」をキーに具体的展開していくこと 
・持続的可能性に point を置いた企業理念をすべての企業が持つこと 
・利益と思いやりの両立 
・社員の全員参加にできるだけ持っていくこと 
・ベースとしての human right（人権） 
・本業における CSR – 個々のビジネスの中での CSR の実行の社会認知、社会貢献＝CSR

ではないことの理解 
・挑戦（アイデアと持続性） 
・環境問題 
・実行 
・人口増と環境の調和 
・雇用の確保と継続（「持続可能な雇用」に資する誠実な企業活動、高い経営倫理観があれ

ば雇用を確保するはず） 
・やはりキーワードは sustainability だと思います。 
・CSR が情報開示され評価されるシステム 
・CSR のメリットが見える化が必要 
・社会問題をいかにビジネスと統合させて社会と企業の両方に共通の価値を見出すことが

できるかが重要な視点だと思われる 
・生物多様性保護 
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・会社の理念に唱えていて、社員が十分理解し行動できていること、ビジネスの要素にき

ちんと組み込まれていること 
・今日の話ですとやはりサステナビリティ 
・社会課題の解決に貢献できること 
・社員の日々の行動そのものが“CSR”だと常に意識する事が大事 
・新しい成長の源泉 
・homo cooperative という概念に関心を持ちました 
・環境（自然環境と人間環境）の２つの側面の環境が重要だと思います 
・環境や社会課題を意識した事業の行い方、プロセス 
・本業に則した社会貢献活動 
・本業とのリンク／従業員への浸透、就業規則の中に経営理念や行動指針を盛り込めない

か 
・サステナビリティをしっかりと自社流の活動に消化して溶けこませることが必要、加え

てトップコミットメント（本当の）と戦略（何をしないか決める） 
・持続可能な企業経営、環境 
・CSR の普及方法（社内の中で） 
・チャレンジと創造的少数派というキーワードにインパクトがありました 
・やはり「sustainability」でしょうか → 社員や社会の人達ひとりひとりの参加が重要

だと考えます 
・評価システムのようなものが必要かと思いました 
・意識改革と欧と亜の融合だと思います（哲学＋management） 
・まず政治の世界が“CSR”にならなければならない、あれを見ている子供に何を言って

も“CSR”は浸透しないだろう、しいて言うならば、あんな人にはならないように、と

しか言えない日本の政治が情けない。その上で 2050 年、どういう社会を目指すのか、

というビジョンを日本国民が合意形成しなければならないのではないのか。企業はその

為に、いかに貢献できるのか!! 企業の果たす役割も重要。 
・貢献とは何か？企業 TOP＋Middle up での Policy を作ること 
・人を大切にする→人類・社会に拡大すること 
・講演の中にも何度か述べられた通り企業（NPO）（NGO）、官庁が連携して活動体制を

作りあげていくこと。 
・社会の要請をいかに正確に読みとって日々の活動に生かせるか 

 
以上 
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